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はじめに ∗

近年の自然環境や社会環境の変化、先端技術の展望を踏まえ、平成 30年 8月に交通政策

審議会気象分科会において提言「2030年の科学技術を見据えた気象業務のあり方」がとり

まとめられた。ここでは、重点的な取組事項の一つに「観測・予測精度向上に係る技術開発」

が掲げられ、取組推進のための基盤的・横断的な方策として、「産学官・国際連携」や「業

務体制や技術基盤の強化」などが示されている。この提言を踏まえて同年 10月に「2030年

に向けた数値予報技術開発重点計画」を策定し、その中で重点目標を掲げ、その達成に向け

て技術革新の推進や開発マネジメントの強化を行うこととした。

気象庁では令和 2年 10月に組織再編を行い、それに伴って、予測対象等によって部署ご

とに分かれていた数値予報技術開発部門を、つくばに新たに設置した数値予報開発センター

に集約し、数値予報技術開発を一体的に推進していくこととした。また、技術革新の推進の

ためには、気象研究所を始め大学等研究機関とのさらなる連携が重要であり、研究機関が多

く集まるつくば市の地の利を活かして連携を推進することとなった。

さて、令和元年まで数値予報課では、数値予報課報告・別冊（以下、別冊）として毎年

テーマを決めて最近の数値予報システムに関わる開発成果について報告を行ってきた。近年

では、別冊は、全球数値予報システム、メソ数値予報システム、観測データの同化、ガイダ

ンス、開発基盤整備・開発管理などのテーマで発行され、庁内外の数値予報モデル開発者に

とって、先人たちの開発成果を知り、現在の数値予報システムを理解し、今後の課題・展望

を知ることができる貴重な技術資料として貢献してきた。 しかしながら、年ごとにテーマ

を設定すると大きな開発の進展があった分野について、その年に必ずしも報告できるとは限

らず、最新の開発成果を報告する機会として活用しにくいものがあった。

そこで、数値予報開発センターの発足に伴い、今年度から年度末に前年の 1月から 12月

までの 1年間に行われた開発や活動を網羅的にまとめて報告する年報形式に移行することと

した。これにより、数値予報の開発における大きな進展や現業数値予報システムの変更を適

時に報告することが可能となる。また、数値予報開発センターの名の通り、活動の中心は開

発業務であるものの、それ以外の活動も行っている。これまでは開発成果以外の報告の機会

があまり無かったが、年報形式とすることにより、様々な活動についても紹介することが可

能となる。上述の連携推進の観点では、数値予報開発センターがどのような活動を行ってい

るのか多くの方にご理解いただくことが重要である。年報形式への移行により関係する皆様

のご理解がさらに深まることを期待している。

今年度の年報は、数値予報開発センターが担当する数値予報システムの開発計画と開発成

果の報告を中心として、国内外の学会やワークショップ等での成果発表や数値予報課コロキ

ウムでの発表（オンライン会議システムで庁外にも公開）及び論文等の報告、共同研究など

の連携に関する報告、学会等の委員活動の報告を網羅的にとりまとめた。

数値予報開発センター年報を通じて、数値予報開発センターの活動をより深くご理解いた

だき、数値予報技術の開発及び連携の推進について、今後のより一層のご指導、ご支援をお

願いする。

* 石田 純一 数値予報モデル基盤技術開発室長
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第 1章 数値予報開発センターの概要

1.1 業務概要

2020年 10月、茨城県つくば市の高層気象台庁舎内に数値予報開発センター（以下、「開発センター」と表記）が
設立された。開発センターは情報基盤部数値予報課の「数値予報モデル基盤技術開発室」、「数値予報モデル技術開
発室」、「地球システムモデル技術開発室」の 3室で構成されている。
開発センター設立の約 2年前の 2018年 8月に交通政策審議会気象分科会の提言「2030年の科学技術を見据えた
気象業務のあり方」に示された気象・気候分野に関する技術開発の現状と課題を踏まえ、防災分野をはじめ社会に
おける情報サービスの基盤である数値予報の技術開発を強力かつ着実に推進していくため、2018年 10月に「2030

年に向けた数値予報技術開発重点計画」（以下、「重点計画」という）が策定された。重点計画の数値予報に関する
気象庁のビジョンに、「数値予報は、気象・気候予測の根幹であり、安全・安心で豊かな生活に不可欠な社会基盤」
とあり、数値予報の高度化・精度向上を強力に推し進めることで、数値予報は防災を始め社会の様々なサービスの
充実・発展に、より効果的に貢献できる。2030年に向けて掲げられた 4つの重点目標、「豪雨防災」、「台風防災」、
「社会経済活動への貢献」、「温暖化への適応策」を達成するため、予測精度向上の鍵となる「次世代技術による地
球の観測ビッグデータ活用」、「日本の気象を世界最高の精度と解像度でシミュレーション」、「確率予測と AI技術
の融合による意思決定支援」について、技術革新を重点的に推進し、同時に「幅広い連携の推進」、「開発者の育成
と確保」、「研究・開発基盤の整備」といった開発マネージメントを強化して、開発を力強く推進する必要があると
書かれている。
このように数値予報のさらなる高度化・精度向上が強く求められる中、2020年 10月の気象庁組織再編に伴い、

「数値予報開発センター」を設置し、これまで全球モデル、メソモデル、局地モデル、季節予報モデル、海洋モデ
ル、物質輸送モデルなど予測対象等によって部署ごとに分かれていた数値予報モデルの開発部門を統合して分野横
断的に開発できる体制を整備し、一体的に数値予報モデルの開発を進めることにした。また、開発センターを茨城
県つくば市に設置することで、気象研究所や筑波研究学園都市の大学等研究機関と、より密接に連携して開発に取
り組んでいる。
数値予報モデル基盤技術開発室は、基盤開発管理係と評価チーム、システム・サポートチーム、ガイダンスチー
ム、次世代 AI活用チームの 1係 4チームで構成され、数値予報モデルの精度検証・評価や数値予報実験システム
や開発管理システム等の基盤システムの開発、数値予報成果の応用（ガイダンス）に関する技術開発、次世代ガイ
ダンスを含む数値予報の様々な分野での AIを活用するための技術開発支援に取り組むとともに数値予報モデル開
発を効率よく進めるために開発センター内の調整・運営、また数値予報課本課との調整を行っている。
数値予報モデル技術開発室は、全球モデルチーム、全球同化・EPSチーム、メソモデルチーム、メソ同化・EPS

チーム、アクティブセンサデータ利用チーム、輝度温度データ利用チームの 6チームで構成され、警報・注意報等
の防災気象情報や航空気象情報、短期から週間天気予報の基礎資料となる全球数値予報システム、全球アンサンブ
ル予報システム、メソ数値予報システム、メソアンサンブル予報システム、局地数値予報システム、毎時大気解析
の開発に取り組んでいる。
地球システムモデル技術開発室は、結合モデルチーム、再解析チーム、海洋モデルチーム、大気化学モデルチー
ムの 4チームで構成され、季節アンサンブル予報システム、長期再解析 (JRA)、波浪モデル、高潮モデル、海況監
視予測システム、黄砂解析予測システム、紫外線予測システム、大気汚染気象予測システム、二酸化炭素解析シス
テムといった気候、海洋、環境気象に関する様々な数値予報モデルの開発に取り組んでいる。
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1.2 沿革

2020年 10月 組織再編に伴い、茨城県つくば市に数値予報開発センターを設置。

1.3 組織

数値予報開発センターは、「数値予報モデル基盤技術開発室」、「数値予報モデル技術開発室」、「地球システムモ
デル技術開発室」の 3室から構成され、以下の通り、さらに各チームに分かれて、開発を行っている。

数値予報モデル基盤技術開発室 : 基盤開発管理係
: 評価チーム
: システム・サポートチーム
: ガイダンスチーム
: 次世代 AI活用チーム

数値予報モデル技術開発室 : 全球モデルチーム
: 全球同化・EPSチーム
: メソモデルチーム
: メソ同化・EPSチーム
: アクティブセンサデータ利用チーム
: 輝度温度データ利用チーム

地球システムモデル技術開発室 : 結合モデルチーム
: 再解析チーム
: 海洋モデルチーム
: 大気化学モデルチーム
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第 2章 開発報告

2.1 開発計画

　
第 2.1節では、数値予報システムの開発計画を報告する。

図 2.1.1 全球数値予報システム、全球アンサンブル予報システム、メソ数値予報システム、メソアンサンブル予報システム、
局地数値予報システム、毎時大気解析の開発計画
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図 2.1.2 ガイダンスの開発計画
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図 2.1.3 統合型ガイダンスの開発計画
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図 2.1.4 季節アンサンブル予報システム、気候データ同化システム、波浪モデル、海況監視予測システムの開発計画
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図 2.1.5 高潮モデル、黄砂解析予測システム、紫外線予測システム、大気汚染気象予測システム、二酸化炭素解析システムの
開発計画
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2.1.1 全球数値予報システム
全球数値予報システムは、天気予報や週間予報、台
風予報などでの利用のみならず、メソ数値予報システ
ムへの境界値提供をはじめ多くの役割を担う基盤シス
テムである。システムの全体像については JMA (2019)

を参照頂きたい。「2030年に向けた数値予報技術開発
重点計画」では、特に台風防災に資するため、台風進
路に関する予測精度の飛躍的な改善が必要であるとし
ている。
全球数値予報システムは、初期値を作成する全球デー
タ同化システム及び予測計算を行う全球モデル GSM

により構成されている。GSMは 2021年 1月現在、水
平解像度約 20 km、鉛直層数 100層の構成で運用され
ている。全球モデルの現在の仕様については第 2.2.6項
を参照頂きたい。全球データ同化システムは、4次元変
分法を基本とし、局所アンサンブル変換カルマンフィ
ルタ (LETKF, Hunt et al. 2007)で作成される背景誤
差の情報を考慮するハイブリッド 4次元変分法データ
同化システムが 2019年 12月に導入された (第 2.2.2項
)。この際、雲や雨の影響を受けた衛星観測輝度温度の
データを同化利用する全天同化も同時に導入された (第
2.2.3項)。利用されている観測データの概要について
は、計盛ほか (2018)を参照頂きたい。
2020年度末には全球数値予報システム全体の鉛直層
数を増強する。また全球データ同化システムにおいて
は、LETKFのメンバー数を増強する。これにより、メ
ンバー数が少ないことに由来する背景誤差相関のサン
プリングエラーを軽減し、LETKFで作成される（大
気状態を反映して日々変化する）背景誤差の情報をよ
り重視したデータ同化を可能とする。また土壌水分解
析の導入及び積雪深解析の改良によって、下部境界条
件として与えられる各種物理量の改善を図る。その後、
2021年度第一四半期中にさらなる観測データの新規利
用及び利用手法改良を図る。大きな課題として、現在
全天同化に対応していない衛星観測マイクロ波水蒸気
サウンダデータの全天同化利用開始、ハイパースペク
トル赤外サウンダの利用チャンネルセット変更、航空
機気温観測データのバイアス補正手法改良などがある。
その後、2021年度中に、水平方向の解像度を現状の約
20 km から約 13 km に強化する計画である。この改
良では、解像度に応じた各種物理過程の改良等を適宜
取り込む計画である。2022年度第一四半期中には衛星
観測輝度温度データの観測演算子として利用している
高速放射伝達モデル RTTOVのバージョンアップや、
データ同化の際に用いる観測の誤差設定の見直しなど
を計画している。
また中長期的にはスーパーコンピュータシステムの
スペックに応じて GSMの解像度を拡充、10 km以下
の水平解像度で運用し、台風の進路予測精度を飛躍的
に向上させることを目指している。

2.1.2 全球アンサンブル予報システム
全球アンサンブル予報システム (GEPS)は GSMに
よる予測に対して信頼度や不確実性等の情報を与える
ばかりでなく、より長い 2週間から 1か月先までの確
率的予測での利用をも目的として運用されている。シ
ステムの詳細については経田 (2016)や新保 (2017)な
どを参照頂きたい。また、最新のモデルの仕様につい
ては第 2.2.7項を参照頂きたい。「2030年に向けた数値
予報技術開発重点計画」では、台風防災に資するため
の台風の進路予報に関する不確実性の情報や、社会経
済活動への貢献に資するため 2週間及び 1か月先まで
の顕著現象予測の精度向上が必要であるとしている。
GEPSに利用される数値予報モデルは基本的に低解
像度版のGSMである。2021年 1月現在、18日予測ま
では水平解像度約 40 km、それより先の 34日目までは
55 kmと予報時間の途中で解像度を切り替える仕様と
なっている。鉛直層数はGSMと同様 100層である。ア
ンサンブル予報のための初期摂動については LETKF

と特異ベクトル法 (SV法)により与えている。また数
値予報モデルの不確実性を考慮するため、確率的物理
過程強制法 (米原 2010)を採用している。今後もGSM

の更新に合わせた改良と共に確率的予測の改善を目指
した開発に取り組む。
2020年度末には鉛直層数をGSMに準じて増強する
とともに、アンサンブルメンバー数を、これまで 11日
まで 27、18日まで 13だったところ 18日までを 51に
増強する。また、19～34日目までは 13だったところ
25にする。これにより確率的な予測の精度向上が期待
できる。その後 2021年度末には、水平方向の解像度を
現在の約 40 kmから約 27 km(18日先まで)、約 55 km

から約 40 km(34日先まで)に強化する計画である。ま
た現在、2週目以降の海面水温 (SST)については、2段
階 SST(高倉・小森 2020)により、季節アンサンブル予
報システムで予測された値を用いている。これについ
て、同システムが 2021年度に更新され、予測 SSTの
精度向上が見込まれる (第 2.1.8項)ことから、利用手
法についての再検討を行う計画である。
中長期的には GSM同様にスーパーコンピュータシ
ステムのスペックに応じた解像度のさらなる強化を検
討しており、18日までの予測については 20 km以下、
それ以降の予測についても 30 km以下の解像度で運用
することを目指している。さらに、大気海洋の相互作
用の取り扱いの精緻化に向けた調査開発も進めていく。

2.1.3 メソ数値予報システム
メソ数値予報システムは、主に天気予報や防災気象
情報、航空気象情報の作成支援に利用されている。シ
ステムの全体像については JMA (2019)などを参照頂
きたい。「2030年に向けた数値予報技術開発重点計画」
では、台風防災及び豪雨防災に資するため、台風に伴
う 3日先までの降水量予測や、線状降水帯の発生・停
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滞等による集中豪雨の予測のため予測時間の延長や顕
著現象の降水量等の定量的予測の精度向上が必要であ
るとしている。
メソ数値予報システムは初期値を作成するメソデー
タ同化システムとメソモデルMSMにより構成されて
いる。MSM は 2021 年 1 月現在、水平解像度 5 km、
鉛直層数 76層の非静力学モデル asuca(気象庁予報部
2014)により運用されている。なお、物理過程の改良
を含むシステム更新は 2020 年 3 月に実施された (第
2.2.8.3小節)。予報時間は最大 51時間である。データ
同化手法には asucaに基づく 4次元変分法が 2020年 3

月に導入された (第 2.2.8.2小節)。
今後、2021年度末に鉛直層数増強や各種物理過程の
改良を含むシステム更新を計画している。また、2022

年の台風シーズンにはメソモデルによる 3日前からの
降水予測を行えるよう、予報時間延長のための開発に
取り組んでいる。この中では、海洋混合層の取扱など
が重要な課題となっている。さらに、現行のデータ同
化システムは 4次元変分法を採用しているものの、そ
の時々の気象条件に応じた背景誤差相関の情報が活用
できていないことから、ハイブリッドデータ同化手法
導入も課題となっている。観測データについては、全
球数値予報システムでは導入済だがメソ数値予報シス
テムで導入されていない観測データの導入を目指した
開発を進めている。主なものとして、米国の極軌道衛
星である Suomi-NPP及び NOAA-20のマイクロ波サ
ウンダ ATMSの導入があり、2021年度の導入を目指
して開発を進めている。また、大きな課題としてマイ
クロ波輝度温度データの全天同化の導入があり、2022

年度の導入を目指して開発を進めている。
中長期的には 3日先までの予測をより精度よく行う
ため計算領域拡張を検討している。これについては将
来のスーパーコンピュータシステムのスペックに応じ
て改めて検討する計画である。

2.1.4 メソアンサンブル予報システム
メソアンサンブル予報システム (MEPS)は、MSM

の予測に対して信頼度や不確実性の情報を付加する目
的で運用されている (河野ほか 2020)。「2030年に向け
た数値予報技術開発重点計画」では、豪雨防災に資す
るため特別警報級の大雨となる確率情報の精度向上の
ための予測精度向上が必要であるとしている。
MEPSに用いる数値予報モデルは基本的にMSMと
同一であり、2021年 1月現在の水平解像度は 5 km、鉛
直層数は 76層である。アンサンブル予報のための初期
値や側面境界値の摂動には SV法を用いて与えている。
今後MSMの更新に合わせた改良ばかりでなく、確率
的予測の改善を目指した機能拡充を行う。
今後は 2021年度末の MSMの更新に合わせたシス
テム更新を行う。また確率的な予測の精度向上を目指
し、数値予報モデルの不確実性を考慮するため、確率

的物理過程強制法などの導入を計画している。
中長期的には予測時間の延長や計算領域の拡張を

MSMに準じて行う計画である。

2.1.5 局地数値予報システム
局地数値予報システムは、防災気象情報や航空気象
情報、降水短時間予報等の作成支援での利用のため、
空間・時間スケールの小さい現象を予測することを目
指して運用されている。「2030年に向けた数値予報技
術開発重点計画」では局地的な大雨の半日前の予測に
資するため、積乱雲等の予測を行えるよう、さらなる
高度化・高解像度化が必要であるとしている。
局地数値予報システムは、初期値を作成する局地デー
タ同化システムと局地モデル LFMにより構成されて
いる。LFMは 2021年 1月現在、水平格子間隔 2 km、
鉛直 58層の非静力学モデル asucaにより運用されてい
る。予測時間は 10時間である。データ同化手法には初
期時刻の前 3時間を 1時間毎に予測と 3次元変分法に
よる同化を繰り返す手法を用いている。詳細について
は、幾田 (2015)を参照頂きたい。
今後、2020年度末に鉛直層数増強や各種物理過程の
改良を含むシステム更新を計画している。本改良には
2020年 3月に実施されたMSMの改良で得られた知見
が活用されている。また、メソ数値予報システム同様
に、全球数値予報システムで利用されている観測デー
タの導入が課題である。さらに、ハイブリッドデータ
同化手法の導入も大きな課題である。局地解析につい
ては、3次元変分法を用いているため背景誤差相関の
時間発展が扱われないことから、その時々の気象条件
に応じた背景誤差相関情報の活用が不十分である。こ
のため、そのような情報を補うハイブリッドデータ同
化手法の導入は精度向上に貢献することが期待できる。
局地モデルについては将来的に、半日先までの大雨
予測に資するための予報時間の延長と、積乱雲予測の
改善のための高解像度化を計画している。また、確率
的予測を行うための局地アンサンブル予報システムの
開発も課題である。これらについては将来のスーパー
コンピュータシステムの性能を勘案しつつ改めて検討
するが、LFM本体については 2030年に 1 km程度の
水平解像度による予測の実現を目指している。

2.1.6 毎時大気解析
毎時大気解析は、航空気象情報などの作成支援のた
め、大気の実況監視を目的として風と気温について 1

日 24回、3次元変分法を用いた客観解析により毎時実
行されている (室井ほか 2008)。
毎時大気解析はこれまでMSMを第一推定値とした

5 km の水平解像度で運用されてきた。一方で近年、
LFMの運用及び機能強化が行われてきていると共に、
リモートセンシング技術の拡充などにより、より高解
像度高頻度に解析を行えるようになってきた。これら
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の状況を踏まえ、2021年度前半に、高頻度大気解析と
して時間頻度をこれまでの 1 時間から 30 分 (1 日 48

回)に高頻度化すると共に、LFMを第一推定値とする
2 kmの水平解像度で運用することを計画し、現在開発
を進めている。

2.1.7 短期予報ガイダンス
ここでは短期予報で用いられるガイダンスに関する
開発計画を述べる。ガイダンスの一覧及び概要につい
ては計盛ほか (2019)を、ガイダンスの詳細については
気象庁予報部 (2018)をご覧いただきたい。現在、ガイ
ダンスについては、様々な気象要素に対する個別のガ
イダンスに対する開発とそれらを統合する統合型ガイ
ダンスの開発を行っている。本節ではそれぞれに対し
て述べる。なお、線表については図 2.1.2をご覧いただ
きたい。

2.1.7.1 ガイダンス
ガイダンスは数値予報モデルが持つ系統誤差を統計
的に補正することで予測精度を向上させることができ
る。統計的に補正するため、数値予報モデルの出力デー
タと予測対象である実況の観測データを用い、統計手
法によって予測式を作る (高田 2018b)。
数値予報モデルの改良が行われて、系統誤差が変わ
る際にはそれに応じた対応が必要となる。具体的な対
応として、改良が想定される数値予報モデルの結果を
ガイダンスの予測式に与えて予測精度を評価し、精度
が悪化すると見込まれる場合には再学習を行って（場
合によっては再予報を行い、その結果を用いることも
ある）予測式を改良後の数値予報モデルの系統誤差に
適するようにするなどの対応を行う (高田 2018c)。そ
のため、令和 2年度に計画されている GSM、GEPS、
LFMの改良のタイミングに合わせて、各モデルを入力
としているガイダンスの評価及び必要に応じて再学習
を行う。
次に、観測データが変わる場合にも対応が必要とな
る。数値予報モデルの改良への対応と同様に、変更後に
想定されるガイダンスの予測精度を評価した上で、必要
に応じて再学習の実施などの対応を行う (高田 2018d)。
アメダスの地点変更が行われる場合は、その変更計画
に応じて随時対応する。また、アメダスの日照時間が
推計気象分布による推計値に置き換えられることへの
対応は、置き換えが行われる令和 3年 3月までに実施
する計画である。航空気象観測の完全自動化について
は、視程・雲の観測特性が変わるなどへの対応を行う。
令和 2年度末の那覇空港（夜間）及び令和 3年 5月の
壱岐空港において、それぞれ完全自動化が予定されて
おり、それに合わせる計画としている。
ガイダンスの新規開発及び既存ガイダンスの改良に
ついては以下を予定している。まず、大きな課題とし
て、最大降水量ガイダンスの改良に向けた開発を進め
ている。最大降水量ガイダンスは台風時に予測雨量が

過大となる (沢田・白山 2019)問題などがあり、これ
らの解決に向けた開発を行っており、来年度出水期ま
での導入を計画している。特別警報級の大雨確率メッ
シュ情報は、平成 30年 8月にとりまとめられた交通政
策審議会気象分科会提言「2030年の科学技術を見据え
た気象業務のあり方」に記載されている「概ね 3～5年
後に半日程度先までに特別警報級の大雨となる確率の
メッシュ情報の提供」に対応するために開発に着手し
たものである。令和 3年度に試験運用を開始し、令和
4年度に運用開始を計画している。また、LFM降雪量
ガイダンスの開発も進めており、令和 3年度中の運用
開始を計画している。その他、後述の統合型ガイダン
スの入力となる LFM気温・降雪量ガイダンスの開発
も進めている。

2.1.7.2 統合型ガイダンス
数値予報課では平成 30年度から、全球モデル、メソ
モデル、局地モデル等の複数の数値予報結果を AI技
術の活用によって最適に組み合わせる「統合型ガイダ
ンス」の開発を行っている（図 2.1.6）。
これにより、各ガイダンスの予測を統合することで、
ランダム誤差を軽減して予測精度の向上が見込まれる
(高田 2018a)ほか、予報時間に対してシームレスな予
測情報を提供したり、確率情報を作成・提供すること
が可能となる。平成 31年 1月から、理化学研究所革新
知能統合研究センター（理研 AIP）との共同研究を開
始して、連携して開発に取り組んでいる。
現在、統合型ガイダンスの降水、風、気温について
は部内試験運用を開始しており、令和 4年度以降に本
運用を開始することを想定して開発を進めている。複
数のガイダンスを統合する際に各ガイダンスの予測特
性の得意・不得意にあわせて最適な組み合わせを選択す
ると精度向上を見込める。大雨・強風・気温について、
例えば気象場に応じた特徴（スケールが小さい現象に
対しては分解能が高いガイダンスの方が表現しやすい
など）を抽出する技術調査を共同研究で実施している。
この調査結果は随時有効性を確認し、改良につながる
と考えられる場合は導入を行う。また、理研AIPはAI

技術の専門家であり、様々な知見やツールを有してい
ることから、取り入れ可能な最新 AI技術やツールに
ついての調査を実施し、上記と同様に有効性が確認さ
れた際には随時導入を行う計画である。個別の要素に
ついて、以下を計画している。降水及び気温ガイダン
スについては確率情報の作成を含む統合手法の改良を
行う予定である。風ガイダンスについては現時点では
地点形式でしか作成していないところ、面的に予測す
る技術を開発する計画である（令和 3年度中までに）。
降雪量ガイダンスについては、降水量ガイダンスと雪
水比（気温ガイダンスから求める）を用いて降雪量を
求めている。そこで、統合型ガイダンスにおける降水
量ガイダンスと気温ガイダンスを結合する計画であり
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図 2.1.6 統合型ガイダンスの模式図

（令和 3年度中）、開発終了後に降雪量ガイダンスの部
内試験運用を開始する計画である（令和 3年度中）。

2.1.8 季節アンサンブル予報システム
季節アンサンブル予報システム（季節 EPS）は、3

か月予報、暖・寒候期予報、エルニーニョ予測に利用
されている。季節 EPSの予測モデルは、季節予報のた
めに改良・調整を加えた GSMの低解像度版（水平分
解能約 110 km 鉛直層数 60層）に気象研究所共用海洋
モデルMRI.COM（水平分解能約 50～100 km 鉛直層
数 52層）を結合した、大気海洋結合モデルを用いてい
る。大気初期値には気候データ同化システム (第 2.1.9

項参照)、海洋初期値には初期値作成手法として 3 次
元変分法を採用している全球海洋データ同化システム
（MOVE/MRI.COM）を使用している。仕様の詳細に
ついては、高谷 (2015)などを参照頂きたい。「2030年
に向けた数値予報技術開発重点計画」では、社会経済
活動への貢献に資するため、エルニーニョといった日
本域への影響も大きい熱帯起源の大気海洋現象の再現
性などの向上が求められている。
2021年度後半に更新予定の次期季節 EPSでは、そ
の予測モデルについて、水平方向の高解像度化（大気：
約 110 kmから約 55 kmへ、海洋：渦非解像から渦許
容へ1）や鉛直層数の増強（大気：60から 100層へ、海

1 海洋の渦は熱帯から中高緯度にかけて変形半径が小さくな
るため (Hallberg 2013)、海洋モデルの解像度に応じて渦非
解像（eddy parameterising：約 1 度格子）、渦許容（eddy
permitting：約 0.25度格子）、渦解像（eddy resolving：約
0.1度格子）と区別されている。

洋：52から 60層へ）を行うとともに、より新しいバー
ジョンのGSM及びMRI.COMを使用して気候再現性
の向上のための改良・調整を加える。さらに、データ
解析手法の 3次元変分法から 4次元変分法への変更と
いったMOVE/MRI.COMの高度化や摂動作成手法の
改良も行う。中長期的には、海洋モデルの渦解像度化
や地球システム要素の結合化に向けた調査開発を進め、
階層的2な地球システムモデルを使用した季節 EPSの
構築をめざす。

2.1.9 気候データ同化システム
気候データ同化システムは、長期再解析と同じシス
テムで計算するデータ同化サイクルを現在まで延長し
たもので、気候系監視、季節 EPSの初期値、モデルの
評価検証などに利用されている。現仕様は、2009年時
点の現業全球データ同化システムをベースとして計算
を実施した気象庁第 2次長期再解析（JRA-55）と同じ
システム（水平格子間隔約 55 km 鉛直層数 60層）で
ある。仕様の詳細については古林ほか (2015)などを参
照頂きたい。
現在、2018年時点の現業全球データ同化システムを
ベースとする気象庁第 3次長期再解析（JRA-3Q）の
計算（1940年代末～2020年）を実施中である。この
JRA-3Qの計算が 2021年度中に完了予定であること
に伴い、JRA-3Qと同じ仕様とする気候データ同化シ

2 ターゲットとする予測の精度向上に有効で、かつ、現実的
に運用可能なコストで導入できる地球システム要素を段階的
に取り込む。
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ステムの運用を 2021年度前半に開始する計画である。
JRA-3Qでは、水平方向の高解像度化（約 55 kmから
約 40 kmへ）、鉛直層数の増強（60から 100層へ）や
境界条件として利用する海面水温データの品質向上を
図るとともに、JRA-55実施以降の観測データの利用
拡充を含む現業全球データ同化システムの開発成果も
取り込まれることから、より高品質なデータの作成が
期待される。今後も新しい気象庁長期再解析の実施に
合わせて気候データ同化システムの更新を行う計画で
ある。

2.1.10 波浪モデル
波浪モデル及びその初期値を最適内挿法で作成する
波浪客観解析には、全球（水平格子間隔約 50 km）と
日本近海を対象とする沿岸（同約 5 km）の 2種類の対
象領域を設けている。全球波浪モデルは外洋波浪図や
外洋域を航行する船舶向けの波浪情報に、沿岸波浪モ
デルは波浪警報・注意報や日本周辺の波浪予報に利用
されている。また、全球波浪モデルを使用する波浪ア
ンサンブル予報システムは、2日先から 5日先までの早
期注意情報（警報級の可能性）に利用されている。仕
様の詳細については竹内ほか (2012)や JMA (2019)な
どを参照頂きたい。「2030年に向けた数値予報技術開
発重点計画」では、台風防災に資するため、沿岸域な
どの高波をより精緻に表現することが求められている。
2020年度末までに波浪アンサンブル予報システムの
メンバー数を増強（27から 51メンバーへ）する予定
である。2021年度には、全球波浪モデルの水平解像度
高解像度化（約 50 km から約 25 km へ）、初期時刻
00UTCの予報時間延長（132時間から 264時間へ）を
予定している。その後、沿岸波浪モデルの水平解像度
高解像度化（約 5 kmから約 2 kmへ）を計画してい
る。中長期的には、沿岸波浪モデルの高頻度化やスー
パーコンピュータシステムの仕様に応じた解像度の拡
充を検討している。

2.1.11 高潮モデル
高潮モデルは、高潮注意報・警報で利用する日本域

（同 沿岸部約 1 km～沖合約 16 km）と、台風委員会メ
ンバー（国・地域）への高潮情報提供を目的とするア
ジア域（水平分解能約 4 km）の 2種類の対象領域を
設けている。仕様の詳細について、日本域高潮モデル
は林原 (2011)など、アジア域高潮モデルは Hasegawa

et al. (2017)などを参照頂きたい。「2030年に向けた
数値予報技術開発重点計画」では、台風防災に資する
ため、台風に伴う高潮をより高い精度で予測すること
が求められている。
2021年度までは主に日本域高潮モデルの改善を図る
予定である。具体的には、2020年度末までに台風ボー
ガス手法の改善、2021年度には予報時間延長 (39時間
から 132時間へ）及びアンサンブルメンバー数増強（6

から 21メンバー程度へ）を行う計画である。その後、
アジア域高潮モデルについて、2022年度に非構造格子
モデルを導入して沿岸部の高解像度化（約 4 kmから約
2 kmへ）を図るとともに、台風ボーガス手法の改善や
全球アンサンブル予報システムの全メンバーを活用し
たアンサンブル予報化を計画している。中長期的には、
日本域高潮モデルへの非構造格子モデルの導入、台風
ボーガス手法のさらなる改善、スーパーコンピュータ
システムの仕様に応じた解像度の拡充を検討している。

2.1.12 海況監視予測システム
日 本 沿 岸 海 況 監 視 予 測 シ ス テ ム

（MOVE/MRI.COM-JPN）は 、海 面 水 温 や 海 流
の 1か月予報などで利用されている。本システムは、
全球（水平格子間隔約 100 km 鉛直層数 60層）－北
太平洋（同約 10 km 60 層）－日本近海（同約 2 km

60層）の 3段階の海洋モデルと変分法データ同化シス
テム（NPR-4DVAR および GLB-3DVAR）から構成
される。仕様の詳細についてはHirose et al. (2019)や
Sakamoto et al. (2019) などを参照頂きたい。「2030

年に向けた数値予報技術開発重点計画」では、海況要
因による水位上昇など沿岸防災に資する現象や、黒潮
流路・海氷の変動など社会・経済的に影響の大きい現
象の再現性の向上が求められている。2021年度には、
海氷予測が本システムに移行される予定である。中長
期的には、流域雨量指数を活用した沿岸域の塩分の再
現性向上などの本システムのさらなる改善を行う計画
である。

2.1.13 黄砂解析予測システム
黄砂解析予測システムは黄砂情報に利用されて
いる。本システムでは、大気大循環モデル MRI-

AGCM3(Yukimoto et al. 2012) と全球エーロゾルモ
デルMASINGAR mk-2(Yukimoto et al. 2012)を結合
させたモデル（水平格子間隔約 40 km 鉛直層数 40層）
を用いている。本システムでは、モデルで予測するエー
ロゾルの 3次元分布から計算した光学的厚さ (Aerosol

Optical Thickness, AOT)を衛星観測 AOTで修正（2

次元変分法）することで観測情報を取り込んでいる。
仕様の詳細については田中・小木 (2017)などを参照頂
きたい。「2030年に向けた数値予報技術開発重点計画」
では、黄砂プロダクトの高度化のため、エーロゾルの
予測精度向上が求められている。2019年度に導入した
ひまわり観測データ同化に続いて衛星観測データ利用
の拡充に取り組むとともに、中長期的な課題としては、
全球エーロゾルモデルの素過程改良などがある。

2.1.14 紫外線予測システム
紫外線予測システムは紫外線情報に利用されて
いる。本システムでは、大気大循環モデル MRI-

AGCM3(Yukimoto et al. 2012)と化学輸送モデルを結
合させたモデルMRI-CCM2（水平格子間隔約 110 km
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鉛直層数 64層）を用いており、即時的に利用可能な衛
星データ（オゾン全量）でナッジングすることで観測
情報を取り込んでいる。仕様の詳細については JMA

(2019)などを参照頂きたい。「2030年に向けた数値予
報技術開発重点計画」では、紫外線プロダクトの高度
化のため、オゾンの予測精度向上が求められている。
2021 年度には鉛直層増強（64 層から 80 層以上へ）、
2022年度には衛星観測データ利用の高度化を計画して
いる。中長期的な開発課題としては、化学輸送過程の改
良や衛星観測データ利用のさらなる高度化などがある。

2.1.15 大気汚染気象予測システム
大気汚染気象予測システムは大気汚染気象予報の支
援を目的としている。本システムのモデルは、アジア
域の領域化学輸送モデル（水平格子間隔 20 km 鉛直
層数 18 層）及び、東日本や西日本を対象とする高解
像度版領域化学輸送モデル（水平格子間隔 5 km 鉛直
層数 19層）の 2種類がある。領域化学輸送モデルは、
大気モデル JMA-NHMと組み合わせて使用しており、
即時的に利用可能な地上観測データ（オゾン濃度）で
ナッジングすることで観測情報を取り込んでいる。高
解像度版領域化学輸送モデルは、大気モデル asucaと
組み合わせて使用しており、予報－予報サイクルで運
用している。仕様の詳細について、池上ほか (2015)な
どを参照頂きたい。「2030年に向けた数値予報技術開
発重点計画」では、大気汚染プロダクトの高度化のた
め、大気汚染物質の予測精度向上が求められている。
2021年度以降早期に、高解像度版領域化学輸送モデ
ルについて、地上観測データ同化の導入や高頻度運用
（1回/日から 3回/日へ）を行うことを計画している。
中長期的な開発課題として、高解像度版領域化学輸送
モデルへの一本化や同化手法の高度化、オゾン以外の
汚染物質の同化などがある。

2.1.16 二酸化炭素解析システム
二酸化炭素解析システムは二酸化炭素分布情報で利
用している。本システムでは、GSMに二酸化炭素の輸
送過程を組み込んだモデルGSAM-TM（水平格子間隔
約 110 km 鉛直層数 60層）と逆解法（二酸化炭素の放
出・吸収量の補正）を組み合わせた手法を用いている。
2021年度には衛星データ同化を導入する予定であり、
その後、領域区分の細分化などを計画している。
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2.2 開発成果

　
第 2.2節では、数値予報システムに導入した開発成果を報告する。今年度の年報においては、数値予報開発セン
ター発足前の気象庁予報部数値予報課で実施した 2019年 4月から 2020年 9月までの開発成果と、数値予報開発セ
ンター発足後の 2020年 10月から 12月までの開発成果を報告する。

表 2.2.1 2019年 4月から 2020年 12月までに数値予報システムに導入した開発成果

項 表題 運用開始日

第 2.2.1項 GOES-16 CSRの全球解析への利用 2019年 6月 18日

第 2.2.2項 ハイブリッド同化の全球解析への導入 2019年 12月 11日

第 2.2.3項 マイクロ波輝度温度全天同化とアウターループの全球解析への導入 2019年 12月 11日

第 2.2.4項 Metop-C/ASCATデータの全球解析への利用 2019年 12月 11日

第 2.2.5項 ASCAT早期配信データの利用 2020年 2月 26日

第 2.2.6項 全球モデルの改良 2020年 3月 24日

第 2.2.7項 全球アンサンブル予報システムの改良 2020年 3月 24日

第 2.2.8項 メソ解析とメソモデルの改良 2020年 3月 25日

第 2.2.9項 GOES-16 AMV及び ScatSat-1/OSCATの全球解析への利用開始 2020年 7月 29日

第 2.2.10項 局地解析におけるひまわり 8号 CSRデータ利用拡大 2020年 7月 29日

第 2.2.11項 全球解析における Metop-C マイクロ波サウンダ AMSU-A および
MHSの利用開始

2020年 9月 15日

第 2.2.12項 メソアンサンブル予報システムの改良 2020年 9月 16日

第 2.2.13項 日本沿岸海況監視予測システムの導入 2020年 10月 28日
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2.2.1 GOES-16 CSRの全球解析への利用
2.2.1.1 はじめに
気象庁の全球解析では、日本、欧州、米国が運用す
る静止気象衛星から得られる水蒸気バンドの晴天放射
輝度温度 (CSR: Clear-Sky Radiance) データを利用し
ている。水蒸気バンドのCSRデータを同化することに
より、対流圏の中上層の水蒸気量を中心に初期値の精
度が改善することが確認されている (石橋・上沢 2007;

計盛 2016; 岡部 2019)。
南北アメリカおよび大西洋領域を観測する米国の静
止気象衛星 GOES (Geostationary Operational Envi-

ronmental Satellite) -Eastは 2017年 12月に、それま
でのGOES-13から新型のGOES-16に切り替わった。
気象庁では 2018年 4月より GOES-16の CSRデータ
の取得を開始し、同データ利用のための開発及び調査
を実施してきた。この結果、2019年 6月 18日より全
球解析にて同データの利用を開始した。本項では、そ
の開発と調査の概要を報告する。

2.2.1.2 GOES-16 CSRの品質
GOES-16に搭載されているAdvanced Baseline Im-

ager (ABI) は、ひまわり 8号に搭載の Advanced Hi-

mawari Imager (AHI) と同じシリーズのセンサーであ
り、AHIと同じ周波数帯の 3つの水蒸気バンドを搭載
している。この品質を確認するため、ひまわり 8号の
CSRデータと同等の品質管理 (岡部 2019)を適用し、
性能評価試験によるデータ同化実験を行った。実験環
境として、2019年 1月時点の現業数値予報システム相
当にGOES-16 CSRデータを追加利用し、実験期間は
2018年 7月 10日から 2018年 9月 11日（夏実験）と
2018年 12月 10日から 2019年 2月 11日（冬実験）で
ある。GOES-East領域はこれまで CSRデータが全く
利用されず、この付近の第一推定値の精度が低下して
いたことから、CSRデータが十分に利用された実験期
間の終盤でGOES-16 CSRデータの品質を確認するこ
とにした。その結果、GOES-16 CSRデータの品質は
ひまわり 8号 CSRデータと同程度であることを確認し
た。一例として、夏実験による観測値と第一推定値の
差 (O−B) のヒストグラムの比較図を図 2.2.1に示す。

2.2.1.3 GOES-16 CSRの全球解析への影響
GOES-16 CSR データの品質はひまわり 8 号 CSR

データと同程度であることから、業務化試験によって
GOES-16 CSRデータを利用した影響を確認した。実験
設定として、性能評価試験と同じく 2019年 1月時点の
現業数値予報システム相当をコントロール実験 (CNTL)

とし、これにGOES-16 CSRデータを追加利用した実
験をテスト実験 (TEST) とした。実験期間は性能評価
試験より延長して、2018年 6月 12日から 2018年 10

月 11日（夏実験）と 2018年 11月 21日から 2019年
3月 11日（冬実験）である。なお、各実験期間より前
に、助走として 11日間のデータ同化実験を実施した。

まず、GOES-16 CSRデータの利用により、対流圏
での比湿の解析値が変化した。図 2.2.2で示すように、
GOES-16の観測領域内であるアメリカ大陸周辺の熱帯
域にて、300 hPaではより乾燥化し、700 hPaではよ
り湿潤化した。同図のラジオゾンデに対する比湿の解
析値のバイアスとは逆符号の変化をしていることから、
GOES-16 CSRデータを同化することにより、解析値
における比湿バイアスが軽減してラジオゾンデ観測に
近づいたことを示している。このことは冬実験におい
ても同様であった。他にも、対流圏の水蒸気や気温に
感度のある衛星データやラジオゾンデデータの O−B

標準偏差が減少、特に、GOES-16の観測領域でのマイ
クロ波水蒸気サウンダデータとの O−B標準偏差が顕
著に減少した（図略）。
次に、予測への影響について確認した。対初期値検
証や対ラジオゾンデ検証から、3日予測にかけて熱帯
で気温、風、高度の二乗平均平方根誤差 (RMSE) が減
少した（図略）。一方で北半球 500 hPa高度の RMSE

が夏実験で増加した（図 2.2.3左）。この誤差の増加は、
予測時間が進むにつれて北極域から拡大して生じてい
ることが分かった。この原因究明は、今後の課題であ
る。冬実験では 500 hPa高度の RMSEが 120時間予
測にかけて減少した（同図右）。

2.2.1.4 まとめ
米国の静止気象衛星 GOES-13 の後継機である

GOES-16のCSRデータの利用に向けて調査を行った。
GOES-16 CSRデータを利用することで、観測領域で
の比湿解析値のバイアスが軽減、対流圏の水蒸気や気
温に感度のある衛星データやラジオゾンデデータとの
整合性が向上した。予測においては、夏実験の北半球
にて 500 hPa高度が改悪したが、熱帯では改善が見ら
れた。この調査により、2019年 6月 18日に全球解析
にて GOES-16 CSRデータの現業利用を開始した。
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図 2.2.1 ひまわり 8号（左）および GOES-16（右）の品質管理およびバイアス補正済み CSRデータ [K] の O−Bヒストグラ
ム。赤色がバンド 8、青色がバンド 9、緑色がバンド 10を表す。各図の右上の数字は、baが O−Bの平均値、sdが O−Bの
標準偏差、numがサンプル数を表す。期間は夏実験最後の 11日間である 2018年 9月 1日から 2018年 9月 11日。

図 2.2.2 CNTLにおける比湿解析値 [g/kg]のラジオゾンデ観測データに対するバイアス (a) と比湿解析値の TESTと CNTL
の差 (b) 。上段が 300 hPa、下段が 700 hPa。期間は夏実験。

図 2.2.3 北半球 500 hPa高度の予測時間別の対初期値 RMSEの TESTと CNTLの差 [m]。左が夏実験、右が冬実験。負の
値ほど TEST実験の誤差が減少したことを示す。
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2.2.2 ハイブリッド同化の全球解析への導入
2.2.2.1 概要
気象庁の全球モデルに初期値を提供するための全球
解析について、数値予報課では、4次元変分法 (4D-Var)

の背景誤差として従来から用いてきた気候学的な背景
誤差に加えて、局所アンサンブル変換カルマンフィル
タ (LETKF, Hunt et al. 2007)による予報摂動を利用
するハイブリッド同化システムの開発を進めてきた。
その狙いは、LETKFによる流れ依存の背景誤差情報
を利用することによる解析・予報精度の向上である。
性能評価のため夏冬それぞれ約 3か月間の解析予報サ
イクル実験を実施し、観測値と第一推定値の差 (O−B)

の標準偏差の全般的な減少や、冬半球を中心とした予
報精度の向上等が確認できた。本変更は 2019年 12月
に全球数値予報システムに導入された。

2.2.2.2 変更の概要と基礎調査
気象庁の数値予報システムの全体像については JMA

(2019)を参照されたい。今回開発を進めてきたハイブ
リッド同化システムにおいては、気候学的な背景誤差と
LETKFのアンサンブル予報摂動が表現する背景誤差
の混ぜ合わせを表現するために、4D-Varのコスト関数
J をアンサンブル摂動に関する拡張制御変数 (Lorenc

2003)を用いて、

J =
1

2
δxT δx+

1

2

K∑
k=1

αk
Tαk

+
1

2

{
HMHMHM

(
β1BBB

1
2 δx+ β2

K∑
k=1

XXXk ◦ (CCC 1
2αk)

)
− d

}T

RRR−1

{
HMHMHM

(
β1BBB

1
2 δx+ β2

K∑
k=1

XXXk ◦ (CCC 1
2αk)

)
− d

}
+ Jc

(2.2.1)

とする。ここで、Jcは束縛項を、HHH, MMM, BBB, RRRはそれぞ
れ接線形観測演算子、摂動予報演算子、気候学的な背景
誤差共分散行列、観測誤差共分散行列を、dはO−Bを
表す。Kはアンサンブルメンバー数、XXXkはメンバー k

のアンサンブル予報摂動（
√
K − 1で規格化）であり、

CCCはアンサンブル予報摂動が表現する背景誤差に対し
て適用する局所化を定める行列である。局所化はガウ
ス型で重みが e−1/2 となる距離を水平 800 km、鉛直
0.8(対数気圧)としている。演算子 ◦は要素ごとの積を
表す。β1, β2はそれぞれ気候学的な背景誤差、アンサン
ブル予報摂動が表現する背景誤差の重みを決めるパラ
メータであり、β1

2 = 0.85, β2
2 = 0.15とした（ただし、

50 hPaより上では β1 = 1, β2 = 0 へと徐々に変化）。
δxと αk は気候学的な背景誤差とアンサンブル予報摂
動が表現する背景誤差それぞれに由来する場の修正量
を決める変数であり、β1BBB

1
2 δx+β2

∑K
k=1XXXk ◦ (CCC

1
2αk)

が同化ウィンドウ先頭時刻における場の修正量となる。
このように本定式化では、同化ウィンドウ先頭時刻の背

景誤差として気候学的背景誤差に加えてアンサンブル
予報が表現する背景誤差が利用されるようになり、同化
ウィンドウ内での背景誤差の時間発展は従来の 4D-Var

と同様に演算子MMMに従う。β1 = 1, β2 = 0の時、気候
学的な背景誤差のみを用いた 4D-Varのコスト関数と
一致する1。LETKFは既に気象庁の全球アンサンブル
予報システム (山口 2017)の初期摂動作成処理の一部
として現業運用されており、それを全球解析に移植す
る形で実装した。なお、アンサンブル予報摂動に対し
ては LETKFによる共分散膨張に加え、アンサンブル
予報摂動による背景誤差が気候学的な背景誤差とモデ
ル鉛直層の各層で一致2するように膨張をかけている。
変更の影響をみるための簡単なテストとして、このハ
イブリッド同化システムを用い、500 hPa高度 (Z500)

に疑似観測を 1点同化した際のモデル面 25層目（約
700 hPa）の気温のインクリメントの比較を図 2.2.4に
示す。同化ウィンドウの先頭で同化した場合では、気
候学的な背景誤差のみを用いた場合には観測点の周辺
に同心円状のインクリメントが入る（図 2.2.4(a)）。ア
ンサンブル予報摂動を利用することにより、第一推定
値における気温勾配が急な方向へのインクリメントの
広がりが小さいなど流れ（気温の場など）に依存した
インクリメントの構造が表現されるようになることが
わかる（図 2.2.4(b)(c)）。また、アンサンブル予報摂
動のみを背景誤差として用いた場合にも遠方のインク
リメントが減衰するなど、局所化が適切に機能してい
ることがわかる（図 2.2.4(c)）。同化ウィンドウの末尾
に同化した場合には、ハイブリッドと気候学的な背景
誤差のみを用いた 4D-Varで大きな違いはないが（図
2.2.4(d)(e)）、アンサンブル予報摂動を利用することに
よってインクリメントはわずかに変化している。

2.2.2.3 性能評価のための実験
性能評価のため 2018年 12月における全球数値予報
システムをベースとした解析予報サイクル実験を実施
した。全球解析には予報結果を決められた時刻までに
提供するための速報解析と、解析の品質を維持するた
め観測データの入電を十分待ってから行うサイクル解
析とがある。本実験ではサイクル解析のみを実施し、
予報はサイクル解析の結果を初期値として実行した。
実験期間は以下の通りとした。

• 解析（夏）: 2018年 6月 2日～2018年 10月 11日
• 予報（夏）: 2018年 6月 12日～2018年 10月 11日
• 解析（冬）: 2017年 11月 10日～2018年 3月 11日
• 予報（冬）: 2017年 11月 20日～2018年 3月 11日

ハイブリッド同化システムを導入する前の実験をコ
ントロール実験 (CNTL)、導入した実験をテスト実験
(TEST)とする。

1 変数 αk が使われるのは 1
2

∑K
k=1 αk

Tαk のみとなり、コス
ト関数 J を最小化する αk の値は 0となる。
2 各モデル面における水平全球平均が一致。
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図 2.2.4 500hPa高度に疑似観測を同化ウィンドウの先頭（上段）と末尾（下段）に入れた際の 25層目（約 700 hPa）の気温
のインクリメント（黒等値線）の比較。それぞれ、同化した観測の時刻におけるインクリメントを比較している。左から、気
候学的背景誤差のみを用いた場合、ハイブリッド (β1

2 = 0.85, β2
2 = 0.15)、LETKFの背景誤差のみを用いた場合を示す。

なお、第一推定値の気温（高度は黒線に同じ）を色等値線、疑似観測を与えた場所を黒丸で示す。

(1) 第一推定値・解析値の変化
図 2.2.5に全球解析に利用している代表的な観測とし
て、ラジオゾンデの気温、マイクロ波サウンダAMSU-

A及びMHS、マイクロ波イメージャ、GNSS掩蔽観測
のO−Bの標準偏差の変化率 ((TEST−CNTL)/CNTL)

と品質管理を通過して同化に利用された観測数の変化
率を示す（夏実験）。どの観測種別でも概ねO−Bの標
準偏差は減少しており、同化に使用される観測数も増
えている。冬実験も同様の結果であった（図略）。
図 2.2.6に冬実験における代表的な要素の平均解析
場の変化を示す。全球的に対流圏の主要要素の平均解
析場に大きな変化は見られない。以下、図は省略する
が、日本付近では冬実験で対流圏下層の気温がわずか
に上昇、対流圏中・下層の高度場がわずかに上昇する
変化が見られたが、これらはいずれも対ゾンデの解析
バイアスを減少させる方向の変化となっている。また、
日本の南海上で概ね 850 hPaより下層でわずかに比湿
を増加させ、700 hPaより上層でわずかに比湿を減少
させる傾向が見られる。これは、850 hPa付近を除い
て対ゾンデの解析バイアスを増加させる方向の変化で
あるが、変化幅は小さい。また、夏実験における日本
付近の平均解析場の変化は冬に比べて小さい。

(2) 予報の変化
図 2.2.7に夏実験の気温の対解析値、対 ECMWF解
析値3の東西平均の二乗平均平方根誤差 (RMSE)の改

3 欧州中期予報センター (ECMWF)の全球数値予報システ
ムによる客観解析値、独立資料を用いた検証の目的で利用す

善率 ((CNTL−TEST)/CNTL)を示す。全般にRMSE

は減少し、改善しているところが多い。南極上空で予
報初期の対解析値のRMSEの増加が見られるが、南極
のゾンデ観測に対するRMSEは減少しており、必ずし
も改悪とは言えない。また、熱帯成層圏の予報初期に
も対解析値RMSEの増加が見られるが、これについて
も熱帯成層圏では予報初期にゾンデの観測に大きく寄
せていることを確認している（図略）。日本付近では
冬実験の 925 hPaの気温で対解析値 RMSEの増加が
見られるが、TESTでは解析値の気温を上昇させ、境
界層内の低温バイアスを解消する方向に変化する一方
で、予報では低温バイアスが残ることにより、結果的
に対解析値のバイアスが拡大し、RMSEの増加につな
がっていることがわかった（図略）。その他について
は全般に RMSEが減少し、予報精度は改善している。
図 2.2.8 および図 2.2.9に対流圏の主要要素についての
夏実験、冬実験の対解析値と対ゾンデのRMSE改善率
と改善・改悪の有意性検定結果を示す。冬半球側を中
心に全般に予報誤差は減少し、改善していることがわ
かる。
また、変更前後の日本付近の予報事例については、

CNTLとTESTで誤差パターンが大きく変わるような
事例は見られず（図略）、GSMの予測の利用上の留意
点等は変更前後で大きく変わらないと考えられる。

る。
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図 2.2.5 観測値と第一推定値の差 (O−B)の標準偏差の変化率（本文参照）と観測使用数の変化率で、各観測種別に対して二枚
の図をセットとしたもの（左側が前者、右側が後者）。変化率の単位は [%]。左側の二列は夏実験のラジオゾンデの気温（上か
ら北半球、熱帯、南半球）に対するもので、各図縦軸は気圧 [hPa]。右側の二列はマイクロ波サウンダ AMSU-AおよびMHS
（上）、マイクロ波イメージャ（中）、GNSS掩蔽観測（下）に対するもので、各図縦軸は上二つがチャンネルの別、下は高度
[km]。

PSEA Z500

T850 TPW

図 2.2.6 冬実験の平均解析場の TEST−CNTL。左上、右上、左下、右下はそれぞれ海面更正気圧 [hPa]、500 hPa高度 [m]、
850 hPa気温 [K]、可降水量 (TPW, Total Precipitable Water)[mm]を示す。各図の右側に東西平均図も示す。
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FT=24h FT=48h FT=72h FT=96h

1hPa

100hPa

1000hPa

200hPa

1000hPa

図 2.2.7 対解析値（上段）、対 ECMWF解析値（下段）の気温の予測の東西平均の RMSEの改善率（本文参照）[%]。暖色は
TESTで RMSEが減少していることを示す。左から FT=24, 48, 72, 96 hの結果。

☛�✁✂

RMSE✆✄☎ ☛✝✞

図 2.2.8 夏実験の対流圏主要要素の RMSEの改善率 [%]（左図）と TESTと CNTLのスコア差の有意性判定（右図：スコア
カード）。上段が対解析値、下段が対ゾンデの結果。検証領域は左から北半球（20 °N–90 °N）、熱帯（20 °S–20 °N）、南半球
（20 °S–90 °S）、日本周辺（110 °E–150 °E, 20 °N–50 °N）、北西太平洋領域（100 °E–180 °E, 0 °N–60 °N）。要素は上から
500 hPa高度、海面更正気圧（対ゾンデは 700 hPa気温）、850 hPa気温、250 hPa風速、850 hPa風速、700 hPa相対湿
度。スコアカードはそれぞれ上から RMSE、アノマリー相関係数 (ACC)（対ゾンデは相関 (CC)）、バイアスで、黄色、灰色
がそれぞれ統計的に有意に改善、悪化していることを示す（塗りつぶし面積が広いほど統計的有意性が大きい）。
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RMSE✆�✁ ☛✂✄

☛☎✝✞

図 2.2.9 図 2.2.8と同様、ただし冬実験の結果。

2.2.2.4 まとめ
気象庁の全球解析の 4D-Varにおいて、気候学的な背
景誤差に加えて LETKFのアンサンブル予報摂動を背
景誤差として利用したハイブリッド同化システムを開
発し、性能を評価した。O−Bの標準偏差の減少、冬半
球を中心とした予報精度の向上が確認できた。このこ
とから本変更は、衛星観測によるマイクロ波観測輝度
温度データの全天同化利用開始 (Shimizu et al. 2020)

と共に、2019年 12月に全球数値予報システムに導入
された。
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2.2.3 マイクロ波輝度温度全天同化とアウタールー
プの全球解析への導入

2.2.3.1 はじめに
衛星に搭載されたマイクロ波センサー（イメージャ
やサウンダ）によって観測される輝度温度には、地球
表面の状態や、大気の状態（気温、水蒸気量、雲や降水
粒子）に応じた放射や散乱などの様々な情報が含まれ
る。これらの情報を含む輝度温度を数値予報の初期値
解析で適切に同化することで、初期値としてより現実
に近い大気状態を作成することができる。気象庁の数
値予報システムにおいて、マイクロ波センサーをはじ
めとする輝度温度データは、これまで晴天域のデータ
のみが利用（晴天同化）されてきた（佐藤・江河 2007、
計盛 2015など）。
本稿では、2019年 12月 11日、全球解析において開始
した、雲・降水域を含むマイクロ波輝度温度データの同
化（全天同化）およびアウターループの導入（Kazumori

and Kadowaki 2017; Shimizu et al. 2020）について概
要を報告する。マイクロ波センサーの輝度温度を全天
同化で利用することで、雲・降水の情報がより多く取
り込まれ、解析値や予測値において、特に水蒸気場の
精度改善が見込まれる。なお、本変更は、第 2.2.2項に
示す、ハイブリッド同化とともに現業システムに導入
された。

2.2.3.2 品質管理手法の変更
まず、全天同化の対象とするマイクロ波イメージャ
およびマイクロ波水蒸気サウンダについて、本変更の
前後における、晴天同化および全天同化の導入状況に
ついて示す（表 2.2.2）。本変更時点で全天同化に未対
応のセンサー（表中○印）については、2020年 12月現
在、全天同化の導入に向けて開発中である。なお、マ
イクロ波イメージャ（19, 23および 37GHz）は海上の
み、マイクロ波水蒸気サウンダ（183GHz）は海上およ
び陸上でデータを利用している。
次に、全球解析においてマイクロ波センサーの輝度
温度データを全天同化するために適用した、主な品質
管理手法の変更を以下に示す。

1. 放射伝達計算に、雲・降水を考慮できるRTTOV-

SCATT(Bauer et al. 2006)を使用。

2. マイクロ波イメージャの観測輝度温度データをイ
ンナーモデル格子で平均化し、空間代表性をモデ
ルに合わせた。

3. マイクロ波イメージャの間引き間隔を 200kmから
150kmに変更し、利用データ数を増加。

4. 雲・降水域のデータを利用するため、観測雲水量
（観測データから算出）による、雲・降水の影響を
受けたデータの除去を廃止。

5. 雲・降水の量に応じた観測誤差の設定。

6. マイクロ波イメージャのグロスエラーチェックに
用いる、輝度温度の観測値と計算値の差を、雲・降
水の量に応じた観測誤差で規格化するように変更。

7. マイクロ波水蒸気サウンダのグロスエラーチェッ
ク閾値の最大値を 6Kに設定し、モデルで再現さ
れない深い対流に伴うバイアスを取り除く。

8. 変分法バイアス補正の説明変数から観測雲水量を
除き、晴天同化ではバイアス要因であった雲水量
による輝度温度の変化をシグナルとして利用。

9. マイクロ波イメージャに対し、モデルでは表現が
不十分な、上層の寒気の吹き出しに対応して生じ
るバイアス (cold sector bias) を取り除く処理を
追加。

10. マイクロ波水蒸気サウンダの積雪域データ、高標
高域データは、雲・降水域との判別が困難である
ことから不使用とするように変更。

11. 雲・降水域において第一推定値から計算した輝度
温度の精度が不十分な 89GHzチャンネルの利用
中止。

上記の品質管理の変更を適用した全天同化により、
利用できるデータ数は晴天同化と比較して大幅に増加
した（図 2.2.10）。

2.2.3.3 観測誤差の設定
ここで、上記 5. に示した雲・降水の量に応じた観測
誤差の設定について記す。晴天同化においては、観測
誤差として、センサー・チャンネルごとに設定された
一定値を使用している。これに対し、全天同化におい
ては、晴天域のデータと雲・降水の影響を受けたデー
タを一体的に扱うため、雲・降水の影響の程度をパラ
メータ化し、そのパラメータの関数で観測誤差を設定
するよう変更した。
マイクロ波イメージャ（表 2.2.2 で 19, 23 および

37GHzのチャンネルを利用するセンサー）の場合、Geer

and Bauer (2011)に基づいた観測誤差の設定を行う。
ここでは、海面からのマイクロ波放射が偏光している
のに対し、雲・降水からのマイクロ波放射は非偏光で
あることを利用する。まず、37GHz付近の水平偏波お
よび垂直偏波チャンネルを用い、偏波の程度 P37を以
下のように表す。

P37 = (T v − Th)/(T v
CLR − Th

CLR) ≃ τ237 (2.2.2)

ここで、T v、Th はそれぞれ垂直、水平偏波の輝度温
度で、T v

CLR、Th
CLRはそれぞれ、放射伝達モデルを用

いて雲・降水を考慮せずに（晴天域として）計算した
垂直、水平偏波の輝度温度値である。τ37は雲・降水を
含んだ大気の 37GHzにおける透過率で、上式は雲・降
水の量と偏波の程度が大まかに対応することを示して
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表 2.2.2 各マイクロ波センサーの搭載チャンネル（同化対象の周波数のみ抜粋）および全天同化の導入状況。1行目はチャン
ネル周波数（大まかな値）を表す。記号の意味は、それぞれ、◎：（変更前）晴天同化→（変更後）全天同化、×：（変更前）
晴天同化→（変更後）未同化、●：（変更前）未同化→（変更後）全天同化、○：変更前後とも晴天同化、／：搭載のないチャ
ンネルもしくは変更前後とも未同化、を表す。

衛星/センサー 19GHz 23GHz 37GHz 89GHz 183GHz

Metop,NOAA/MHS ／ ／ ／ ／ ◎

Megha-Tropiques/SAPHIR ／ ／ ／ ／ ○

Suomi-NPP,NOAA-20/ATMS ／ ／ ／ ／ ○

DMSP-F17,18/SSMIS ◎ ◎ ◎ × ○

GPM-core/GMI ◎ ◎ ◎ × ◎

GCOM-W1/AMSR2 ◎ ◎ ◎ × ／

FY-3B,3C/MWRI ● ● ● ／ ／

Coriolis/WindSat ● ● ● ／ ／

図 2.2.10 GCOM-W/AMSR2/ch9の観測輝度温度（上段）および、観測輝度温度と計算輝度温度の差（下段）。左列は晴天同
化、右列は全天同化において同化に利用されたデータの分布を示す。

いる。P37は雲・降水が少ない（透過率が高い）ほど 1

に近く、逆に雲・降水が多いと 0に近いという性質が
ある。雲・降水の影響をより直接的に表すパラメータ
として、C37 を、P37 を用いて以下のように表す。

C37 = 1− P37 (2.2.3)

C37について、(2.2.2)式における T vおよび Thに、観
測値を代入した場合を Co

37、放射伝達モデルを用いた
計算値を代入した場合を Cb

37とする。モデルにおける
雲の有無と、実際の観測における雲の有無の影響の両
方を偏りなく考慮するため、パラメータとして以下の
ように両者を平均した C37 を使用する。

C37 = (Cb
37 + Co

37)/2 (2.2.4)

雲・降水の影響に応じた観測誤差を設定するために行っ
た、輝度温度の観測値と計算値の差（O-B）の標準偏

差と、C37 の関係についての統計の結果を図 2.2.11に
示す。観測誤差はこの統計に基づき、C37 の関数とし
て設定した（図中黒破線）。
マイクロ波水蒸気サウンダ（表 2.2.2で 183GHzの
チャンネルを利用するセンサー）については、37GHz

の垂直・水平偏波のチャンネルが搭載されていないこと
や、37GHzの垂直・水平偏波の差異が利用できない陸
上でのデータを利用するため、Geer et al. (2014)に基
づいた別の方法で雲・降水の影響の程度を表す。ここで
は、雲・降水粒子によりマイクロ波が散乱されることを
利用する。これらのセンサーには、同化する 183GHz

帯のチャンネルとは別に、90GHz付近および 150GHz

付近のチャンネルが搭載されており、150GHz付近で
雲・降水粒子による散乱の効果がより大きい（輝度温
度が低下する）ことを利用し、以下のように散乱イン
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図 2.2.11 雲・降水の影響を表すパラメータ C37 と、観測輝
度温度と計算輝度温度の差（O-B）の標準偏差との関係の
例。GCOM-W/AMSR2/ch7（19GHz垂直偏波）の結果。
赤は観測輝度温度に基づく Co

37、緑は計算輝度温度に基づ
く Cb

37、青は両者を平均した C37 との関係。黒破線は設定
した観測誤差。

デックスを算出する。

SI = (TB90 − TB150)− (TBclr
90 − TBclr

150) (2.2.5)

ここで、TB90およびTB150はそれぞれ、90GHzおよび
150GHz付近の輝度温度を表し、TBclr

90 および TBclr
150

はそれぞれ、90GHzおよび 150GHz付近の、放射伝達
モデルを用いて雲・降水を考慮せずに（晴天域として）
計算した輝度温度を表す。右辺第 2項 (TBclr

90 −TBclr
150)

は、水蒸気による吸収の効果を反映している一方、右
辺第 1項 (TB90 − TB150)は、水蒸気による吸収の効
果とともに、雲・降水粒子による散乱の効果を反映し
ている。つまり、SIは雲・降水粒子による散乱の効果
を抽出したインデックスとなり、値が大きいほど雲・降
水による影響が大きいことを意味する。TB90 および
TB150として、観測された輝度温度を代入した場合の
SIを SIobs、放射伝達モデルを用いた計算値を代入し
た場合を SIFG とし、雲・降水の影響を表すパラメー
タ CSYM を以下のようにする。

CSYM = (SIobs + SIFG)/2 (2.2.6)

モデルにおける雲の有無と、実際の観測における雲の
有無の影響の両方を考慮し、平均した値を用いる点は、
マイクロ波イメージャに対する C37と同様である。観
測誤差についても同様に、輝度温度のO-Bの標準偏差
との統計結果に基づき、CSYM の関数として設定して
いる。

2.2.3.4 アウターループの導入
マイクロ波輝度温度全天同化をより効果的に行うた
めには、モデルの雲・降水表現と観測との乖離が小さ
い解析システムが必要である。これまでの全球解析で
は、低解像度モデル（インナーモデル）を用いた 4次
元変分法（4D-Var）による最小値探索の中で、基本場
を一定としていた。今回の改良では、解析処理の途中
で、暫定的に作成した解析値から高解像度モデル（ア

ウターモデル）を再度実行し、基本場を更新すること
で、解析場をより観測に寄せていく、アウターループ
を合わせて導入した。これまで最小値探索を行う繰り
返し計算の回数は 70回であったが、1ループ目で 35

回繰り返し計算を行った後、アウターモデルを使用し
て基本場を更新し、その後 2ループ目で 35回の繰り返
し計算を行うように変更した。

2.2.3.5 性能評価試験
全天同化およびアウターループを導入した全球数値
予報システムについて、解析値・予測値の改善を確認
するため、解析予報サイクル実験を実施した。コント
ロール実験（CNTL）は、2018年 12月時点における現
業システム相当の全球解析予報システムを用いた。コ
ントロール実験に対して、マイクロ波輝度温度全天同
化およびアウターループ導入に伴う変更を加えた実験
を、テスト実験（TEST）とする。実験期間は、2018年
6月 2日～2018年 10月 11日（夏期間）および、2017

年 11月 10日～2018年 3月 11日（冬期間）である。
ただし、検証には各期間最初の 10日間は利用しない。

(1) 解析値・第一推定値の変化
第一推定値の精度の検証結果として、図 2.2.12に、
同化に利用された観測データの、観測値と第一推定値
の差（FG Departure）の標準偏差の TESTの CNTL

に対する変化率および、品質管理を通過して同化に利
用された観測数の変化率を示す。ここでは、水蒸気に
感度のある観測データのうち、本実験では利用方法を
変更していないデータを中心に結果を示した。概して
標準偏差は減少し、利用データ数が増加している。こ
れは、TESTの変更により、これらの観測データと整
合するように第一推定値の誤差が減少し、精度が改善
したことを示す。また、ラジオゾンデの気温や風速でも
標準偏差の減少が見られ、第一推定値の水蒸気場だけ
でなく、気温や風の場の精度も向上していることが確
認された。第一推定値の精度向上は、解析予報サイク
ルを通じて同化される観測値の影響を受けた結果であ
り、解析値についても精度が向上したことを示唆する。
その他、850hPa比湿や 500hPa高度などの平均解析
場について、ラジオゾンデ観測に対して持つバイアス
を概ね軽減するような変化が確認された（図省略）。

(2) 予測値の変化
図 2.2.13に、夏実験における気温および比湿の予測
値について、ECMWF解析値を参照値とした4、二乗
平均平方根誤差（RMSE）の改善率の帯状平均を示す。
4 本変更では TESTの解析値が CNTLから大きく変化した
ため、予報精度の検証でしばしば用いられる、それぞれの数
値予報システム自身の解析値を参照値とした検証では、特に
予測初期の熱帯域において、TESTにおける精度の変化を確
認することが難しい。このことから、独立した共通の参照値
として他センターの解析値を利用した図を示した。参照値を
ECMWFではなく NOAA/NCEPや UKMOの解析値とし
ても、同様の結果が得られている。
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図 2.2.12 TEST実験における、各観測データの FG departureの標準偏差の CNTL実験からの変化率 [%]（各左図）、および
利用データ数の変化率 [%]（各右図）。赤線は夏実験、青線は冬実験。それぞれ、(a)マイクロ波サウンダ ATMS、(b)マイク
ロ波水蒸気サウンダ SAPHIR、(c)静止気象衛星晴天輝度温度 (CSR)、(d)ラジオゾンデ相対湿度、(e)ラジオゾンデ気温、
(f)ラジオゾンデ風速、についての図。エラーバーは 95%信頼区間、丸印は変化率の正負が統計的に有意であることを示す。
縦軸は、輝度温度センサーについてはチャンネル番号、ラジオゾンデについては気圧を示す。

解析値で見られた水蒸気場を中心とした改善が、数日
先まで持続していることが確認できる。（冬実験でも同
様の結果。図省略。）
熱帯低気圧の進路予測誤差（図 2.2.14）については、
夏実験の北西太平洋、北東太平洋、冬実験の南半球で
改善の傾向がみられた。大西洋は概ね中立であった。北
西太平洋における夏実験の事例を個別にみると、改悪
事例もあるが、改善事例が多く見られた（図省略）。
その他、ラジオゾンデを用いた検証においても、気温、
高度、風等の各要素で概ね改善が見られた（図省略）。

2.2.3.6 まとめ
全球数値予報システムに、マイクロ波輝度温度全天
同化およびアウターループを導入し、性能を評価した。
マイクロ波輝度温度全天同化の効果として、雲・降水
の情報がより多く取り込まれ、特に水蒸気場の第一推
定値精度が向上した。また、予測検証においても精度
の改善を確認した。この結果を受けて、2019年 12月
11日から、全球数値予報システムでの現業利用を開始
した。
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図 2.2.13 ECMWF 解析値を参照値とした RMSE 改善率 [%] の帯状平均。夏実験の検証結果。RMSE についての (CTNL-
TEST)/CNTLを改善率とする。暖色系が改善を示す。上段から要素は、(a)気温、(b)比湿。左列から 24時間予測、48時
間予測、72時間予測、96時間予測。
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図 2.2.14 実験期間中に発生した海域別の台風の進路予測誤差。青が CNTL、赤が TEST。それぞれ、(a)北西太平洋、(b)北
東太平洋、(c)大西洋、(d)冬実験の南半球の結果を示す。エラーバーは誤差の発生が正規分布に従うと仮定した場合の 95%信
頼区間を表す。サンプルは CNTLと TESTで揃えてあり、両実験で熱帯低気圧中心を追跡出来たものだけを検証対象として
いる。図上部の▽は予測誤差の差の統計的な有意性を示すもので、上段が時間方向の相関を考慮した場合、下段は時間方向
の相関を考慮せず独立と仮定した場合の有意判定結果を示し、緑は有意、黒は有意ではないことを示す。

28



2.2.4 Metop-C/ASCATデータの全球解析への利用
2.2.4.1 はじめに
気象庁の全球解析では欧州気象衛星開発機構 (EU-

METSAT)が運用する、現業極軌道気象衛星Metop-A,

-Bに搭載されているマイクロ波散乱計ASCATから算
出された海上風データを利用している。2018年 11月
7 日に打ち上げられた 3 機目の同型衛星 Metop-C に
搭載された ASCAT について、気象庁では 2019 年 2

月から Metop-C/ASCAT 海上風データの入手を開始
した。2006 年 10 月打ち上げられた Metop-A は設計
寿命の 5年を大幅に超過しており、早期に新しい AS-

CAT海上風データを利用する必要がある。本項では、
2019 年 12 月 11 日から全球解析に現業利用を開始し
た Metop-C/ASCAT 海上風データの調査の概要を報
告する。

2.2.4.2 Metop-C/ASCAT海上風の品質と全球解析へ
の影響

Metop-C は Metop-A, -B と同じ軌道面で運用され
ており、利用されるMetop-C/ASCAT海上風データは
Metop-A, -Bの近くに分布している（図 2.2.15）。ま
た、利用優先度をMetop-A, -B, -Cの順に設定してお
り、Metop-Cの利用数は海上風全体の 1割程度である。

図 2.2.15 ASCAT 海上風の利用分布図。2019 年 4 月 15
日 00UTC 全球サイクル解析。橙色が Metop-A、紫色が
Metop-B、緑色がMetop-Cを示す。

2019 年 4 月と 5 月のデータを用いて、Metop-

C/ASCAT海上風データの品質を観測値と第一推定値
との差 (O−B)で調査したところ、Metop-A, -Bと同
程度であった（図略）。次に、Metop-C/ASCAT海上
風データを利用したことによる第一推定値への影響を
マイクロ波サウンダデータで調査した。下層の気温に
感度を持つ AMSU-Aの 4–6チャンネルと対流圏の水
蒸気に感度を持つMHSの熱帯域にて O−Bの標準偏
差の減少と利用数の増加を確認した（図 2.2.16）。これ
は Metop-C/ASCAT 海上風データを利用したことに
より、第一推定値での下層気温と水蒸気の精度が改善
したためである。
予測については、追加したMetop-C/ASCATの利用
が海上風全体の 1割程度であったため、大きな影響は

見られなかった。

図 2.2.16 Metop-C/ASCAT海上風を追加したことによる、
マイクロ波気温サウンダ AMSU-Aとマイクロ波水蒸気サ
ウンダMHSの観測データと第一推定値との差の標準偏差
の変化率（左）及び利用データ数変化率（右）。上段から北
半球、熱帯、南半球を示す。エラーバーは 95%信頼区間、
丸印は変化率の正負が統計的に有意であることを示す。

2.2.4.3 まとめ
現在利用中の Metop-A, -B/ASCAT 海上風に加え
て、Metop-C/ASCAT海上風データを追加利用するた
めの調査を行った。Metop-C/ASCAT海上風データは
Metop-A, -Bと同等の品質であった。Metop-C/ASCAT

海上風データの利用によって、マイクロ波サウンダの下
層に感度を持つセンサーから得られるデータと第一推定
値の整合性がよくなった。現状ではMetop-C/ASCAT

海上風データの利用優先度を低くしており、Metop-

C/ASCATの利用は海上風全体の 1割程度であるため、
予測への影響は小さかった。以上の調査により、2019

年 12月 11日から Metop-C/ASCAT海上風データを
全球解析にて現業利用を開始した。引き続き、Metop-

C/ASCATのメソ解析への利用に向けて、調査を行っ
ている。
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2.2.5 ASCAT早期配信データの利用
2.2.5.1 ASCAT早期配信データの概要
極軌道衛星であるMetopからの観測データは、周回
軌道毎に北極海のスヴァールバル諸島の地上基地局で
受信・処理されるため、観測から配信までに 2時間程度
の時間を要している。そこで、欧州気象衛星開発機構
(EUMETSAT) では EARS-ASCAT 5 と呼ばれる速報
性を重視した ASCAT海上風プロダクトの配信サービ
スを提供している。EARS-ASCATでは図 2.2.17で示
したとおり、北大西洋からヨーロッパを中心とした複
数の地上基地局によって、その上空を衛星が通過した
際に観測されたデータを即時的に受信し、各基地局で
受信したデータを収集・処理してプロダクトを作成す
る。EARS-ASCATは観測から 30分程度で配信されて
おり、通常の配信と比較して早期にプロダクトの入手
が可能である。このため、データ打ち切り時間の短い
全球速報解析（打ち切り時間 2時間 20分）やメソ解
析（同 50分）で利用できるデータが増加することが見
込まれる。EARS-ASCATのデータ品質は通常配信の
データと同等であり、データ同化での利用において同
様に扱うことが可能である。

図 2.2.17 EARS-ASCATの地上基地局と受信範囲。通常配
信データを受信しているスヴァールバル地上基地局は図の
最北端の白点にある。図は EUMETSATのウェブサイト
から引用。

2.2.5.2 ASCAT早期配信データの全球速報解析への
利用

全球速報解析へ EARS-ASCAT海上風データを追加
利用した影響を調査した。調査期間は 2018年 8月（夏
期間）と 2019年 1月（冬期間）のそれぞれ 1か月間
である。夏期間での ASCAT海上風データ全体の利用
数の変化を図 2.2.18に示す。EARS-ASCATの地上基
地局の位置する北西太平洋および地中海周辺で利用数
が増加した。スヴァールバルでは前 30 分の通常配信
データを EARS-ASCATとして配信しており、その衛
星軌道上流にあたる北太平洋領域でも利用数が増加し
た。冬期間でも同様の傾向であった。全球速報解析で

5 https://www.eumetsat.int/ears-ascat

の利用数は、EARS-ASCATから配信されるデータに
よって最大 10%程度増加した。

図 2.2.18 EARS-ASCAT追加による全球速報解析で利用さ
れた ASCAT海上風データ数の変化。期間は 2018年 8月
の 1か月間。

2.2.5.3 まとめ
EARS-ASCATは、速報性を重視した観測データの
早期配信サービスである。各基地局で受信したASCAT

海上風データは 30分以内に配信されている。これまで
打ち切り時間に間に合わなかったデータが利用可能と
なり、より最新時刻の観測データを解析値に反映する
ことができる。EARS-ASCAT海上風データの品質は、
通常配信されるデータと同等であり、北半球の受信局
付近、及び北太平洋領域で全球速報解析の利用数が増
加することを確認した。このため、2020年 2月 26日
から全球解析にて EARS-ASCAT海上風データの現業
利用を開始した。一方、メソ解析では、同化ウインド
ウの一部が前解析時刻と重複していることから、前解
析時刻で利用された EARS-ASCATのデータと同一内
容の通常配信データが重複して利用される問題が生じ
るため、EARS-ASCATのデータ利用を見送っている。
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2.2.6 全球モデルの改良
2.2.6.1 はじめに
気象庁全球モデル (GSM: Global Spectral Model)

について、2020年 3月 24日に地形性抵抗過程や陸面
過程等の物理過程の改良を行い、北半球 500 hPaのジ
オポテンシャル高度や国内の降水の予測精度等を改善
した。本稿では、その改良内容と予測精度の評価結果
及び予測特性の変化について報告する。
全球数値予報システムは、天気予報や週間天気予報、
台風進路・強度予報での利用、メソ数値予報システム
への境界値提供をはじめ多くの役割を担う基盤数値予
報システムである。GSMはそこで用いられている数値
予報モデルであると同時に、全球アンサンブル予報シ
ステム（GEPS: Global Ensemble Prediction System）
等でも用いられており、その予測精度は幅広い予報・
情報の精度に深く関わる。そのため、気象庁は、スー
パーコンピュータシステムの更新とともに、GSM の
分解能の増強や計算手法の精緻化などの改良を進めて
きた。
表 2.2.3に、GSMの水平・鉛直の分解能等の基本仕
様の向上や、力学・物理過程の改良についての更新履
歴を示す。表の左列に示すように、GSMにはバージョ
ン名が付けられており、変更に伴い改定されている。
バージョン名の形式は、全球数値予報システムに改良
を導入した西暦の下二桁と月を「GSM」の後ろに付け
たもので、例えば、2020年 12月時点での最新GSMの
バージョン名は、2020年 3月に運用を開始しているた
め「GSM2003」になる。表の中の分解能の表記につい
て、はじめの Tもしくは TLは三角形波数切断を意味
し、その後の数字は切断波数を表す。Tの場合は 2次
格子、TLの場合は線形格子を意味する。また、その後
の Lは鉛直層を意味し、直後の数字は層数を表す。
GSM2003では、数値予報課と気候情報課が共同で
開発を行い複数の物理過程を改良した (Yonehara et al.

2020)。具体的には、地形性抵抗過程と非地形性重力波
過程、境界層過程の成層圏に関連する部分、陸面過程、
雲過程の層積雲スキーム、海氷過程のアルベド部分を
それぞれ改良した。なお、本稿では、近年の全球モデ
ル開発の国際的な動向に合わせて、地形性重力波過程
の名称にかえて、地形性抵抗の効果をパラメタライズ
した部分をまとめて地形性抵抗過程と呼ぶ。境界層過
程や積雲過程といった物理過程は、それぞれ幾つかの
独立性の高い部分から構成されており、各部分をどの
ように分類して名前を付けるかには任意性がある。
また、これら物理過程の改良に加えて、予報モデルの
実行速度を高速化するため、出力専用のランクの導入
や積雲過程におけるエントレインメント率計算の高速
化及び計算処理の整理による演算量削減も同時に行っ
た。高速化の改良が加わることにより、GSM2003は計
算時間を短縮しつつ精度を改善することに成功した。
本稿で解説する予報モデルの変更は、GEPSについ

表 2.2.3 GSMの主な更新履歴

バージョン 主な変更内容

GSM8803
運用開始。仕様は T63L16、最上層
10 hPa

GSM8911
T106L21へ仕様向上、ハイブリッド座
標系と新陸面過程の導入　

GSM9603
T213L30へ仕様向上、新積雲対流過程
の導入

GSM9912
雲水スキームの導入、積雲対流過程と
放射過程の改良

GSM0103
T213L40・最上層 0.4 hPaへ仕様向上、
積雲対流過程の改良

GSM0305
積雲対流過程の改良、及び雪の近赤外
アルベドの調整

GSM0407

層積雲スキームの導入、雲氷落下・積
雲対流過程の改良、氷床アルベドの調
整

GSM0412 晴天放射スキームの改良

GSM0502
TL319L40へ仕様向上、セミラグラン
ジュ移流スキームの導入

GSM0507
放射過程における雲の取扱いの改良、
オゾン気候値の改定

GSM0711

TL959L60・最上層 0.1 hPaへ仕様向上、
時間積分の 2タイムレベル化、エーロ
ゾル気候値の改定

GSM0801 積雲対流過程の改良

GSM0808
力学過程の改良、適合ガウス格子の採
用

GSM1212 層積雲スキームの改良

GSM1304
放射過程（エーロゾル気候値、水蒸気
吸収係数）の改良

GSM1403

TL959L100・最上層 0.01 hPaへ仕様向
上、放射・境界層・重力波・積雲過程
の改良、陸面初期値利用の改良

GSM1603
積雲対流・雲・陸面・放射・海氷・海
面過程、及び力学過程の改良

GSM1705
積雲対流・雲・陸面・放射・海氷過程、
及び力学過程の改良

GSM2003
地形性抵抗・非地形性重力波・境界層・
陸面・雲・海氷過程の改良

ても同時に適用しており、その結果については第 2.2.7

項で報告する。また、気象庁全球モデル・全球解析の
全体像については、数値予報課報告・別冊第 65 号や
JMA (2019)を参照されたい。

2.2.6.2 変更概要
本項では GSM2003の変更内容の概要を説明する。
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(1) 地形性抵抗過程
GSM には、冬季ユーラシア大陸中緯度域から日本
付近において、対流圏中上層の気圧の谷や尾根の表現
に課題があり、サブグリッド地形によって生み出され
る下層応力の誤差が関わっている可能性があることが
知られていた (米原ほか 2019)。数値予報モデルでは、
分解能が不足しているため力学過程で表現されないス
ケールの重力波による鉛直方向の運動量輸送効果をパラ
メタリゼーションにより考慮する。これまで、Iwasaki

et al. (1989)の地形性重力波抵抗スキーム（短波）がサ
ブグリッド地形による抵抗の効果を主に担ってきたが、
その課題の改善を目指して Lott and Miller (1997)の
手法に改良を加えたスキームと Beljaars et al. (2004)

による乱流地形抵抗 (TOFD: Turbulence Orographic

Form Drag)を扱うスキームの開発を進め (金浜・山田
2019)、GSM2003でその成果を導入した6。
Lott and Miller (1997)は、サブグリッド地形を楕円
型山で代表させて地形を乗り越える流れから発生する
重力波による抵抗と回り込む流れによる抵抗を表現す
る。このため、Iwasaki et al. (1989)では考慮できてい
なかった、地形の非等方性と回り込む流れの効果を表
現できる。加えて、山を回り込む流れの抵抗係数の風
向依存性についてWells and Vosper (2010)の手法に
より非線形効果を考慮する改良と、重力波の砕波に伴
う運動量変化を Vosper (2015)の手法により診断した
重力波の鉛直波長の幅に分配する改良も加えた。
Beljaars et al. (2004)では、サブグリッド地形により
乱された大気による抵抗 (TOFD)の効果を近似的な関
数を用いて風速と高度場から求める。GSMでは、サブ
グリッド地形の標高分散が大きい地点について境界層
過程の中で混合長を長くとる手法により類似の効果が
考慮されていた。しかし、その手法が与える影響は非
常に小さく、TOFDの効果がほぼ表現されていなかっ
たため、その手法に替えて Beljaars et al. (2004)のス
キームを導入した。
また同時に、地形性抵抗過程の時間積分に陰解法を
導入して境界層過程と一緒に解くことで計算安定性を
高める改良を加えた。
変更前後について対流圏中下層で働く地表面応力を
比較すると、新しいスキームでは概ねサブグリッド地
形の標準偏差が大きい領域で増加し、その他の領域で
は減少していた。つまり、この変更により地表面応力
はよりメリハリの利いたシャープな空間分布となる。
また、日本の上流域にあたるユーラシア大陸東部では
下層抵抗が弱まる。変更の結果、その影響を強く受け
ると考えられる、ユーラシア大陸中緯度域の地上高気
圧やユーラシア大陸中緯度域とその下流の擾乱の予測
は大きく改善した。
図 2.2.19 にユーラシア中高緯度における GSM の

6 実装上は長波部分も含めて更新しているが、長波に関して
は両者はほぼ同一である。

図 2.2.19 GSMの 500 hPa高度の 3日予測 (FT=72)の平
均誤差 [m]。コンターは解析値、シェードが平均誤差。図
(A)が旧スキーム、図 (B)が新スキームによる結果である。
後述する業務化試験の結果を用いている。

500 hPa 高度の 3 日予測の平均誤差を新旧のスキー
ムで比較したものを示す。検証対象とした期間は 2017

年 12月から 2018年 2月で、解析・予報のサイクルを用
いた試験の結果である。変更の結果、高度場の平均誤
差が大きく減少しており、特に日本付近の気圧の谷の
予測精度が大きく改善している。また、地上気圧等の
対流圏中下層の要素についても同様に改善が見られた。

(2) 非地形性重力波過程・境界層過程
熱帯下部成層圏には、ほぼ東西一様な東西風が 18か
ら 26か月の周期で位相を変える準二年周期振動 (QBO:

Quasi-biennial Oscillation)と呼ばれる現象が存在する
(Baldwin et al. 2001)。QBOの周期は短期予報の時間
スケールよりもかなり長いが、その風速の変化は大き
いため、半日程度までのデータ同化窓の範囲でも数値予
報モデルの予測値の誤差に寄与する。このため、GSM

の予測精度にとっても表現することが意味を持つ現象
の一つである。
GSM の QBO 再現性には、周期が短く振幅も弱い
課題があることが知られていたが (金浜・山田 2019)、
GSM2003では非地形性重力波過程と境界層過程を改
良することにより再現性が大幅に向上した。
GSMの非地形性重力波過程には、Scinocca (2003)

のスキームを用いているが (金浜・山田 2019)、そのス
キームでパラメータ化されている射出運動量フラック
スに緯度依存性を導入した。射出運動量フラックスの
大きさは、中高緯度ではこれまでと同じ値とし、熱帯
では QBOの周期が概ね現実に合うようにこれまでよ
りも小さくなるように設定した。
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GSMの境界層過程は、惑星境界層のサブグリッド輸
送の効果を主に取り扱うが、対流圏下層にとどまらず
大気全層にわたる乱流輸送の効果も同時に取り扱って
いる。GSM2003では、境界層過程について、対流圏界
面より上層で大気の成層が安定な時には拡散係数が小
さくなるように調整することで、QBOに伴う風の鉛直
シアーを弱めすぎてしまわないように改良した。
これらの改良により、予測において QBOの周期や
振幅が大幅に改善した結果、熱帯の成層圏下部付近に
おいてデータ同化における第一推定値とラジオゾンデ
観測の差の標準偏差が 15%程度小さくなった。

(3) 陸面過程
陸面は、大気との間で熱・水・運動量・放射などを
交換し、大気の状態に大きな影響を与える。陸上の地
表面予測においても、そのバイアスは陸面過程に強く
関連する。GSM2003では、課題となっていた地表面の
バイアスを緩和するために、陸面過程の各種パラメー
タの更新や下草断熱効果スキーム、積雪被覆率診断式
などの改良を行った。変更前の GSM1705の陸面過程
の詳細については鍋谷ほか (2019)を参照頂きたい。
中央アジアなどの乾燥域における夏季の夜間高温バ
イアスを軽減するため、下草割合のパラメータ値を増
やし、また裸地面蒸発スキームの変更と下草断熱効果
スキームを Ek et al. (2003)に変更した。これらの変
更により土壌から大気への熱伝導は概ね小さくなるた
め、変更に感度を持つ領域では下層気温が低下する。
ヨーロッパにおける夏季の多湿バイアスを軽減する
ため、キャノピーの気孔抵抗診断において日向/日陰依
存性の追加と土壌水分依存性の変更を行った。これま
では日中のキャノピーの状態として日向のみを考慮し
ていたが、Thornton and Zimmermann (2007)の手法
を用いて日陰の状態を考慮することにより気孔抵抗が
増大して蒸散が小さくなった。また、気孔抵抗の土壌
水分依存性に Jarvis (1976)の式を用いて飽和度が 0.4

から 0.6付近で気孔抵抗がこれまでより大きくなるパ
ラメータを採用した。これらの変更により土壌から大
気への潜熱の供給が増えて顕熱の供給が減るため、変
更に感度を持つ領域では下層水蒸気量が増え、気温が
低下する。
北海道などの高緯度域における冬季の低温バイアス
を軽減するため、積雪氷量を用いた積雪被覆率の診断
式を Sellers et al. (1986)から Roesch et al. (2001)に
変更し、また部分積雪格子にも積雪層分割を導入した。
診断式の変更により被覆率が小さくなることで積雪の
断熱効果が減少し、部分積雪が存在する冬季の高緯度
域を中心に地上気温が高くなりやすくなった。なお、
本変更に関連して氷床で土壌露出が生じるのを防ぐた
め、氷床等での積雪深下限値を変更している。
砂漠域における夏季の下端上向き短波放射の過少バ
イアスを軽減するため、砂漠アルベドのパラメータを

調整した。砂漠のアルベドは、衛星観測による観測値
から作成した 2次元気候値を太陽天頂角により補正す
る手法で求めているが (関口ほか 2019)、その依存性パ
ラメータを Briegleb et al. (1986)のものから太陽高度
が高い（太陽天頂角が低い）ときに観測値とより合う
Wang et al. (2005)のものに変更した。太陽天頂角が
60°より小さい場合にアルベドが高くなることで下端
上向き短波放射の過少バイアスが緩和した。
なお、同時に、精度への影響はほぼ無い陸面内の短
波放射時間間引きと積雪層分割に伴うそれぞれの不具
合も修正している。
これら陸面過程の変更の中では、蒸散関連部分の変
更が予報結果への影響が大きく、陸上では全体的に大
気への顕熱フラックス供給が増加し、潜熱フラックス
の供給が減少した。

(4) 海氷過程・層積雲スキーム
GSM には、夏季の北極域における短波放射につい
て、地表面に入射する下向きの入射が大幅に不足し、
また大気上端での上向きの射出でも不足する誤差があ
る。衛星観測プロダクトとの比較からこの領域では下
層雲量が多すぎることが分かっており、地表面に入射
する短波の誤差の多くは下層雲の表現が原因の一つで
あると考えられる。一方で、下層雲が過剰であるにも
かかわらず大気上端での上向き短波が過少であり、地
表面アルベドにも大きな誤差が存在することが示唆さ
れる。GSM2003では、この北極域の放射収支の課題を
改善するため、海氷アルベドスキームと層積雲スキー
ムを改良した。
GSMでは、大陸西岸の海洋性層積雲を表現するため
に、層積雲に関する診断的スキーム (Kawai and Inoue

2006)を用いている。しかし、このスキームが北極域に
おいて本来意図しない下層雲を作っていたため、海氷
上では層積雲が作られないようにその診断条件に海氷
密接度も加える修正を導入した。この修正により、地
表面に入射する短波放射の過少バイアスは改善したが、
大気上端での上向き短波放射の過少バイアスが更に悪
化したため、次に説明する海氷アルベドスキームも併
せて改良した。
海氷のアルベドスキームを Hunke and Lipscomb

(2006)に更新した。これまでの GSMでは氷アルベド
のみが考慮されていたが、このスキームではそれに加
えて海氷面上での積雪の効果（雪アルベド）を考慮し
ている。GSMの海面過程では、海氷面上の積雪を予測
していないため、氷面と雪面の比率については月別気
候値を利用する。新スキームは、氷上の積雪を考慮し
たことによりこれまでのスキームと比べてアルベドが
高くなる傾向があり、大気上端での上向き短波放射の
過少バイアスを改善した。
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表 2.2.4 GSM2003の変更内容
過程 変更内容

地形性
抵抗

Lott and Miller (1997)の手法に改良を
加えたスキームに変更
Beljaars et al. (2004)による TOFDを
扱うスキームを導入

非地形性
重力波

Scinocca (2003) スキームに、射出運動
量フラックスが熱帯で小さくなるように
緯度依存性を導入

境界層 成層圏で成層安定時の拡散を抑制

陸面

下草割合の増加、裸地面蒸発スキームの
変更、下草断熱効果スキームの変更
気孔抵抗診断において日陰の状態を考慮、
土壌水分依存性を変更
積雪被覆率の診断式を変更、部分積雪格
子にも積雪層分割を導入
砂漠アルベドの天頂角依存性パラメータ
を調整

雲
海氷域で層積雲が診断されないトリガー
条件を追加

海氷 アルベドに積雪の効果を導入

高速化
出力専用のランクを導入
積雲過程の計算高速化

(5) 高速化
非静力学モデル asucaで用いられている手法 (石田ほ
か 2014)に基づいて出力専用のランクを実装しGSMに
導入した。この改良により、出力専用ノードを 1ノード
追加することにより出力時間をほぼ隠蔽することが可
能になり、予報モデルの実行時間が約 25%短縮された。
GSMの物理過程の中で最も計算が重い積雲過程につ
いて、エントレインメント率計算アルゴリズムの高速
化や不要な初期化を廃止してメモリアクセス処理を削
減する高速化を行い、予報モデルの実行時間を約 5%短
縮した。

(6) 変更内容のまとめ
最後に、GSM2003の変更内容の概要一覧を表 2.2.4

にまとめる。

2.2.6.3 検証結果
GSM2003の現業導入に際して実施した、予測精度
を検証するための業務化試験7等の結果にもとづき、予
測精度の変化の概要を示す。

(1) 実験設定
対照実験には 2020年 1月時点の現業数値予報システ
ムを用いた。以下、対照実験を CNTL、GSM2003に
よるテスト実験を TESTと呼ぶ。CNTLと TESTに

7 業務化試験の位置付け・内容については (石田 2017)を参
照。

は、ともに第 2.2.2項及び第 2.2.3項で解説された改良
が取り込まれており、今回の実験はその変更を適用し
た数値予報システムで行っている。
実験期間は北半球における夏冬の 2期間を対象とし
ており、ここではそれぞれ夏期間、冬期間と呼ぶ。実
験の解析と予報は以下の期間について実施した。

• 夏期間
– 解析: 2018年 6月 2日～2018年 10月 11日
– 予報: 2018年 6月 12日～2018年 10月 11日

• 冬期間
– 解析: 2017年 11月 10日～2018年 3月 11日
– 予報: 2017年 11月 20日～2018年 3月 11日

全球解析には、予測を決められた時刻までに提供す
るための速報解析と、解析値の品質を維持するために
観測データの入電を十分待ってから行うサイクル解析
の 2種類がある。業務化試験では両方の解析を行うが、
上の実験期間の解析とはサイクル解析を意味し、速報
解析の実施期間は予報と同一になる。なお、両解析と
予報の間のデータフローなど、気象庁の全球数値予報
システムの全体像については JMA (2019)を参照され
たい。
検証対象期間は各期間最初の 10日間を除く期間とし
た。また、台風検証以外の検証では最後の 11日間の予
報も検証には用いておらず月末日を検証期間の終わり
にしている。

(2) 台風予測
図 2.2.20に台風進路予測の検証結果を示す。検証は
気象庁ベストトラックに対して行っている。図に示す
ように、FT=132まで台風進路予測は概ね中立であっ
た。また、台風の強度予測にも影響は見られなかった。
今回の変更は、陸上と極域に影響を与えるものであり、
北西太平洋の海上での予測特性の変化は間接的である
ことと整合的である。

(3) 北半球 500 hPa高度場の予測
図 2.2.21に北半球 500 hPa高度場 (Z500) の予測に
ついて、予測時間に対する二乗平均平方根誤差 (RMSE:

Root Mean Square Error)の改善幅（RMSEについて
TESTからCNTLを引いたもの）を示す。対解析値で
2日先まで、対ラジオゾンデで 3日先まで有意な改善
が見られた。RMSEの改善幅は、対解析値では冬期で
大きく、対ラジオゾンデでは夏と冬の両期間で同程度
であった。対解析値検証の 2日先のRMSEの改善幅は
夏冬平均で 0.33 mであった。領域ごとに精度の変化を
確認すると、夏冬共に主にユーラシア大陸上で改善し
ており、冬期間では改善域が日本付近まで広がってい
た。改善域は地形性抵抗過程を変更した影響が大きい
地域とその下流にあたる。開発中に行った様々な設定
の実験の結果から、Z500の改善には地形性抵抗過程改
良の寄与が主であることが確認されている。
日本付近での Z500 の改善を確認するために、図
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図 2.2.20 夏期間に存在した台風を対象とした進路予測誤
差 [km] （実線、左軸）とサンプル数（丸、右軸）。赤線
が TESTで青線が CNTL、線に付属したエラーバーは誤
差の発生が正規分布に従うと仮定した場合の 95%信頼区間
を表す。TESTと CNTLでサンプルは揃えてあり、両者
で追跡できたものだけを検証対象としている。このため、
サンプル数を表す丸は TESTと CNTLで重なっている。
図上部の三角は差の有意性を示すもので、上段が時間方向
の相関を考慮、下段が独立仮定で計算した有意判定結果を
示し、緑色は有意、黒色は有意でないことを示す。

2.2.22に Z500及び海面更正気圧 (PSEA)の平均誤差
(ME: Mean Error)と RMSEの比較を示す。対象とし
た予測時間はFT=48である。図に示したように、冬期
間の日本付近の 2日先の予測について、Z500や PSEA

の系統誤差が軽減し RMSE も大きく減少した。これ
は、日本上空を通過する気圧の谷について浅い・位相
が遅いといった誤差が大きく改善し、対応して低気圧
の発達が適切に予測される事例が増えたことによる。
これまでの GSMの予測では、冬季の日本上空の気圧
の谷について、ほとんどの事例で浅いまたは位相が遅
れる誤差が見られていたが、改良によりその特性が大
きく改善した結果、気圧の谷が深いまたは位相が早い
誤差を持つ予測例も見られるようになった。なお、夏
期の変化は相対的に小さかった。

(4) 日本の降水予測
解析雨量を参照値とした降水予測検証について、エ
クイタブルスレットスコア (ETS: Equitable Threat

Score）、バイアススコア (BI: Bias Score)ともに、夏
期間は中立の結果であった。冬期間は ETS は概ね中
立であったが、BIが減少して 1に近づいており改善の
結果であった。図 2.2.23に、閾値を 1 mm/3hとした
ETSと誤検出率 (FAR: False Alarm Rate)を冬期間に
ついて示す。検証格子サイズは 0.25°である。図で示
した予測時間について、ETSを中立以上に保ったまま
FARを減らしていることから、降水予測の精度が改善
している。冬季のBI改善には、主にこの誤検出の減少
が寄与している。開発中に行った様々な設定の実験の
結果から、この冬期間の日本域での降水予測の改善に
は主に地形性抵抗過程の改良が寄与していることが分
かっている。

図 2.2.21 北半球 ( 20°N 以北) での 500 hPa 高度場の
RMSE [m] について、TEST から CNTL を引いたもの
（縦軸）。横軸は予測時間 [day]。上図が解析値に対する、
下図がラジオゾンデ観測値に対する検証の結果。青線が冬
期間で緑線が夏期間。縦軸の値が 0 よりも小さければ改
善、大きければ改悪を意味する。

(5) 各種統計検証スコア（冬期間）
図 2.2.24及び図 2.2.25に、冬期間について解析値と
ラジオゾンデ観測値を対象として、代表的な要素の予測
を領域ごとに検証した結果を示す。検証は、アノマリー
相関係数 (ACC: Anomaly Correlation Coefficient)ま
たはラジオゾンデ観測に対しては相関係数 (CC: Cor-

relation Coefficient)、RMSE、及びACC, RMSE, ME

の変化の有意性についてのものである。
冬期間では、予測時間前半を中心に、多くの要素で
対初期値検証・対ラジオゾンデ検証ともに予測精度が改
善した。領域ごとに精度の変化を確認すると、どの要
素に関しても主にユーラシア大陸上での改善が大きい。

(6) 各種統計検証スコア（夏期間）
図 2.2.26及び図 2.2.27に、夏期間について解析値と
ラジオゾンデ観測値を対象として、冬期間と同様に代
表的な要素を領域ごとに検証した結果を示す。
夏期間では、要素や予測時間により改善・改悪が分
かれた。北半球領域では、予測の 4日目までは改善す
る要素が多いが、8日目ごろから改悪する要素が増え
た。熱帯域では、海上の対解析値検証が悪化した要素
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図 2.2.22 冬期間における日本付近の 500 hPa高度場 [m]（上段）及び海面更正気圧 [hPa]（下段）の誤差分布。左列が CNTL
のME、中列が TESTのME、右列が RMSEについて CNTL-TESTを CNTLで割ったもの。各図の右側は表示された領
域での東西平均値である。

図 2.2.23 冬期間についての解析雨量に対する降水予測の検
証結果。上図がETS、下図がFARについてのもので、降水
量の閾値は共に 1 mm/3h。青線が CNTL、赤線が TEST
についてのもの。横軸は予測時間 [h]。

が多い。

(7) 地表面気温
地表面気温の予測特性の変化について簡単に説明す
る。北海道・北日本の内陸で、夜間（特に 03JST付近）
の地上気温が冷えやすくなり、低温バイアスが悪化し
た。これは、地形性抵抗過程の改良に伴い、雲の予測
が過小なことによる長波放射のバイアスや陸面過程の
誤差が表面化したものと考えている。陸面過程におい
て積雪関連部分の改良を行ったことで緩和はしている
が、地形性抵抗過程による影響が卓越した。
今回のモデル変更により、気温ガイダンスでは、北
海道や本州において、内陸や山地の夜間を中心に地表
面気温の低温バイアスが拡大し、RMSEの悪化が見ら
れた。

2.2.6.4 おわりに
気象庁は、2020年 3月 24日に GSMについて地形
性抵抗過程や陸面過程等の物理過程の改良を行った。
この改良により、冬季の北半球 500 hPaのジオポテン
シャル高度や国内の降水の予測精度等が改善した。2日
後の北半球 500 hPa高度の予測誤差は、0.33m改善す
る結果であった。また、北半球予測を中心に他の複数
の要素でも予測精度の改善が見られた。なお、台風進
路予測誤差は中立であった。
GSM2003に残された課題として、北海道や本州に
おいて内陸や山地の夜間を中心に地表面気温の低温バ
イアスが拡大し、RMSEの悪化が見られた点が挙げら
れる。この悪化は、下層抵抗過程の精緻化に伴い、雲
の予測過小による放射バイアスや陸面過程の誤差が表
面化したものと考えている。今後、雲、積雲、境界層
過程の改良や、陸面過程の改良を通じて精度改善を目
指したい。
最後に、GSM2003について、力学過程及び物理過
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図 2.2.24 冬期間における対流圏主要要素の解析値に対する ACCの改善幅（左上図）、RMSE の改善率（右上図）と TEST
と CNTLのスコア差の有意性判定（左下図：スコアカード）。解析値を参照値としている。検証対象の領域は、NHが北半球
( 20 °N以北)、TRが熱帯 ( 20°S – 20°N)、SHが南半球 ( 20°S以南)、JPが日本周辺（110°E-150°E, 20°N-50°N）、NWP
が北西太平洋領域（100°E-180°E, 0°-60°N）を意味する。要素は上から 500 hPa高度、海面更正気圧 (PSEA)、850 hPa気
温 (T850)、250 hPa風速 (Ws250)、850 hPa風速 (Ws850)、700 hPa相対湿度 (RH700)。スコアカードはそれぞれ上から
RMSE、ACC、ME、黄色、灰色がそれぞれ統計的に有意に改善、悪化していることを示しており、塗りつぶし面積が広い
ほど統計的有意性が高い。

図 2.2.25 冬期間における対流圏主要要素のラジオゾンデ観測値に対する CCの改善幅（左上図）、RMSEの改善率（右上図）
と TEST と CNTL のスコア差の有意性判定（左下図：スコアカード）。ラジオゾンデを参照値としている。検証対象の領
域は、NHが北半球 ( 20°N以北)、TRが熱帯 ( 20°S – 20°N)、SHが南半球 ( 20°S以南)、JPが日本周辺（110°E-150°E,
20°N-50°N）、NWP が北西太平洋領域（100°E-180°E, 0°-60°N）を意味する。要素は上から 500 hPa 高度、700 hPa 気温
(T700)、850 hPa気温 (T850)、250 hPa風速 (Ws250)、850 hPa風速 (Ws850)、700 hPa相対湿度 (RH700)。スコアカー
ドはそれぞれ上から RMSE、CC、ME、黄色、灰色がそれぞれ統計的に有意に改善、悪化していることを示しており、塗り
つぶし面積が広いほど統計的有意性が高い。
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図 2.2.26 夏期間についての検証結果。図の内容は図 2.2.24と同じ。

図 2.2.27 夏期間についての検証結果。図の内容は図 2.2.25と同じ。

程の仕様を表 2.2.5にまとめる。表におけるアウター
モデル及びインナーモデルとは、データ同化プロセス
において 4次元変分法やアンサンブル予報の中で用い
られるモデルであり、アウターモデルは解析における
第一推定値の計算に用いるモデルを、インナーモデル
は解析修正量を求める計算やアンサンブル予報に用い
るモデルを指す。ただし、4次元変分法で用いるイン
ナーモデルの物理過程にはバージョンの古いものや簡
略化したものが含まれている。
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表 2.2.5 GSMの仕様（2020年 3月時点）
力学過程
支配方程式 プリミティブ方程式系　

予報変数 東西風、南北風、気温、比湿、雲水量、地上気圧の対数　

離散化 水平：球面調和関数を基底関数としたスペクトル法、鉛直：有限差分法

水平格子系 適合ガウス格子 (宮本 2005)

水平分解能 予報モデル及びアウターモデル：TL959（格子間隔約 20 km : 0.1875度）、インナーモ
デル：TL319（格子間隔約 55 km : 0.5625度）

鉛直座標系 σ − pハイブリッド座標 (Simmons and Burridge 1981)

層数（最上層） 100層 (0.01 hPa)

移流＋時間積分 2タイムレベル　セミインプリシット - セミラグランジアン法 (Yukimoto et al. 2011)

積分時間間隔 400秒 (TL959)、600秒 (TL319)

数値拡散
4 次の線形水平拡散を渦度、発散、仮温度に適用。スポンジ層として 2 次の線形水平拡
散を 30 hPaより上層で発散に適用。

物理過程

放射

長波

2方向吸収近似 (Yabu 2013)による放射伝達、大気分子による吸収は 2種類の k–分布法
で評価 (Fu and Liou 1992; Chou et al. 2001)。雲はマキシマム-ランダムオーバーラップ
(Geleyn and Hollingsworth 1979)を仮定。光学特性は、水雲は Lindner and Li (2000)、
氷雲は Ebert and Curry (1992)による。

短波

δ–Eddington法による散乱・吸収計算 (Joseph et al. 1976; Coakley et al. 1983)。雲は
マキシマム-ランダムオーバーラップを仮定し、Collins (2001)に基づく簡略化した独立
カラム近似を適用。光学特性は、水雲はDobbie et al. (1999)、氷雲は Ebert and Curry

(1992)による。

積雲対流
予測型クロージャーを用いるスペクトル型マスフラックススキーム (Arakawa and Schubert

1974; Moorthi and Suarez 1992; Randall and Pan 1993)。雲モデルには氷相を考慮した
簡易な雲微物理過程を用いる。

雲
確率密度関数に基づいた凝結スキーム (Smith 1990)を基本に、雲水から降水への変換や
再蒸発、雪の融解などの簡単化した雲微物理過程、及び雲氷と雪の落下スキームを含む。
また、層積雲に関する診断的スキーム (Kawai and Inoue 2006)を使用。

境界層
乱流エネルギークロージャ型 (Mellor and Yamada 1974, 1982)とKクロージャ型 (Han

and Pan 2011)のハイブリッドスキーム。

地形性抵抗
Lott and Miller (1997)のスキームにWells and Vosper (2010)及び Vosper (2015)に基
づく改良を加えたもの。 Beljaars et al. (2004)のスキームにより乱流地形抵抗を扱う。

非地形性重力波 緯度依存性を持つ定数励起源によるスペクトルパラメタリゼーション (Scinocca 2003)。

地表面
Monin–Obukhov相似則に基づくバルク式、安定度関数は Beljaars and Holtslag (1991)

を用いる。開水面と海氷面は Best et al. (2004)の手法により混在格子として扱う。

陸面

植生 Sellers et al. (1986)によるスキームを改良した手法でモデル化。
積雪 体積、密度、アルベド、温度等の変化を予測。部分積雪を扱う。

土壌
熱伝導はフーリエの法則に従い、水分の移動及び凍結・融解が考慮される。土壌パラメー
タは衛星観測プロダクト等による。

海氷
体積・形状・密度不変で物性が一様の熱伝導体として扱う。内部の熱伝導はフーリエの
法則に従い、表面では放射と乱流フラックスの上部境界条件、及び融解を考慮する。

化学過程 成層圏での簡易な診断型メタン酸化及び光乖離スキーム (Untch and Simmons 1999)。

海面水温
時間発展は、全球海面水温解析値の平年偏差を、予測時間により季節変動する気候値に
加える。

海氷分布
時間発展は、南北半球ごとの全球海氷密接度解析値の海氷面積平年偏差を維持するよう
に、海氷密接度の初期偏差固定予測値を気候値で修正する手法で扱う。
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2.2.7 全球アンサンブル予報システムの改良
2.2.7.1 はじめに
2020年 3月 24日に全球アンサンブル予報システム

(GEPS: Global Ensemble Prediction System)の改良
を行い、北半球 500hPa高度場や冬期間の日本域の降
水予測等を改善した。本稿では、その改良内容と予測
精度の評価結果、予測特性の変化について簡単に報告
を行う。
GEPSは、台風進路予報、週間天気予報、2週間気温
予報、早期天候情報及び 1か月予報に使用しているア
ンサンブル予報システム (EPS: Ensemble Prediction

System)である。過去に数値予報課が開発していた週
間・台風 EPS及び気候情報課が開発していた 1か月
EPS を統合したシステムで、2017 年 1 月 19 日に週
間・台風 EPS を置き換える形で運用が開始され、同
年 3月 23日には 1か月先までの延長予報を開始した
(山口 2017; 新保 2017)。この GEPSのバージョンを
GEPS1701と呼ぶ8。
GEPSでは、予報モデルに気象庁全球モデル (GSM:

Global Spectral Model) の低分解能版を用いており、
その水平分解能は 18日先までの予測では TL479（約
40 km）、その後はTL319（約 55 km）である。分解能
の表記は、はじめの TLが三角形波数切断と線形格子
を用いていることを意味し、その後の数字は切断波数
を表す。鉛直層は全球数値予報システムと同様の 100

層で最上層が 0.01 hPaである。また、摂動なしのアン
サンブルメンバー（コントロールラン）の初期値には、
全球速報解析により作成される解析値を解像度変換し
たものを用いている。
GEPS1701の予報モデルには GSM1603Eと呼ばれ
るバージョンが用いられてきた。このバージョンは、
2016年 3月に全球数値予報システムにおいて導入され
たGSM1603(米原 2016)に、2017年 5月に導入された
GSM1705(米原 2017)における改良の一部を先行的に
適用した、両者の中間に位置する GSMである。
初期摂動には、特異ベクトル (SV: Singular Vector)

法 (Buizza and Palmer 1995) と LETKF (Local En-

semble Transform Kalman Filter; Hunt et al. 2007)

を利用した初期摂動を組み合わせて用いている。両手
法はお互いに補い合う関係にあり、SV法で予測時間が
長くなるにつれて誤差の中で支配的になる成長率の高
い摂動を捉え、LETKFでは予測時間の初期で特に重
要な解析値のもつ不確実性を捉える。
EPSによる予測の精度を向上するためには、予報モ
デルと初期値の精度を高めると同時に、両者の不確実
性を適切に捉える摂動を作成することが必要である。数
値予報課と気候情報課では、共同でGSMとGEPSの
摂動作成手法の改良を進めつつ、GEPSの予報モデル

8 GEPSには 2017年 1月の導入後に初期摂動作成手法に改
良が 2 回加えられている (山口 2017; Ota et al. 2019)。こ
れら変更も加えて GEPS1701と呼ぶ。

に可能な限り最新のGSMを用いることで予測精度の向
上を図ってきた。今回、GSMがGSM1705(米原 2017)

からGSM2003（第 2.2.6項）に更新されたのに併せて、
GEPS の予報モデルを GSM1603E から GSM2003 に
更新した。同時に、初期摂動と海面水温境界値の作成
手法に改良を加えることで予測精度の向上を図った。
これらの変更は 2020年 3月 24日から現業運用に適用
されており、このバージョンのGEPSをGEPS2003と
呼ぶ。
本稿では、主に台風進路予報と週間天気予報の観点
で、GEPS1701からGEPS2003への変更内容と予測精
度の改善について報告する。海面水温境界値の作成手
法の詳細や、2週間から 1か月予報の観点での改善点や
評価結果などについては、高倉・小森 (2020)及び関口
(2020)で報告されているので合わせてご覧頂きたい。

2.2.7.2 変更の概要
GEPS2003における変更の概要を説明する。なお、
更新前のGEPSの全体像については JMA (2019)を参
照されたい。

(1) 予報モデル
GEPS2003 では予報モデルが GSM1603E から

GSM2003に更新された。GSM1603Eでは、GSM1705

で導入された放射計算で利用する水雲粒の有効半径を
診断する手法の改良、陸面過程における植生と土壌水
分の扱いの改良、海面過程の改良が GSM1603に加え
て先行的に適用されている。GSM1705の変更概要は
米原 (2017)を、GSM2003の変更概要や予測特性の変
化は第 2.2.6項を参照されたい。今回、全球数値予報シ
ステムとGEPSで予報モデルのバージョンが揃うこと
で、より適切な GSM予測の不確実性を提供できるよ
うになっている。また、解析値の作成に利用される予
報モデルと、予報を行う予報モデルの予測特性の違い
に起因する、初期値における不整合を小さくできる点
でもより望ましい EPSとなっている。
同時に、GEPSの予報モデルについて、プロセスを
使用した並列化の仕方を最適化することにより、実行
時間を 4%程度短縮した。この高速化を適用すること
により、予報モデル更新に伴う演算量の増加による実
行時間の増加を抑え、改良前後で実行時間を同程度と
している。なお、GSM2003に導入された高速化手法
のうち、出力専用ノードに関してはGEPSではノード
数の増加に対する実行時間の短縮が小さいため採用し
ていない。

(2) 初期摂動
GEPS2003では、EPSとしての予測精度改善や計算
安定性向上のために初期摂動の作成手法を改良した。
まず、GEPSの摂動作成手法について、今回の変更
に関連する部分を簡単に説明する。SV法では、週間
EPSの手法 (酒井 2008)に改良を加えた手法を用いて
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おり、全球解析値を低分解能に変換したものに対して
南北中高緯度域と低緯度域の 3領域についてそれぞれ
SVを求めた後、それらを合成して摂動として用いてい
る (山口 2017)。低緯度域の SV摂動のみ、トータルエ
ネルギーノルムにおいて水蒸気の効果を考慮している。
SV法では解析の不確実性の大きさを直接見積もること
はできず、SVの振幅は経験的に値を決める必要がある
ため、中高緯度の SV摂動の大きさは、500 hPa気温
摂動の二乗平均平方根の大きさを与えることで決めて
いる。LETKFには、太田・堀田 (2016)で解説された
仕様に、Ota et al. (2019)の変更を加えたものを用い
ている。LETKFデータ同化サイクルの構成は、GEPS

の初期値となる全球解析のもつ不確実性を捉えるため、
可能な限り全球解析に近づけている。しかし、これま
でのGEPSでは、そもそも LETKFデータ同化サイク
ルはGEPS独自のシステムであり、また観測データの
利用の仕方についても、計算コストや運用スケジュー
ルの都合上全球解析とは異なるものになっていた。最
終的な初期摂動は、SV法と LETKFの両手法で求めた
摂動の振幅を調整しつつ足し合わせたものである。予
測のスプレッドは主に SV法による摂動が担っている
が、SV摂動のみでは初期摂動が局所的になるととも
に初期のばらつきが小さい点を LETKFによる摂動が
補っている。
GEPSには、FT=48をピークに FT=120付近まで
の予測時間でスプレッドが予測誤差に対して過剰とい
う課題がある。今回、SV摂動が予測誤差をより適切
に捉えることができるように、南北中高緯度ターゲッ
ト領域の SV 法による初期摂動の振幅を 0.23 K から
0.21 Kに小さくした。振幅調整の結果、南北中高緯度
では多くの要素でスプレッドが減少した。500 hPa高
度場のスプレッドは、FT=48以降で過大が緩和されて
誤差との関係がより適切になった。
SV摂動の作成手法に、摂動ランの計算の安定性を悪
化させる砂漠での過剰な摂動を抑制する処理を追加し
た。熱帯域SVの計算では、砂漠・半砂漠域においてトー
タルエネルギーノルムの 40%以上が比湿成分となるよ
うな比湿成分主体の SVが求まることがある。今回、摂
動の合成時においてその比湿成分主体の SVを除外す
る処理を導入した。変更前には砂漠域で 300 mm/day

を超える降水を表現する摂動ランが稀に見られたが、
変更後はこれほど極端な予測はみられなくなり、計算
の安定性が向上した。
初期摂動の作成に用いる LETKFデータ同化サイク
ルをGEPS独自のものから全球解析のものに変更した。
2019年 12月に、全球解析にハイブリッド同化が導入
され（第 2.2.2項）、全球解析内に LETKFデータ同化
サイクルが導入されたため、独自の LETKFを廃止し
て全球解析による摂動を利用するように変更した。今
回の変更により、全球解析の不確実性を捉える点でよ
り望ましいシステムを実現するとともに、計算コスト

や管理コストを減らすことができた。

(3) 海面水温境界値
熱帯から亜熱帯の SSTを、12日予測以降において
解析値に気候値の時間変化を加えた予測値から、季節
EPSが予測した SSTに段階的に切り替える手法（2段
階 SST法）を導入した (高倉・小森 2020)。この手法
は 12日予測以降にのみ影響を与えるもので、台風予測
や週間予測には影響しない。

2.2.7.3 予測精度の検証
GEPS2003を現業に導入する際に行った業務化試験9

の結果を元に、予測精度変化の概要を示す。

(1) 実験設定
週間天気予測、台風進路予測、2週目以降の予測そ
れぞれの予測精度の変化を確認するために、次の 3種
の比較実験を実施した。
1つ目は、2019年 4月時点の GEPS1701において、

GSM2003の業務化試験におけるCNTL実験（第 2.2.6

項を参照）で作成された初期値を用いたものを対照実
験、GEPS2003においてGSM2003で作成された初期
値を用いたものをテスト実験とする比較である。この
実験は、全球解析とGEPSの両方について、2020年 3

月の更新に対する比較となる。GSM2003の業務化試
験と同一の夏・冬期間について行い、アンサンブル予
報は 00,12UTC初期値について 27メンバーで 264時
間先まで行った。北半球 500 hPa高度場の予測や日本
の降水予測についてはこの実験の結果を示す。
2つ目は、台風進路予測についてより多くのサンプ
ルで精度を確認するために行うもので、1つ目の実験
に加えて、2018年の台風と 2019年の第 23号までの台
風を対象とした期間に対して、00,06,12,18UTC初期値
から 27メンバーで 132時間先までのアンサンブル予
報を行ったものである。追加した実験部分は、当時の
現業システムで作成された全球解析の解析値を初期値
として、GEPS1701とGEPS2003を比較した実験にな
る。そのため、初期値については 2020年 3月の更新以
外の効果を含んでいるが、その効果の台風進路への影
響は小さい。台風進路予測に関してはこの実験の検証
の結果を示す。
3つ目は 1か月予報の再予報実験（過去 30年分の再
予報計算）である。再予報の仕様については越智 (2020)

を参照していただきたい。1週間目の予測精度も含め
て、1か月予報の予測精度についてはこの実験の結果
を示す。

(2) 北半球 500 hPa高度場の予測
図 2.2.28に予報時間ごとの北半球 500 hPa高度場の
予測についての検証結果を示す。これは、解析値に対す
る検証結果である。図の通り、FT=144までの予測を中

9 業務化試験の位置付け・内容については (石田 2017)を参
照。
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心にアンサンブル平均の二乗平均平方根誤差 (RMSE:

Root Mean Square Error)が改善しており、夏季では
FT=168まで、冬季では FT=144まで改善が有意であ
る。RMSEの改善には予報モデルの更新が大きく寄与
している。また、初期摂動の振幅調整によりスプレッ
ドは減少し、FT=48をピークとしたスプレッド過剰が
緩和され、より適切な関係に近づいた。同時に、これ
までスプレッドが適正であった FT=120以降について
は関係が悪くなっていない。このスプレッドの適正化
も、アンサンブル平均予測改善に寄与している。
今回の改良によりスプレッドの大きさが改善された
が、依然として予測初期からFT=96付近までの範囲で
スプレッドは予測誤差について過剰な状況であり、引
き続きその改善には課題が残る。

(3) 日本の降水予測
図 2.2.29に日本の降水予測について解析雨量に対し
て検証した結果を示す。ブライアスキルスコア (BSS:

Brier Skill Score)について、夏は 1 mm/24hrの閾値
で悪化、5 mm/24hrの閾値で中立、冬は 1 mm/24hr

は中立、5 mm/24hrは改善であった。冬で改善傾向が
明瞭な一因として、気圧の谷と低気圧の位置ずれが改
善し降水域予測の改善につながった事例がみられたこ
とが挙げられる。

(4) 台風進路予測
図 2.2.30に予報時間ごとのアンサンブル平均台風進
路予測誤差と、台風接近確率予測の検証結果を示す。検
証は気象庁ベストトラックに対して行っている。図に示
す通り、アンサンブル平均の台風進路予測の平均誤差
には大きな変化はなかった。また、FT=0からFT=120

の台風接近確率の BSSも中立であり、信頼度曲線や予
測頻度にも大きな変化はなかった。今回の変更は統計
的な台風進路予測精度に影響を与えていないと想定さ
れる。この結果は予報モデル更新の結果とも整合的で
ある。

(5) 1か月再予報による予測精度
図 2.2.31 に 1 か月再予報による予測精度の検証結
果を示す。この検証では後処理によるバイアス補正は
行っていない。図には 200 hPaの速度ポテンシャルと
500 hPa高度場の結果のみを示しているが、熱帯域で
は多数の季節や要素でアノマリー相関係数が改善傾向
であった。1週目の予測について、再予報型の実験でも
他の実験と同様に精度が向上していることが確認でき
ている。北半球域や日本周辺域（北西太平洋領域）で
は、季節や要素により改善・改悪はあるものの、総合的
にみて中立であった。平均誤差では、熱帯域を中心に
これまで課題となっていたバイアスの多くを軽減して
いた。特に、冬季の日本の上空において気圧の谷が浅
いバイアスの軽減がみられた。これらの改善には、予
報モデルの更新とともに 2段階 SST法の導入が寄与し
ている。

2.2.7.4 おわりに
GEPSについて、予報モデルを更新するとともに初
期摂動の改良及び 2段階 SST法の導入を行った。業務
化試験による検証の結果、北半球 500 hPa高度場や冬
期間の日本域の降水予測では 11日先までの予測で中立
から改善であった。台風の進路予測精度は大きく変わ
らなかった。また、気候情報課が実施した 1か月予報
再予報による検証結果においては総合的には中立から
改善傾向であった。同時に予報モデルを高速化し、実
行時間の増加を抑えつつ予測精度を向上させている。
最後に、GEPSでは今後も予報モデルを最新のGSM

に更新していくとともに、摂動作成等のアンサンブル
手法を改良していくことにより予測精度の向上に努め
ていく。
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図 2.2.28 アンサンブル平均の 500 hPa高度場の北半球（20° N以北）の検証結果。上段は夏期間、下段は冬期間。左列は予
報時間ごとの RMSE [m]。中列は予報時間ごとのスプレッド [m]、右列はスプレッドスキル。緑線は対照実験で赤線がテス
ト実験の結果。図のタイトルでは対照実験を CNTL、テスト実験を 20XXと記している。RMSEとスプレッドの図では、紫
線は変化率（(20XX-CNTL)/CNTL [%]、右縦軸）を、黄色の逆三角は 5%の有意水準で差が有意であることを示している。
スプレッドスキルは 1が最適であり、1を超えるとスプレッドが予測誤差に対して過剰であることを意味する。

図 2.2.29 対解析雨量による降水の確率的予測のブライアスキルスコア。上段は夏期間、下段は冬期間。左列は閾値 1mm/24h、
右列は閾値 5 mm/24hの降水事例に対するもの。緑線は対照実験で赤線がテスト実験の結果。図のタイトルでは対照実験を
CNTL、テスト実験を 20XXと記している。紫線は差（TEST-CNTL、右縦軸）。
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図 2.2.30 アンサンブル平均の進路予測平均誤差（左図）と FT=0から FT=120の台風接近確率の信頼度曲線とブライアスキ
ルスコア（右図）。対照実験を CNTL、テスト実験を 20XXと記している。緑線は対照実験で赤線がテスト実験の結果。左
図では、左縦軸で平均誤差 [km]を、右縦軸でサンプル数を示しており、図の上部のピンクの三角と青の三角はそれぞれサン
プル間の相関を考慮する場合としない場合に 5%の有意水準で差が有意であることを示す。両実験で共通のサンプルについて
検証しているためサンプル数は同じである。右図では水色とオレンジの棒グラフで対照実験とテスト実験の予測頻度を示す。
また、ブライアスキルスコアの値を凡例中の「BSS=」以降に示している。

図 2.2.31 1か月再予報による各季節の予測精度の検証。左図は熱帯域（20° S–20° N）の 200 hPa速度ポテンシャル (CHI200)
のアノマリー相関係数の差（TEST-CNTL）、右図は同様に北半球域（20° N–90° N）の 500 hPa高度場 (Z500)のもの。青
は 1週目、赤は 2週目、緑は 3から 4週目、黄色は 1から 4週目の予測。誤差棒はブートストラップ法で見積もった 95%信
頼区間である。
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2.2.8 メソ解析とメソモデルの改良
2.2.8.1 はじめに
気象庁では、防災気象情報や航空気象情報の作成支
援、降水短時間予報への入力を主な目的として、メソ
数値予報システム10を運用している。2001年 3月にメ
ソ数値予報システムの現業運用が開始 (萬納寺 2000)さ
れて以降、メソモデル (MSM)の改良が継続的になされ
ており、2017年 2月にこれまで運用されてきた JMA-

NHMから新しい気象庁非静力学モデル asuca(気象庁
予報部 2014)に置き換えられた。一方で、メソ解析で
は 2009年 4月に導入された JMA-NHMに基づく非静
力学メソ 4次元変分法 (JNoVA;気象庁予報部 2010)を
2017年 2月の asucaの導入以降も運用してきた。2020

年 3月にメソ数値予報システムが更新された際に、メ
ソ解析は JNoVAから asucaに基づくメソ 4次元変分
法 (asuca-Var)に置き換えられ、一貫したメソ数値予
報システムとしての運用が可能となった。また本更新
時に、メソモデルにおいても予測精度向上のための改
良が導入されている。
本節では、新たなメソ解析として導入された asuca-

Var について概要を述べるとともに、2020 年 3 月の
MSM更新の際に導入された主な改良項目について示
す。以下では、2017年 2月 asuca導入時のメソモデル
をMSM1702、2020年 3月に現業運用されたメソモデ
ルをMSM2003と表記する。

2.2.8.2 メソ解析の改良
本項では、メソ解析に導入した asuca-Varの概要を
述べる。asuca-Varは asucaの初期値を作成すること
を目的とした変分法同化システムであり、その構成要
素は、予報モデル「asuca」、観測値を用いて最適解の
計算を行う解析本体「asuca-Varコア」、予報値に適用
して観測相当量を求める「観測演算子」である (幾田
2014)。asuca-Varコアは、3次元変分法 (3D-Var)、4次
元変分法 (4D-Var)など、目的に応じて機能を切り替え
ることができるよう設計されており、その 3D-Varの機
能については局地解析に導入されている (幾田 2015)。
今回、その 4D-Varの機能をメソ解析に導入した。
表 2.2.6に、2020年 3月に導入された asuca-Varに
基づく新しいメソ解析（MA2003）の仕様について、
MA2003導入前まで利用してきた JNoVA（2009年 4

月に導入）に基づくメソ解析（MA0904）と比較して
示した。
asuca-Var の解析対象の変数は、東西風 u、南北風

v、地中温度 Tg、地上気圧 psと温位 θ、地表面体積含
水率 wg、偽相対湿度 µp = qv/q

b
sat0(Dee and da Silva

2003)である。MA0904と比較して、地中温度 Tg、地
表面体積含水率 wg が新たに追加されている11。これ

10 メソ解析とメソモデル (予報モデル) を合わせてメソ数値
予報システムと表記する。

11 Tg,ps,θ 間の誤差相関と wg,µp 間の誤差相関があり、それ

らを解析変数とすることで地中物理量を解析により修
正することが可能となる。現在、メソ解析で利用して
いる観測の中に地中物理量を直接観測したものはない
が、Tg と wg は主に地上観測によって修正される。こ
のことは今回の改良における地上要素の解析および予
報精度の向上に貢献している。
衛星輝度温度データのバイアス補正は、これまで気
象庁全球解析における変分法バイアス補正 (VarBC)係
数を利用して行っていた。しかし、その補正は十分では
なく、「観測値-第一推定値 (FG-departure)」の分布に
は、その片側だけ多く不使用となることにより非対称
となるものが一定数見られていた。一方、局地解析で
は、Cameron and Bell (2018)の手法に基づく VarBC

により、適切な補正が行われている (幾田 2019a)。今
回、メソ解析にもこの手法に基づくVarBCを導入する
改良を行った。その結果、バイアスがより適切に補正さ
れていることが確認でき、分布も対称となった（図略）。
4D-Varでは非線形モデル (NL)に対する接線形モデ
ル（TL）とその随伴モデル（AD)を用いて評価関数と
評価関数の勾配を計算し、その極小値を探索する。TL

と ADは、予報モデル asucaの力学過程および物理過
程に基づき作成した。その際、物理過程については、非
線形性が強いために単純に線形化することが困難であ
ることから、TLによる摂動予報がNLによる摂動予報
の良い近似となるよう考慮しつつ簡略化したものを用
いるようにした。
JNoVAベースのMA0904では、極小値探索における
前方演算にはNLを用いていたのに対して、asuca-Var

では TLを用いるよう変更した。これにより、評価関
数が二次形式となり極小値探索の安定性が向上する。
非線形過程の影響を考慮するための方法としては最適
化の過程で基本場の更新を行う (幾田 2019b)。この基
本場の更新は、極小値探索中（最大 50回）に 2回（極
小値探索の 20回目および 35回目に）行う。
asuca-Varのメソ解析への導入により、asucaの予測
特性に基づいた一貫性のあるメソ解析予報サイクルの
実行が可能となった。これは、メソモデルが持つモデ
ルバイアスも引き継がれるということでもある。本開
発の中で顕在化したモデルバイアスを軽減すべく取り
組まれたメソモデルの改良については次項で報告する。

2.2.8.3 メソモデルの改良
本項では、解析予報サイクルにおいて顕在化したモデ
ルバイアスの軽減を目的としてMSM2003で導入され
た改良項目について、過程ごとにその概要を報告する。

(1) 雲微物理
雲微物理過程は、大気中の水物質の質量や粒径を様々
な素過程を考慮して予報および診断するもので、水物
質の相変化に伴う加熱・冷却や降水粒子の生成を通じ
て予測特性に大きな影響を与える。このことから、雲

以外の変数は独立であると仮定する。
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MA0904 MA2003

制御変数 u, v, ps, θ, µp u, v, Tg, ps, θ,Wg, µp

背景誤差 鉛直成分:水平一様、水平成分:水平一様 鉛直成分:海陸時刻別、水平成分:水平一様

極小値探索回数 最大 35回 最大 50回

変分法品質管理 探索 15回目以降 探索 1回目から

変分法バイアス補正 なし Cameron and Bell (2018)

拘束項 エネルギーノルム 背景誤差ノルム

モデル JMA-NHM asuca

前方演算 非線形モデル 接線形モデル（非線形基本場更新 2回）

基本場 非線形モデル 非線形モデル

解像度 アウター 5km, 大気:L50(48+2),地中温度:4 5km,大気:L76,地中温度:8+1(skin)

解像度 インナー 15km, 大気:L40(38+2),地中温度:4 15km,大気:L38,地中温度:8+1(skin)

積分時間間隔 40 sec 120 sec

NL AD NL TL AD

数値拡散 適応水蒸気拡散　 なし 鉛直速度ダンピング

湿潤 大規模凝結 　 雲物理 大規模凝結（雲物理の飽和調節に準拠）

対流 KF(Kain and Fritsch 1990)　 なし KF なし

乱流 診断型渦拡散 　 MYNN3(Nakanishi and Niino 2009) 同左（拡散係数、部分凝結摂動なし）

対流混合層 Sun and Chang (1986) 　 なし

地表面 陸:Kondo (1975), 海:Louis et al. (1982) 　 Beljaars and Holtslag (1991) 同左（バルク係数摂動なし）

放射 杉・多田 (1988) 関口ほか (2019) Mahfouf (1999)

表 2.2.6 データ同化システムの新旧比較。MA2003は 2020年 3月に導入された asuca-Varに基づく新しいメソ解析を、MA0904
は 2009年 4月に導入された JNoVAに基づくメソ解析を指す。

図 2.2.32 Abel-Boutle(AB)、Marshall-Palmer(MP) のそ
れぞれで求められる粒径分布関数。qr は全密度に対する雨
水量の比として定義される。

微物理過程の精度向上は豪雨などの顕著現象の予測に
不可欠なものである。MSM2003では雲微物理過程の
以下の項目を見直した。
雨の粒径分布は MSM1702 では Abel-Boutle(Abel

and Boutle 2012) に基づいて算出していたが、特に
雨水量が少ないときに粒径の小さな雨が多くなる特徴
があり、雨滴蒸発が過剰だった。Abel-Boutleの粒径分
布は、東アジアのような多雨地域には適さないとの指
摘がある (Johnson et al. 2018)ことも考慮して、雨の
粒径分布をMarshall and Palmer (1948)に基づいて算
出するように変更した。図 2.2.32にそれぞれの粒径分
布関数を示す。Abel-Boutleの粒径分布関数では雨水
量 qrが少なくなるほど粒径の小さな雨の比率が多くな
る傾向があり、Marshall-Palmerの粒径分布関数との
違いが顕著に現れる。
雲水から雨への変換は、MSMではオートコンバー
ジョンによって定式化される。この定式化では雲水 qc

がある閾値を超えると雲水から雨への変換が始まる。
MSM1702ではこの閾値を 10−5 [kg/kg]としていた。
これは、雲の粒径に換算すると 6–7 [µm]程度となり、
現実との対応から考えるとかなり小さい。この過少な
閾値の設定が雲水量過少の主要因となっていたことか
ら、MSM2003 では閾値を 10−3 [kg/kg] に修正した。
また、雲氷から雪への変換に用いられるオートコンバー
ジョンについても、対流圏上層のように雲氷量が少な
い場合に雪への変換が過剰だったため見直した。
その他、雲氷落下速度を計算する際に用いられる係
数の変更や、雲氷と雪の衝突併合過程において雲氷の
落下速度を考慮するように修正を加えた。
MSM2003で導入された雲物理改良のインパクトを
見るため、二周波降水レーダー (DPR)による観測と
衛星搭載型レーダシミュレータによってモデル出力か
ら算出された反射強度とを比較した例 (幾田 2019c)を
図 2.2.33に示す。MSM1702では融解層より上層で全
般的に観測よりも反射強度が弱く、融解層より下層で
は弱い降水域で反射強度が弱くなる傾向が見られるが、
MSM2003ではいずれの傾向も改善された。

(2) 雲量診断
モデル格子平均で水蒸気が飽和していなくても、格
子内の温度・比湿の揺らぎによって格子内で部分的に
飽和している状況を考慮することは、放射計算や水物
質の相変化に伴う大気の加熱・冷却を評価するうえで
重要である。格子内で雲が存在する割合として雲量が
定義されるが、その診断には格子内の揺らぎを見積も
るための仮定が必要である。asucaでは、放射、境界
層、雲微物理の各過程で雲量が診断されているものの、
これらはそれぞれ独立したスキームによって診断され
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図 2.2.33 2018 年 7 月 6 日 00UTC の DPR(KuPR) の衛
星直下における反射強度の鉛直断面。上から順に観測値、
MSM1702によるシミュレーション結果、MSM2003によ
るシミュレーション結果を表す。

ており、特にMSM1702では放射と雲微物理で用いら
れる雲量診断の手法が全く異なっていた。
MSM の雲微物理過程では、Wilson and Ballard

(1999)に基づいて雲量を診断している。本スキームは、
氏家 (2020)にあるように氷に対する過飽和を許容する
ことが特徴となっており、観測されるような大気の過
飽和をより適切に表現するようになっている。一方で、
放射過程で用いられる Sommeria and Deardorff (1977)

に基づく雲量診断では、氷過飽和の扱いがWilson and

Ballard (1999)とは大きく異なっているため、氷飽和
の状況下において、放射、雲微物理の両過程で診断さ
れる雲量に大きな乖離が生じることが問題となってい
た。図 2.2.34に氷に対する相対湿度とそれぞれの過程
で診断される雲量の一例を示す。放射過程では相対湿
度 110%付近で雲量が 1となっているのに対し、雲物
理過程では相対湿度 150%付近から雲量が生じており、
全く異なる挙動を示すことがわかる。
この不整合は、放射で診断される上層雲量が過大と
なる原因となっていた。このため、MSM2003では放
射過程でもWilson and Ballard (1999)に基づく雲量
診断手法を採用し、雲微物理の雲量との不整合を解消
させた。この変更により、過大見積もりであった上層
雲量が減少するとともに、MSM1702で見られていた
地上日射量の負バイアスが大幅に縮小することが確認
された (草開 2020)。

(3) 境界層
境界層スキームは、Mellor-Yamada-Nakanishi-Niino

のレベル 3モデル (以下MYNN3)(Nakanishi and Niino

2009)を採用している。MYNN3の特徴の一つとして、

図 2.2.34 氷に対する相対湿度と雲量の関係。赤線、青線は
それぞれ雲微物理、放射過程で診断される雲量を示す。気
温 220K、気圧 200hPa、臨界相対湿度 95%の条件下で計
算した。

平均量の時間変化項に現れる乱流フラックスの診断に、
逆勾配項と呼ばれる平均量の勾配に依存しない項が現
れることが挙げられる。MYNN3の定式化において、逆
勾配項は格子内スケールの液水温位の分散の局所平衡
解からのずれに由来する量として特徴付けられており、
勾配拡散型の境界層スキームでは表現できない、混合
層上部に見られる弱安定層を再現できるなどの利点が
ある。一方で、現業利用のためには計算安定性を確保
することが求められ、これまでも 2次の乱流統計量の
予報方程式において陰解法を用いるなどの計算安定性
を改善させるための改良が適用されてきた (原 2015;西
本 2020)。しかし、MYNN3で逆勾配項を陰解法を用い
て評価することは現実的ではないことから、MSM1702

では逆勾配項は陽解法で評価されており、このことが
原因と思われる乱流フラックスの振動がしばしば現れ
ることが運用上の問題となっていた。
MSM2003では、この問題に対処するために逆勾配
項を評価する際に現れる 2次の乱流統計量について、
現在値を用いる代わりに仮積分した値を用いるように
変更した。この対処により、これまで問題となってい
た計算不安定から生じる乱流フラックスの振動を除去
できることが確認された。定式化の詳細は西本 (2019)

に示されている。

(4) 地表面
地表面からの顕熱・潜熱フラックスは、Monin-

Obukhovの相似則に基づいてモデル最下層の風速、気
温および湿度から診断される。通常用いられるMonin-

Obukhov の相似則による診断手法ではモデル格子点
値の物理量が必要となるが、asucaは有限体積法に基
づく定式化をしているため、モデルで予報される物理
量はモデル格子の平均値であり、一般的に両者は一致
しない。MSM1702では、便宜的にモデル格子平均値
を格子中央での値とみなしてフラックスを算出してい
た。MSM2003では、モデル格子平均値と地表面フラッ
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クスとの関係を従来の相似則に基づいて新たに定式化
し、より厳密な形で相似則を適用できるように改良し
た。この変更により、地表面フラックスが過少になる傾
向が軽減されることが報告されている (Nishizawa and

Kitamura 2018)。
地表面過程において、陸上からの蒸発量は土壌水分
量に強く依存する。このため、土壌水分量を適切に扱う
ことは地上気温の日変化の予測精度にとって重要であ
る。MSM1702では、Deardorff (1978)に基づいた定式
化にしたがって土壌水分量を予測していた。Deardorff

(1978)の定式化では特定の土壌に対して係数が提案さ
れているが、日本の代表的な土壌と比べると砂質が多
く、土壌水分量変化の時定数が短くなる傾向があった。
この問題への対処として、MSM2003では土壌水分量
予測にNoilhan and Planton (1989)によって提案され
た方法を採用した。Noilhan and Planton (1989)の手
法では様々な土壌特性を考慮することができ、当初問
題となっていた乾燥時の時定数をより長くとることが
可能となった。
その他、積雪格子での地表面パラメータに関する見
直しを図った。典型的な葉面積指数 (LAI: Leaf Area

Index)からの見積もりにより、森林域での積雪被覆率
が過大であることが明らかになったため、積雪被覆率
を修正した。また、雪格子の熱伝導率と熱容量を地中
全層「雪」から表層のみ「雪」として扱うように変更
した。これらの修正は、冬期下層に見られた低温バイ
アスの軽減に貢献した。

(5) 力学・モデルフレーム
力学・モデルフレームについては、精度改善や不具
合修正の観点から見直しを行った。
asucaにおいて、モデル地形はモデル格子の頂点 (以
下 q-point)で定義されており、格子中心 (以下 p-point)

での地形は q-pointからの平均値で与えられる。このた
め、p-pointでの地形は実地形と比較すると勾配が小さ
くなる。一方で、地上物理量は p-pointから算出される
ため、地形誤差が地上物理量バイアスを生じさせる要
因となっていた。この問題を解消するために、p-point

から見た地形の誤差が小さくなるように q-pointの地
形を作成するように地形作成手法を修正した。
MSM1702では地形データや地表面定数データを単
精度演算で作成していたが、特に地図投影計算におい
て、異なる計算機での出力に無視できない違いが生じ
うることが明らかとなった。今後見込まれる計算機更
新による定数ファイルの差分を最小限に抑えることが
望ましいことから、地形データや地表面定数データを
倍精度で作成するよう変更した。また、東西・南北方
向の水平気圧傾度力の計算において、モデル最下層・
最上層で過少に扱われており、斜面での風速に影響し
ていることが開発の過程で明らかになったため、修正
を行った。

2.2.8.4 本改良による予測特性の変化
図 2.2.35に夏期間における上層雲量、下層雲量、地
上日射量のMSM2003(テスト実験)とMSM1702(コン
トロール実験)との差を示す。MSM2003では上層雲量
が大幅に減少する一方で、北部海上を中心に下層雲量
が増加する傾向が見てとれる。前者は放射過程に用い
る雲量診断で氷過飽和が許容されるようになったこと
が主要因であり、後者は雲水から雨への変換の閾値を
変更した影響が大きい。その結果として、北部海上の
下層雲量増加に対応して地上日射量が減少し、その他
の地域では上層雲量減少の影響によって地上日射量が
増加する。対象時刻別の地上日射量平均誤差の比較に
おいて (図 2.2.36)、MSM2003ではMSM1702と比べ
て平均誤差が 30 [W/m2]程度縮小した。これまで、夏
季の地上日射量には本州から南に正バイアス、北海道
東部に正バイアスが見られていたが (図略)、今回の改
良は両者のバイアス軽減に貢献した。
放射収支の改善は外向き長波放射 (OLR) によって
も確認された。図 2.2.37に OLRの 7月平均 (ただし、
モデル結果は 7月 1日から 7月 23日までの平均であ
ることに注意)を示した。衛星観測に基づく CERES-

EBAF12プロダクトの解析値と比較すると、MSM1702

では過少傾向にあるのに対し、MSM2003ではより観
測に近くなっており、雲量がより現実に即したものに
改善された効果が現れている。
地表面の項でも述べたように、特に陸上において冬期
下層に低温バイアスが現れることが開発上の課題であっ
た。メソ数値予報システムの本課題に対する改良の効
果を見るために、冬期間での 925 hPa面気温のFT=24

の対初期値との差分を図 2.2.38に示す。MSM1702で
は陸上に低温バイアスが見られるが、MSM2003では低
温バイアスがまだ残っているものの大幅なバイアスの
軽減が確認できる。また、図には示さないが、925 hPa

面での対ゾンデ二乗平均平方根誤差 (RMSE)において
もすべての予報期間で有意な改善が確認された。メソ
解析が asuca-Varに更新されたことにより、一貫した
解析予報サイクルの実行が可能になったことや、地形
作成手法の改良および地表面過程の改良が改善に寄与
したと考えられる。
次に、降水量の面的分布の特性変化についての例を
示す。図 2.2.39は初期時刻 2018年 7月 11日 12UTCか
らの 21時間予測における 3時間降水量である。この事
例では、実況で観測されている熱雷による局所的な降水
がMSM1702では予測できなかった一方で、MSM2003

では部分的ではあるものの局所的な降水が捕捉できた。
この事例においてもMSM2003での上層雲量減少によ
る日射量の増加が見られており (図略)、熱雷表現の改
善に寄与したと考えられる。
本改良における降水の統計的な特性の変化として、

12 Cloud and Earth’s Radiation Energy System (CERES)
Energy Balance and Filled (EBAF)
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図 2.2.35 MSM2003での上層雲量 (左)、下層雲量 (中央)、地上日射量 (右)のMSM1702(コントロール実験)からの差。評価
期間は 2018年 6月 18日から 7月 22日までで、雲量については FT=24、地上日射量については FT=24までの日平均をプ
ロットしている。

図 2.2.36 地上日射量の対象時刻別平均誤差。横軸は時刻
(JST)、縦軸は平均誤差 (W/m2)であり、青線、赤線はそ
れぞれ MSM1702 と MSM2003 の結果を表す。評価期間
は図 2.2.35と同じ。

これまで過少傾向だった弱雨の頻度が高くなる一方で、
強雨の頻度が減少することが挙げられる。代表的な事例
として、図 2.2.40に初期時刻 2018年 6月 29日 03UTC

からの 24時間予測における 3時間降水量を示す。弱雨
の頻度が高くなったことで、MSM1702では予測でき
なかった降水を捕捉できるようになり (図の赤点線)、
見逃しが減少した。また、MSM1702では実況では見
られない強雨が出現した (図の青点線)がMSM2003で
はより実況に近い雨量となっており、強雨の空振りが
減少したことが分かる。
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図 2.2.37 大気上端での外向き長波放射の分布。(左)MSM1702、(中央)MSM2003、(右)CERES-EBAF プロダクトによる解
析値に対応する。CERES-EBAF解析値は 7月の平均、モデル結果は 7月 1日から 7月 23日までの平均をそれぞれ算出し
ている。

図 2.2.38 冬期間の 925hPa面気温の FT=24と対初期値との差分。左図はMSM1702、右図はMSM2003の結果を示す。本図
における解析期間は 2017年 12月 23日から 2018年 1月 23日である。

図 2.2.39 初期時刻 2018年 7月 11日 12UTCからの 21時間予測における 3時間降水量の分布。左からMSM1702、MSM2003、
解析雨量を表す。
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図 2.2.40 初期時刻 2018年 6月 29日 03UTCからの 24時間予測における 3時間降水量の分布。左からMSM1702、MSM2003、
解析雨量を表す。

2.2.8.5 まとめ及び今後の課題
2020年 3月に更新されたメソ数値予報システムでは、
メソモデルに用いている asucaに基づいた asuca-Var

がメソ解析に新たに導入されたことにより、一貫した
メソ数値予報システムとしての運用および開発が可能
となった。その一方で、このことはメソモデルが持っ
ていたモデルバイアスを顕在化させることにもつなが
るため、モデルバイアス軽減のためのメソモデルの改
良が必要となり、物理過程を中心に全般的な見直しを
図った。モデル改良においては、近年の科学的知見を
取り入れるとともに、雲量診断に存在していた過程間
の不整合を解消させるなど、予測モデル全体としての
整合性を重視して開発を進めた。メソ数値予報システ
ムの更新によって、雲量や日射量の予測精度が向上し
たことで、これまで予測の難しかった熱雷などの局所
的な降水や北日本の下層雲などを部分的ではあるもの
の表現できるようになった。また、統計的な特性とし
て、降水量、気温・高度プロファイル、地上気象要素
についての予測精度改善を確認した。
2018年 10月に気象庁が公表した「2030年に向けた
数値予報技術開発重点計画」では、重点目標の中で豪
雨防災、台風防災を掲げており、いずれもメソ数値予
報システムの果たすべき役割は大きい。重点目標達成
に向けた開発計画として、台風防災を念頭に台風が日
本に接近する可能性がある場合等に、3日先までの総
雨量予測情報の提供を行うこととしている。メソ数値
予報システムにおいては、台風の示度、風速、積算雨
量の予測精度向上が特に求められている。また、線状
降水帯に代表されるような集中豪雨の予測精度向上も、
台風防災と同様にメソ数値予報システムにとって重要
な課題である。これらの顕著現象の予測には、個々の
積乱雲の発生・発達の過程や対流の組織化を予測モデ
ルで適切に表現できることが不可欠である。現在のメ
ソモデルの空間解像度 (水平格子間隔 5 km)では個々の
対流を直接解像することはできないため、積雲スキー
ムなどのパラメタリゼーションが必要であり、各物理

過程の継続的な開発が重要である。あわせて、メソモ
デルの予測値は局地モデルの境界値として用いられる
ことから、より空間解像度の高い局地モデルでの顕著
現象予測の精度向上には、メソモデルでの環境場の再
現性向上も求められている。
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2.2.9 GOES-16 AMV 及び ScatSat-1/OSCAT の
全球解析への利用開始

2.2.9.1 はじめに
2020年 7月 29日、全球解析においてインド宇宙研究
機関（ISRO）が運用する極軌道衛星 ScatSat-1に搭載
されたマイクロ波散乱計 OSCATの海上風データおよ
び米国の静止気象衛星GOES-16の大気追跡風（AMV）
の利用を開始した。本項ではこれらのデータの概要や
利用方法、予測初期値や予測精度に与える影響につい
て概要を報告する。

2.2.9.2 OSCATデータについて
OSCATは、インド宇宙研究機関が運用する極軌道
衛星 ScatSat-1に搭載されたマイクロ波散乱計であり、
地球に向けてマイクロ波を放射し、地表面状態に応じ
た後方散乱強度を測定することにより、海上風を推定
する能動型のセンサーである13。このため、マイクロ
波散乱計の観測により直接観測データが少ない海上の
風のデータを得ることができる。ScatSat-1は 2016年
9月に打ち上げられ、2017年 9月からプロダクトの配
信が開始されている。
　気象庁の現業の全球解析では、マイクロ波散乱計の
海上風プロダクトとして、既に EUMETSAT（欧州気
象衛星開発機構）が運用する極軌道衛星Metopシリー
ズ（A, B, C）に搭載されている ASCATを利用して
いる (髙橋 2010; 守谷ほか 2014)が、新たに ScatSat-1

の OSCATデータを利用することで、低緯度帯を中心
に海上風観測の空白域を補完することができる。
　 OSCAT 海上風プロダクトと ASCAT 海上風プロ
ダクトの比較を表 2.2.7 に示す。OSCAT はペンシル
ビーム型のセンサーであり、ファンビーム型センサー
の ASCATでは観測できない衛星直下を含めて、広範
囲を観測可能となっているが、観測周波数が ASCAT

（5.255 GHz）と比較して高い（13.515 GHz）ため雨に
よる減衰の影響を受けやすく、降水域では観測精度が
悪くなるといった特徴がある。また、OSCATの水平解
像度は ASCATに比べると 2倍程度とやや粗い。全球
モデルの第一推定値を参照値とした OSCATのデータ
品質は ASCATと比較してバイアスがやや大きく標準
偏差はやや小さいが、観測値－第一推定値の水平分布
やヒストグラム等の傾向は ASCATと同等である（図
略）。このため、品質管理処理はASCATと同様の処理
を適用し、風速 25 m/s以上のデータは解析に利用し
ない設定とした。また同一格子に ASCAT海上風がな
い場合に OSCATを解析に使用する設定としている。

2.2.9.3 GOES-16 AMVについて
AMVは静止衛星や極軌道衛星から撮影される、時
間的に連続した複数の画像から雲や水蒸気パターンを
追跡することにより上空の風ベクトルを推定したプロ

13 マイクロ波散乱計の詳細な観測原理については (太原 1999)
を参照されたい。

ダクトである。GOES-16は、NOAA/NESDIS（米国
海洋大気庁/米国環境衛星資料情報局）が運用する第 3

世代静止気象衛星であり、2016年 11月 20日に打ち上
げられ、2017年 12月 18日から GOES-East（静止位
置：西経 75度付近）として運用が開始された。先代機
のGOES-13からフルディスクのスキャン間隔が 10分
間隔に高頻度化されているほか、主に以下の点が改善
されたことで AMVの精度が向上している。

• 衛星画像の水平解像度や位置合わせ精度
の向上

• 算出アルゴリズムの高度化による雲パ
ターン追跡精度の向上

• 多波長帯の観測画像を利用することによ
る雲頂高度推定の高度化

GOES-16 AMVでは新たに短波長の赤外画像（3.9

µm）、水蒸気画像（6.9 µm, 7.3 µm）の波長帯が追加
された。これにより主に、対流圏の中下層の雲パター
ンの追跡が強化され、利用可能な AMVの数が増加し
た。
　気象庁の現業のAMV品質管理処理では、各衛星運用
機関が配信する AMVデータの品質指標である予報値
チェックあり QI（Quality Indicator）を利用した品質
管理 (山下・今井 2007)を実施しているが14、GOES-16

AMVでは予報値チェックありQIが提供されなくなっ
た。このため、GOES-16 AMVについては風速誤差が
大きいデータ、もしくは特に高度推定の誤差が大きい
大気中層のデータを解析に使用しないように、以下の
条件を満たすものを低品質データと判断して除外する
こととした。

• 中層（400 hPa-700 hPa）のデータ
• 観測値－第一推定値のベクトル差が
14.1 m/s以上のデータ

2.2.9.4 利用観測データ分布（データカバレッジ）に
ついて

2021年 1月 1日 00UTCのマイクロ波散乱計のデー
タカバレッジの変化を図 2.2.41に示す。OSCATデー
タの新規追加により、主に低緯度帯を中心に海上風の
カバレッジが約 20%拡大する。これにより熱帯低気圧
等による下層循環を捉えられる可能性が増大し、その
発達、衰弱等の情報の数値予報モデルへの反映が期待
できる。
　 2020年 1月 1日 00UTCのAMVのデータカバレッ
ジの変化を図 2.2.42に示す。GOES-16の観測領域は先
代のGOES-13と同じであり、2018年 1月のGOES-13

14 EUMETSATで開発されたQIには、数値予報モデルとの
整合性を考慮に入れた予報値チェックあり QIと、数値予報
モデルとの整合性を考慮しない予報値チェックなし QIがあ
る。気象庁のデータ同化では、予報場から大きく外れた観測
を除くため、予報値チェックありQIを用いて品質管理を行っ
ている。
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表 2.2.7 ASCATと OSCATの比較
センサー名 ビームの種類 観測周波数 偏波 水平分解能 観測幅

OSCAT ペンシルビーム 13.515 GHz （Kuバンド） HH, VV∗ 25 km, 50 km 1400 km

ASCAT ファンビーム 5.255 GHz（Cバンド） VV 12.5 km, 25 km 500 km x 2
∗ HHは観測に利用するマイクロ波が送・受信波ともに水平偏波、VVは鉛直偏波であることを示す。VVによる観測を加えるこ
とで海上風のリトリーブ精度が向上する。

図 2.2.41 2021年 1月 1日 00UTCのマイクロ波散乱計の
データの分布。OSCATは図中の深緑色のデータ。

図 2.2.42 2020年 1月 1日 00UTCの AMV観測データの
分布。GOES-16 AMVは図中のピンクのデータ。

運用終了以来、AMVデータの空白域となっていたが、
GOES-16 AMVの利用により解消された15。

2.2.9.5 解析場への影響について
GOES-16 AMV及び ScatSat-1/OSCAT海上風デー
タが解析場に与えるインパクトを確認するため、衛星
輝度温度の各種観測値と第一推定値との整合性の変化
を図 2.2.43に示す。統計期間は 2019年 6月 20日から
10月 11日である。なお、インパクト確認のために使
用したモデルは 2019年 12月時点の気象庁全球解析及
び全球予報モデルであり、以降の各種検証でも同じモ
デルを利用して検証を行っている。
　図の縦軸は衛星輝度温度各種センサーであるが、こ
れらのうち、マイクロ波気温サウンダ AMSU-Aの大

15 なお、2020年 3月には中央・東太平洋域を観測範囲とす
る GOES-15の運用が終了し、GOES-16と同等の性能持つ
GOES-17の現業運用が開始された。

気下層に感度のあるチャンネル（チャンネル 4, 5）、
GMI,SSMIS等のマイクロ波イメージャの各種チャン
ネル、およびマイクロ波水蒸気サウンダMHSの中上
層観測チャンネル（チャンネル 3）において、観測値
と第一推定値の整合性が有意に改善した。
　マイクロ波イメージャと気温サウンダ AMSU-Aの
チャンネル 4, 5に対する精度改善については、海上風
の解析精度向上が影響していると考えられる。この改
善により、大気下層の収束・発散、及びそれに伴う水
蒸気移流の第一推定値の精度が向上し、結果として放
射輝度温度の推定精度が向上したと推測できる。
　対流圏中上層の水蒸気量に感度があるMHSのチャ
ンネル 3に対する精度改善についても、下層風の収束・
発散がより正確に表現されるようになったことが影響
していると考えられる。これによって水蒸気の鉛直輸
送がより現実に近いものとなり、対流活動の激しい熱
帯を中心に水蒸気の鉛直プロファイルが改善し、さら
に AMVの同化により大気中上層の水蒸気の解析精度
が向上したと考えられる。

2.2.9.6 日本付近の予報精度への影響について
予報場へのインパクトとして、ラジオゾンデの観測
データを参照値として利用した場合の日本付近の予測
精度の変化を図 2.2.44に示す。左側のカラムは夏実験、
右側のカラムは冬実験の検証結果を示す。検証期間は
夏は 2018年 7月から 9月、冬は 2018年 12月から 2019

年 2月のそれぞれ 3か月間である。
　OSCAT海上風及びGOES-16 AMVの利用が日本付
近の予測精度に与えるインパクトについては、850 hPa、
及び 250 hPaの風速、500 hPaのジオポテンシャル高
度などで有意改善している予報時間が見られるものの、
概ね中立であった。なお、全球領域では、北半球の夏
期間については 500 hPaのジオポテンシャル高度につ
いてはやや悪化する傾向がみられたが、他の要素につ
いては概ね中立であった（図略）。

2.2.9.7 熱帯擾乱の進路予測に与える影響について
図 2.2.45に、大西洋、東太平洋、北西太平洋の各領域
における熱帯擾乱の進路予測誤差の統計検証の結果を
示す。検証対象は 2019年 6月 20日から 10月 11日ま
でに各領域で発生した台風もしくはハリケーンであり、
OSCAT,GOES-16 AMVを利用しない実験（CNTL実
験）と利用した実験（TEST実験）で同一のサンプル

57



図 2.2.43 GOES-16 AMV及び ScatSat-1/OSCAT海上風
データを同化に利用した場合の衛星輝度温度の各種観測
データの観測値と第一推定値の差分の標準偏差の変化率
[%]を示す図。これらのデータを同化に利用しない場合か
らの変化率を示しており、負の値（黄色で示された領域）
が改善を示す。また、赤丸は差が信頼区間 95%で有意であ
ることを示す。

を用いて検証した。なお、参照値としてNOAA作成の
ベストトラック（B-decks）を用いた。
　 GOES-16 がカバーする大西洋領域（図 2.2.45 左）
及び東太平洋領域（図 2.2.45中央）で 72時間先程度
まで中立～改善傾向が見られる。北西太平洋領域（図
2.2.45右）でも、概ね中立からやや改善のインパクト
があることが確認できる。

2.2.9.8 まとめ
米国の静止気象衛星 GOES-16の AMV及びインド
の極軌道衛星 ScatSat-1に搭載された OSCATの海上
風プロダクトの全球解析での現業利用に向けた開発を
進めてきた。これらのデータを全球解析に利用するこ
とにより、主に以下の改善のインパクトが確認できた
ため、2020年 7月 29日から現業利用を開始した。

• AMVデータの空白域となっているアメ
リカ大陸付近や、熱帯域を中心とした海
上風のデータカバレッジ向上

• 温度や水蒸気に感度がある衛星輝度温度
観測に対する第一推定値の整合性の改善

• 大西洋、東太平洋領域での台風、ハリ

図 2.2.44 OSCAT、GOES-16 AMV同化による、主要な気
象要素の改善、改悪の有意性を示す図。図の左列は検証要素
を示しており、500 hPaのジオポテンシャル高度（Z500）、
700 hPa の気温（T700）、850 hPa の気温（T850）、
250hPa の風速（Ws250）、850 hPa の風速（Ws850）、
及び 700 hPaの相対湿度（RH700）の各要素の平方根平
均二乗誤差（RMSE）、相関係数（CC）、平均誤差（ME）
を検証対象とする。検証領域は日本周辺領域（東経 110度
～東経 150 度、北緯 20 度～北緯 50 度）とした。左のカ
ラムは夏実験、右のカラムは冬実験であり、それぞれのカ
ラムについて左から右にかけて 1日～11日までの 1日毎
に予報精度の変化の有意性を検証する。改善は黄色、改悪
は灰色で表現している。マークは有意検定の有意水準を表
しており、■は 99%、◆は 95%で有意であることを示し、
△は有意水準 68%で改善、▽は有意水準 68%で改悪であ
ることを示す。

ケーンの進路予測精度の向上

GOES-West（静止位置：西経 135度付近）の観測領
域ではGOES-16とほぼ同等の性能を持つGOES-17が
運用されている。この領域では先代衛星GOES-15の運
用停止以降、その後継衛星であるGOES-17のAMVや
衛星輝度温度がデータ同化に使用されていない。2020

年 12月現在、これらの現業導入に向けた開発を行って
いる。また、OSCAT海上風プロダクトについてはメ
ソ、局地解析では利用されておらず、これらの解析で
の利用に向けて開発を進める。
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図 2.2.45 熱帯擾乱の進路予報へのインパクト。左図が大西洋領域、中央図が東太平洋領域、右図は北西太平洋領域の進路予報
誤差統計検証の結果を示す。上段は、左の縦軸は予測位置誤差 [km]、右の縦軸はサンプル数 [個]、横軸は予報時間 [hour]で
あり、赤線が TEST実験、青線が CNTL実験の予測位置誤差を示す。エラーバーは 95%信頼区間を表す。下段は予測位置誤
差 [km]の TEST-CNTLの値で、負であれば TESTの誤差が CNTLの誤差を下回っていることを示す。図上部の▼は統計
的な有意性を示しており、上段が時間方向の相関を考慮、下段が独立を仮定して計算した有意判定結果であり、緑色は有意、
黒色は有意でないことを示す。
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2.2.10 局地解析におけるひまわり 8号 CSRデー
タ利用拡大

2.2.10.1 はじめに
気象庁の数値予報システムでは、初期値解析において
様々な衛星の輝度温度データが同化されている。静止気
象衛星に搭載された赤外イメージャの観測データから
作成される晴天放射輝度温度プロダクト (CSR:Clear-

Sky Radiance)もそのひとつで、現在は水蒸気の吸収
帯に中心波長をもつバンド（水蒸気バンド）のデータ
が利用されている。CSRを同化することにより、これ
らのバンドが感度を持つ対流圏の中上層の水蒸気量を
中心に、初期値の精度が改善する。ひまわり 8号をは
じめとする近年の静止気象衛星には複数の水蒸気バン
ドが搭載されており、全球解析やメソ解析では、既に
複数の水蒸気バンドを利用している（岡部 2019; 太田
ほか 2019）。
局地解析ではひまわり 8号の CSRを利用している
が、これまでは搭載されている 3つの水蒸気バンドの
うち、バンド 8（中心波長 6.2µm）のみの利用にとど
まっていた。今般、全球解析やメソ解析と同様に、バ
ンド 9（同 6.9µm）および 10（同 7.3µm）を新規に追
加して利用を開始した。本稿では、2020年 7月 29日
に局地解析に導入された、ひまわり 8号 CSRのバン
ド 9および 10への利用拡大について概要を報告する。

2.2.10.2 変更の概要
追加で利用するバンド 9および 10は、これまで利用
していたバンド 8より大気の透過率が高く、大気のよ
り下層に感度がある。このため、陸域で大気が乾燥し
ている場合など、しばしば大気を透過する地表面から
の放射の影響を適切に考慮する必要がある。今般、バ
ンド 9および 10を利用するにあたり、全球解析やメソ
解析に適用された、陸域でのCSR利用に関する高度化
（岡部 2020）を局地解析にも適用した。以下に変更点
を示す。

1. 放射計算に用いる地表面射出率を、固定値 0.9か
ら、植生や季節変化を考慮した気候値に変更。

2. 放射計算に用いる地表面温度を、第一推定値から、
窓バンド（バンド 13、中心波長 10.8µm）のCSR

データに基づくリトリーブ値に変更。

3. バンド 9および 10の CSRデータの新規利用。

2.2.10.3 業務化試験
本変更導入前の最新のルーチン相当のシステムに、
上記の変更を適用し、解析値・予測値の改善を確認す
るための実験を実施した（業務化試験）。コントロール
実験（CNTL）では、局地数値予報システムや、境界
値として用いたメソ数値予報システム、および全球数
値予報システムとして、いずれも 2020年 3月末時点の
ルーチン相当のシステムを用いた。これに対しテスト
実験（TEST）では、CNTLの局地解析に上記の変更

図 2.2.46 TESTの CNTLに対する、観測値と第一推定値
との差の標準偏差の変化率 [%]（各観測データの左列）お
よび利用データ数変化率 [%]（右列）、(a)マイクロ波サウ
ンダ、(b)マイクロ波イメージャ、(c)ラジオゾンデ気温、
(d)ラジオゾンデの相対湿度。赤線が夏期間、緑線が冬期
間を示す。エラーバーは 95%信頼区間、丸印は変化率の正
負が統計的に有意であることを示す。縦軸はそれぞれ、マ
イクロ波サウンダについてはチャンネル番号、マイクロ波
イメージャについてはチャンネル周波数（Vは垂直偏波を
表す）、ラジオゾンデについては気圧を示す。

を適用した。実験期間は、2018年 6月 27日-7月 8日
（以下、夏期間とする）、および 2018年 1月 16日-27

日（以下、冬期間とする）とし、どちらも解析時刻間
隔は 1時間とした。

(1) 解析値・第一推定値の変化
対流圏中層 (700hPa)における比湿の解析値の期間
平均が、海上を中心に若干増加したが、他の要素につ
いて大きな変化はなかった（図省略）。
第一推定値については、対流圏の水蒸気や気温に感
度のある衛星輝度温度、およびラジオゾンデの観測値
との整合性が向上し、精度が改善した（図 2.2.46）。
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(2) 予測値の変化
降水検証の結果、降水スコアに顕著な変化は見られ
なかった。ただし、傾向としては、特に夏期間におい
て、25[mm/3h]以上の強雨を中心として空振り率・見
逃し率が減少し、エクイタブルスレットスコアの改善
が確認された一方、弱雨では見逃し率の増加による同
スコアの改悪がわずかにみられた（図 2.2.47）。
事例解析では予報時間中盤以降、過大な強雨が緩和
される改善等、降水検証と整合する事例が複数見られ
た。ここでは、九州地方南部における 2018年 7月 2日
12UTCを初期値とした 6時間後予測における 3時間降
水量の比較結果を示す（図 2.2.48）。比較的弱い降水の
見逃し拡大として、CNTLで弱かった鹿児島県中部の
降水域が、TESTではさらに弱くなっていることが確
認できる。一方で、強雨に対する改善として、CNTL

では解析雨量に見られない 50[mm/3h]以上の強雨域が
宮崎県南部まで伸びていたのに対し、TESTでは主に
宮崎県と熊本県の県境付近にまとまって分布しており、
解析雨量の分布に近くなっていることが確認できる。

2.2.10.4 まとめ
局地解析においてこれまで未利用だった、ひまわり

8号のバンド 9および 10の CSRデータを利用するた
め、放射計算に用いる地表面射出率および、地表面温
度の改良を適用した。変更を適用した実験の結果、対
流圏において水蒸気場が改善することや、降水検証に
おいて強雨を中心に空振り率・見逃し率が減少し、エ
クイタブルスレットスコアが改善傾向であることが確
認された。この結果を受けて、2020年 7月 29日から、
当データの局地解析での現業利用を開始した。

参考文献
岡部いづみ, 2019: ひまわり 8 号のバンド 9, 10 及
び Meteosat のチャンネル 6 の晴天放射輝度温度
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元年度数値予報研修テキスト, 気象庁予報部, 56–57.
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太田行哉, 岡部いづみ, 小屋松進, 西本秀祐, 谷寧人,

2019: メソ解析における観測データ利用の改良及び
メソ数値予報システムにおける北西太平洋高解像度
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図 2.2.47 降水強度閾値別の対解析雨量降水の CNTL（青線）と TEST（赤線）のバイアススコア、エクイタブルスレットスコ
ア、空振り率および見逃し率（上段）と、それらの TESTと CNTLの差（下段）。横軸は 3時間降水強度閾値 [mm/3h]を
表す。検証格子は 10km × 10kmとした。エラーバーは 95%の信頼区間を示す。

図 2.2.48 2018年 7月 2日 12UTCを初期値とした 6時間後予測における 3時間降水量の比較。解析雨量（左）、TEST（中
央）、CNTL（右）。
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2.2.11 全球解析におけるMetop-Cマイクロ波サウ
ンダ AMSU-AおよびMHSの利用開始

2.2.11.1 はじめに
Metop-Cは、欧州気象衛星開発機構（EUMETSAT）
が運用する、現業極軌道気象衛星Metopシリーズの 3

機目の衛星で、2018 年 11 月 7 日に打ち上げられた。
Metopには多数の観測センサーが搭載されており、既
に運用中の同シリーズ衛星Metop-AおよびMetop-B

のデータが、気象庁の数値予報システムで利用されて
いる（大和田 2008; 守谷ほか 2014）。
搭載されているセンサーのうち、マイクロ波気温サ
ウンダ AMSU-Aは、60GHz帯の酸素の吸収帯を利用
したセンサーで、大気の透過率が様々に異なる複数の
チャンネルを持ち、それぞれ対流圏から成層圏の様々
な高度の気温に感度を持つ。気象庁の数値予報システ
ムにおいては、Metopの他、米国が運用する極軌道衛
星NOAAやAquaに搭載されているAMSU-Aを利用
中である（岡本 2007; 江河 2015）。
マイクロ波水蒸気サウンダMHSは、183GHz帯の水
蒸気の吸収帯を利用したセンサーで、この周波数帯に
は 3つのチャンネルを持ち、対流圏中上層の水蒸気量に
感度を持つ。AMSU-Aと同様に、Metopの他、NOAA

に搭載されている MHS を既に利用中である。なお、
MHS は全球解析において、雲・降水域のデータも利
用する全天同化が 2019年 12月に導入されている（第
2.2.3項を参照）。
本稿では、全球数値予報システムで 2020年 9月 15

日に開始した、Metop-C搭載のAMSU-AおよびMHS

の輝度温度データの利用について、概要を報告する。

2.2.11.2 変更の概要
AMSU-AおよびMHSについては、いずれも既に他
の衛星のデータが利用されていることから、Metop-C

についても品質が同程度であることを確認した上で、他
の衛星と同様の設定で同化利用することを基本方針と
した。予備実験における輝度温度の観測値と第一推定値
の差（O-B）を用いて品質を確認した結果、AMSU-A

については、既存利用衛星と同程度であることが確認
された。また、MHSについてはチャンネル 3および 4

で若干ノイズが大きいことが確認されたものの、設定
されている観測誤差の値に比べるとその差異は小さく、
品質に利用上の問題はないと判断した。これらを受け、
他の衛星の AMSU-AやMHSと同じ観測誤差設定値、
ならびに雲・降水判定やバイアス補正などの品質管理
手法を用い、Metop-Cの AMSU-AおよびMHSを追
加して利用するように変更した。
両センサーを追加した性能評価試験（夏期間）を行っ
た結果、解析値および予測値の精度に概ね改善が確認
できた一方で、北極域において解析値の精度に悪化が確
認された。調査の結果、Metop-Cのデータ品質自体に
は問題はなかったものの、Metop-Cも含めた AMSU-

Aのバイアス補正が不十分であることが精度悪化の原
因と思われた。このことから、暫定的な対処として、
Metop-C/AMSU-Aの一部のデータについて利用域を
制限し（チャンネル 7および 8の北緯 70度以北のデー
タを不使用とする）、精度悪化を軽減させることとした。
本変更におけるMetop-C/AMSU-AおよびMHSの
追加により、両センサーのデータの分布域が拡大し、い
ずれも概ね 20～30%ほど利用データ数が増加した。

2.2.11.3 性能評価試験
本変更導入前の最新のルーチン相当のシステム（第

2.2.9 項で報告の GOES-16 AMV および ScatSat-

1/OSCAT利用を適用）をコントロール実験（CNTL）
とし、CNTLにMetop-C/AMSU-AおよびMHSを追
加（ただし AMSU-Aについては一部データの利用域
を制限）した実験をテスト実験（TEST）として、性能
評価試験を実施した。実験期間は、2019年 7月から 9

月（夏実験）および 2019年 12月から 2020年 2月（冬
実験）のそれぞれ 3か月間とした。

(1) 解析値・第一推定値の変化
平均的な解析値については、夏冬実験ともに、極域
を除き顕著な変化はみられなかった。
第一推定値については、気温や水蒸気に感度のある
別の輝度温度センサー（ATMS, SAPHIR, SSMIS, 静
止衛星 CSR）を中心に、これらの観測値との整合性
に向上が見られ、解析値の精度向上が示唆された（図
2.2.49）。

(2) 予測値の変化
500hPa高度場や 850hPa気温などの代表的な予報変
数の改善・改悪の程度を示すスコアカードでは、南北
半球（南緯 20度以南、北緯 20度以北）を中心に、概
ね改善の傾向が確認できた（図省略）。一方で、熱帯域
の 500hPa高度場では改悪の傾向がみられたが、これ
については後述する。
予測値に関して、改善率の帯状平均を確認したとこ
ろ、中緯度の対流圏中上層を中心に、気温や高度、比
湿、風速に改善の傾向が見られた。図 2.2.50に、TEST、
CNTL 両実験に共通の参照値として ECMWF再解析
（ERA5; Hersbach et al. 2020）を用いた結果を示す
（TEST、CNTLそれぞれの初期値を参照値とした検証
結果でも概ね同様の結果）16。比湿の改善はMHSによ
る効果、気温や高度場の改善は AMSU-Aによる効果
が主であると考えられる。冬季の南極域において予報
初期に見られる高度場の悪化（図 2.2.50では ERA5を
参照値とした FT=0（解析値）で悪化として見られる
箇所に対応）については、今回対処を行った夏実験に
おける北極域の改悪と同様に、AMSU-Aのバイアス補

16 TEST、CNTLそれぞれ自身の解析値を参照値とした検証
では、特に予報初期の熱帯域において、TESTにおける精度
の変化を確認することが難しいことから、独立した共通の参
照値として他センターの解析値を利用した図を示した。
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図 2.2.49 TESTの CNTLに対する、様々な観測と第一推
定値との差の標準偏差の変化率（各観測データの左列）及
び利用データ数変化率（右列）。第一推定値との差は観測誤
差で規格化済み。(a)マイクロ波サウンダ ATMS、(b)マ
イクロ波水蒸気サウンダ SAPHIR、(c)マイクロ波イメー
ジャSSMISおよび GMI、(d)静止衛星晴天輝度温度。赤
線が夏実験、緑線が冬実験を示す。エラーバーと丸印はそ
れぞれ、95%信頼区間と、それによる変化率の正負が統計
的に有意であることを示す。縦軸はそれぞれ、マイクロ波
イメージャについてはチャンネル周波数（Vは垂直偏波を
表す）、それ以外のセンサーについてはチャンネル番号を
示す。

正に起因するものと思われるが、予報時間が進むにつ
れ悪影響は見られなくなったことから、北極域に適用
したようなデータ利用域の制限は行っていない。
熱帯の対流圏上層から成層圏にかけては、FT=48～

72以降に高度場で改悪が見られ（TEST、CNTLそれ
ぞれの初期値を参照値とした検証結果でも同様）、前
述のスコアカードで見られた改悪とも整合する。この
改悪について、200hPa 高度場の平面図を用いて確認
した（図省略）。初期値の段階では、CNTLにおいて
正バイアスを持った熱帯付近の高度場は、TESTでは
Metop-Cデータの追加により正バイアスが軽減される
方向に変化していた。しかし、予報時間が進むにつれ、
TESTとCNTLの差は初期値での変化量を概ね維持し
たまま推移しているのに対し、高度場のバイアスは全

体的に次第に負バイアスへと転じたことから、上記の
変化量は負バイアスを拡大させることとなり、改悪と
なったものと考えられる。
ただし、台風進路予測については中立であり（図省
略）、この変化による悪影響は見られなかった。

2.2.11.4 まとめと今後の課題
全球数値予報システムにおいて、Metop-C 搭載の

AMSU-AおよびMHSの輝度温度データを追加利用す
る性能評価試験を実施した。その結果、第一推定値や
予測値の精度向上が確認できたことから、2020年 9月
15日に、全球解析において当データの利用を開始した。
北極域における高度場への悪影響については、暫定的
な対処として、北極域でMetop-C/AMSU-Aのチャン
ネルを一部利用しないことで軽減した。この悪影響の
原因と抜本的な対処については、今後も引き続き調査
を行う予定である。
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図 2.2.50 ERA5を参照値とした RMSE改善率の帯状平均（1000hPa～100hPa、左端が南極、右端が北極）。寒色系が改善を
示す。パネルは左から、比湿、気温、東西風速、高度。 (1段目）夏実験 FT=0、（2段目）冬実験 FT=0、（3段目）夏実験
FT=72、（4段目）冬実験 FT=72。寒色系が改善を示す。網掛けは信頼区間 95%で有意であることを示す。
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2.2.12 メソアンサンブル予報システムの改良
2.2.12.1 はじめに
気象庁は、メソモデル（MSM: Meso-scale Model）の
予測に対して信頼度や不確実性等の情報を付加するこ
とを目的に、メソアンサンブル予報システム（MEPS:

Meso-scale Ensemble Prediction System) の運用を
2019 年 6 月 27 日に開始した (河野ほか 2019)。その
後、さらなる確率予測精度の向上を目指し、MEPSに
おける予報初期の日本周辺域でのばらつきが小さいこ
とや冬季のアンサンブルスプレッドの過大評価といっ
た問題点を解決するため、初期・側面境界摂動の作成
手法の改良を実施した。夏季17および冬季18 の約 1ヶ
月ずつの実験を行い、MEPSの上述の問題点が改善さ
れ、日本周辺の降水予測の不確実性をより適切に捕捉
できるようになったことを確認した。また、スプレッ
ドの適正化と降水確率予測精度の向上も確認できた。
さらに部内試験運用期間に発生した予測計算の異常終
了の一因となった過大な側面境界摂動が改善され、計
算安定性も向上した。この改良は 2020年 9月 16日に
現業システムに導入された。
本項では、初期摂動の改良および側面境界摂動の改良
項目について述べた後に、これらの改良によるMEPS

の改善を示す。以下、2019 年 6 月に運用を開始した
MEPSをMEPS1906、今回の改良を行い 2020年 9月
に現業運用を開始したMEPSをMEPS2009と表記す
る。MEPSの詳細については、國井・小野 (2020)や
Ono et al. (2021)を参照いただきたい。

2.2.12.2 初期摂動の改良
初期摂動の改良の目的は、予報初期における日本付
近の現象の不確実性をより適切に捕捉することである。
今回の改良では、そのために初期摂動の算出領域を環
境場に応じて動的に設定する手法の導入を行った。ま
た、冬季に過大な水蒸気摂動が算出されることがあるた
め、初期摂動の振幅調整手法について見直しを行った。

(1) メソ特異ベクトル（MSV）のターゲット域の動的
設定手法の導入

MEPSの初期摂動は、異なる時間空間スケールの不
確実性を表現することを目的として、評価時間、水平
解像度の異なる複数の特異ベクトル（SV:　 Singular

Vector）を線形結合して作成している。具体的には、
JMA-NHMの摂動予報モデル、随伴モデルに基づくメ
ソ特異ベクトル（MSV）と、気象庁全球モデルの摂動予
報モデル、随伴モデルに基づく全球特異ベクトル (GSV)

である。このうちMSVは、水平解像度 40 km・評価時
間 6時間のMSV(MSV40)と、水平解像度 80 km・評
価時間 15時間のMSV(MSV80)を利用しており、比較

17 夏季実験期間:2018年 6月 18日 00UTC∼2018年 7月 21
日 18UTC

18 冬季実験期間:2017年 12月 23日 00UTC∼2018年 1月 25
日 18UTC

図 2.2.51 2018年 7月 5日 18UTCにおけるMSV40（水平
解像度 40 kmのMSV）のトータルエネルギーノルムのピー
クの分布。赤点は第 1∼第 7特異ベクトル、青点は第 8∼
第 10特異ベクトル。（左）MEPS1906、（右）MEPS2009。

的時間空間スケールの小さい不安定現象に対応する成
長モードの捕捉を目的とする (國井・小野 2020)。メソ
スケール現象の不確実性の捕捉に対するその有効性は、
Ono et al. (2021)などで示されている。しかしながら、
日本周辺域に顕著な降水が観測された事例において、
その現象とは直接関連のない日本の南海上にMSVが
算出されてしまう傾向が課題として挙げられていた。
図 2.2.51の左はその一例である。南西諸島付近や西日
本から東日本にかけての梅雨前線帯に対応した降水域
が予測される場に対して、これらの降水域から遠く離
れた日本の南海上の太平洋高気圧圏内において MSV

が算出されている。このようなMSVは、少なくとも
評価時間内において日本付近の顕著現象に影響を及ぼ
す可能性は低いと考えられる。
台風等の擾乱がない場合に南海上に算出される局所
的なMSVの傾向を調査したところ、線形成長と非線
形成長が大きく異なることが分かった。そこで、この
ような SVを「偽 SV」として識別し、その算出されや
すい環境場の特徴を把握しターゲット域から除去する
ことで、偽 SVの算出を回避することを検討した。偽
SVは、線形成長した摂動と非線形成長した摂動の類似
度（SI: Similarity index）が 0.6以下、かつ最終ノル
ムにおいて水蒸気項の占める割合が 60 %以上、として
識別した。通常のMSVは、中下層が湿っていて、上
昇流があり、正渦度領域に算出されやすいといった特
徴がある。一方で偽 SVは、その逆の環境場で算出さ
れる傾向が見られる。いくつかの試行の結果、偽 SV

に特徴的な環境場の指標として下層の渦度がターゲッ
ト域の設定に有効に機能することが分かった。そこで、
これまで固定であったMSVのターゲット領域（125°–
145°E,25°–45°N）から、925 hPaの渦度が閾値以下と
なる格子点を除外するように変更した（ただし、全領
域ではなく、35°以南、130°以東の格子点にのみ適用）。
この変更を導入した結果得られるMSVのノルムのピー
ク分布を図 2.2.51の右に示す。この事例では、南海上
の高気圧圏内の渦度が小さい領域がターゲット域から
除外された結果、南西諸島付近および西日本付近の降
水域に対応したMSVが算出されるようになった。
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図 2.2.52 夏季実験期間のMSV40、MSV80のトータルエネルギーの水平分布。00, 12UTC初期値の期間平均。上段はMSV40、
下段はMSV80について、左列はMEPS1906、中列はMEPS2009。上段の右には解析雨量の期間積算値（40km格子に平均
化）を示す。それぞれ最大値で規格化している。

図 2.2.53 図 2.2.52と同様。ただし、冬季実験期間について。

夏季実験期間におけるMSVのトータルエネルギーノ
ルムの水平分布の平均値、および解析雨量の積算値を図
2.2.52に示す。MSV40,MSV80ともに、MEPS1906で
は日本の南海上で高い値となっていたが、MEPS2009

では解析雨量の多い領域の上流側にあたる九州の南西
海上に高い値が分布するようになった。冬季実験期間
について同様に示した図 2.2.53では、MEPS2009の改
良によって九州の南西海上および日本海での算出頻度
が増加し、解析雨量の多い領域との対応がMEPS1906

に比べて良くなった。また、SVが非線形モデルで成長
するかどうかの指標となる SIも、MEPS2009では全
般に改善傾向が見られ、特に平成 30年 7月豪雨を含む
夏季実験期間前半で顕著に改善が見られた（図略）。

(2) MSVにおける水蒸気摂動の振幅上限値の変更
MSVの摂動の振幅は、その上限値が摂動変数ごとに
設定された閾値を超えないように決められる。このう
ち、水蒸気摂動の上限値は 6 g/kgと固定値となってい
たが、特に水蒸気が少なくなる冬季において、過剰な
振幅の水蒸気摂動が算出される事例が見られた。そこ
で、水蒸気の季節および高度依存性を考慮できるよう、
水蒸気摂動の上限値を基本場の 50%とするよう変更し
た。この変更により、たとえば 925 hPaの統計結果で
見られた、アンサンブル平均のRMSEに比べて予報前
半にやや過大であった水蒸気のスプレッドが適正化さ
れた（図略）。なお、夏季については、ほぼインパクト
はなかった。
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2.2.12.3 側面境界摂動の改良
側面境界摂動の改良は、冬季のアンサンブルスプレッ
ドの過大評価の解消やそれに伴う計算安定性の向上な
ど、主に予報後半の摂動の適正化に資する改良を行った。

(1) 全球特異ベクトル (GSV)のターゲット域の変更
MEPSの側面境界摂動は、線形成長させた全球特異
ベクトル (評価時間は 45時間19）を利用しており、そ
のターゲット域を 110°–170°E,15°–50°Nに設定してい
た。このターゲット域は、GSVが初期摂動のみでなく、
境界摂動としても利用されるようになった際に拡張し
て設定された経緯がある (國井・小野 2020)。予報後半
において十分なスプレッドを確保するためにMSVに
比べターゲット域を広くしているが、特に夏季におい
てターゲット域の北西端の砂漠・半砂漠域で成長する
GSVが頻繁に算出されることが判明した（図 2.2.54右
上）。このようなGSVを側面境界摂動として利用した
場合、予報後半で日本周辺域の予測不確実性が適切に
捕捉できないことが懸念される。
この問題を回避して日本周辺域の予測に影響のある

GSV を効率的に算出するため、ターゲット域を従来
からやや狭い領域（120°–170°E,25°–45°N）に縮小し砂
漠・半砂漠域を除外したところ、予報後半における日
本周辺域の不確実性をより適切に表現することができ
るようになった（図 2.2.54右下）。なお、この変更に
より予報後半で日本周辺域のスプレッドが過小となる
ことはなかった。また、冬季においても日本周辺域で
成長する GSVを優先的に算出することができるよう
になった（図 2.2.55）。

(2) GSV算出時のトータルエネルギーノルムの温度
項の重み変更

GSVのノルムはトータルエネルギー（TE）で定義さ
れる。その温度項の重み調整について見直しを行った。
図 2.2.56は、GSVを線形成長させた時のスプレッドの
時系列を示したものである。初期摂動の要素間の比率
は静的な解析誤差の要素間の比になるような調整（調整
時に用いる静的解析誤差は、東西風・南北風：1.8 m/s、
温度:0.7 K）を意図しているが (國井・小野 2020)、そ
れを踏まえるとMEPS1906においては夏季、冬季とも
に温度摂動の大きさが相対的に大きいことが分かる。
このことが、予報開始直後は減少傾向で、その後予報
6時間を過ぎてから大きくなり始めるという温度のス
プレッドの時間変化に影響していると考えられた。
TE ノルムの温度項の重みは任意性があるが、

MEPS1906では全球アンサンブル予報システムと同じ
値である 1.0を用いていた (小野 2016)。今回はGSVに
おける各変数の摂動の大きさの比率が静的な解析誤差の

19 現業運用スケジュールの都合により、GSVはMEPSの初
期時刻の 6 時間前の全球解析値を用いて算出する。そのた
め、評価時間を MEPS の予報時間より 6 時間長い 45 時間
としている。

図 2.2.54 夏季実験期間の線形成長させた全球特異ベクトル
の分布。左列が初期時刻、右列が評価時刻について、上段
は MEPS1906、下段は MEPS2009。分布は MEPS1906
の最大値で規格化している。橙色の点線でターゲット域を
示す。

図 2.2.55 図 2.2.54と同じ。ただし、冬季実験期間。

比率に近づくよう、TEの温度項の見直しを行い、その
重みの値として 3.0を用いるようにした。これは台風ア
ンサンブル予報システム (Yamaguchi et al. 2009)にお
ける設定と同じになる。この変更を行ったMEPS2009

では、GSVの各要素の比率が静的な解析誤差の比率に
近いものとなり、温度場の予報初期のスプレッド減少
傾向も改善された。
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図 2.2.56 線形成長させた GSV のスプレッドの期間平均。
モデル面第 15 層の各要素について、実線は気温 [K]、点
線は東西風・南北風 [m/s]で、青系の色でMEPS1906を、
赤系の色でMEPS2009を示す。横軸は時間 [h]（GSVの
評価時間は 45時間）。（上）夏季実験期間、（下）冬季実験
期間。

(3) 側面境界摂動作成時の振幅調整と線型結合の適用
順序の変更

MEPSでは、摂動の局在化を緩和するため、バリア
ンスミニマム法 (Yamaguchi et al. 2009)を用いて算出
された係数を用いて摂動の線型結合を行っている。従
来のMEPSでは側面境界摂動作成の際、各摂動の振幅
を 500 hPa高度に対応するモデル面（第 15層）の温度
摂動が設定値となるよう調整を行った後、空間的に広
がりを持った摂動を生成するために線型結合を行って
いた。しかしこの方法では、たとえば 500 hPaより下
層にピークを持ち、500 hPa付近で振幅の小さいGSV

の場合、振幅が過大に評価されるといった問題がある。
図 2.2.57は、MEPS1906とMEPS2009について、あ
る冬季事例の 39時間予測における 925 hPaの温度摂
動をメンバー 03∼05（M03∼M05）まで示したもので
ある。このうちMEPS1906のM05では、橙色の点線
で示した西側境界において、-20 K程度の摂動が流入
していた。このような過大な摂動は、図 2.2.58（上）の
鉛直分布に示すように下層に成長のピークを持つGSV

の振幅が、先述した調整方法により過大評価されるこ
とに起因する。
そこで側面境界摂動作成の際、従来の方法と順番を
変えて、先に線形結合を適用して摂動構造を平滑化して
から振幅調整を行うようにした。この変更によって、問
題となっていた下層の摂動過大が改善された。たとえば
図 2.2.57におけるMEPS2009のM03は、MEPS1906

の M05 と同じような摂動パターンが見られるが、そ
の振幅が極端に大きくなることはなく、そのことは図

図 2.2.57 2018 年 1 月 21 日 12UTC 初期時刻の FT=39
の 925 hPa の温度摂動。上段は MEPS1906、下段は
MEPS2009について、左からメンバー 03,04,05。

図 2.2.58 側面境界摂動（温度）の最大値の時系列。縦軸はモ
デル面、横軸は予報時間 [h]。（上）図 2.2.57のMEPS1906
のメンバー 05、（下）図 2.2.57のMEPS2009のメンバー
03。

2.2.58（下）の鉛直分布でも確認できる。また、この事
例におけるMEPS2009のM03以外のメンバーでも過
大な振幅は見られなかった。
ここで示したような予報後半の過大な側面境界摂動
は、予報モデルの計算安定性にも悪影響を及ぼしてい
た。MEPSの本運用の開始前に行われていた部内試験
運用期間には、冬季の大気下層における過大な側面境
界摂動に起因して一つのメンバーの予測計算が異常終
了している。ここで述べた変更によって、このような
異常終了の発生要因を取り除くことができ、計算安定
性が向上する。
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図 2.2.59 アンサンブルスプレッドおよびアンサンブル平均
の RMSE の夏季実験期間平均。FT=6 の 850 hPa の相
当温位 [K]。左はアンサンブルスプレッド、右はアンサン
ブル平均の RMSE について、上段は MEPS1906、中段
はMEPS2009、下段はMEPS2009とMEPS1906の差分
（MEPS2009-MEPS1906）。

(4) 初期・境界摂動の振幅調整の見直し
2020年 3月の GSM,MSMの更新による予報誤差の
軽減や、上述の摂動作成手法の改良を踏まえて、振幅
調整手法の見直しを行った。従来は 500 hPaの温度摂
動が設定値となるよう調整していたが、温度摂動に加
え風速摂動も参照値とするよう変更した。また、過大
な側面境界摂動が算出されないよう、初期摂動の上限
値に合わせて、側面境界摂動にも上限値を設定するこ
ととした。この振幅調整手法の変更後に、アンサンブ
ル平均のRMSEとスプレッドが統計的に同程度になる
よう調整を行った。これらの調整により、従来に比べ
全般的に振幅が小さくなった。また、側面境界摂動の
振幅調整に合わせて、初期摂動の振幅も従来の 90%程
度となるよう調整を行った。

2.2.12.4 改良の効果
これらの改良（MEPS2009）の効果を確認するため、
夏季、冬季期間を対象にそれぞれ 136初期値ずつ実験
を行い、従来のMEPS1906との比較検証を行った。

(1) スプレッドと誤差の関係
アンサンブルスプレッドとアンサンブル平均のRMSE

との関係を確認する。図 2.2.59 は、夏季の 850 hPa

の相当温位についての期間平均分布で、初期摂動の影

図 2.2.60 アンサンブルスプレッド（実線）およびアンサン
ブル平均の RMSE（点線）の予報時間別の夏季実験期間
の検証結果。青線がMEPS1906、赤線がMEPS2009。黒
点線はコントロールランの RMSE。（左上）500 hPaの高
度場 [m]、（右上）500 hPaの高度場 [m]、（左下）850 hPa
の東西風 [m/s]、（右下）850 hPaの相当温位 [K]。検証対
象領域は、（左上）はMSM域、それ以外は JPN域。

響が大きい予報前半（6 時間予報）の場を見ている。
MEPS2009では、MEPS1906で見られた日本から離れ
た南海上のスプレッドが減少し、東シナ海～日本海で
スプレッドが増加する。スプレッドの分布はアンサン
ブル平均の RMSEの分布のパターンと整合的である。
予報後半にかけては、予報領域西部（特に領域北西端）
ではスプレッドは減少するが、日本付近では同等から
微増となる（図略）。図 2.2.60に、アンサンブルスプ
レッドとアンサンブル平均のRMSEの領域平均につい
ての時系列を示す。改良によるスプレッドの変化傾向は
平均をとる領域によって異なり、予報領域全体（MSM

域）では減少し、「125°–145°E,25°–45°Nの領域」（JPN

域）では増加する。
図 2.2.61は、冬季の 500 hPaの高度場についての期
間平均分布で、境界摂動の影響が大きい予報後半（39時
間予報）の場を見ている。MEPS2009では、MEPS1906

で顕著に見られた過大なスプレッドが大幅に減少し、問
題が緩和された。予報前半においては、夏季同様に南海
上のスプレッドが減少し、黄海～日本海でやや増加す
る（図略）。図 2.2.62からは、予報時間全体をとおして
MSM域、JPN域共にスプレッドが減少し、MEPS1906

における過大傾向が改善されたことが分かる。
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図 2.2.61 図 2.2.59と同じ。ただし、冬季実験期間、FT=39
の 500 hPaの高度場 [m]。

図 2.2.62 図 2.2.60と同じ。ただし、冬季実験期間。

(2) 降水の確率予測の検証
夏季の 3 時間降水量のブライアスキルスコアを図

2.2.63に示す。夏季は予報前半を中心に閾値によらず
改善が見られ、また予報後半においても改善が見られ

る。予報前半の改善は初期摂動の改良に、予報後半の
改善は側面境界摂動の改良によるものと考えられる。
冬季の 3 時間降水量のブライアスキルスコアを図

2.2.64に示す。夏季ほど顕著ではないものの、冬季に
おいても閾値 1 mm/3hの予報前半において改善が見ら
れる。全般的に、気候値よりスキルがある 15 mm/3h

以下で中立から改善傾向という結果であった。弱い降
水の予報前半の改善は、図 2.2.53に見られたMSVの
日本海での算出頻度の増加により、冬型事例の降水確
率予測精度が向上したことによるものと考えられる。

(3) 改良の効果を示す典型的な事例
改良の効果が確認できる事例として平成 30年 7月豪
雨の事例を示す。図2.2.65は2018年7月4日12UTCを
初期時刻とした 9時間後における 3時間降水量予測で、
上段はコントロールラン（摂動なしのメンバー、MSM

予測と同じ）の予測と解析雨量、下段はMEPS1906と
MEPS2009 による 20 mm/3h の超過確率である。こ
の時刻の解析雨量においては、九州中部に 20 mm/3h

以上の降水が見られるが、コントロールランでは予測
されていない。MEPS1906の 20 mm/3hの超過確率で
は、この九州中部の降水について、コントロールラン同
様にその可能性を見出すことができない。MEPS1906

では、MSV による初期摂動は九州付近にはほとんど
算出されなかったため、GSVによる水平スケールの大
きな摂動が支配的であった。そのため、各メンバーの
予測する降水は、降水強度に違いは見られるものの降
水パターン自体は類似していた。一方、MEPS2009の
20 mm/3hの超過確率分布では、九州中部の降水の可
能性を捉えることができた。これは主に初期摂動の改
良によって降水域周辺にMSVが算出されるようにな
り、降水予測の不確実性をより適切に捕捉できるよう
になった結果と考えられる。
次に、冬季の発達する低気圧の事例について示す。

MEPS1906の 500 hPaの高度場にみられるトラフ付近
の過大なスプレッドはMEPS2009では大きく減少し、
アンサンブル平均の RMSEに近づいた（図 2.2.66）。
これは、側面境界摂動の改良による効果であり、冬季
実験期間の平均としては図 2.2.62で見られた結果に対
応するものである。この上層のトラフに対応する地上
低気圧付近のスプレッドにも同様の変化が見られ、こ
れまで過大であった予報後半の低気圧のばらつきの表
現が改善されたことが分かる（図 2.2.67）。これによ
り、この事例における予報後半の降水の確率予測精度
も向上したことを確認した（図略）。

2.2.12.5 まとめ及び今後の課題
MEPSにおける予報初期の日本周辺域でのばらつき
が小さいことや冬季のアンサンブルスプレッドの過大
評価といった課題を解決するため、初期・側面境界摂
動の作成手法の改良を行った。この改良により、これ
らの課題が改善され、日本周辺の降水予測の不確実性
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図 2.2.63 夏季実験期間の 3時間降水量のブライアスキルスコア。青線がMEPS1906、赤線がMEPS2009。（左上）閾値 1 mm/3h、
横軸は予報時間 [h]。（右上）閾値 10 mm/3h、横軸は予報時間 [h]。（左下）閾値 30 mm/3h、横軸は予報時間 [h]。（右下）横
軸は閾値 [mm/3h]。

図 2.2.64 冬季実験期間の 3時間降水量のブライアスキルスコア。青線がMEPS1906、赤線がMEPS2009。（左上）閾値 1 mm/3h、
横軸は予報時間 [h]。（右上）閾値 5 mm/3h、横軸は予報時間 [h]。（左下）閾値 10 mm/3h、横軸は予報時間 [h]。（右下）横
軸は閾値 [mm/3h]。

をより適切に捕捉できるようになり、スプレッドの適
正化と降水確率予測精度の向上を確認した。さらに計
算安定性も向上した。この改良は 2020年 9月に現業シ
ステムに導入された。

今後は、國井・小野 (2020)に述べられているとおり、
2018年 10月に気象庁が策定した「2030年に向けた数
値予報技術開発重点計画」の重点目標のうち、「台風防
災」と「豪雨防災」の達成に向けて引き続きメソスケー
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図 2.2.65 2018年 7月 4日 21UTCの 3時間降水量につい
て、（左上）コントロールラン、（右上）解析雨量、（左下）
MEPS1906の 20 mm/3hの超過確率、（右下）MEPS2009
の 20 mm/3h の超過確率。MEPS は 2018 年 7 月 4 日
12UTC初期値の FT=9。

図 2.2.66 冬季の低気圧事例（2017年 12月 23日 00UTCの
FT=39）の 500 hPaの高度場 [m]についてのMEPS1906
（上段）と MEPS2009（下段）の比較。（左）アンサンブ
ル平均（黒線）とスプレッド、（右）メソ解析値（黒線）と
アンサンブル平均の RMSE。

ルのアンサンブル予報の高度化に取り組んでいく必要
がある。まず、初期摂動の改良としては、asucaに基
づく SV法の導入や、現在のシステムで考慮されてい
ない数値予報モデルの不確実性を考慮する手法の導入
が開発課題として挙げられる。さらに、台風防災に関
しては、数日前からの広域避難・対応を可能にする予
測の高精度化が必要であり、これを可能とするために
MEPS（現在は 39時間予報）の予報時間延長に向けた
開発が必要である。予報時間延長時のアンサンブルメ
ンバー増強の必要性の検討、下部境界値の不確実性の
考慮、側面境界摂動の対応といった課題に取り組むこ
とを考えている。豪雨防災においては、線状降水帯に

図 2.2.67 図 2.2.66と同じ。ただし、海面更正気圧 [hPa]に
ついて。

代表されるような集中豪雨の予測が持つ不確実性を適
切に捕捉可能な、局地モデル（LFM）に基づく局地ア
ンサンブル予報システムの開発が挙げられる。MEPS

よりも時空間スケールの小さい現象が対象となり未解
明の部分は多いが、初期値、境界値、数値予報モデル
の不確実性を適切に表現できるシステムを検討してい
く必要がある。
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2.2.13 日本沿岸海況監視予測システムの導入
2.2.13.1 はじめに
気象庁は、海上交通・水産業・マリンレジャー等の多様
な海洋関連の活動を支援するために欠かせない水温や黒
潮・親潮といった主要な海流等の実況把握・予測を目的と
して、海況監視予測システム MOVE/MRI.COMを運
用している。2008年 3月から運用している北西太平洋
海洋データ同化システム MOVE/MRI.COM-WNP(石
崎ほか 2009)は、水平解像度約 10 kmの北西太平洋海
洋モデルと 3次元変分法 (3D-Var) による海洋データ
同化システム等から構成され、黒潮・親潮などの主要な
海流や水温の情報提供で有効活用されてきたが、水平
解像度等の制限から沿岸域の小スケールの現象の再現
が課題となっていた。このような近年の沿岸付近の詳
細な海況情報や日本沿岸の潮位変動（異常潮位等）等
沿岸防災の実況把握・予測のニーズに応えるため、気
象庁本庁と気象研究所では日本沿岸海況監視予測シス
テムMOVE/MRI.COM-JPN（JPNシステム）の開発
を行い、2020年 10月に JPNシステムの現業運用を開
始した。ここでは、現業運用を開始した JPNシステム
の概要を述べ、その解析・予測精度を報告する。

2.2.13.2 システム概要
図 2.2.68に JPNシステムの構成図を示す。本シス
テムは、解析システムである海洋データ同化システ
ム MOVE/MRI.COM(Usui et al. 2015; Hirose et al.

2019)と、予測システムである気象研究所共用海洋モ
デルMRI.COM(Tsujino et al. 2017; Sakamoto et al.

2019)から構成される。以下では、それぞれの仕様等
について説明する。

図 2.2.68 JPNシステム構成図

(1) 解析システム
表 2.2.8に解析システムの仕様概要を示した。比較
のため、同表には旧システムMOVE-WNPの仕様も示
してある。JPNシステムでの大きな改善点の一つとし
て、北太平洋の解析システム (NPR-4D-Var) に 4次元
変分法 (4D-Var) を採用したことがあげられる。旧シ
ステムの 3D-Varから 4D-Varに高度化されたことに
より、短周期の海況変動の再現性が向上している。そ

のことを示す比較検証結果については第 2.2.13.3小節
で示す。
現業 JPNシステムでは、遅延解析と速報解析の 2系
統の解析を行う。遅延解析は、データ同化に用いる船
舶などの現場水温・塩分観測データに約 1か月遅れで
入電するものもあることを考慮し、これら観測データ
を最大限活用するために約 50 日遡って実施する。一
方、速報解析は予報モデルの初期値を作成するために
用いられる。それぞれの解析を駆動するための大気外
力としては、遅延解析では気候学的に均質な解析を行
うことを目的として再解析システム JRA-55を、速報
解析では高解像度の気象の予測を反映するために以下
で述べる予測システムと同様に GSMを使用する。

(2) 予測システム
表 2.2.9に予測システムの仕様概要を示す。同予測シ
ステムは、水平解像度 2 kmの日本近海モデル (JPN)を
核として、北太平洋モデル (NP) 、全球モデル (GLB)

から構成される。
予測システムの改善点としては、
• 日本近海モデルの水平解像度が 2 kmと旧システ
ムの 10 kmより高解像度になり、沿岸域の地形が
より詳細になった

• 高精度の移流スキーム (Second Order Moment,

SOM) の採用により、前線波動に伴う暖水波及や
ストリーマーなどの再現性向上

• 新しい鉛直座標系（z*座標）の導入により従来よ
りも浅い海底地形を表現

• 河川流入水の効果を取り入れた
• 潮汐過程を陽に計算し、潮汐混合の水温・塩分へ
の影響も適切に再現

• 海面気圧による水位の変動の効果が取り入れられ、
沿岸の潮位変動の再現性向上

など、多くの点が挙げられる。また、GLBとNPの予
測は双方向オンラインネスティングを用いて同時に実
行される。これにより、質量やフラックスなど保存性
が重要な変数について、両モデル間で保存性を保った
予報が可能となった。
予測システムの初期値は、Bloom et al. (1996) の

Incremental Analysis Update (IAU) の手法を用いて、
予報開始前の 3日間に対して海洋モデルを実行しなが
らモデルの水温・塩分場を速報解析の水温・塩分に近
づけるよう修正することで作成される。海氷の初期化
については、JPNでは海洋気象情報室が衛星観測デー
タ等を用いて解析する海氷速報解析の密接度を、GLB

と NPは COBE-SST(Ishii et al. 2005)の海氷密接度
を参照してナッジングすることで、海氷の実況を初期
値に反映する。
予報期間は、JPN については 11 日間、NP および

GLBは 1ヶ月である。NPおよびGLBの一か月延長予
報は、気象庁が毎旬発表する海面水温・海流一か月予
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表 2.2.8 解析システムの仕様。旧システムをMOVE-WNP、新システムを JPNシステムとして記した。
システム MOVE-WNP JPNシステム

モデル NP WNP GLB NPR

モデルバージョン MRI.COM v2.4 MRI.COM v4

対象海域 北太平洋 北西太平洋 全球 北太平洋

水平解像度 0.5度 0.1度 東西 1度×南北 0.5度 約 10 km（日本近海）

鉛直層 54層 60層

同化手法 3D-Var 3D-Var 4D-Var

同化ウィンドウ 5日× 2 5日× 2 10日

遅延解析 5日に一回実行（大気外力：JRA-55） 1週間かけて実行（大気外力：JRA-55）

速報解析 毎日実行（大気外力：JRA-55） 毎日実行（大気外力：GSM）

フロート、船舶、ブイ等の現場観測
同化に用いる観測 衛星海面高度観測 (Jason-3, Saral, CryoSat-2)

MGDSST、海氷解析

報の基礎資料等の用途で使用するために実行される。

2.2.13.3 精度検証
JPNシステムの精度を評価するために、解析 (NPR-

4D-Var) ・予測それぞれについて過去実験を実施し、
旧システムMOVE-WNPとの精度比較を行った。
遅延解析の実験期間は 2018年 1月～2019年 12月で
ある。現場観測データ（フロート、船舶、ブイ等）と
観測点直近格子の解析値との差を誤差として解析精度
を検証した。NPR-4D-Var, WNP-3D-Varの日本近海
の 100 m深水温のRMSE比較結果を図 2.2.69に示す。
NPR-4D-Var では広い範囲で RMSE が減少し、特に
黒潮続流域・本州東方で顕著に改善していることが確
認された。1, 50, 200, 400 m深水温でも同様の改善が
認められた（図略）。
予測については 2019 年 9 月 1 日から 2020 年 5 月

31 日までを初期日とする実験を行った。JPN 領域全
域を対象に 100 m深水温で精度を比較した結果、JPN

のRMSEはMOVE-WNPに対し、予報 1日目では 33

%、予報 11日目では 15 %ほどRMSEが減少しており
（図略）、JPNシステム導入により、予報精度も改善す
ることが確認された。
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表 2.2.9 海洋モデルの仕様
システム MOVE-WNP JPNシステム

モデル NP WNP GLB NP JPN

モデルバージョン MRI.COM v2.4 MRI.COM v4.6

対象海域 北太平洋 北西太平洋 全球 北太平洋 日本近海

水平解像度 0.5度 0.1度 東西 1度×南北 0.5度 約 10 km 約 2 km

鉛直層 54層 60層

解析値 3D-Var GLB-3D-Var NPR-4D-Var

初期値作成 IAU期間 5日間 実行日前 3日間

大気外力 GSM（毎 3時間値、11日予報） GSM（毎 3時間値）
全球 EPS（日別値） 全球 EPS（日別値、延長予報）

気圧への応答 なし あり

潮汐過程 なし あり（主要 8分潮）

河川水 なし JRA55-do(Tsujino et al. 2018)気候値

図 2.2.69 旧システムMOVE-WNPと JPNシステム解析 (NPR-4D-Var) での 100 m深水温 RMSE。左図はMOVE-WNP、
中央はNPR-4D-Var、右図は (MOVE-WNP) - (NPR-4D-Var) の差である。差分の図は赤がNPR-4D-Varでの改善を示す。

2015: Development of a four-dimensional varia-

tional assimilation system toward coastal data as-

similation around Japan. Mon. Wea. Rev., 143.
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2.3 開発進捗

2.3.1 全球数値予報システムの鉛直層増強、地表面
解析高度化

2.3.1.1 はじめに
第 2.2.6項で示した通り、気象庁では、スーパーコン
ピュータシステムの更新とともに、全球数値予報システ
ムの分解能の増強や計算手法の精緻化などの改良を通
して予測精度の向上を進めてきた。平成 30年 6月 5日
より運用を開始した第 10世代スーパーコンピュータシ
ステムにおいてもその計算機能力向上を活用し、鉛直、
水平解像度の増強や物理過程の精緻化等を通じた全球
モデル (GSM)の改良を行う計画である (本田 2018)。
2020年度（令和 2年度）末の全球数値予報システムの
更新では、GSM の鉛直層数の現行（2020 年 12 月時
点）の 100層から 128層への増強と、地表面解析の高
度化を計画している。
数値予報モデルの鉛直層数の増強は、鉛直離散化誤
差の減少 (氏家 2019)や鉛直スケールの小さい現象の
表現 (Bauer et al. 2013; Vosper 2015など) を通じた
大気の表現能力の向上に資する。さらに、大気の表現
能力向上は、データ同化サイクルにおいて、観測値と
第一推定値との整合性向上をもたらす。鉛直層増強で
は、これらを通じた全体的な予測精度向上を狙う。
積雪深、土壌水分といった陸面関連の初期値は、下
部境界の変化を通じて、大気下層の気象要素や大気の
循環場の予測に影響を与える（Drusch et al. 2004; 草
開 2015; de Rosnay 2017 など）。地表面解析の高度化
においては、積雪深、土壌水分初期値について、日々
の観測データや予測値の情報を適切に反映させること
で、下層大気を中心とした予測精度向上を狙う。
本稿では、全球数値予報システムの鉛直層増強及び
地表面解析（積雪深、土壌水分）高度化に向けた開発
状況について報告する。特に、それぞれの開発におい
て、衛星観測と第一推定値の整合性向上、北半球の予
測精度向上といった、期待された効果が得られたこと
について示す。

2.3.1.2 全球モデルの鉛直層増強
(1) 128層 GSMの鉛直層配置
鉛直層数を 100層から 128層に増強するにあたり、
予測対象や力学過程及び物理過程の定式化の前提等を
踏まえ、最上層、最下層高度と鉛直層の配置を検討し
た。その結果、鉛直層の 128層への増強では、モデル
最上層及び最下層の高度は現行と同程度に保ちつつ、
大気全体にわたり概ね均等に高解像度化することとし
た。以下では、鉛直層数を 100層、128層にしたGSM

をそれぞれ、「100層 GSM」、「128層 GSM」と呼ぶ。

モデル最上層： 2020年 12月現在の GSMのモデル
最上層は 0.01 hPa（高度約 80 km）であり、中間圏界

面付近にあたる。近年の先進的な現業全球モデルにお
いても、高度約 70∼80 kmにモデル最上層を置く傾向
にある (Walters et al. 2017; Ehard et al. 2018など)。
これは、上部境界の影響が、GSMを含む現業全球モデ
ルの主な予測対象である対流圏・成層圏になるべく及
ばないようにすることに由来する。現行のGSMでは、
上部境界が対流圏・成層圏の予測に深刻な悪影響を与
えている事例は見当たらないことから、モデル最上層
は 0.01 hPaのままとする。

モデル最下層： 最下層高度の設定は、物理過程や地
上物理量診断等に強く影響する。現在の GSMの最下
層高度は約 8.4 mであり1、 MSM（約 10 m）等と比
べてやや低めに設定されている。モデル最下層を更に
下げすぎると、接地境界層スキームが良く検証されて
いる範囲を超えたり、陸面モデルにおける仮定（モデ
ル最下層高度が植生の高さより高いこと等）が成り立
たなくなる等の問題が生じる。このため、128層GSM

のモデル最下層高度は、100層 GSMのそれと同程度
になるように設定した。

鉛直層の配分： 現業数値予報モデルの改良において
は、多様な事例に対して、総合的な予測性能を向上さ
せることが求められる。また、台風予測、日々の天気
等 GSMの予測対象に関わる大気現象やそれらを表現
する物理過程は、海面過程、境界層、雲、積雲等、地表
面から大気の上層まで鉛直方向に広い範囲に渡る。こ
れらの点を考慮し、128層GSMでは、100層GSMに
対して、大気全体にわたり均等に高分解能化させるこ
ととした。128層 GSMの鉛直層配置の具体的な計算
は、100層 GSMと同様、Kawai et al. (2013)による
手法を用いた。この手法では、指定する層番号とその
層での気圧、及び地表面気圧に沿った座標から気圧座
標へ遷移する気圧、といった情報を入力し、鉛直方向
に滑らかに分布する層配置を自動的に計算する。気圧
座標に完全に遷移する気圧は、128層GSMでは、100

層 GSMと同様 60 hPaとした。

上記の点を考慮し作成した 128層 GSMの鉛直層配
置について、100層GSMと比較したものを図 2.3.1に
示す。大気全体に渡り高分解能化されているほか、モデ
ル最上層、最下層の高度は 128層GSMと 100層GSM

ではほぼ同じになっていることがわかる。128層GSM

の対流圏、成層圏における層数を 100層 GSMと比較
した表を 表 2.3.1に示す。対流圏から成層圏にかけて、
概ね 1.2倍 ∼1.3倍程度層数が増加している。0.1 hPa

からモデル最上層までに 4層確保している点は 100層
GSMと同様である。

1 300 Kの等温大気の場合。
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図 2.3.1 (a)100層GSM（左半分）と 128層GSM（右半分）
の鉛直層配置。縦軸は気圧 [hPa]。点線は層を代表する気
温や水平風等の物理量が定義されるフルレベルを示し、10
層毎に太線で表示している。(b)(a)と同じ。ただし、地上
気圧は 1000 hPa で、地上から 950 hPa までを拡大した
もの。

表 2.3.1 地上気圧を 1000 hPa としたときの 100 層 GSM
と 128層 GSMにおけるフルレベル層数の比較。

128層 GSM 100層 GSM

1000–850 hPa 21 16

850–200 hPa 44 33

200–70 hPa 19 14

70–10 hPa 24 19

10–1 hPa 10 9

1–0.1 hPa 6 5

0.1–0.01 hPa 4 4

(2) 鉛直層増強に伴う力学過程の設定
鉛直層を 128層に増強するにあたり、モデル最上端
からの重力波の反射を減衰させる、いわゆる「スポン
ジ層」や積分時間間隔といった力学過程に関わる設定
を、氏家 (2019)で示した各種数値実験等を通じて検討
した。その結果、128層GSMでは、100層GSMと同
様、スポンジ層として 30 hPaより上層で水平発散に
対して 2次の水平拡散を適用、積分時間間隔は 400 s

とした。これらの設定で、年間を通じて安定にモデル
が実行可能であることを確認した。

(3) 力学過程単体での性能評価
第 2.3.1.2小節 (1)で作成した鉛直層配置が、空間離
散化精度の向上を通じてモデルの表現能力を向上させ
ているかを確認するため、力学過程単体での性能評価
を行った。ここでは、厳密解の存在する、気圧傾度力
の数値誤差診断、Jablonowski and Williamson (2006)

の定常場維持実験の 2ケースの結果について示す。実
験設定の詳細は氏家 (2019)を参照されたい。

気圧傾度力の誤差診断： 等温位大気における気圧傾
度力が厳密に 0になることを利用して、気圧傾度力の

 0.01

 0.1

 1

 10

 100

 1000
-0.2  0  0.2

ps=1000hPa

GSM_L100
ECMWF_L137

GSM_L128

図 2.3.2 地上気圧 1000 hPa、300 Kの等温位大気、地形の
水平勾配が (10 m)/(1 km)のもとでの気圧傾度力につい
て地衡風に換算したものの鉛直プロファイル [m/s]。地衡
風換算時にはコリオリパラメータ f =10−4 s−1 としてい
る。色はそれぞれ、青：100層 GSM、赤：128層 GSM、
緑：IFS。

数値誤差を定量化する。この診断では、ある 1地点に
おける標高の勾配、気圧、温位を外部から与え、気圧
傾度力の鉛直プロファイルを計算する。図 2.3.2に 100

層 GSM、128層 GSM、気圧傾度力について GSMと
同じ離散化を採用している欧州中期予報センターの全
球モデルである IFS(Integrated Forecast System、鉛
直 137層)の設定2での気圧傾度力を地衡風換算したも
のの鉛直プロファイルを示す。100層GSMに対して、
128層 GSMでは全層にわたって気圧傾度力を大きく
減少させている。また、128層GSMの気圧傾度力の離
散化誤差は、より鉛直層数の多い IFSのそれと比べて
もほぼ同程度である。

Jablonowski and Williamson (2006) の定常場維持実
験： この実験では、3次元大気における不安定（傾
圧不安定）な平衡状態にある初期場を与え、モデルが
どれだけその平衡解を維持できるかを確認する。モデ
ルの誤差は、初期場からの差で定量化できる。図 2.3.3

は、東西風の帯状平均場の l2誤差（全球平均のRMSE

に相当）の時系列を示したものである。鉛直層数の違
いによる誤差の違いが明瞭にあらわれており、128層
GSMは 100層 GSMに対して l2 誤差を約 4割程度減
少させている。

これらの理想実験から、128層 GSMは、空間離散
化誤差を 100層 GSMよりも減少させており、鉛直高
分解能化の効果を発揮できることが確かめられた。

2 https://www.ecmwf.int/en/forecasts/

documentation-and-support
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図 2.3.3 Jablonowski and Williamson (2006) の定常場維
持実験における、東西風速の帯状平均値の l2誤差 [m/s]の
時系列。実線の色の違いは、鉛直解像度の違いを表し、赤：
TL319L128、緑：TL319L100を表す。

(4) 解析予報サイクル実験による予測精度評価
128層 GSMの全球数値予報システムにおける予測
精度へのインパクトを確認するため、解析予報サイク
ル実験を実施した。対照実験には、2020年 3月時点の
全球数値予報システムを用いた。以下では、対照実験
を CNTL、CNTLに対して第 2.3.1.2小節 (1)で示し
た鉛直層配置を用いたものを TESTvresと呼ぶ。実験
は夏期実験として 2018年 8月、冬期実験として 2019

年 1月の 2期間を実施した。夏期実験と冬期実験で主
なインパクトは共通しているため、ここでは、冬期実
験の結果の主なインパクトのみ述べる。図 2.3.4にマイ
クロ波サウンダによる輝度温度に対する、観測値と第
一推定値の標準偏差の差や利用観測数の変化率を示す。
TESTvresでは、北半球ではAMSU-Aのチャネル 10-

チャネル 14といった、大気上層の気温に感度のあるセ
ンサについて、観測値と第一推定値の整合性向上が顕
著である。また、南北両半球で AMSU-Aのチャネル
4-チャネル 7といった大気下層に感度のあるセンサの
観測数が有意に増加している。熱帯では MHSのチャ
ネル 3-チャネル 5といった、水蒸気に感度のあるセン
サについて、第一推定値の観測に対する整合性向上や
利用観測数の増加が見られる。
解析場や予測場について、東部太平洋での下層雲量
がやや減少する他は大きな変化は見られず、モデルの
系統誤差特性等も大きな変化は見られなかった。下層
雲量の減少は層積雲スキーム (Kawai and Inoue 2006)

の発動頻度が減少したことに起因する。当該スキーム
は鉛直層数への感度が高いことが知られている。地表
面下向き短波放射等の増加等の影響は見られたが、予
測精度への影響は大きくなかった（図略）。予測精度に
ついては、多くの領域で中立または改善傾向が見られ
た。特に、北半球については、500 hPa高度、850 hPa

気温等の RMSE, CC, MEに有意な改善傾向が見られ
た（図略）。
これらのことから、GSMの鉛直層数の 128層への増

図 2.3.4 冬期実験におけるマイクロ波サウンダによる輝度温
度について、（左）観測値と第一推定値の差の TESTvres
のCNTLに対する変化率 [%]。負の値はTESTvresの方が
観測値と第一推定値の差が小さいことを表している。（右）
TESTvresで利用された観測数の CNTLに対する変化率
[%]。縦軸は気温サウンダであるAMSU-Aと水蒸気サウン
ダであるMHSのチャネル番号を示している。上段、中段、
下段の図はそれぞれ、北半球 ( 20 °N以北)、熱帯 ( 20 °S
– 20 °N)、南半球 ( 20 °S以南)域の結果を表す。

強は、離散化誤差減少や衛星観測との整合性向上を通
じて、全般的な予測精度向上に寄与していると考える。

2.3.1.3 地表面解析の高度化
地表面解析については、積雪深解析の高度化、土壌
水分初期値の高度化に向けた改良を進めている。
現行（2020年 12月時点）の全球数値システムの積
雪深初期値は、「全球積雪深解析」と呼ばれる解析シス
テムから作成している（中村 2009; JMA 2019）。現行
の全球積雪深解析では、積雪深の対気候値 (Foster and

Davy 1988)偏差を解析しており、前日の対気候値偏差
の 50%を第一推定値とし、最適内挿法を用いてSYNOP

による積雪深観測を同化する。定常的にSYNOPが得ら
れない地域では、気候値がほぼそのまま解析値となる。
現在の全球積雪深解析には以下のような問題点があ
ることがわかっており、予測精度やモデルの系統誤差
に影響している。

• 第一推定値の基となる気候値の作成時期が古く、品
質も現在の数値予報技術の水準で考えると低い。

• 積雪深観測が局所的に存在し、第一推定値が無積
雪である場合、その周囲で広く積雪が解析される
ことがある。

1点目に関して、特に、南半球の夏季にもアンデスや
ニュージーランドで不自然な積雪気候値が見られ、これ
らの地域では定常的に SYNOP観測が得られないため、
解析値にも常に不自然な積雪分布が残る。2点目は、解
析値における観測値の寄与を大きくしたり、誤差の空
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間相関を大きく設定していることの副作用として現れ
る。これらの設定は、観測値として使われる SYNOP

の空間分布が一様でないことや、第一推定値の基とな
る気候値が低品質である点を考慮していることに由来
する。
土壌水分の初期値に関して、現在は解析を行ってお
らず、オフライン陸面モデル3による予測から算出した
気候値を初期値としている (鍋谷ほか 2019)。このた
め、日々の気象条件の変化に伴う土壌水分量の変動を
表現できない。
本報告で述べる開発では、上記の課題解決を通じた
予測精度向上を目的として、積雪深解析における衛星
観測・GSM予測値を用いた第一推定値の高度化及び最
適内挿法の設定の見直し、土壌水分初期値における土
壌水分解析の導入等を行った。

(1) 積雪深解析の高度化
第一推定値作成手法の高度化： 積雪深解析に用いる
第一推定値として、GSMのモデル予測値を衛星観測
データから推定した積雪域で修正したものを利用する。
また、積雪深の対気候値偏差でなく、積雪深そのもの
を解析する。これらの変更により、品質の低い積雪深
気候値の影響を受けなくなるほか、積雪深の日々の変
化をより適切に反映させることが可能になる。
積雪域の推定には、極軌道衛星搭載マイクロ波イメー
ジャの 19 GHz及び 37 GHz周波数の輝度温度差を利用
して積雪域を判別する手法 (操野 2001)を採用する。こ
の手法では、積雪層内を通過するマイクロ波は周波数
が大きくなるほど散乱の影響を受けやすくなる特性を
利用する。衛星及びセンサとしては、DMSP-F17, F18

号搭載の SSMIS、GCOM-W搭載の AMSR-2を利用
する。3つの衛星で判定された積雪域データを合成する
ことで、ほぼ全球にわたって 1日の積雪域を推定する
ことが可能になる。以下では推定された積雪域を「衛
星積雪域」と呼ぶ。
図 2.3.5にモデル予測値と衛星積雪域を用いて第一推
定値を作成する処理の流れを示す。モデル予測値また
は衛星積雪域のいずれかで積雪が存在する格子は解析
対象格子とし、モデル予測値による積雪深または積雪
深 0 cmが第一推定値として与えられる。衛星積雪域を
用いてモデル予測値の積雪深を修正することで、より
現実に即した第一推定値が作成されるようになる。こ
れらの改良により第一推定値と観測値との整合性が上
がることで解析インクリメントが小さくなり、積雪域
の過度な広がりが抑制されるようになる。

解析本体における最適内挿法の設定の見直し： 第一
推定値の高度化にあわせて解析本体における最適内挿

3 大気モデルと切り離す代わりに、大気最下層の値を観測値
や解析値などで与え、陸面モデル単体で予測計算を行うモデ
ル

図 2.3.5 衛星積雪域とモデル予測値から第一推定値を作成
する処理の流れの概念図。

法の設定を見直し、現行設定よりも第一推定値をより
解析に反映させやすくするよう変更する。具体的には、
解析格子点と観測点間の距離の関数である空間誤差相
関について、遠方での相関が現設定よりも小さくなる
よう、関数の形をローレンツ形（aを係数、rを距離と
して (1 + ar2)−1に比例）から指数関数形へ変更する。
また、観測誤差の背景誤差に対する比を現設定の 0.3

から 0.7に大きくする。これらの変更により、観測デー
タの影響が遠方に広がりすぎることを抑制する。

地上観測の品質管理の改良： SYNOP積雪深の品質
管理において、観測データの棄却等の判定に使う第一
推定値と観測値の差の上限値を現設定より小さくする。
上限値の設定については、ECMWF (2020)を参考に
設定した。このことにより、第一推定値と観測値の差
が大きすぎる場合はその観測が使われないようになる
ため、大きな解析インクリメントとその広がりが抑制
されるようになる。

全球積雪深解析の高度化のインパクトを確認するた
め、解析予報サイクル実験を実施した。対照実験には、
2020 年 3 月時点の現業全球数値予報システムを用い
た。2018年 12月 10日から 2019年 2月 11日まで解析
予報サイクルを実行し、予測の検証は 2019年 1月を
対象とした。以下、対照実験を CNTL、対照実験に全
球積雪深解析の高度化を適用したものをTESTsnowと
標記する。なお、CNTL, TESTsnowともに積雪深解
析は毎日 18UTCに実施する。図 2.3.6は 2019年 2月
11日における積雪深解析結果の全球分布及び参照デー
タとして IMS(Interactive Multi-sensor Snow and Ice

Mapping System、米国海洋大気庁国立気象衛星デー
タ情報サービス作成の積雪域プロダクト)による積雪
域分布を示している。ユーラシア大陸や北アメリカに
おける積雪分布はTESTsnow, CNTLともに IMSと整
合しており、TESTsnow, CNTL間の大きな差はない。
一方、ヨーロッパ、西アジア、チベット等積雪観測が
ユーラシア大陸等に比べて疎らな地域では、TESTsnow
の積雪域が減少し、IMSにより整合した分布となって
いる。また、CNTLでは、ニュージーランドやアンデ

80



図 2.3.6 2019年 2月 11日 18UTCにおける全球域での（左
上）CNTL、（右上）TESTsnowによる積雪深解析値 [cm]
及び（左下）IMS プロダクトによる積雪域分布（赤が積
雪域）。

ス山脈などで気候値に由来する積雪深が解析されてい
るが、TESTsnowではそのような不自然な積雪深は見
られなくなっている。図 2.3.7 は 2019年 1月 13日の
ヨーロッパ域での積雪深解析結果を示す。CNTLと比
べてTESTsnowではやや広めだった積雪域が縮小して
IMSとの対応も良い。特に、フランスではCNTLで全
土に解析されていた積雪域が大幅に減少し、IMSの分
布に近づいている。図 2.3.8 は地表面上向き短波放射
フラックスの 6時間予測値の 2019年 1月平均につい
て、衛星観測プロダクトであるCERES(Cloud and the

Earth’s Radiant Energy System)との差、TESTsnow

とCNTLの差を示したものである。CNTLで積雪が広
めに解析されていた地域（西アジア、チベット等）や気
候値の影響を受けている地域（ニュージーランド、ア
ンデス山脈）では、フラックスが CERESプロダクト
と比べてやや過剰であったが、TESTsnowではフラッ
クスが減少して CERES プロダクトの値に近づいた。
CNTLでは解析された積雪域が広がりすぎることによ
り地表面での短波放射の反射を過大評価していたもの
が、TESTsnowでは解析値における積雪分布がより適
切になったことで短波放射の誤差が減少した。また、
TESTsnowでは地表面上向き短波放射フラックスの過
大評価が軽減された地域で、地上気温の低温バイアス
も減少した（図略）。図 2.3.9にラジオゾンデ観測値を
対象として、代表的な要素を検証した結果を示す。多く
の領域で予測精度が中立または改善傾向が見られる。改
善傾向は北半球を中心に見られ、特に、850 hPaのME

の改善が顕著である。GSMには、北半球冬季の下層気
温に低温バイアス（図 2.3.10）があるが、TESTsnow

では積雪域の広がりが抑制されたことがバイアス軽減
に寄与した。

(2) 土壌水分初期値の高度化
土壌水分初期値については、地上観測データを用い
た解析処理の導入と土壌水分気候値の更新に向けた開

図 2.3.7 図 2.3.6と同じ。ただし、2019年 1月 13日 18UTC
におけるヨーロッパ域について。

図 2.3.8 地表面上向き短波放射フラックスの 6 時間予測値
の（左上）CNTL、（右上）TESTsnowにおける CERES
プロダクトとの差。暖色系の色は解析値が CERESデータ
より過剰にフラックスを射出することを意味する。（左下）
TESTsnowと CNTLの差。単位はすべて [W m−2]

発を進めてきた。土壌水分量は、地面温度等の陸面の
他の変数と比べて変動の時定数が長く、解析の効果は
持続しやすい。そのため、解析を実施する意義や優先
度は高い。一方、土壌の深い層については、地上観測
による影響が小さいことから、解析による修正が小さ
くなりやすく、予報-予報サイクルに近い状態になる。
この場合、大気や陸面モデルの誤差が複雑に影響して、
過剰に乾く（あるいは逆に湿る）といったドリフトが
生じやすくなる。
これらの点を考慮して、土壌水分初期値として、土
壌 1∼3層目（表層 19 cm）は土壌水分解析を実施し、
土壌 4∼7層目（地中 19 cm∼349 cm）は土壌水分気候
値を用いるように変更する。

土壌水分解析の導入： 土壌水分解析は、多くの海外
センター等で導入実績のある、土壌水分量と地上物理
量の相関を利用して解析する方法 (Mahfouf 1991)を用
いる。解析処理は、(1)地上観測値を同化した地上解析
値（気温、相対湿度）の作成、（2）地上解析値を観測
とみなした土壌水分解析本体の実施の 2段階で行う。
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図 2.3.9 冬期実験における対流圏主要要素のラジオゾンデ観測値に対する CCの改善幅（左上図）、RMSEの改善率（右上図）
と TESTsnowと CNTLのスコア差の有意性判定（左下図：スコアカード）。ラジオゾンデを参照値としている。検証対象の領
域は、NHが北半球 ( 20 °N以北)、TRが熱帯 ( 20 °S – 20 °N)、SHが南半球 ( 20 °S以南)、JPが日本周辺（110 °E-150 °E,
20 °N-50 °N）、NWPが北西太平洋領域（100 °E-180 °E, 0 °-60 °N）を意味する。要素は上から 500 hPa高度、700 hPa気
温 (T700)、850 hPa気温 (T850)、250 hPa風速 (Ws250)、850 hPa風速 (Ws850)、700 hPa相対湿度 (RH700)。スコア
カードは RMSE、CC、MEについて黄色、灰色がそれぞれ統計的に有意に改善、悪化していることを示しており、塗りつぶ
し面積が広いほど統計的有意性が高い。

図 2.3.10 2019年 1月平均、北半球 (20 N–90 N)における、
ラジオゾンデ観測に対する気温の ME [K] の予報時間別
（FT=0から FT=264までの 24時間毎）の鉛直プロファ
イル。青：CNTL、赤：TESTsnow。

地上解析値は、GSM のモデル予測値を第一推定値
として、SYNOP気温、相対湿度観測を最適内挿法で
同化して作成する。観測データの品質管理については、
大気解析向けの SYNOPの品質管理に加え、「観測時刻
が解析時刻から±15分以内」、「モデル標高と観測標高
の差が 300m以内」、「σb, σoをそれぞれ、背景誤差、観
測誤差として、観測値と第一推定値の差が 2

√
σ2
b + σ2

o

以内（開発中の土壌水分解析では、気温、相対湿度に
対してそれぞれ約 5 K, 11%）」という条件を追加する。
土壌水分解析本体では、データ同化手法として、
カルマンフィルタの一種である Simplified Extended

Kalman Filter (SEKF, de Rosnay et al. 2012)を用い
る。GSM の土壌水分予測値を第一推定値として、前
述の地上解析値を観測値とみなして利用する。SEKF

では、本来のカルマンフィルタに対し、背景誤差共分
散を更新せず固定とする、誤差の水平相関を無視する
といった簡略化を行っている。SEKFの実行に必要な
接線形観測演算子は摂動法から作成する。具体的には、
土壌第 1∼3 層に全球一様な正負の土壌水分初期摂動
（±0.01 [m3 m−3]）を与えた計 6メンバーの低解像度
GSM(TL319）の 6時間予測と摂動なし予測を行い、地
上気温・相対湿度の変化量から接線形観測演算子を作
成する。
土壌水分解析導入による日々の土壌水分量の表現の
改善例として、図 2.3.11に現行の GSMでの土壌水分
初期値、土壌水分解析を行った場合の初期値、米国の土
壌観測ネットワーク (Soil Climate Analysis Network4)

で得られた現地観測値との比較を示す。現行では、気
候値が初期値として利用されているため、気象条件に
よらず滑らかな変化をしているのに対し、土壌水分解
析を行なった場合、降水等の気象条件の変化に伴う土
壌水分（体積含水率5）の変化がある程度表現される。

土壌水分気候値の更新： GSMの土壌水分気候値作
成に用いられるオフラインモデルについて、GSM2003

4 http://www.wcc.nrcs.usda.gov/scan/scan

brochure.pdf
5 土壌の単位体積における水分量の割合
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図 2.3.11 1○∼ 5○：右下の北米域の地図上の番号で示した各
地点における土壌水分（体積含水率 [0-1]）の時系列。（黒）
SCANによる現地観測、（青）土壌水分気候値、（赤）土壌
水分解析値

（第 2.2.6項）での陸面過程の更新を反映させたものに
更新した6。また、オフラインモデル実行時における積
雪深については、予報-予報サイクルから、6時間毎に
JRA-55(Kobayashi et al. 2015)による解析値に置き換
えるよう変更した。更新された土壌水分気候値は、更
新前のそれに比べて全体的に湿る傾向が見られる（図
略）。

土壌水分初期値高度化のインパクトを確認するため、
解析予報サイクル実験を実施した。対照実験には、2020
年 3月時点の現業全球数値予報システムを用いた。2018
年 7月 10日から 2018年 9月 11日まで解析予報サイク
ルを実行し、予測の検証は 2018年 8月を対象とした。
以下、対照実験を CNTL、対照実験に土壌水分初期値
の高度化を適用したものを TESTsmcと標記する。図
2.3.12は、地上相対湿度の SYNOP観測に対するME

について、CNTL, TESTsmc, TESTsmcと CNTLの
差を示している。西アジア、中央アジアやモンゴル周
辺、北米等で、特に夜間の乾燥バイアスが軽減してい
る。また、乾燥バイアスの減少に対応した西アジア、中
央アジアでの気温の負バイアスの減少も見られた（図
略）。これらは、予報時間が経過しても概ね同様の傾
向が見られた。図 2.3.13にラジオゾンデ観測値を対象
として、代表的な要素を検証した結果を示す。北半球
において、700 hPa気温や相対湿度、850 hPa気温等、
対流圏下層の要素のMEや RMSEの減少が顕著であ
る。ME, RMSEの減少についてはそれぞれ、土壌水分
気候値更新、土壌水分解析の導入の寄与が大きい。

2.3.1.4 まとめと今後の予定
全球モデルの鉛直高解像度化による大気の表現能力
の向上、地表面解析の高度化を通じた予測精度向上を
目的に、全球モデルの鉛直層数の 100層から 128層へ
の増強、衛星観測データやモデル予測値の利用を通じ
た積雪深解析の高度化、土壌水分解析の導入や地中で
の土壌水分気候値更新を含む土壌水分初期値作成手法
の高度化の開発を行った。それぞれの開発について基

6 GSM2003で用いられている土壌水分気候値は、GSM2003
の開発途中段階の陸面モデルを用いて作成された。

図 2.3.12 2018 年 8 月平均の FT=0 における相対湿度の
SYNOP 観測に対する ME [%]、（左上）CNTL、（右上）
TESTsmc、（左下）TESTsmcと CNTLの差。

礎調査と性能評価を行い、想定された改善効果を得ら
れることを確認した。鉛直層増強は離散化誤差減少や
衛星観測と第一推定値の整合性向上を通じた全体的な
精度向上、積雪深解析と土壌水分解析については、北
半球下層気温を中心とした予測精度向上を確認した。
今後は、これらの改良と全球解析の改良（第 2.3.2項）
を組み合わせた総合的な試験を行い、想定された改善
が確認されれば、2020年度末の全球数値予報システム
の更新に含める計画である。

参考文献
Bauer, P., E. Andersson, and D. Richardson, 2013:

New model cycle 38r2. ECMWF Newsletter, 581–

584.

de Rosnay, P., 2017: Land Surface Data Assimilation,

ECMWF Data Assimilation Training course.

de Rosnay, P., M. Drusch, D. Vasiljevic, G. Balsamo,

C. Albergel, and L. Isaksen, 2012: A simplified Ex-

tended Kalman Filter for the global operational soil

moisture analysis at ECMWF. Quart. J. Roy. Me-

teor. Soc., 139, 1199–1213.

Drusch, M., D. Vasiljevic, and P. Viterbo, 2004:

ECMWF's Global Snow Analysis: Assessment and

Revision Based on Satellite Observations. J. Appl.

Meteor., 43, 1282–1294.

ECMWF, 2020: Part II: Data Assimilation, Chap-

ter 9 Optimum Interpolation Snow Analysis. IFS

Documentation—Cy47r1, 71–74.

Ehard, B., S. Malardel, A. Dörnbrack, B. Kai-

fler, N. Kaifler, and N. Wedi, 2018: Comparing

ECMWF high-resolution analyses with lidar tem-

perature measurements in the middle atmosphere.

83



図 2.3.13 図 2.3.9と同じ。ただし、検証期間が 2018年 8月で、TESTsmcと CNTLスコア差を示した結果。
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2.3.2 全球解析システムの改良
2.3.2.1 概要
気象庁の全球モデルに初期値を提供する全球解析は、

2019年 12月より、4次元変分法 (4D-Var)の背景誤差と
して従来から用いてきた気候学的な背景誤差（BBBc）に、
局所アンサンブル変換カルマンフィルタ (LETKF)に
よるアンサンブル予報摂動から作成した背景誤差 (BBBe)

を混ぜて利用するハイブリッド同化システム (GA1912;

Kadowaki et al. 2020, Shimizu et al. 2020)となった。
数値予報モデル技術開発室ではこのBBBeの精度向上と一
層の活用のための開発を進めてきた。その結果、アン
サンブルメンバー数の増強・BBBeの割合の変更・LETKF

と 4D-Varの局所化スケールの調整・LETKFの初期値
化の修正を行うこととし、夏冬それぞれ 1か月間の性
能評価試験を実施した。この結果、観測値と第一推定
値の差 (O−B)の標準偏差の全般的な減少や、冬半球
を中心とした予報精度の向上等が確認できた。本稿で
は改良内容と実験結果について簡単に報告を行う。
今後は全球モデル (GSM)の 2020年度末の改良予定
項目 (GSM21XX,第 2.3.1項)と共に現業に相当する構
成での評価を行い、現業に導入すべきかを判断するこ
ととなる。
なお、第 2.3.1 項で述べられているように、

GSM21XX には鉛直層数の 100 層から 128 層への増
強が含まれる。これに向けて検討している BBBc の更新
についても最後にごく簡単に述べる。

2.3.2.2 改良項目の概要
気象庁の数値予報システムの全体像については JMA

(2019) を、その後の GA1912 については Kadowaki

et al. (2020) と Shimizu et al. (2020) を参照された
い。ここでは、2020年度末に計画されている全球解析
の改良項目について概要を述べる。

(1) LETKFの初期値化の修正
LETKFによる解析アンサンブル摂動は、局所化な
どにより力学的バランスが崩れており、そのままアン
サンブル予報の初期値として用いるのは適切ではない。
このため、現 LETKFでは、地上気圧時間変化率の解
析値を求め、それに整合するように解析後に発散を足
し込むことにより、摂動が力学的にバランスするよう
にしている（この処理を「初期値化」と呼ぶ）。しか
し、現行の初期値化では、発散を足し込む際に緯度の
余弦の 2乗をかけてから足し込んでいるため、中・高
緯度で初期値化の効果が小さい。また、発散の修正を
各鉛直層へ分配する重みを風のスプレッドの大きさに
応じて水平格子点毎に定めているため、各鉛直層で発
散の修正量の全球平均が 0にならず7、また、修正量が
熱帯低気圧付近で大きくなって台風進路予測に悪影響
を及ぼし得る状況であることがわかった。そこで、発

7 全球平均が 0でないまま単純に余弦の 2乗をかける処理を
撤廃すると、極付近に非常に大きな修正が入るようになる。

散を足し込む際に緯度の余弦の 2乗をかける処理を撤
廃し、各鉛直層で発散の修正量の全球平均を 0とする
処理を導入するとともに、発散の修正を各鉛直層へ分
配する重みが全球一様になるよう風のスプレッドの全
球平均に応じて決定されるよう修正する。

(2) アンサンブルメンバー数増強
BBBe は、BBBc では考慮することが難しいその時々の気
象条件に応じた予測の不確実性の違い（流れ依存性）
を考慮することが可能である。一方で、限られたメン
バー数で誤差共分散を表現するため、サンプリング誤
差により偽の相関が現れるという問題がある。これに
ついては、メンバー数を増やすことで、サンプリング
誤差が軽減されてBBBeの精度が向上し、流れ依存性をよ
り適切に考慮した解析が可能になると考えられる。そ
こで、LETKFや 4D-Varで用いるアンサンブル予報
のメンバー数を 50から 100に増強して解析予報サイ
クルを実行するようにする。

(3) LETKFの鉛直局所化スケール拡大
BBBeのサンプリング誤差は、二点間の距離が離れるほ
ど相対的に大きくなることが統計的にわかっている。
このため、現 LETKFでは、観測点からの距離（水平・
鉛直・時間）によって誤差相関がガウス型に減衰するよ
うな局所化をかけている。しかし一方で、強すぎる局
所化は観測から得られる情報を限定するとともに、摂
動の力学的バランスに悪影響を与える。特に LETKF

の鉛直局所化は鉛直方向に情報を持つ衛星輝度温度観
測やGNSS掩蔽観測などの同化に悪影響がある。今回
メンバー数を 50から 100に増やすことにより、サンプ
リング誤差の減少が期待されるため、より局所化を弱
める（局所化スケール8を拡大する）ことが可能と想定
できる。そこで、LETKFの鉛直局所化スケールを現
行（0.4スケールハイト）の 1.5倍（0.6スケールハイ
ト）に拡大する。

(4) 4D-Varで用いるアンサンブル背景誤差の割合増大
今回メンバー数を増やすことにより BBBe の精度が向
上すると、4D-VarにおいてBBBeの割合を大きくするこ
とが可能となると想定できる。図 2.3.14は、BBBe の割
合を現在の 15 %から 50 % へと増やした 3次元変分
法で地上気圧の 1点同化を行った際の最下層気温の解
析インクリメントである。これを見ると、メンバー数
を 100に増強することにより、観測点から離れた点の
サンプリング誤差と思われる誤差相関によるインクリ
メントが適切に抑えられていることが分かる。そこで、
4D-Varに混ぜるBBBeの割合を 15 %から 50 %に増やす。

(5) 4D-Varの比湿の水平局所化スケール縮小
現 4D-VarにおけるBBBe の局所化スケールは、BBBe の
背景誤差全体 (BBBc +BBBe)に占める割合が小さくサンプ
リング誤差の悪影響が小さいと考えられることから、

8 ここでは誤差相関を e−
1
2 に減らす距離
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図 2.3.14 BBBe の割合を 50 %とした 3次元変分法で地上気圧
の 1点同化を行った際の最下層気温の解析インクリメント
[K]。左が 50メンバー、右が 100メンバーによる結果。

LETKFより大きく設定されている（水平 800 km、鉛
直 0.8スケールハイト）。このサンプリング誤差は、今
回 BBBe の割合を 15 %から 50 %にすることでその影響
が増大する一方、メンバー数を 50から 100に増やす
ことでサンプリング誤差自体は減少するため、基本的
には 4D-Varの局所化スケールの調整は行わない。一
方、水蒸気に関連する変数は他の変数より空間代表性
が低く、サンプリング誤差の悪影響が大きいと考えら
れるため、現 LETKFでは、水蒸気に関連する観測の
水平局所化スケールは他変数より小さく設定されてい
る。しかし、現 4D-Varではそのような措置はとられ
ておらず、比湿の水平局所化スケールは他変数と同じ
値に設定されている。そこで、4D-Varの制御変数のう
ち、比湿のみ水平局所化スケールを 400 kmに縮小す
る。この際、比湿以外の変数同士の誤差共分散の局所
化関数には変化はない (水平スケール 800 km)が、比
湿と比湿以外の変数の間の誤差共分散の局所化関数は
水平スケール約 650 km、ピーク値約 0.8に縮小される
（図 2.3.15）。
なお、以上の他にも予報モデルのGSM21XXで導入
予定のものへの更新（鉛直層数の 100層から 128層へ
の増強を含む）、それに伴う観測データの品質管理処
理・LETKF・4D-Var及び BBBc の 128層対応を含めた
更新も予定されているが、これらの評価は本稿には含
まれない。今後実施される現業に相当する構成での評
価の中で確認することとなる。

2.3.2.3 LETKF単独実験による性能評価試験
第 2.3.2.2小節 (1),(2),(3) の変更について、性能を
評価するために 2020年 3月末に導入された現業の全
球数値予報システム (GSM2003, 第 2.2.6項)をベース
とした解析予報サイクル実験を実施した。
全球数値予報システムの全球解析には予報結果を決
められた時刻までに提供するための速報解析と、解析
の品質を維持するため観測データの入電を十分待って
から行うサイクル解析とがあるが、今回はサイクル解
析のみを実施した。さらに、解析値は 4D-Varではなく

図 2.3.15 今回導入した 4D-VarのBBBeの水平局所化関数。CCC
は比湿以外の変数同士、CCCqq は比湿同士、CCCpq は比湿と比
湿以外の変数の間の水平局所化関数を表す。

LETKFのアンサンブル平均解析値とし、予報はその
解析値を初期値とする低解像度のモデル (TL319)によ
る決定論予報とした（以後、この設定の実験をLETKF

単独実験と呼ぶ）。

(1) LETKFの初期値化の修正
GSM2003をベースとする実験を CNTL、CNTLに
対して、第 2.3.2.2小節 (1)の初期値化の修正を適用し
た実験をTESTとする。実験期間は以下の通りとした。

• 解析（夏）: 2018年 6月 2日～2018年 10月 11日
• 予報（夏）: 2018年 6月 12日～2018年 10月 11日
• 解析（冬）: 2017年 11月 10日～2018年 3月 11日
• 予報（冬）: 2017年 11月 20日～2018年 3月 11日
図 2.3.16に冬実験の FT=0における地上気圧時間変
化率の二乗平均平方根 (RMS)の CNTLに対する変化
量を示す。中・高緯度で地上気圧の時間変化率が大幅に
減少し、初期値化の効果がより明瞭に表れていること
が分かる。図は FT=0に対するものであるが、この効
果は FT=6まで継続して表れていた。また、図 2.3.17

に冬実験のマイクロ波サウンダの O−Bの標準偏差変
化率 ((TEST−CNTL)/CNTL)、QC を通過して同化
に利用された観測数の変化率を示す。AMSU-Aの上層
に感度のあるチャンネルを中心に O−Bの標準偏差は
減少しており、同化に使用される観測数も増えている。
ただし、AMSU-A以外の観測のO−Bや予報精度への
インパクトは概ね中立であった（図略）。以上の結果は
夏実験でも同様であった。

(2) アンサンブルメンバー数増強
(1)の TESTを CNTLとし、第 2.3.2.2小節 (2)の
アンサンブルメンバー数増強（50メンバー→ 100メン
バー）を適用した LETKF単独実験を TESTとする。
実験期間は (1)と同じ。
図 2.3.18に冬実験のマイクロ波サウンダの O−Bの
標準偏差変化率、QCを通過して同化に利用された観
測数の変化率を示す。全体的にO−Bが大きく減少し、
同化に使用される観測数も増えている。この傾向は他
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図 2.3.16 冬実験（第 2.3.2.3 小節 (1)）の 2018 年 2 月 11
日 18UTC～2018年 3月 11日 12UTCにおける、FT=0
の地上気圧時間変化率の二乗平均平方根 (RMS)[Pa/s]の
変化 (TEST−CNTL)。

図 2.3.17 冬実験（第 2.3.2.3小節 (1)）の AMSU-Aおよび
MHSの O−Bの標準偏差の変化率（本文参照）（左、%）
および観測使用数の変化率（右、%）。上から北半球、熱
帯、南半球。

の観測についても同様であった（図略）。また、アン
サンブルスプレッドは全層で大きく増大し、特に成層
圏での増大が大きく、これに伴い、LETKFの共分散
膨張係数は減少していた（図略）。予報精度へのイン
パクトについては、冬実験の気温の対 ECMWF解析
値9の東西平均の二乗平均平方根誤差 (RMSE)の改善

9 欧州中期予報センター (ECMWF)の全球数値予報システ
ムによる客観解析値、独立資料を用いた検証の目的で利用す

図 2.3.18 冬実験（第 2.3.2.3小節 (2)）の AMSU-Aおよび
MHSの O−Bの標準偏差の変化率（左、%）および観測
使用数の変化率（右、%）。上から北半球、熱帯、南半球。

率 ((CNTL−TEST)/CNTL)（図 2.3.19）を見ると、全
般にRMSEは減少し、改善しているところが多い。以
上の結果は夏実験でも同様であり、熱帯低気圧進路予
報誤差も改善しているところが多かった（図略）。

(3) LETKFの鉛直局所化スケール拡大
(2)の TESTを CNTLとし、第 2.3.2.2小節 (3)の

LETKF鉛直局所化スケール拡大（0.4スケールハイト
→ 0.6スケールハイト）を適用した LETKF単独実験
を TESTとする。実験期間は以下の通り。

• 解析（夏）: 2018年 7月 10日～2018年 9月 11日
• 予報（夏）: 2018年 7月 21日～2018年 9月 11日
• 解析（冬）: 2017年 12月 10日～2018年 2月 11日
• 予報（冬）: 2017年 12月 20日～2018年 2月 11日
図 2.3.20に冬実験のマイクロ波サウンダの O−Bの
標準偏差変化率、QCを通過して同化に利用された観測
数の変化率を示す。初期値化の修正のインパクトと同
様に、AMSU-Aの上層に感度のあるチャンネルを中心
にO−Bの標準偏差は減少しており、同化に使用される
観測数も増えているが、AMSU-A以外の観測の O−B

は概ね中立であった。また、アンサンブルスプレッド
は熱帯の地上気圧や高度場を除き減少傾向であり、こ
れに伴い、LETKFの共分散膨張係数は増加していた
（図略）。予報精度へのインパクトについては、冬実験
の気温の対 ECMWF解析値の東西平均の RMSE改善
率（図 2.3.21）を見ると、予報初期ではRMSEは減少

る。
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図 2.3.19 冬実験（第 2.3.2.3小節 (2)）の対 ECMWF解析
値の気温の予測の東西平均の二乗平均平方根誤差 (RMSE)
の改善率（本文参照）[%]。暖色は TESTで RMSEが減
少していることを示す。上から FT=24, 72, 120の結果。

し、改善しているところが多い。以上の結果は夏実験
でも同様であり、熱帯低気圧進路予報誤差も中立から
改善傾向であった（図略）。

2.3.2.4 ハイブリッド同化実験による性能評価試験
第 2.3.2.2小節 (2),(4),(5) の変更について、性能を
評価するために解析予報サイクル実験を実施した。第
2.3.2.3小節と同様にサイクル解析のみを実施したもの
の、LETKFと 4D-Varによるハイブリッド同化の結果
を解析値とし、予報はその解析値を初期値とする決定
論予報とした（水平解像度は TL959）。

(1) アンサンブルメンバー数増強と 4D-Varで用いる
アンサンブル背景誤差の割合増大

GA1912をベースとする実験をCNTL、CNTLに対
して、第 2.3.2.2小節 (2)のアンサンブルメンバー数増
強（50メンバー→ 100メンバー）を適用した実験（BBBe

の割合は 15 %）をBBBe015、さらに第 2.3.2.2小節 (4)の
BBBeの割合増大 (15 %→ 50 %)を適用した実験をBBBe050

とする。比較のために、BBBeの割合を 30 %、70 %とし
た実験も行った（それぞれBBBe030, BBBe070とする）。実
験期間は以下の通り。ただし予報は 12UTC初期値の
み実行した。

• 解析（夏）: 2018年 7月 10日～2018年 9月 11日
• 予報（夏）: 2018年 7月 21日～2018年 9月 11日
• 解析（冬）: 2017年 12月 10日～2018年 2月 11日
• 予報（冬）: 2017年 12月 20日～2018年 2月 11日

図 2.3.20 冬実験（第 2.3.2.3小節 (3)）の AMSU-Aおよび
MHSの O−Bの標準偏差の変化率（左、%）および観測
使用数の変化率（右、%）。上から北半球、熱帯、南半球。

図 2.3.21 冬実験（第 2.3.2.3 小節 (3)）の対 ECMWF 解
析値の高度の予測の東西平均 RMSE の改善率 [%]。暖色
は TEST で RMSE が減少していることを示す。上から
FT=24, 72, 120の結果。
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図 2.3.22 夏実験（第 2.3.2.4小節 (1)）の AMSU-Aおよび
MHS（上）、マイクロ波イメージャ（中）、GNSS掩蔽観
測（下）の O−A（左）と O−B（右）の標準偏差の変化
率 [%]。赤色がBBBe015、緑色がBBBe030、青色がBBBe050、水
色が BBBe070。

図 2.3.22に夏実験のマイクロ波サウンダ、マイクロ
波イメージャ、GNSS掩蔽観測の観測値と解析値の差
(O−A)とO−Bの標準偏差変化率を示す。全体的に BBBe

の割合が大きいほどO−Bが大きく減少するが、50 %→
70 %にすることによる O−Bの減少は小さく、マイク
ロ波イメージャの O−B は逆に増加していた。また、
O-Aについては、BBBeの割合が大きいほど対流圏では大
きく、成層圏では小さくなる傾向であった。これらの傾
向は他の観測についても同様であった（図略）。また、
CNTLに対してBBBe015のアンサンブルスプレッドは大
きく増大し、これに伴って LETKFの共分散膨張係数
は減少していたが、BBBe015とBBBe050のアンサンブルス
プレッドや共分散膨張係数には系統的な差は見られな
かった（図略）。対流圏の主要要素の平均解析場につ
いては、全球的に大きな変化は見られないが、極域の
ECMWF解析値に対する 500 hPa高度場の過小バイア
スや 850 hPa気温場の低温バイアスはBBBeの割合を増加
することにより改善傾向であった（図略）。予報精度へ
のインパクトについては、夏実験の気温の対 ECMWF

解析値の東西平均のRMSE改善率（図 2.3.23）を見る
と、全般にRMSEは減少して改善しているところが多
く、BBBeの割合が大きいほど改善傾向であった。ただし、
夏半球は冬半球よりも改善が不明瞭であった。以上の
結果は冬実験でも同様であったが（図略）、冬実験の方
が夏実験より全般に改善が大きい傾向であった。

図 2.3.23 夏実験（第 2.3.2.4小節 (1)）の FT=24における
対 ECMWF解析値の気温の予測の東西平均 RMSEの改
善率 [%]。暖色は TESTで RMSEが減少していることを
示す。上から BBBe015, BBBe030, BBBe050, BBBe070。

(2) 4D-Varの比湿の水平局所化スケール縮小
(1)のBBBe050に第 2.3.2.2小節 (1)の初期値化修正と

(3)の鉛直局所化スケール拡大（0.4スケールハイト→
0.6 スケールハイト）を適用した実験を CNTL とし、
さらに (5)項の 4D-Var比湿水平局所化スケール縮小
（800 km → 400 km）を適用した実験をQ4とする。比
較のために、比湿の水平局所化スケールを 600 kmと
した実験も行った（Q6とする）。実験期間等は (1)と
同じ。
図 2.3.24に夏実験のマイクロ波サウンダ、マイクロ
波イメージャ、GNSS掩蔽観測のO-AとO−Bの標準
偏差変化率を示す。水蒸気に感度のあるチャンネルに
ついて、O−Aと O−Bが減少しており、Q6より Q4

の方が大きく減少していることが分かる。また、夏実
験の気温の対 ECMWF解析値の東西平均の RMSE改
善率（図 2.3.25）は、全般に 3日予報程度までは中立
から改善傾向であった。以上の結果は冬実験でも同様
であった（図略）。
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図 2.3.24 夏実験（第 2.3.2.4小節 (2)）の AMSU-Aおよび
MHS（上）、マイクロ波イメージャ（中）、GNSS掩蔽観
測（下）の O−A（左）と O−B（右）の標準偏差の変化
率 [%]。赤色が Q6、緑色が Q4。

図 2.3.25 Q4の夏実験（第 2.3.2.4小節 (2)）の対 ECMWF
解析値の気温の予測の東西平均 RMSE の改善率 [%]。暖
色は TESTで RMSEが減少していることを示す。上から
FT=24, 72, 120の結果。

●�✁�✂✄B❋☎✆

100✝�✞✟

✮✠❍LETKF✍✡☛☞✌✎

✼✠❍LETKF✺✏✑✒☞
0.4✓0.6✔✕✟✄✖✗✘

✜✠❍4DVar✣✙✚✛✑✒☞
800✓600km

✚✠❍4DVar✣✙✚✛✑✒☞
800✢400km

✤4DVar✥✦
✧✔✘★✩☞

✪✫✬✭✯

✰✱✲❋1✳
✴✛✵

●�✁�✂✄B❋☎✆

✶✄✟✷�

(50✸✹✻✽)

100✸✹✻✽✾✖✗✂✿❀❁

❂4DVar✍✡
✧✔✘★✩☞

❃❄❅❆❇

✰✱✲❋1✳
✴✛✵

図 2.3.26 第 2.3.2.4小節 (1)(2)で述べた実験（夏実験）に
おける「4D-Var 初期コスト／同化に用いた観測数」の 1
か月平均。ただし、本文で述べていない組み合わせの実験
も含む。横軸はBBBeの割合。右図は左図を拡大（但し 50メ
ンバー実験は描画せず）したもの。右図の赤は 100 メン
バー実験。緑は赤に LETKF初期値化修正を加えたもの。
青は緑に LETKF鉛直局所化スケール拡大を加えたもの。
桃（水）は青に対して 4D-Var比湿水平局所化スケールを
800 km→ 600 km(400 km)の変更を加えたもの。

(3) 全ての変更を導入したインパクト
(1)(2)で述べた一連の実験（述べていない組み合わ
せの実験も一部含む）を簡単に比較するため、「4D-Var

初期コスト／同化に用いた観測数10」の夏実験の 1か
月平均を図 2.3.26に示す。これは第一推定値が観測に
どれだけ近いかを示す指標であり、CNTLに対して第
2.3.2.2小節 (1)の初期値化の修正、(2)のアンサンブ
ルメンバー数増強（50メンバー→ 100メンバー）、(3)

の LETKF鉛直局所化スケール拡大（0.4スケールハ
イト→ 0.6スケールハイト）、(4)のBBBeの割合増大（15

%→ 50 %）、(5)の 4D-Var比湿水平局所化スケール縮
小（800 km → 400 km）を全て適用した実験が最も第
一推定値が観測に近いことが分かる。冬実験も同様で
あった（図略）。
そこで、より新しい GSM2003をベースとする実験
を CNTLとし、CNTLに対して第 2.3.2.2小節 (1)の
初期値化の修正、(2)のアンサンブルメンバー数増強
（50メンバー→ 100メンバー）、(3)の LETKF鉛直局
所化スケール拡大（0.4スケールハイト→ 0.6スケール
ハイト）、(4)のBBBeの割合増大（15 %→ 50 %）、(5)の
4D-Var比湿水平局所化スケール縮小（800 km→ 400

km）を全て適用した実験をTESTとする解析予報サイ
クル実験を実施した。実験期間は以下の通り。ただし、
予報は 00, 06, 12, 18UTC初期値について実行した。

• 解析（夏）: 2018年 7月 10日～2018年 9月 11日
• 予報（夏）: 2018年 7月 21日～2018年 9月 11日
• 解析（冬）: 2017年 12月 10日～2018年 2月 11日
• 予報（冬）: 2017年 12月 20日～2018年 2月 11日
図 2.3.27に夏実験のマイクロ波サウンダ、マイクロ
波イメージャ、GNSS掩蔽観測のO−AとO−Bの標準
偏差変化率を示す。全体として、TESTではアンサン
ブルメンバー数増強及び BBBe の割合増大のインパクト
が主に見えており、O−Bは大きく減少し、O−Aは対

10 輝度温度観測についてはプロファイル数
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図 2.3.27 夏実験（第 2.3.2.4小節 (3)）の AMSU-Aおよび
MHS（上）、マイクロ波イメージャ（中）、GNSS掩蔽観
測（下）の O−A（左）と O−B（右）の標準偏差の変化
率 [%]。

流圏では大きく、成層圏では小さくなる傾向であった。
これらの傾向は他の観測についても同様であった（図
略）。予報精度へのインパクトについても、第 2.3.2.4

小節 (1)のアンサンブルメンバー数増強と BBBe の割合
増大のインパクトと同様の傾向であり、夏実験の気温
の対 ECMWF解析値の東西平均の RMSE改善率（図
2.3.28）を見ると、全般にTESTのRMSEは減少して
改善しているところが多く、特に冬半球は予報後半ま
で改善が継続していた。以上の結果は冬実験でも同様
であったが（図略）、冬実験の方が夏実験より全般に改
善が大きい傾向であった。また、熱帯低気圧進路予報
誤差については、北西太平洋は中立、他の海域は改善
傾向であり（図 2.3.29）、500 hPa高度対解析 RMSE

については、夏半球の 2日予報以降は改善が明瞭でな
いが、冬半球は明瞭に改善していた（図 2.3.30）。

2.3.2.5 まとめと今後の予定
気象庁の全球解析に対して下記の変更を行い、

GA1912及び GSM2003をベースとした LETKF単独
実験やハイブリッド同化実験を実施した。

• LETKFの初期値化を中高緯度でより効果が出る
ように修正

• アンサンブルメンバー数を 50から 100に増強
• LETKFの鉛直局所化スケールを 0.4スケールハ
イトから 0.6スケールハイトに拡大

• 4D-Var で利用するアンサンブル背景誤差の割合
を 15 %から 50 %に増大

図 2.3.28 夏実験（第 2.3.2.4 小節 (3)）の対 ECMWF 解
析値の気温の予測の東西平均 RMSE の改善率 [%]。暖色
は TEST で RMSE が減少していることを示す。上から
FT=24, 72, 120の結果。

• 4D-Varの比湿の水平局所化スケールを 800 kmか
ら 400 kmに縮小

この結果、O−Bの標準偏差の減少や、冬半球を中心と
した予報精度の向上が確認できた。今後はGSM21XX

の改良予定項目と共に現業に相当する構成での評価を
行い、現業に導入すべきかを判断することとなる。
第 2.3.2.1 小節で述べたように、GSM21XX には鉛
直層数の 100層から 128層への増強が含まれるためBBBc

の更新もあわせて検討している。統計計算の手法自体
は JMA (2019)に述べられているものと同じであるが、
誤差サンプルを作成する際、GSM2003に準じた環境
で作成した初期値と第 2.3.1.2小節に準じたGSMを用
いると共に、作成するサンプル数を従来の 365個から
4380個に増やした。誤差サンプル数の増加により、特
に低波数の誤差相関構造において、サンプリング誤差
によると思われる細かな構造が抑えられることを確認
している（図 2.3.31）。ただし、BBBc の更新が平均的な
予報精度に与える影響は小さかった（図略）。
さらに先の改良予定項目としては、2021 年度末に

GSMについて水平解像度を約 20 kmから約 13 kmへ
と高解像度化することを始めとした改良が計画されて
いる。全球解析についてはそれに伴う変更を除き大規
模な仕様の改良は計画していないが、LETKFの水平
方向を含めた局所化スケールの再調整を実施するかど
うか検討を進めているところである。
また、長期的な課題として、4D-Varで摂動の時間発
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図 2.3.29 第 2.3.2.4 小節 (3) の実験における熱帯低気圧進路予報誤差（上、青が CNTL、赤が TEST）とその差（下、
TEST−CNTL）。左から北西太平洋域（夏実験、対 JMA ベストトラック）、北東太平洋域（夏実験、対 NOAA ベスト
トラック）、大西洋域（夏実験、対 NOAAベストトラック）、南半球（冬実験、対 NCEP TCVitals）。

図 2.3.30 第 2.3.2.4小節 (3)の実験における 500 hPa高度
の対解析 RMSE。上は夏実験、下は冬実験、左は北半球、
右は南半球。

展を計算するために用いているインナーモデルの抜本
的な更新が進まずGSMとの乖離が進んでいること（特
に湿潤過程）、計算機資源の観点からインナーモデルの
高解像度化が厳しい点が挙げられる。このため、BBBeの
比重をさらに増やすことが出来るようにすること、摂
動の時間発展をインナーモデルを使用せずにアンサン
ブル予報摂動の情報だけで計算出来るようにすること
（例えば 4DEnVar; Lorenc 2013）等について調査を始
めている。
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2.3.3 全球アンサンブル予報システムの改良
2.3.3.1 概要
数値予報モデル技術開発室と地球システムモデル技
術開発室では、全球モデル (GSM)、全球解析 (GA)、
全球アンサンブル (全球 EPS) の開発を協力して行っ
ている。2020年度末に計画されている GSM・GAの
改良（第 2.3.1項と第 2.3.2項、以下では両者まとめて
GSM21XXと呼ぶ）とタイミングを合わせ、全球 EPS

についても確率予測情報の改善を主たる目的として、
アンサンブルメンバー数の増強と初期摂動作成手法の
改良などを計画している。今回、全球 EPSの改良予定
項目（全球 EPSで使用するモデル更新と GSM21XX

による解析値や初期摂動の変化の影響を除く）につい
て性能を評価するための実験を行い、アンサンブル平
均の精度向上や確率予測情報の精度向上など想定した
効果が得られていることを確認した。本稿では改良内
容と実験結果について簡単に報告を行う。
今後はGSM21XXの改良予定項目と共に現業に相当
する構成での評価を行い、現業に導入すべきかを判断
することとなる。
なお、全球 EPSは 11日先まで、18日先まで、それ
から 34日先までの予報を担うアンサンブル予報システ
ムの総称であるが、本稿で扱うのは基本的に 11日先ま
での内容である

2.3.3.2 改良項目の概要
ここでは、2020年度末に計画されている全球EPSの
改良項目について概要を述べる。気象庁の数値予報シス
テムの全体像については JMA (2019)を、その後の全
球 EPSに関する大きな変更である 2020年 3月に導入
された改良 (GEPS2003)については Yamaguchi et al.

(2020)を参照されたい。

(1) アンサンブルメンバー数の増強
メンバー数を現在の 27メンバーから 51メンバーに
増強する11 。メンバー数を増強することでアンサンブ
ル平均の精度向上と確率的情報としての精度向上が期
待され、捕捉できない現象を減らす効果も期待できる。

(2) 初期摂動と海面水温 (SST)摂動の改良・変更
北半球及び南半球の初期摂動作成に使用する特異ベ
クトル (SV)の数を現在の最大 25個から 50個に増強
する。これにより、より多くの成長モードを初期摂動
において考慮できるようになり、確率的情報としての
精度向上が期待される。また、SV計算において摂動の
大きさを測るために用いるノルムにおいて 50 hPaよ
り上を評価対象外とする。これにより、対流圏に影響
を与えるような成長モードに重点を置いた初期摂動を

11 なお、18日先までの予報については現在の 13メンバーか
ら 51 メンバーに、34 日先までの予報については現在の 13
メンバーから 25 メンバーに増強する一方、00UTC 初期値
での実行を取り止め 12UTC初期値でのみの実行とする計画
である。

作成できると期待される。
その他、影響が小さいものとして、
• 空間相関に基づく SV選別処理の廃止
• 計算されたSVを合成して初期摂動を作成する際に
用いるバリアンスミニマム法の収束判定条件緩和

• SV 計算で使用するモデル面の定義方法を最新
GSM用の手法に合わせる

• SST摂動作成のメンバー数増強への対応
といった変更を計画している。
以上の他にも全球EPSで使用する数値予報モデルを

GSM21XXで導入予定のものに更新すること（鉛直層
数の 100層から 128層への増強を含む）、GSM21XXで
導入予定の土壌水分解析結果を SV計算の際にも利用す
ること、GSM21XXの下流システムとしてGSM21XX

導入による解析場や初期摂動の変化の影響も受けるこ
となどがあるが、これらの評価は本稿には含まれない。
今後実施される現業に相当する構成での評価の中で確
認することとなる。

2.3.3.3 性能評価のための実験
性能評価のための実験を実施した。その設定と結果
を示す。

(1) アンサンブルメンバー数の増強
GEPS2003の現業化の判断のために実施した実験を

CNTLとし、それに対してアンサンブルメンバー数を
27メンバーから 51メンバーに変更した実験を TEST

とする。実験期間は以下の通りとし、
• 夏：2018年 6月 12日～2018年 10月 11日
• 冬：2017年 11月 20日～2018年 3月 11日

12UTC初期時刻についてのみアンサンブル予報を実施
した。
TESTではアンサンブルメンバー数を増やしたこと
によるアンサンブル平均や確率予測情報、実況捕捉の
改善が確認できた。以下、いくつか具体的に示す。

北半球 500 hPa 高度場の予測 対解析値でアンサン
ブル平均の二乗平均平方根誤差 (RMSE)は改善、スプ
レッドは増加、スプレッドスキルの関係はほぼ変化は
見られなかった（図 2.3.32）。

日本域の降水予測 対解析雨量の検証では、1mm/24h

及び 5mm/24hの閾値でブライアスキルスコアは改善
した（図 2.3.33）。

台風進路予測 アンサンブル平均の台風進路予測の平
均誤差は大きな変化はなく、また、FT=0–120の台風
接近確率のブライアスキルスコアも中立であり、信頼
度曲線にも大きな変化はなかった（図 2.3.34）。

台風進路の捕捉状況の改善事例 アンサンブルメンバー
増により、実際の進路をより捕捉できるようになった
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事例が確認された（図 2.3.35）。

(2) 初期摂動と SST摂動の改良・変更
(1)で示したアンサンブルメンバー数を増強した実験

(TEST)をCNTLとし、それに対して初期摂動と SST

摂動の改良・変更を加えた実験を TESTとする。実験
期間及び 12UTC初期時刻についてのみアンサンブル
予報を実施した点は (1)と同じ。
TESTはCNTLに対して、以下のような特徴がみら
れた。

北半球 500 hPa高度場の予測 対解析値でアンサンブ
ル平均のRMSEはやや改善、スプレッドは初期を除き
減少、スプレッドスキルの関係は予報初期の過剰傾向
がやや抑制された（図 2.3.36）。

日本域の降水予測 対解析雨量の検証では、1mm/24h

及び 5mm/24hの閾値でブライアスキルスコアは中立
であった（図 2.3.37）。

台風進路予測 アンサンブル平均の台風進路予測の平
均誤差は大きな変化はなく、FT=0–120の台風接近確
率のブライアスキルスコアも中立、信頼度曲線にも大
きな変化はなかった（図略）。

アンサンブル平均のRMSEやスプレットスキルの関
係の改善は南半球の予測でも見られた。また、CRPS12

についても両半球で改善傾向が見られた。

2.3.3.4 まとめと今後の予定
2020年度末に計画されている全球 EPSの改良予定
項目（全球 EPSで使用するモデル更新、下流システム
としてのGSM21XXの影響を除く）について性能を評
価するための実験を行い、アンサンブル平均の精度向
上や確率予測情報の精度向上など想定した効果が得ら
れていることを確認した。今後はGSM21XXの改良予
定項目と共に現業に相当する構成での評価を行い、現
業に導入すべきかを判断することとなる。
さらに先の改良予定項目としては、2021年度末に全
球 EPS で使用する数値予報モデルの水平解像度を約
40 kmから約 27 kmへと高解像度化する等の改良を計
画している。予備的な精度評価、必要となる計算機資
源の見積もりや資源利用に関する調整、水平高解像度
化に伴うプロダクト仕様変更についての調整といった
準備を、庁内関係者の協力も得ながら進めているとこ
ろである。

12 Continuous Ranked Probability Scoreの略で、閾値 t以
下となる確率予測に対するブライアスコアを

∫∞
−∞ dtで積分

したもの。
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図 2.3.32 第 2.3.3.3小節 (1)の実験におけるアンサンブル平均の 500 hPa高度場の北半球（20 °N以北）の検証結果。上段は
夏期間、下段は冬期間。左列は予報時間ごとの RMSE[m]。中列は予報時間ごとのスプレッド [m]、右列はスプレッドスキル
（1を超えるとスプレッドが予報誤差に対して過剰）。CNTLは緑線、TESTは赤線。RMSEとスプレッドでは、紫線は変化
率（(TEST−CNTL)/CNTL[%]、右縦軸）。左列と中列については差に統計的な有意性がある場合に ▽(CNTL>TEST)な
いし△(TEST>CNTL)をプロットしている。

図 2.3.33 第 2.3.3.3 小節 (1) の実験における対解析雨量に
よる降水の確率的予測のブライアスキルスコア。上段は夏
期間、下段は冬期間。左列は閾値 1mm/24h、右列は閾値
5mm/24hの降水事例に対するもの。CNTLは緑線、TEST
は赤線。紫線は差（TEST−CNTL、右縦軸）。

図 2.3.34 第 2.3.3.3小節 (1)項の実験におけるアンサンブル
平均の進路予測平均誤差（左）と FT=0–120[h]の台風接
近確率の信頼度曲線とブライアスキルスコア（右）。CNTL
は緑線、TESTは赤線。左図は左縦軸の平均誤差 [km]と
右縦軸でサンプル数を示しており、ピンクの三角（該当な
しのため描画なし）と青の三角はそれぞれサンプル間の相
関を考慮する場合としない場合に 5 % の有意水準で差が
有意であることを示す。右図は水色とオレンジの棒グラフ
で CNTLと TESTの予報頻度を示す。また、ブライアス
キルスコアを凡例中の「BSS=」以降に示す。
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(a) (b) (c) (d)

図 2.3.35 第 2.3.3.3小節 (1)の実験における実況台風進路の捕捉状況が改善した事例。黒はベストトラック、色は各メンバーの
進路予測。(a)はT1814を対象とした 2018年 8月 7日 12UTCのTESTによる予測で、(b)はCNTLによる予測。CNTLで
はベストトラックを捕捉できていないが、TESTでは捕捉できている。(c)は T1821を対象とした 2018年 8月 30日 12UTC
の TESTによる予測で、(d)は CNTLによる予測。CNTLの予測は東西二つのグループに分かれており、実況はその間を
進んでいる。TESTの予測では明瞭な分離は見られない。

図 2.3.36 図 2.3.32と同じ。ただし、第 2.3.3.3小節 (2)の実験についてのもの。

図 2.3.37 図 2.3.33と同じ。ただし、第 2.3.3.3小節 (2)の
実験についてのもの。
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2.3.4 局地モデルの鉛直層増強と物理過程改良
2.3.4.1 はじめに
局地数値予報システム13は、時空間スケールの細か
な現象の予測を目的に水平解像度 2 kmの予報システ
ムとして運用されている。本システムは 2012年 8月
に、1日 8回、東日本を中心とした領域の 9時間予報
を行う仕様で、本運用を開始した (永戸ほか 2012)。そ
の後、2013年 5月に予報領域を日本全域に拡張すると
ともに 1日 24回（毎正時初期値）の運用に高頻度化し
た。2015年 1月に JMA-NHMに基づく予報システム
から、局地解析を asuca-Var、局地予報を asucaへと
それぞれ置き換え、2019年 3月に予測期間を 10時間
に延長して現在の運用に至っている。メソ数値予報シ
ステムと比べると、高い空間解像度で高頻度の予測を
行うことが局地数値予報システムの特徴である。また、
迅速な予測結果の提供を重視することから、局地解析
では初期値作成に処理の重い 4 次元変分法ではなく、
初期値作成時刻の 3時間前から 3次元変分法に基づく
解析と 1時間の予測を繰り返す手法を採用している。
局地数値予報システムについては、2021年 3月に局
地モデルの鉛直層数を 58層から 76層へと増強すると
ともに、物理過程を改良することを計画している。本
項では、本更新で新たに導入する予定の改良項目を中
心に、局地モデルの更新の概要とこれまでに得られて
いる予測特性の変化を報告する。

2.3.4.2 局地モデルの改良項目
2021年 3月に予定している局地数値予報システムの
更新では、局地モデルの鉛直層数を 58層から 76層に
増強する計画である14。この鉛直層増強では、現在鉛
直 76層で運用しているメソモデルのモデル上端高度
と層配置を揃えるように局地モデルの鉛直層を定める。
このことにより、メソモデルから与えられる境界値の
内挿誤差が最小限に抑えられることが期待できる。ま
た、現在運用している 58層の層配置と比べると下層を
中心に層間隔が小さくなっており、最下層のフルレベ
ルでの高度は 20 mから 10 mとなる。このため、境界
層の表現や地表面からのフラックス診断の精度向上が
見込まれる。
物理過程に関しては、2020年 3月に更新されたメソ
モデルで導入された項目のうち、局地モデルにおいて
予測精度の向上が確認されたものを取り入れるととも
に、新規に改良する項目について導入を検討した。局
地数値予報システムの更新で改良を予定している項目
を以下に挙げる。下線は新規に導入する項目、それ以
外は 2020年 3月に更新されたメソモデルで導入済み
の項目のうち、今回局地モデルに適用する項目をそれ
ぞれ示す。

13 局地解析と局地モデル（予報モデル）を合わせて局地数値
予報システムと表記する。

14 局地解析の鉛直層数は 48層で運用しており、本システム
更新での変更は実施しない予定である。

• 氷雲量診断をWilson and Ballard (1999)の方法
に変更

• サブグリッド輸送表現に Leonard項を導入
• 雪格子における熱伝導率の配置変更
• 森林における格子内積雪被覆率の変更
• 有限体積法に適合した接地境界層フラックス定式化
• 接地境界層における強安定時の普遍関数変更
• 地表面パラメータ（熱粗度・アルベド）の更新
• 蒸発散の計算に植生被覆率を考慮
以下では、新規に導入する物理過程改良の概要を述
べる。2020年 3月のメソモデル更新で導入した項目に
ついては、第 2.2.8項を参照されたい。

(1) サブグリッド輸送表現に Leonard項を導入
数値モデルでは格子間隔よりも小さな現象は直接扱
うことができないため、パラメタリゼーションによって
その効果を取り入れることが必要である。物理量 ϕを
格子平均 ϕ̄と格子平均からの偏差（サブグリッドの変
動成分）ϕ′に分割し、格子スケールの運動によって直
接表現できない物理量 ϕの鉛直輸送量を τϕwとすると、

τϕw = Lϕw + Cϕw +Rϕw, (2.3.1)

Lϕw := ϕ̄w̄ − ¯̄ϕ ¯̄w, (2.3.2)

Cϕw := ϕ̄w′ + ϕ′w̄ − ¯̄ϕw̄′ − ϕ̄′ ¯̄w, (2.3.3)

Rϕw := ϕ′w′ − ϕ̄′w̄′, (2.3.4)

と表される。ここで、Lϕw, Cϕw, Rϕw はそれぞれ修正
Leonard項、修正クロス項、修正レイノルズ応力項と
呼ばれる。
局地モデルでは、境界層スキームとしてメソモデルと
同様にMellor-Yamada-Nakanishi-Niinoのレベル 3モ
デル (MYNNモデル、Nakanishi and Niino 2009)を用
いている。このモデルの定式化はアンサンブル平均に基
づいているが、アンサンブル平均では Lϕw = Cϕw = 0

であるため、MYNNモデルは (2.3.1)式においてRϕw

をモデル化したものと位置付けられる。しかしながら、
水平解像度を 2 kmとしている局地モデルでは、積雲対
流は格子スケールの運動として部分的に解像されるた
め、アンサンブル平均の前提が成り立たなくなってお
り、修正 Leonard項や修正クロス項の寄与が無視でき
なくなる可能性がある。このため、修正 Leonard項や
修正クロス項の寄与（以下では両者をまとめてLeonard

項と表記する）をMoeng et al. (2010)が提案した方法
にしたがって局地モデルで考慮する修正を行った。
(2.3.1)式のうち、Lϕwは格子平均量のみから構成さ
れているためモデル変数から直接算出可能であるが、
Cϕw はサブグリッド成分を含むため何らかのパラメ
タリゼーションを用いて表現する必要がある。Moeng

et al. (2010) は熱帯の深い対流を対象とした Large-

Eddy Simulation (LES) から得られた結果を解析し、
Lϕw と Cϕw が良い相関を示すことを指摘するととも
に、以下の定式化を提案した:
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図 2.3.38 2次元（x-z平面）の TRMM-LBA実験の結果か
ら診断した温位に関する修正 Leonard項 Lθw の一例。コ
ンターは鉛直速度 (m/s)、シェードは Lθw(K m/s)をそれ
ぞれ表す。

Lϕw + Cϕw ≃ Lϕw + (KL − 1)Lϕw = KLLϕw,

(2.3.5)

Lϕw ≃ 1

12

(
∆2

x

∂ϕ̄

∂x

∂w̄

∂x
+∆2

y

∂ϕ̄

∂y

∂w̄

∂y

)
. (2.3.6)

ここで、∆x, ∆yは x, y方向の格子間隔、KLはモデル
定数である。また、(2.3.6)式を差分化したときに、格
子間隔の 2次の精度で (2.3.2)式と一致することが示さ
れる (Moeng et al. 2010)。
モデル定数KLの選択にはある程度の任意性があると
考えられる。Verrelle et al. (2017)はLESによる解析か
らKL =3～4が妥当であるとし、Hanley et al. (2019)

は現業モデルにおける降水予測精度の面から KL = 6

が最適であると結論づけた。これらの先行研究を踏ま
えつつ、局地モデルでのKL に対する感度実験の結果
および計算安定性の観点から、局地モデルではKL = 4

を用いることとした。ただし、Hanley et al. (2019)の
方法に基づき、鉛直流の水平変化が大きく計算安定性
が損なわれる場合にKL をより小さな値に設定するこ
とで計算安定性を保つようにした。
Leonard項の寄与を見るために、図 2.3.38に 2次元

（x-z平面）の TRMM-LBA実験の結果の一例を示す。
この図から上昇流のピークがある領域の側面でLeonard

項が正の値を持つことが分かる。浮力によって上昇流
が発達する状況では、温位偏差と鉛直流の相関は高く、
格子スケールの顕熱は上方に輸送される。Leonard項
の寄与は格子スケールの熱輸送と整合的な分布となっ
ている。局地モデルでは、対流が発達する際に狭領域に
強い上昇流が過度に集中する傾向がしばしば見られて
いたが、この結果から Leonard項が格子スケールの熱
輸送を補うように作用し、強い上昇流の集中を緩和さ
せることが予想される。Leonard項の導入により、最
大鉛直流速の統計的な頻度分布が低速側にシフトし、
上昇流がピークとなる高度が低下することを確認した

(図略)。

(2) 強安定時の普遍関数変更
局地モデルを含む多くの数値モデルにおいて、地
表面からの運動量・顕熱・潜熱フラックスは、Monin-

Obukhov の相似則に基づいて診断的に算出される。
Monin-Obukhov の相似則によれば、接地境界層にお
いて風速・温度・比湿の鉛直勾配は、普遍関数 ϕm, ϕh,

ϕq を用いて以下のように記述される:

du

dz
=

u∗

κz
ϕm(z/L),

dθ

dz
=

θ∗
κz

ϕh(z/L),

dqv
dz

=
q∗
κz

ϕq(z/L). (2.3.7)

ここで、κはカルマン定数、u∗, θ∗, q∗はそれぞれ摩擦
速度、摩擦温位、摩擦比湿と呼ばれ、地表面からのフ
ラックスを決める量である。また、Monin-Obukhov長
Lは L := u2

∗θ/(κgθ∗)で定義され、大気の安定度を特
徴づける量である。(2.3.7)式は、大気の風速・温度・
比湿と地表面フラックスとの関係が普遍関数によって
決定されることを意味する。普遍関数は室内実験や野
外観測から経験的に推定されるもので、これまでに多
くの経験式が提案されているが、特に強安定時の観測
が困難なため、強安定に対応する普遍関数には不確定
性が大きいことが従来より指摘されている。
Gryanik et al. (2020)は、SHEBA (the Surface Heat

Budget of the Arctic Ocean)の観測キャンペーンから
得られたデータに基づいて安定時の普遍関数を新たに
提案した。SHEBAは極域の海氷上での観測であり、こ
の観測データセットは安定成層下での地表面フラック
スを知るうえで有用であることから、多くの研究で活
用されている。したがって、Gryanik et al. (2020)に
よって提案された普遍関数は、安定時の地表面フラッ
クス診断の精度向上に寄与することが期待できる。局
地モデルではこれまで、Beljaars and Holtslag (1991)

によって提案された普遍関数を地表面フラックス診断
に用いていたが、安定時では Gryanik et al. (2020)の
普遍関数を適用するように変更した。ただし、Gryanik

et al. (2020)では中立成層での乱流プラントル数 Pr0

として 0.98を提案しているが、不安定時には Beljaars

and Holtslag (1991)の普遍関数が引き続き適用され、
そこで Pr0 = 1としていることから、整合性を保つた
めに局地モデルでは安定時でも Pr0 = 1 として取り
扱う。
図 2.3.39に安定時に両者の普遍関数から診断される
顕熱フラックスの一例を示す。この図において、横軸
は 10 m高度の温位の地表面温位からの差∆θ（正のと
き安定成層となる）、縦軸は地表面温位フラックスをそ
れぞれ表している。∆θが小さく中立成層に近いときは
両者のフラックスにはほとんど差は見られないが、∆θ

が大きくなる（より強安定になる）につれ、Gryanik

et al. (2020)の普遍関数から診断された温位フラック

98



図 2.3.39 Beljaars and Holtslag (1991) と Gryanik et al.
(2020)の普遍関数から診断される地表面温位フラックスの
一例。横軸は 10 m高度の温位の地表面温位からの差、縦
軸は地表面温位フラックスである。黒線、赤線はそれぞれ
Beljaars and Holtslag (1991)とGryanik et al. (2020)の
普遍関数を適用した結果を示す。

スは Beljaars and Holtslag (1991)のものと比べると、
絶対値として小さくなることが分かる。これまで、局
地モデルの地上温度は冬季の夜間に負バイアスが見ら
れていたが、Gryanik et al. (2020)の普遍関数の適用
により地表面からの冷却が抑えられ、地上温度の負バ
イアスが軽減することが確認された。

(3) 地表面パラメータの更新
今回の局地モデル更新では、2020年 3月のメソモデ
ル更新で見直された地表面パラメータに加え、主に地
上気温の日変化を改善させることを念頭に熱粗度とア
ルベドの見直しを図った。
陸上での熱粗度 z0hは、土地利用・植生種別ごとに設
定した空気力学的粗度 z0mに一定のファクタをかけて
算出しており、Garratt and Francey (1978)に基づい
て z0h/z0m = 1/7.4としている。しかし、両者の比は
土地利用・植生種別によって異なることが近年の研究
で指摘されている。特に都市域では、運動量輸送は都
市の幾何学的な形状によって励起されるのに対し、熱
輸送は建物壁面や路面付近の分子拡散によるところが
大きく、z0h/z0m は非常に小さくなることが知られて
いる (Porson et al. 2010)。このことを考慮し、都市域
の z0h/z0mをKanda et al. (2005)に基づき 1/403に変
更した。本更新では、GLCC (USGS legend)のUrban

classと、国土数値情報の「建物用地」、「幹線交通用地」
および「その他の用地」を都市域と定義し、モデル定
数を作成した。熱粗度が小さくなることにより、顕熱・
潜熱フラックスが小さくなり地表面温度が上昇しやす
くなる。
これまで、地表面アルベドは地表面種別・土地利用・
植生区分に応じた値を設定し、それらの格子内被覆率
に応じて平均したものを格子点値として与えていた。
しかし、土地利用に応じたアルベドの設定には任意性

図 2.3.40 左: 現局地モデルで用いている地表面アルベド、
中央: 衛星プロダクトから作成した地表面アルベドの気候
値、右: 更新前後の地表面アルベドの差

があり、客観的に決めることが難しい。このため、衛
星プロダクトから作成した地表面アルベド気候値を格
子点値に用いる変更を行った。Terraおよび Aqua衛
星の MODIS観測データから作成された 30秒解像度
（約 1 km 解像度）の日別地表面アルベドプロダクト
(MCD43GF)から 2012年から 2017年までの 6年間分
を平均して地表面アルベド気候値を作成した。この更
新の結果、陸上の多くで従来よりもモデルに与えるア
ルベドが小さくなるため (図 2.3.40)、現行の局地モデ
ルよりも地上気温が上昇しやすくなる。

(4) 蒸発散の計算に植生被覆率を考慮
現行の局地モデルは、地表面の蒸発効率と植生気孔
抵抗を考慮して陸上の潜熱フラックスを計算する。こ
のうち植生気孔抵抗は、地表面種別が「海」以外の全て
の格子に植生の多寡に関わらず適用される。このため、
現行の実装では植生が少ないまたは無いと想定される
土地利用区分（都市域など）でも格子全体で気孔抵抗を
考慮していることになり、非現実的な潜熱フラックス
が診断される要因になる。この状況を改善するために、
モデル格子点の植生被覆率を考慮し、格子内の非植生
域では植生気孔抵抗を適用しない変更を行った。植生
被覆率は、MODISの NDVIプロダクトから作成され
た Maxmimum Green Vegetation Fraction (Broxton

et al. 2014)を採用した。変更後の実装では、格子内の
植生域と非植生域のバルク係数をそれぞれ求め、植生
被覆率でバルク係数を按分することで潜熱フラックス
を診断する。この変更により、植生のない領域で潜熱
フラックスが増加し顕熱フラックスが減少する。

2.3.4.3 本改良による予測特性の変化
本項では、改良した局地モデルの統計的な予測特性
の変化を現ルーチンで用いている局地モデルとの比較
の観点から述べる。以下では、現ルーチン相当の設定
の実験をコントロール (CNTL)とし、前項で示した改
良を適用した設定の実験をテスト (TEST)と記す。比
較実験は、2020年 3月現業化時の全球モデル、メソモ
デルから作成された初期値・境界値を用いて実施した。
検証期間は、夏期間が 2018年 6月 27日–7月 8日、冬
期間が 2018年 1月 16日–1月 27日で、検証には毎時
初期値で実行した結果を用いた。
図 2.3.41に夏期間、冬期間それぞれの統計スコアの
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図 2.3.41 夏期間（左）、冬期間（右）の検証スコア・RMSE
の変化有意性の統計検証結果。各行は統計検証要素、各列
は予測時間に対応する。各統計検証要素は、ETS: 降水量
のエクイタブルスレットスコア（括弧内は降水量の閾値）、
Z: ジオポテンシャル高度、MIXING(QV): 混合比、T: 気
温、WIND: 風速、PSEA: 海面更正気圧、DSWB: 地上に
おける下向き短波放射をそれぞれ表す。青が CNTLと比
べて改善、赤が CNTLと比べて改悪を表しており、色付
きの領域が各セルの内側の正方形以上の場合、95 パーセ
ンタイル信頼区間で統計的に有意であることを示す。

検証結果を示す。夏期の降水量、冬期の 5 mm/h以上
の降水量の改善が確認できる。高層検証については、
対流圏上層が改善しているものの、対流圏下層で夏期
の気温・湿度が改悪、冬期の気温・湿度が 925 hPa気
温を除き改悪傾向である。地上気象要素については、
FT=0を除き全ての要素で大幅に改善した。
夏期間の降水量のバイアススコア (BI)、エクイタブ
ルスレットスコア (ETS)を図 2.3.42に示す。バイアス
スコアを見ることでTESTで強雨（50 mm/h）頻度の
増加が確認できる。一方で、強雨頻度が TESTで増加
しても空振り率は増加しておらず、見逃し率も低下し
ており（図略）、全ての閾値でスレットスコアは改善も
しくは中立である。
次に、高層検証について予測特性の変化が見られた
いくつかの結果を示す。図 2.3.43は夏期間の気温プロ
ファイルの対ゾンデ検証結果である。この図から、対
流圏上層の高温バイアスの軽減が確認できる。これは、
放射で用いる氷雲量診断をWilson and Ballard (1999)

の方法に変更したことで、これまで上層で過大だった
氷雲が減少したことが主に寄与している。一方で、下
層気温の二乗平均平方根誤差 (RMSE)が拡大する。地
点別に見ると大陸乾燥域の気温低下がRMSE拡大の主
な要因である（図略）。地表面アルベドの気候値への更
新により、該当地域での地表面アルベドが増加したこ
とが影響したと推定される。一方で、日本域に限れば

図 2.3.42 夏期間における降水量の対解析雨量検証での閾値
別バイアススコア（上段）とエクイタブルスレットスコア
（下段）。横軸は 1時間降水量の閾値を表す。左図の青線は
CNTL、赤線は TESTをそれぞれ表し、右図は TESTと
CNTLの差 (TEST-CNTL)を示す。

図 2.3.43 夏期間における気温の鉛直プロファイル (FT=10)
の対ゾンデ検証結果。上段は平均誤差 (ME)、下段は二乗
平均平方根誤差 (RMSE)。青線は CNTL、赤線は TEST
をそれぞれ表す。

下層気温のRMSEは中立もしくはやや改善傾向である
ことを確認した。
冬期間の気温プロファイルの対ゾンデ検証結果を図

2.3.44に示す。平均誤差 (ME)から、TESTで対流圏
下層の低温バイアスが縮小することが確認できる（左
図）。変更のインパクトが大きかった 925 hPa面に着
目してリードタイム別のRMSEを比較すると、全ての
予測期間で TESTの RMSEが改善している（右図）。
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図 2.3.44 冬期間における気温の鉛直プロファイルの対ゾン
デ検証結果。左図は FT=10でのME、右図は 925 hPaに
おけるリードタイム別の RMSE をそれぞれ示している。
青線は CNTL、赤線は TESTをそれぞれ表す。

図 2.3.45 夏期間における比湿の鉛直プロファイルの対ゾン
デ検証結果。左図が FT=0での RMSEの CNTLとの差、
中央、右図が 925hPa におけるリードタイム別の RMSE
（青:CNTL、赤:TEST）とRMSEのCNTLとの差をそれ
ぞれ示す。

この改善には、鉛直層増強により下層の鉛直解像度が
上がったことと、Leonard項の導入による乱流輸送の
高度化が寄与したと考えられる。
比湿について、夏期間の比湿プロファイルの対ゾン
デ検証結果を図 2.3.45に示す。左図にあるように、予
報初期から下層で RMSEの悪化が見られる。925 hPa

面のリードタイム別のRMSEを比較すると（中央、右
図）、予報前半で対流圏下層のRMSEの差が拡大する。
太平洋上や大陸乾燥域で予報初期の下層比湿が CNTL

よりも多くなる傾向があり、対応する地点でのゾンデ
検証で RMSEが拡大することを確認した（図略）。接
地層フラックス診断手法や地表面定数の変更が影響し
た可能性があり、海上の潜熱フラックスや乾燥域の蒸
発散プロセスに改良の余地があると考えられる。
地上要素については図 2.3.41で見たように夏期間、
冬期間ともにすべての要素で改善した。図 2.3.46に冬
期間の地上風速・気温の対アメダス検証結果を対象時刻
(UTC)別に示した。地上風速については全ての対象時
刻で正バイアスが軽減され、RMSEも減少している。
地上気温はこれまで冬季の夜間に負バイアスが見られ
ていたが、TESTでは大幅に解消しており、RMSEも
夜間を中心に縮小する。夏期間についても同様の誤差
軽減を確認した。これらの改善には、鉛直層増強によ
り最下層高度が低くなったことや地表面定数の変更が
主に寄与している。また、夜間の地上気温改善は強安
定時の普遍関数変更に拠るところが大きい。

図 2.3.46 冬期間における地上風速（上段）、気温（下段）
の対アメダス検証結果（左図: ME、右図: RMSE）。横
軸は対象時刻 (UTC)に対応する。青線は CNTL、赤線は
TESTをそれぞれ表す。

2.3.4.4 まとめ及び今後の課題
数値予報開発センターでは、2021年 3月の現業化に
向けて局地モデルの鉛直層数を 58層から 76層に増強
するとともに、局地数値予報システムの物理過程の改
良に取り組んでいる。2020年 3月にメソモデルに導入
した改良項目 (第 2.2.8項)について、局地モデルでの
有効性を検討し、予測精度の向上が確認されたものに
ついて取り入れるとともに、乱流輸送や地表面過程を
中心に新規の改良を行った。その結果、夏期の降水量
や地上気象要素を中心に全般的に予測精度が改善する
ことを確認した。鉛直層増強により、とくに大気下層
で鉛直解像度が向上したことで地上気象要素の改善に
寄与している。一方で、下層の比湿が改悪傾向であり
課題が残る。大陸乾燥域の蒸発散プロセスや海上での
潜熱輸送・降水過程など、予測精度向上に向けての今
度の見直しが必要である。
「2030年に向けた数値予報技術開発重点計画」では、
明るいうちからの避難等、早期の警戒・避難を実現する
ために、線状降水帯を含む集中豪雨の予測精度向上を
重点計画として掲げており、局地モデルの予報時間延
長や水平高解像度化を計画している。モデルの高解像
度化は積乱雲等の表現向上に貢献するものの、豪雨予
測の精度向上のためには、高解像度化のみならず、積
乱雲等に関わる物理過程の精緻化や対流を発生させる
環境場の再現性向上が欠かせない。このため、高解像
度モデルに見合った物理過程についての調査・改良を
継続的に実施することが重要である。
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2.3.5 観測データの新規導入と利用法の改良
2.3.5.1 はじめに
初期値の解析精度向上は数値予報の予測精度向上に
重要であるため、新規観測データの導入（追加利用）や
利用中の観測データの利用手法改良などが継続的に行
われている。
　本項では、これらの改良に関して現在進められてい
る主な開発の進捗を報告する。

2.3.5.2 航空機気温バイアス補正の改良
気象庁では、民間航空機の気温や風等の気象観測デー
タを入手して、数値予報の初期値解析に利用している。
航空機の気温観測データには、ラジオゾンデの観測等
と比較して機体ごとのバイアスが存在することが知ら
れており (Ballish and Kumar 2008)、データ同化に使
用するためには適切に補正して利用する必要がある。
　 2021年 2月現在の気象庁の全球解析及びメソ解析
では、月に 1度航空機毎に 1か月分の気温データの観
測値－第一推定値（D値）を集計し、それを基に航空
機毎・高度毎のバイアス補正量を算出して次月の航空
機の気温データの補正に利用している (酒匂 2010; 太
田 2020)。しかしながら、本手法には以下のような課
題がある。

• 補正量の更新は月に 1回であり、バイア
ス傾向が月の途中で変化しても次月まで
補正値が更新されない。

• 前月の機体・高度毎のデータ数が 80以
上の場合のみ補正量が計算される。デー
タ数が必要数に満たない場合は、補正量
が計算されないため、バイアス補正なし
で利用される。

• 前月に観測がなければ、その機体のバイ
アス補正値は 0となる。

　これらの課題を解決するため、航空機気温データの
バイアスの推定値をカルマンフィルタにより導出する
ことを検討している。カルマンフィルタは、大きく分
けて予測ステップとフィルタリングステップの 2つの
ステップから成り立っている。
予測ステップでは、航空機気温データのバイアス推
定値を β̂、誤差共分散を P ,D値の誤差共分散をDと
し、これらの変数の時刻 k − 1から kへの予測を次式
で仮定することとする。

β̂¯
a,l,p (k) = β̂a,l,p (k − 1) (2.3.8)

P¯
a,l,p (k) = Pa,l,p (k − 1) + U (2.3.9)

D¯
a,l,p (k) = Da,l,p (k − 1) (2.3.10)

ここで、β̂¯は β̂の事前推定値である。aは個別の航空
機、lは飛行高度、pは飛行状態を示している。なお、

図 2.3.47 カルマンフィルタを用いた手法（上）と現行の手
法（下）の比較。高度 200hPa付近、飛行状態が巡航のあ
る航空機に適用されるバイアス補正の例。上図の黒線は D
値平均、上図の赤線と下図の青線はバイアス補正値である。

ここでは飛行状態を上昇、巡航、下降の 3つに分類す
る。U はシステムの調整パラメータで、適当な定数を
一律に与える。
フィルタリングステップでは、β̂,P 及び D の時間
更新を行う。解析時刻 kの同化ウィンドウ内に観測さ
れた気温データの D 値を da,l,p,n (k) とすると、その
時間平均 ba,l,p (k) を用いて、β̂a,l,p (k),Pa,l,p (k)及び
Da,l,p (k)を下記の式により時間更新する。

β̂a,l,p (k) =β̂¯
a,l,p (k) +G

(
ba,l,p (k)− β̂¯

a,l,p (k)
)

(2.3.11)

Pa,l,p (k) = (1−G)P¯
a,l,p (k) (2.3.12)

Da,l,p (k) = rD¯
a,l,p (k)

+ (1− r)
(
ba,l,p (k)− β̂¯

a,l,p (k)
)2 (2.3.13)

G =
P¯
a,l,p (k)

P¯
a,l,p (k) +Da,l,p (k)

(2.3.14)

ba,l,p (k) =
1

N

N∑
n=1

da,l,p,n (k) (2.3.15)

Gはカルマンゲイン、N は観測データ数である。rは、
1日 4回の解析時刻のうち 2回観測データが入電した
場合に約 1ヶ月で更新されるよう、59/60とすることを
検討している。ここで求めた β̂a,l,p (k)をバイアス補正
値とし、気温観測値から差し引くことでバイアス補正
を実施する。
次に、カルマンフィルタによる状態推定が正しく行わ
れているかを確認する。図 2.3.47に開発中のカルマン
フィルタによって推定された気温バイアス補正値（上）
と現行の手法のバイアス補正値（下）を示す。調整パ
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図 2.3.48 赤外バンドの AMV 高度の残差統計の時系列（GOES-17 - GOES-16）。左図は平均値（hPa）、右図は標準偏差
（hPa）を示しており、横軸は日付、縦軸は観測時刻（UTC）である 。灰色部分はサンプルがないことを示している。図の赤
枠は GOES-16 AMVとの品質の違いが顕著に見られた時間帯である。

ラメータ U を 0.001とし、D には初期値として 2年間
分の全航空機の高度・飛行状態別の平均値を与えた。
　現行の手法では、観測データ数が規定値に足りなかっ
た 2019年 2月、3月はバイアス補正値が 0となってバ
イアス補正が適用されずに気温データが解析に使用さ
れた。
　一方、カルマンフィルタを用いた手法では解析時刻
ごとに最新の観測値を反映したバイアス補正値が計算
されているのが分かる。また、入電の一時中断後も中
断前の補正値が適用され、その後のバイアス傾向の変
化にも適切に追随しており、現行手法の問題点が改善
されていることが分かる。
　上述の定式化をベースとした航空機の気温バイアス
補正スキームを全球解析に実装して性能評価試験を実
施したところ、これまでの手法に比べて航空機の気温
のD値バイアスの減少、解析精度の向上、予報初期を
中心とした予報精度の改善傾向を確認した（図略）。

2.3.5.3 全球解析における GOES-17データの利用
全球解析では、静止気象衛星から得られる晴天輝度
温度 (CSR: Clear-Sky Radiance) ならびに大気追跡
風 (AMV: Atmospheric Motion Vector)のデータを利
用している。本年報においては、米国の静止気象衛星
GOES-16 CSR及び AMVの利用開始について、それ
ぞれ第 2.2.1 項と第 2.2.9 項に示した。米国では、米
国大陸東側を観測するGOES-E(East)と西側を観測す
るGOES-W(West)の 2機の静止衛星を運用している。
2017年 12月からGOES-EとしてGOES-16が運用さ
れており、2019年 2月には GOES-Wが GOES-15か
ら GOES-17に切り替えられた。
　これに対応するため、新たに配信された GOES-17

の観測データの利用の開始に向けて開発を進めている。
GOES-17 は、GOES-16 と同型の新世代衛星であり、
搭載されている可視赤外放射計 (ABI)は、ひまわり 8

号および 9 号に搭載されている AHI とも同型のセン
サーである。ただし、GOES-17は衛星内部の冷却装置
に不具合があり、特定の季節・時刻において、観測デー
タの品質が低下する問題がある。
　 GOES-17の CSRの試験データは 2019年から配信

されていたものの、この不具合による低品質データを除
去したデータの配信は、2020年 2月からであった。低
品質データとして多く除去されるのは、食期間（3月お
よび 9月）の前後（1～2月、4～5月、7～8月および 10

～11月）の 12UTC付近のデータである。低品質デー
タ除去後の配信データの品質を調査したところ、その
品質は GOES-16のデータと同程度であり、特別な品
質管理処理の追加は必要ないことを確認した。2020年
の夏期間を対象とした性能評価試験の結果、GOES-16

CSRと同様に、GOES-17観測領域において、対流圏
の水蒸気や気温に感度のある他の観測データと第一推
定値との整合性の向上が確認されている。
　 GOES-17 の AMV についても冷却装置の不具合
による影響を確認するため、GOES-16 と観測範囲が
重なる領域で両者を比較することで品質確認を行っ
た。図 2.3.48に、赤外のGOES-17 AMVとGOES-16

AMVの気圧高度の差（GOES-17－GOES-16）の平均
値（左）と標準偏差（右）の時系列図を示す。GOES-17

AMVでは、画像品質の低下する食期間の前後の数か月
間の 12UTC前後で、GOES-16 AMVとの差異（低高
度バイアス）が大きくなる時間帯があることが分かっ
た。これらの季節や時間帯では、GOES-17 AMVの品
質の低下が予想されるため、11UTCから 16UTCの時
間帯のデータを通年でデータ同化に利用しないことを
検討しているところである。

2.3.5.4 全球解析におけるマイクロ波水蒸気サウンダ
の全天同化センサーの拡充

衛星に搭載されたマイクロ波センサーの、雲・降水域
を含む輝度温度データの全天同化の開始について、第
2.2.3項に示した。その際に、全天同化への移行につい
て十分な調査や評価が未完了であったいくつかのマイ
クロ波水蒸気サウンダについては、引き続き晴天域のみ
のデータを利用中である。これらのセンサーについて、
現在、全天同化への切り替えを進めている。対象とす
る衛星/センサーは、Suomi-NPP,NOAA-20/ATMS、
DMSP-17,18/SSMIS、Megha-Tropiques/SAPHIR、
FY-3C/MWHS2で、いずれも水蒸気の吸収帯 183GHz

付近のチャンネルを全天同化とする。また、同化チャ
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ンネルには問題がないものの、雲・降水の量を表すパ
ラメータの算出 (2.2.5) 式に用いるチャンネルの故障
により、利用できなくなっていた Metop-A/MHS に
ついて、別のチャンネルを用いた代替的なパラメータ
算出手法により、全天同化での利用を再開する。
　性能評価試験の結果、対流圏中上層の水蒸気場を中
心に、予測精度の改善が見られた。

2.3.5.5 全球解析におけるハイパースペクトル赤外サ
ウンダ IASIのデータセット移行

欧州の極軌道気象衛星Metopに搭載されているハイ
パースペクトル赤外サウンダ IASIには 8461のチャン
ネルがあり、そのうちの数百チャンネルを抽出したサ
ブセットデータが、数値予報での利用を目的として作
成・配信されている。気象庁では現在、米国海洋大気庁
(NOAA)/米国環境衛星資料情報局 (NESDIS)が作成・
配信している、616チャンネルのデータセットを利用
しているが、同様に利用可能な、欧州気象衛星開発機
構 (EUMETSAT)が作成・配信している 500チャンネ
ルのデータセットも取得している。500チャンネルの
データセットには、衛星運用機関が軌道一周分のデー
タをまとめて処理した「全球データ」の他、世界各地の
衛星データ利用機関が、衛星から直接ダウンリンクし
た受信局周辺のデータを処理し、交換することによっ
て得られる「直接受信データ」（気象衛星センターでの
直接受信も含む）も含まれている。「直接受信データ」
は観測から入電までの時間が短いことから、500チャ
ンネルデータセットの利用により、速報解析での利用
データ数の増加が見込まれる。
　 616チャンネルデータセットと 500チャンネルデー
タセットには、それぞれ共通して選択されているチャ
ンネルもあれば、どちらかにしかないチャンネルもあ
る。同化や品質管理に使用しているチャンネルのうち、
共通のチャンネルについてはそのまま移行し、500チャ
ンネルデータセットにないチャンネルについては、荷
重関数や品質管理での利用方法を考慮し、機能の相当
するチャンネルを選定した。また、データセットの移
行とともに、最新の解析予報システムに合わせた観測
誤差などのパラメータ再設定、上層に感度のあるチャ
ンネルのグロスエラーチェック閾値の変更などを適用
した。
　性能評価試験の結果、616チャンネルデータセット
を使用した場合と同程度の予測精度であり、問題なく
データセットの移行ができていることを確認している。

2.3.5.6 レーダー更新に伴う品質調査
気象庁では、現在気象レーダーの更新を順次進めてお
り、2020年 3月に東京の気象ドップラーレーダー（以
後、東京レーダー）と福岡空港の空港気象ドップラー
レーダー（以降、福岡 DRAW）が更新された。東京
レーダーは二重偏波化とスキャンシーケンス変更、福
岡 DRAWはスキャンシーケンス変更が行われた。二

表 2.3.2 ドップラー速度の D値の周辺レーダーとの比較
　　　　　　　　（東京レーダー）

サイト名 平均 (m/s) 標準偏差 (m/s)

東京 -0.16 2.8

長野 -0.16 3.2

静岡 -0.04 3.0

表 2.3.3 ドップラー速度の D値の周辺レーダーとの比較
　　　　　　　　（福岡 DRAW）

サイト名 平均 (m/s) 標準偏差 (m/s)

福岡 DRAW -0.14 2.9

福岡 0.07 3.0

重偏波レーダーは、水平と垂直の二重の電波で観測す
ることによって降水の特徴を捉え、従来のレーダーと
比べてより正確に降水強度を観測することが可能であ
る。
　気象庁のデータ同化では、レーダー反射強度をメソ
解析、局地解析に、ドップラー速度をメソ解析、局地
解析、毎時大気解析に使用している。レーダー反射強
度は観測値をそのまま利用しておらず、カーネル密度
推定によって相対湿度に変換した上で使用している (幾
田 2015)。
　更新後の東京レーダーと福岡DRAWのドップラー速
度のデータ品質を調査するため、それぞれの周辺レー
ダーとD値の統計値を比較した（統計期間は 2020年 4

月 11日から 2020年 5月 20日）。調査結果を表 2.3.2、
表 2.3.3に示す。表から、東京レーダーと福岡 DRAW

のドップラー速度はともに周辺レーダーの D値平均、
標準偏差との差が小さく、ほぼ同等の品質を持ってい
ることが確認できたため、2020年 10月 22日から現業
での利用を再開した。
　一方、東京レーダーの反射強度を周辺レーダーの反
射強度と比較したところ、特性に変化が見られた（図
略）。更新後の東京レーダーの反射強度は強雨等によっ
て発生する降雨減衰が補正された上で通報されるよう
になり、単偏波のレーダーに比べて通報されるレーダー
反射強度が強くなったためと考えられる。このような
観測特性の変化がデータ同化に与える影響を調査中で
ある。

2.3.5.7 メソ解析におけるMetop-Cデータの利用
EUMETSATが運用する極軌道衛星Metopには、数
値予報で利用可能な様々なセンサーが搭載されている。
最新のMetopシリーズ衛星であるMetop-Cは 2018年
11月 7日に打ち上げられた。
　 Metop-C に搭載されたマイクロ波気温サウンダ
AMSU-Aおよびマイクロ波水蒸気サウンダMHSの、
全球解析での利用については、第 2.2.11項に示した。
これらのセンサーについて、メソ解析においても利用
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に向けた開発を進めている。全球解析と同様、AMSU-

AやMHSは既に他の衛星のデータが使用されており、
また全球解析での利用開始時に、Metop-Cデータにつ
いても他衛星と同程度の品質が確認されていることか
ら、他衛星と同設定での利用を開始する。なお、全球
解析では全天同化で利用中のMHSは、メソ解析では
晴天同化で利用中で、全天同化への移行は今後の開発
課題となっている。性能評価試験の結果、対流圏中上
層の水蒸気に感度のある CSRや、他衛星の AMSU-A

やMHSについて、観測値と第一推定値の整合性が向
上することを確認した。予測精度については概ね中立
であった。
　 Metop-C に搭載されたマイクロ波散乱計 ASCAT

の、全球解析での利用については第 2.2.4項に示した。
メソ解析での利用についても、現在開発を進めてい
る。 AMSU-A や MHS と同様、ASCAT も Metop-

A, Metop-B搭載の ASCATがすでにメソ解析に使用
されており、Metop-C/ASCATもこれらと同程度の品
質であることから、同様の品質管理処理を適用して性
能評価試験を実施した。しかし、夏実験（実験期間：
2020年 7月 1日～2020年 7月 31日）において、予報
時間 24時間以降の雨の予測精度が悪化したため、デー
タ間引き手法等を変更して影響を調査しているところ
である。

2.3.5.8 メソ解析におけるマイクロ波サウンダ ATMS
の利用

NOAA が運用する、次世代現業極軌道衛星 JPSS

(Joint Polar Satellite System)シリーズ衛星の Suomi-

NPP (Suomi National Polar-orbiting Partner-ship)お
よびNOAA-20には、マイクロ波サウンダATMS (Ad-

vanced Technology Microwave Sounder)が搭載されて
おり、全球解析で利用されている (平原 2017; 村田・亀
川 2020)。全球解析での利用に引き続き、メソ解析に
おいても ATMSの利用に向けた開発を行っている。
　 ATMSは、米国の現業極軌道衛星シリーズ NOAA

や欧州の現業極軌道衛星シリーズMetop等に搭載され
た気温サウンダAMSU-Aおよび水蒸気サウンダMHS

の後継センサーで、これらのセンサーと概ね同等の波長
帯を合わせた 22チャンネルで構成されている。ATMS

の利用により、AMSU-AやMHSと同様、対流圏にお
ける気温や水蒸気の鉛直分布の改善が期待される。
　 ATMSならびに、AMSU-AやMHSを搭載する極
軌道衛星は、衛星が通過する地方時がほぼ同じになる
ような太陽同期軌道で運用されていることから、特に
メソ解析では、解析時刻によって通過する衛星が概ね
決まっている。ATMSを搭載する Suomi-NPPおよび
NOAA-20は、午後軌道（日中は午後、夜間は未明に
通過する）で運用されており、これまで AMSU-Aや
MHS が通過しない時間帯においてデータが得られる
ことから、AMSU-AやMHSと合わせて利用すること

で、安定的な解析・予測精度の維持が期待できる。
　性能評価試験を実施し、品質管理やバイアス補正、
解析結果の確認をしているところである。

2.3.5.9 まとめと今後の予定
ここで述べた観測データの導入・改良のうち、全球
解析に関する項目については、2021年 3月に計画され
ている全球モデルおよび全球解析の変更の後、2021年
6月頃の適用に向けて準備を進めている。また、メソ
解析に関する項目についても、2021年中の適用に向け
て開発を進めている。上記では述べていないが、局地
解析についても、メソ解析同様、未利用である ATMS

やMetop-Cデータの利用に向けた開発を進める予定で
ある。
　次年度以降に関しては、全球解析では、放射伝達モ
デル RTTOVの更新、観測誤差・観測密度最適化、航
空機湿度データ利用、Dual Metop AMV の利用を主
な開発項目として導入を目指している。また、メソ解
析では、マイクロ波センサーの全天同化、ハイパース
ペクトル赤外サウンダの利用、船舶GNSS可降水量の
同化、レーダー偏波パラメータの同化を目指している。
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2.3.6 統合型ガイダンス

表 2.3.4 統合型降水ガイダンスの仕様
資料形式 5 km格子 (120∼150E, 20∼50N)

作成要素

3時間平均降水量ガイダンス
1時間最大降水量ガイダンス
3時間最大降水量ガイダンス
24時間最大降水量ガイダンス

予報時間
3（24時間最大降水量ガイダンスは 24）
時間先から 3時間毎 39（00, 12UTC初
期値は 51）時間先まで

表 2.3.5 統合型気温・風ガイダンスの仕様
資料形式 地点形式（アメダス地点を対象）

作成要素

時系列気温ガイダンス
最高・最低気温ガイダンス
定時風ガイダンス
1時間最大風速ガイダンス

予報時間
1時間先から 1時間毎 39（00, 12UTC

初期値は 51）時間先まで

2.3.6.1 はじめに
数値予報モデル基盤技術開発室では理化学研究所革
新知能統合研究センター（理研 AIP）との共同研究に
より、複数の数値予報結果を AI技術によって最適に
組み合わせる「統合型ガイダンス」の開発を行ってい
る（第 2.1.7項）。これまでに気象庁側で降水、気温及
び風についてGSM, MSM, LFMガイダンスを用いて、
開発のベースとなる算術平均による統合型ガイダンス
（第 2.3.6.2小節）を作成し、いずれも既存のガイダン
スと比較して予測精度が向上することを確認している
（第 2.3.6.3小節）。
本運用開始（令和 4年度以降を想定）に向け、引き
続き AIを活用した統合手法について共同研究の成果
を取り入れることを念頭に開発を継続しているが、庁
内利用者からのフィードバックを受けることで、より
有用性・利便性の高い情報を提供できるよう、2020年
8月 18日に部内試験運用を開始した。ここでは部内試
験運用開始時の統合型ガイダンスの作成手法及び予測
結果の検証結果について紹介する。

2.3.6.2 部内試験運用での統合型ガイダンス作成手法
統合型ガイダンスでは、最終的に降水、気温、風及
び降雪の四つの要素の作成を予定しているが、部内試
験運用開始時点では降雪を除く三つの要素を作成して
いる。これら三つの要素の基本的な仕様を表 2.3.4、表
2.3.5に示す。
部内試験運用開始時点での統合処理には算術平均を
用いている。統合処理の選定にあたって、平均絶対誤
差を用いた加重平均による統合 (Woodcock and Engel

図 2.3.49 統合型降水ガイダンスの作成概要。破線の内側が統
合型ガイダンスの予測要素（四角）と中間製品（楕円）。グ
レイハッチ部分の処理はMSM降水ガイダンス作成と同じ
手法 (白山 2018, 2019)を用いているが、RATIOのニュー
ラルネットワークの説明変数は、MSMではなくGSM（ダ
ウンスケーリングなし）、MSM 及び LFM の算術平均を
利用する。

2005)及びベイズモデル平均による統合 (Raftery et al.

2005; Sloughter et al. 2007)についても調査したが、算
術平均と同程度か僅かに改善する程度であったことか
ら（図略）、将来的に AIを用いた統合に置き換えるこ
とを考慮し、実装が容易で作成・維持コストの低い算
術平均を採用した。統合部分以外の処理では頻度バイ
アス補正やニューラルネットワークといった従来のガ
イダンスで利用している機械学習手法を用いるととも
に、降水のダウンスケーリングでは最新の深層学習に
よる手法も活用している。
部内試験運用の統合型ガイダンス作成は GSMガイ
ダンス作成後及びMSMガイダンス作成後に実行する。
GSMガイダンスは 1日 4回、MSMガイダンスは 1日 8

回作成されるため、統合型ガイダンスは 1日 12回作成
される。初期値の区別のため、00UTC初期値のMSM

ガイダンス作成後に実行した統合型ガイダンスを 00m

初期値、00UTC初期値のGSMガイダンス作成後に実
行した統合型ガイダンスを 00g初期値と呼ぶ。各初期
値における統合対象は表 2.3.6のとおり。

(1) 降水ガイダンス
統合型降水ガイダンスの作成プロセスを図 2.3.49に
示す。統合はGSM, MSM, LFMの 3時間平均降水量ガ
イダンス (MRR3) に対して格子毎に算術平均を行う。
MSM, LFMガイダンスのMRR3は 5 km格子である
のに対しGSMガイダンスは 20 km格子である。これ
らの解像度を等しくするために、統合に先駆け解像度
変換が必要となる。そこで、深層学習を用いたダウン
スケーリングにより 5 km格子データを作成する。ダウ
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表 2.3.6 統合型ガイダンスの各初期値における統合元初期値 (UTC)。例として 00m初期値の統合型ガイダンスは、前日 18UTC
初期値の GSMガイダンス、00UTC初期値のMSMガイダンス及び 00UTC初期値の LFMガイダンスを統合する。
統合型ガイダンス 00m 00g 03m 06m 06g 09m 12m 12g 15m 18m 18g 21m

GSMガイダンス 前日 18 00 00 00 06 06 06 12 12 12 18 18

MSMガイダンス 00 00 03 06 06 09 12 12 15 18 18 21

LFMガイダンス 00 00 03 06 06 09 12 12 15 18 18 21

ンスケーリング手法は Lim et al. (2017)による EDSR

(Enhanced Deep Super-Resolution network)を基に実
装している。統合後の値 (MRR3M) はランダム誤差の
軽減によりRMSEの改善が期待されるが (高田 2018)、
統合元の強雨域の位置が互いにずれていると統合後の降
水が弱く表現され、BI及び ETSの低下が懸念される。
そこで強雨の出現頻度が低下しないよう、MRR3Mを頻
度バイアス補正することで最終的なMRR3とする。統
合型の 1時間最大降水量ガイダンス (RMAX31)及び 3

時間最大降水量ガイダンス (RMAX33)はMRR3から、
白山 (2018)に記載したMSMガイダンスのRMAX31,

RMAX33と同様の方法で作成する。24時間最大降水量
ガイダンス (RMAX24)はMRR3Mを 24時間積算した
もの (MRR24A) から、白山 (2019)に記載したMSM

ガイダンスの RMAX24と同様の方法で作成する。

(2) 気温ガイダンス
統合型気温ガイダンスは時系列気温ガイダンス

（GSM, MSM, LFMガイダンス15を算術平均）及び最
高・最低気温ガイダンス（GSM, MSMガイダンス16を
算術平均）の二つを作成している。
統合元の時系列気温ガイダンスと最高・最低気温ガイ
ダンスはそれぞれ独立に作成するため、互いに矛盾が
生じる場合がある。これを避けるため、統合元のGSM,

MSM気温ガイダンスでは整合処理を導入しているが、
統合型ガイダンスの場合、時系列気温ガイダンスでの
み統合元に LFMガイダンスを利用しているため、整
合処理後のガイダンスを統合しても統合後の値に矛盾
が生じる場合がある。これを回避するため、整合処理
前のガイダンスを統合し、統合後に改めて整合処理を
行う処理を 2021年 2月に導入した。

(3) 風ガイダンス
統合型風ガイダンスは 1時間定時風ガイダンス及び

1時間最大風速ガイダンス（以下、単に定時風ガイダン
ス及び最大風速ガイダンス）の二つを、GSM, MSM,

LFMガイダンス17の算術平均で作成する。このときベ

15 LFM時系列気温ガイダンスは開発中のものである。
16 LFM最高・最低気温ガイダンスは作成していない。最高
気温は 00∼09UTC、最低気温は 15∼00UTC を予測対象と
しており、初期時刻によっては LFMの 10時間予報で予測
対象をカバーできないためである。

17 GSM, MSM 風ガイダンスには 3 時間値がプロダクトと
なっているものがあるが、統合には中間製品の 1時間値を利
用する。LFM風ガイダンスは開発中のものである。

クトル平均ではなく、風速は風速同士の算術平均で18、
風向は単位ベクトル同士の平均で求める。この手法は
メソアンサンブル風ガイダンスで採用されている手法
と同等のものである (井藤 2019)。また、最大風速ガイ
ダンスが定時風ガイダンスの風速より小さい場合は、
定時風ガイダンスに揃える処理を行っている。このよ
うな不整合が生じるのは統合元に整合処理前の中間製
品である 1時間値を使っているためである。

2.3.6.3 検証結果
2018年 6月 5日～2020年 6月 4日の 2年間の検証
結果を示す。各図の ETS, BIの信頼区間はブートスト
ラップ法による 95%信頼区間を示している。また、初
期値により予報時間が異なるが、39時間先までを検証
対象とすることで統一している。

(1) 降水ガイダンス
統合型降水ガイダンスの対 MSM 降水ガイダンス

ETS, BI検証を図 2.3.50に示す19。MRR3ではMSM

ガイダンスと比較して全ての閾値でETSを改善してお
り、BIについても強雨域でやや過小傾向なものの概ね
1付近となっている。RMAX33についても全ての閾値
で ETSを改善し、弱雨域を除き BIも 1に近づく傾向
である。RMAX31, RMAX24でも多くの閾値で ETS

を改善している。
続いて MRR3の旬別検証を図 2.3.51に示す。弱い
降水（1 mm/3h閾値）の ETSはほぼ一年を通じて改
善傾向にあるが、10 mm/3h閾値では夏季を中心に対
MSMガイダンスで改善していないことがわかる。事
例を詳しく見ていくと、短時間強雨など強雨域が狭く
予測のばらつきによる位置ずれの影響を受けやすい場
合に、統合元と比較して降水が弱く表現されることが
あり、これが夏季強雨のスコアを改善できない原因と
考えられるとともに、BI低下の一因にもなっていると
考える。

18 例として風速が同じで風向が θだけ異なるベクトル v1, v2

(|v1|= |v2|= v)のベクトル平均を考える。統合後の風速は
v| cos(θ/2)|で必ず v 以下になる。仮に統合元ガイダンスの
風速予測が適切だったとしても、風向差があると必ず過小に
なるため、強風捕捉という点で望ましくない。風速同士の平
均ではこの問題は生じない。

19 白山 (2018)、白山ほか (2019)では多くの場合 GSMガイ
ダンスより MSM ガイダンスの方が予測精度が高いことが
示されており、ここでは対MSMガイダンスの結果だけを示
す。
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図 2.3.50 MRR3（左上）、RMAX31（右上）、RMAX33
（左下）、RMAX24（右下）の閾値別 ETS及び BI検証結
果。対 MSM ガイダンス検証のため 00m, 03m 等初期値
で検証。実線が ETSで破線が BI。赤が統合型ガイダンス
(TEST) 。青がMSMガイダンス (CNTL) 。

図 2.3.51 MSMガイダンス (青線：CNTL)と統合型ガイダ
ンス (赤線：TEST) の旬別検証。対 MSM ガイダンス検
証のため 00m,03m 等のみで検証。棒グラフは ETS 差分
(TEST-CNTL)。

(2) 気温ガイダンス
図 2.3.52 に時系列気温ガイダンスの予報時間別

RMSE検証及び最高・最低気温の大外し（3 ℃以上）
事例数を示す。いずれも統合元ガイダンスを大きく改
善する傾向である。特に時系列気温ガイダンスで LFM

ガイダンスが統合される予報時間 10時間以前とそれ以
外に着目すると、予報時間 10時間以前でGSM, MSM

ガイダンスに対する改善幅が大きい。
顕著事例の検証として図 2.3.53に 2018年夏の最高・
最低気温ガイダンスMAX2（二日目の最高気温）の検
証結果を示す。ETS検証を見ると 35 ℃未満で統合型ガ
イダンスの予測精度がよいが、35 ℃を超えるとMSM

ガイダンスを上回っていない。地点別 RMSE 改善率

図 2.3.52 時系列気温の予報時間別 RMSE検証（左）及び
最高・最低気温の 3 ℃外し事例数（右）。

図 2.3.53 2018年夏の最高・最低気温ガイダンスMAX2（二
日目の最高気温）の ETS検証（左）並びに 30 ℃以上（右
上）及び 35 ℃ 以上（右下）に限定した対 MSM 地点別
RMSE改善率。改善率はMSMガイダンスの RMSEから
統合型ガイダンスの RMSEを減算したものを、MSMガ
イダンスの RMSEで除算したもの。

を見ると、統合型ガイダンスの ETS 予測精度がよい
30 ℃閾値の事例では全国的に改善（赤色）であるが、
気温が高くなりにくい北海道でMSMガイダンスを下
回っている地点（青色）が多い。また、MSMガイダン
スとスコアが逆転する 35 ℃閾値で見ると、高温になり
やすい関東内陸、濃尾平野、四国の太平洋側及び九州
に改善を示す赤色が多く分布している。すなわち、高
温になりやすい地点では 35 ℃閾値でも改善が見られ
るのに対し元々気温が上がりにくい地点では 30 ℃閾
値でも改善しない傾向となっており、その地点にとっ
ての顕著な高温事例に関しては、算術平均による統合
型ガイダンスで適切に予測できない可能性がある。

(3) 風ガイダンス
図 2.3.54 に統合型風ガイダンスの予報時間別風速

RMSE検証及び閾値別風速 ETS検証を示す。RMSE

検証では全ての予報時間で統合元ガイダンスを大きく
改善する傾向が見られる。また、気温の場合と同様に
LFM が統合されている予報時間 10 時間以前の方が
GSM, MSMガイダンスに対する改善幅が大きい。一
方 ETS検証を見ると 25 m/s以上の場合には GSMガ
イダンスの予測精度がよい。
図 2.3.55 に統合型風ガイダンスの予報時間別風向

RMSE検証を示す。風に関する全般的な話として風速
が弱い場合には風向が定まりにくく、そもそも統合元ガ
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図 2.3.54 風速の予報時間別 RMSE検証（左上:定時風、左
下:最大風）及び閾値別 ETS検証（右上:定時風、右下:最
大風）。

図 2.3.55 風向のRMSE検証。弱い風（左上:定時風 1.5 m/s
未満、左下:最大風 2.0 m/s未満）と弱い風以外（右上:定
時風 1.5 m/s以上、右下:最大風 2.0 m/s以上）で検証を
分けている。

イダンスの風向予測精度が高くない。このため、定時風
ガイダンスは 1.5 m/s、最大風速ガイダンスは 2.0 m/s

を基準として基準未満と以上の場合に分けて検証し、
弱い風を除いた検証で統合型ガイダンスが既存のガイ
ダンスを改善していることを確認している。なお、風
速の場合と異なり、LFMを統合している予報時間 10

時間以前で GSM, MSMガイダンスに対する改善幅が
小さくなる傾向が見られるが、防災上重要な予測要素
である風速では LFMを統合した方が改善幅が大きい
傾向であることから、統合型風ガイダンス全体として
は LFMを統合する整理としている。

2.3.6.4 今後の展望
数値予報モデル基盤技術開発室では引き続き理研AIP

との共同研究により、AIを活用して算術平均を上回る
予測精度の統合手法が開発されるよう協力を継続する。
検証結果でも示したとおり、算術平均では全般的なス
コア改善が見られるものの極端な気象事例の予測が難
しいことから、こうした場合に気象場に応じて特定の
モデルを選択的に利用できる統合手法が開発されれば、
さらなる予測精度向上に繋がる可能性がある。
来年度以降の開発予定は、図 2.1.3に示していると
おりである。今後は 132時間先までの予測についても
開発を進めるとともに、これまでの決定論的な予測に
加え確率情報を対象とするガイダンスについても開発
を行う。降雪ガイダンスについては引き続き開発を継
続し、令和 3年度の部内試験運用開始を目指す。また、
気温及び風での面的情報作成についても開発を進める
予定である。
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2.3.7 結合モデルの改良
2.3.7.1 はじめに
気象庁では 3か月予報、暖・寒候期予報、エルニー
ニョ監視速報の発表、及び全球アンサンブル予報シス
テム（全球EPS）への海面水温 (SST)の提供のために、
季節アンサンブル予報システム (季節 EPS)を運用し
ている。数値予報課地球システムモデル技術開発室で
は、気象研究所や気候情報課と協力し、2021年度の現
業化に向けて次期季節 EPS JMA/MRI-CPS3（Japan

Meteorological Agency / Meteorological Research In-

stitute - Coupled Prediction System version 3; 以下
CPS3）の開発を進めている。
CPS3は、大気、陸面、海洋および海氷の時間発展
を予測する。システムを構成する 2つのサブモデル－
大気と陸面を予測する GSM(Global Spectral Model;

Yonehara et al. 2020)と、海洋および海氷を予測する
MRI.COM (Meteorological Research Institute Com-

munity Ocean Model; Tsujino et al. 2017)－の間で
は、SSTや海上風といった大気海洋境界での予報変数
を交換しながら積分を進める。
このシステムは、次の各初期値を作成し、結合モデ
ルによる予測を行う（図 2.3.56）。

• 大気初期値：次期大気再解析 (JRA-3Q)を使用、大
気初期摂動は成長モード育成（Breeding of Grow-

ing Mode以下BGM）法（Toth and Kalnay 1993,

1997, 経田 2006）で作成
• 海洋初期値：JRA-3Qを外力として次期海洋解析
（MOVE/MRI.COM-G3（以下 MOVE-G3））で
作成

• 地表面初期値：JRA-3Qを外力としてオフライン
地表面解析で作成

なお、2020年 12月現在では CPS3の予測性能を評
価する再予報試験の最中であるため、本項では現在の
ルーチン季節EPS（JMA/MRI-CPS2、以下CPS2：高
谷・石川 2015; Takaya et al. 2018）の課題に対応させ
る形式で CPS3の開発概要を中心に述べる。

2.3.7.2 現行システム CPS2 の課題と次期システム
CPS3の開発概要

季節 EPSで予測した SSTは、2段階 SST法 (高倉・
小森 2020)を通して全球 EPSの主に 3・4週目に寄与
しているため、季節内変動の予測精度も重要となる。
CPS3に向けて開発するにあたり、以下に挙げる課題
があった。　

1. 結合モデル予測における基本場の再現性と年々変
動の精度向上、及び季節内予測の精度向上

2. 西岸境界流や中規模渦による熱輸送、熱帯不安定
波動など海洋変動の予測表現が不十分

3. 海洋モデル初期値の不十分な解像度と予測初期の
ドリフト（海洋の初期ショック）

4. 海氷初期値は観測データを同化していないため、
年々変動が適切に表現されない

5. 海洋・海氷初期値のバイアス軽減のため、JRA-55

による海面強制力にバイアス補正を必要とする

6. アンサンブル予測のスプレッド不足

7. 初期値作成を 5日毎に行うことによるシステムの
複雑さ

8. 気象庁の「2030年に向けた数値予報技術開発重点
計画」における社会経済活動への貢献として、段
階的な地球システム要素の導入

これらの課題に取り組むべく、CPS3では大気モデ
ル・海洋モデル・初期条件・アンサンブルメンバーの構
成に対して、様々な改良や高度化を行った（図 2.3.57）。
まず、課題 1に対しては、大気モデルを 2020年 3月に
現業化された気象庁全球モデル (GSM2003; Yonehara

et al. 2020)に対して海洋結合化を実施した。しかし、
放射収支の不均衡による海面水温の低温ドリフトやエ
ルニーニョ・ラニーニャ現象の非対称性が再現されない
などの課題が明らかとなったため、積雲・雲スキームを
含む各物理過程を改良した。CPS2に対する改善の例
として、2001年から 2007年の 7年積分による赤道波
解析結果を図 2.3.58に示す。開発中の CPS3は、現行
システム CPS2と比べて、季節内変動も含めた様々な
時空間スケールで赤道波の表現が改善していることが
分かる。また、予測初期に見られる夏季ユーラシア大
陸上の地上気温高温バイアスの改善のため、JRA-3Q

を大気強制力としたオフライン地表面解析初期値を導
入した。
課題 2に対しては、海洋モデルの解像度を CPS2の
渦無し解像度 (水平格子間隔 1x0.3-0.5度)から渦許容
解像度 (水平格子間隔 0.25度)にまで引き上げること
で、海洋の渦熱輸送の再現性向上を図った。これによ
り、赤道域の熱帯不安定波動がモデル内でより良く表
現できるようになり、中緯度の西岸境界流域の渦熱輸
送の一部を表現できるようになった。
課題 3に対しては海洋同化手法として 4次元変分法

(4D-Var)を導入するとともに、限られた計算機資源の
中で海洋初期値と海洋予測モデルの高解像度化を実現
するため、低解像度（1x0.3-0.5度）で 4D-Varを行う
G3Aと IAU (Incremental Analysis Update)による力
学的ダウンスケーリングを行うG3Fを導入した。この
ような高解像度ダウンスケーリングについて、大気モデ
ルのように計算コストの小さい解像度変換を選択しな
い理由は、海洋モデルでは陸地の存在によって解像度変
換が困難であるためである。また、海洋解析について、
CPS2 で同化していた現場観測のみに基づく COBE-

SST(Ishii et al. 2005)の代わりに、衛星観測を用いる
ことで海洋渦をより詳細に解析できるMGDSST(栗原
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ほか 2006)を同化することにした。これらの変更の結
果として、太平洋熱帯域中部での SSTの違いを見ると
（図 2.3.59）、現行システム相当の低解像度 3次元変分
法 (3D-Var)と比べて、G3Aや G3Fでは SSTの詳細
な構造が表現できていることが分かる。
課題 4 に対しては、3 次元変分法による海氷密接
度解析値の同化を導入した。海氷密接度データには
MGDSSTに用いたものと同じものを使用する。海氷
場は G3Aから G3Fには引き継がず、G3Aと G3Fで
それぞれ解析する仕様となっている。海氷の存在は海
上のアルベドや熱・運動量交換を大きく変化させ、ま
た一定のメモリーを持つことから高緯度の季節内・季
節予報における有力なシグナルの一つと考えられてい
る。この海氷密接度解析値の同化により、海氷の年々
変動が改善した（図省略）。
課題 5に対しては、バイアス補正せずに JRA-3Qの
海面強制力を利用することにした。これは、JRA-55と
比べて、JRA-3Qでは潜熱・顕熱・放射フラックスや
降水量が大きく改善し、海洋データ同化手法の改善や
海氷データ同化の導入により、バイアス補正を行わな
くても極域の海氷の再現性が良好であると確認できた
ためである。
課題 6に対しては、初期摂動作成手法の改良を行っ
た。CPS2では、アンサンブル初期摂動作成手法とし
て、BGM法を大気モデルに採用し（ただし、熱帯と北
半球の成長モードのみ）、その大気モデルを強制力とし
て海洋の摂動を作成しているが、摂動が海面付近に限
られ、振幅が不足する問題があった。そのため CPS3

では、BGM法に対して南半球の成長モードを加え、ま
た海洋初期摂動の作成に対しては、気象研究所で新た
に開発された 4D-Varの解析誤差共分散を近似する手
法 (Niwa and Fujii 2020)を併用することで海洋の内部
にも適切な大きさの初期摂動を与え、スプレッド過小
を改善させた。
課題 7 に対しては、海洋同化システムと結合モデ
ル予測の現業運用方法を変更することで対応した（図
2.3.60）。まず、G3Aの同化ウィンドウは 10日（前半
5日で IAU、後半 5日で観測値の同化）であるが、観
測値の入電をより長く待って同化した遅延解析に対し
て、翌日の速報同化に繋がるような同化ウィンドウを
設定することで、速報解析を 1日ずつずらした 5スト
リームでの実行を行う。さらに毎日海洋摂動を作成し
て 5メンバー化することでアンサンブル予測を実現し
た。この毎日実行の計算機資源は、CPS2と比べて 1

初期値当たりのメンバー数を減らすことで確保してい
る。この変更により速報解析が毎日実行され、LAF法
を用いたときの季節EPSと（2段階 SST法による）全
球EPSへのデータ提供のリードタイム短縮を図ること
が可能となる。なお、最大で 30日以上遡って解析して
いる現行システムより観測の打ち切りが早くなるが、
遅延解析には 99％以上の観測が同化できる見込みで
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図 2.3.56 CPS3を構成するシステム。CPS3は、JRA-3Q
を大気初期値や外力（海洋や陸面への大気強制力）として、
MOVE-G3で作成された海洋解析、BGM法で作成された
大気初期摂動、オフライン地表面解析で作成された地表面
初期値を用いて結合モデルによる予測を行う。

ある。
課題 8に対しては、CPS3の（ルーチン運用時ではな
く）非リアルタイム実行時に、大規模火山噴火によっ
て放出される火山性エーロゾルによる効果を考慮でき
るオプションを追加した。2020年 12月現在運用され
ている GSM2003では、エーロゾルの直接効果による
大気放射への影響を考慮しているが、火山性エーロゾ
ルによる効果は考慮されていないため、それに対応し
た放射過程の改良を行った。なお、非リアルタイム実
行時に限定した理由は、現時点では火山性エーロゾル
の 3次元分布データをリアルタイムで作成できないた
めである。ただし、リードタイムが数か月から半年先
まで続く季節予測であれば非リアルタイム実行でも有
益な情報の提供が可能と考えられる。

2.3.7.3 今後の予定
現在、再予報実験による試験を繰り返し行っており、
その検証結果を元に、ガイダンスなどの精度も含めて、
2021年度中に現業化を判断する。CPS3の現業化まで
には、2段階 SST法を介した全球EPSの予測精度評価
と業務化に向けた開発も合わせて行う予定である。今
後も、国内外の季節予報ユーザーの社会経済活動に役
立つより良いプロダクトを提供できるよう、季節 EPS

の予測精度向上を図っていく。
なお、気象庁では 2020年 10月よりコペルニクス気
候変動サービス20(C3S)への季節予測データ提供を開
始した。C3Sでは、海外数値予報センターの季節予測
データを使ったマルチモデルアンサンブルのプロダク
トも作成されるため、途上国の気象機関だけでなく、研
究機関の方々にも当庁の季節予測プロダクトを利用し
やすくなっている。

20 https://climate.copernicus.eu/
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メンバーの構成に対して、赤字で示した点を改良・高度化している。
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図 2.3.58 赤道波解析の比較（上段：OLRそのもののパワースペクトル、下段：統計的に顕著なOLRスペクトルピーク）。2001
～2007年の大気上端外向き長波放射（OLR）に対する、左から衛星観測、開発中の CPS3予測、CPS2予測の結果。
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図 2.3.60 G3Aの運用スケジュール例。10日同化ウィンド
ウ（前半 5日で IAU、後半 5日で観測値同化）を持つ、遅
延解析と速報解析を組み合わせた 5ストリームを構成。遅
延解析は翌日の速報同化に繋がるような同化ウィンドウを
設定する。ストリーム毎に色分けし、■は IAU、●は観測
値同化のウィンドウを示す。
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2.3.8 気象庁第 3次長期再解析 (JRA-3Q)の本計算
進捗

2.3.8.1 はじめに
季節予報や気候系監視を的確に行うためには、過去
の気候を出来るだけ正確に把握しておくことが重要で
あり、長期間にわたり均質かつ高品質な気候データセッ
トが不可欠である。このため、過去数十年にわたって蓄
積した観測データを最新の数値予報技術を用いて解析
し直す「長期再解析」により過去の気候を再現する取組
みが主要な数値予報センター等において継続して行わ
れている21。日本においても、気象庁と（一財）電力中
央研究所が共同で実施した JRA-25長期再解析 (Onogi

et al. 2007)から取組みが始まった。更に、気象庁はよ
り長期間の高品質な気候データセットの作成を目的に、
2回目となる気象庁 55年長期再解析 (JRA-55; 古林ほ
か 2015)を実施し、季節予報や気候系監視をはじめと
する気象庁業務で活用している。
現在、長期再解析データの更なる品質向上を図るた
め、現行の JRA-55実施以降の全球数値解析予報シス
テムの開発成果とデータレスキューや衛星データの再
処理による過去の観測データ拡充の成果を活用した気
象庁第 3次長期再解析 (Japanese Reanalysis for Three

Quarters of a Century; JRA-3Q)の本計算を実施して
いる。JRA-3Q では 1940年代末以降を対象としてお
り、1990年代以降（ストリーム A）の本計算が 2021

年度初め頃に、1960年代～1980年代（ストリーム B）
及び 1940年代末～1950年代（ストリーム C）の本計
算についても 2021年度中に完了する予定である。
本項では、JRA-3Qで用いるデータ同化システム（第

2.3.8.2小節）と境界条件及び強制場（第 2.3.8.3小節）
の概要について、JRA-55で用いたものからの変更点
を中心に説明を行う。その後、ストリーム A期間につ
いて、観測データの概要 (第 2.3.8.4小節)及び既に計
算が完了した期間（本稿執筆 2020年 12月時点で 2013

年まで）の品質評価結果 (第 2.3.8.5小節)を述べる。

2.3.8.2 データ同化システム
表 2.3.7に JRA-3Qのデータ同化システムの概要と、
比較のために JRA-55のデータ同化システムの概要を
合わせて示す。JRA-3Qは 2018年 12月時点の現業全
球データ同化システム (JMA 2019)の低解像度（TL479

解像度）版に基づいており、JRA-55実施以降の現業
システムにおける開発成果が反映されている。例えば、
物理過程の大幅な改良により（表 2.3.8）、放射収支、地
表面顕熱・潜熱フラックス、降水分布等における系統
誤差が縮小した気象庁の全球スペクトルモデル (GSM)

が利用されている。また、新スーパーコンピュータシ
ステム（2018年 6月運用開始）における計算機資源増
強により JRA-55よりも高解像度化されている。

21 詳細なリストについては、https://reanalyses.orgを参
照。

(1) 背景誤差分散
背景誤差分散については動的推定を行っていないが、
非衛星期間である 1972年以前及び旧世代の衛星観測
システムを用いる 1973年 1月～1998年 7月の期間に
ついては、背景値の誤差が増加することを考慮するた
めに、対数比湿以外の制御変数の背景誤差分散をそれ
ぞれ 50%及び 11%増加させている（ストリームC期間
についても別途調整予定）。これらのスケーリングファ
クターは、Desroziers et al. (2005)による観測空間で
の背景誤差の診断法を、1999/2000年を対象にしてそ
れぞれ行った衛星排除インパクト実験及びTOVS／改
良型 TOVS(ATOVS)衛星観測システム比較実験の D

値（観測値－背景値）に適用して得たものである。

(2) 陸面解析
JRA-55ではオフライン版気象庁生物圏モデル (SiB)

を大気モデルの出力で強制することにより陸面解析値
を作成したが (古林ほか 2015)、観測に基づいた大気強
制力を与えておらず、オフラインモデルを用いる利点
が活用されていないことを踏まえ、JRA-3Qでは予報
モデルの陸面予報値をサイクルさせることとした。た
だし、毎日 18UTCの陸面解析値には積雪深解析の結
果を反映させている。

(3) 積雪深解析
JRA-3Qでは、JRA-55と同様、積雪深解析の第一
推定値を陸面解析の積雪深と衛星積雪域から作成し、
その後、2次元最適内挿法 (2D-OI)で SYNOP積雪深
観測を同化している (古林ほか 2015)。JRA-55では積
雪深解析処理における 2つの不具合が見つかっている。
1つ目は、海岸部の積雪データの内挿処理の不具合に
より海岸付近の積雪深が非現実的な値となる問題であ
る (気象庁 2015)。JRA-3Q ではその様な問題が再発
しないよう、不具合の修正及び積雪深解析値の上限値
(5m)を設定している。2つ目は、衛星積雪域に負バイ
アスがある領域（海岸付近等）で衛星積雪域が第一推
定値として利用された場合に、2D-OIにおいて正イン
クリメントがバイアス特性の異なる陸面解析積雪深を
第一推定値とする周辺地域にまで広がり、周辺地域の
積雪深解析値が過大となる傾向が見られることである。
JRA-3Qではこの欠点を改善するために、第一推定値
の作成において衛星積雪域の利用可否を判定する際に
SYNOP積雪深観測も参照するよう変更している（表
2.3.9）。

2.3.8.3 境界条件及び強制場
(1) 海面水温及び海氷
ストリームA期間については、西岸境界流付近の海
面水温の急峻な水平勾配が大気境界層に与える影響を
より適切に表現できるよう、衛星観測に基づいた 0.25

度解像度のMGDSST(栗原ほか 2006)を利用している。
ストリームB及びC期間については、海面水温の時空
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表 2.3.7 JRA-55と JRA-3Qで用いたデータ同化システムの仕様
JRA-55 JRA-3Q

解析期間 1958年以降 1940年代末以降

基本システム
2009年 12月時点の気象庁現業シス
テム (JMA 2007, 2013)

2018年 12月時点の気象庁現業システム (JMA 2019)

水平解像度 TL319（約 55km） TL479（約 40km）
鉛直層 0.1hPaまでの 60層 0.01hPaまでの 100層
解析手法 4次元変分法（インナー解像度T106） 4次元変分法（インナー解像度 TL319）

2006年まで：RAOBCORE V1.4 RISE(RICH with solar elevation dependent) v1.7.2

ラジオゾンデ気温 　 (Haimberger et al. 2008) 　 (Haimberger et al. 2012)

観測バイアス補正 2007年以降：RAOBCORE V1.5 　・周辺地点との比較に基づいたバイアス推定
　 (Haimberger et al. 2012) 　・季節依存性の考慮（1979年以降）
　・ERAに基づいたバイアス推定

衛星輝度温度
RTTOV-9.3 (Saunders 2008) RTTOV-10.2 (Saunders et al. 2012)

　・計算精度向上
　・温室効果ガス濃度変動の考慮

陸面解析 オフライン SiB 予報モデルの陸面予報値をサイクル

SST及び海氷
COBE-SST（1度格子） 1990年まで：COBE-SST2（1度格子）(Hirahara et al. 2014)

　 (Ishii et al. 2005) 1985年頃以降：MGDSST（0.25度格子） (栗原ほか 2006)

　・重複期間は複数ストリームにより並行作成

オゾン
1978年まで：気候値 MRI-CCM2(TL159L64) (Deushi and Shibata 2011)

1979年以降：MRI-CCM1(T42L68) 　・新しいモデルを用いて全期間作成
　 (Shibata et al. 2005)

表 2.3.8 JRA-55と JRA-3Qで用いた予報モデルの仕様
JRA-55 JRA-3Q

改良の効果2009年 12月時点の気象庁GSM 2018年 12月時点の気象庁 GSM

(JMA 2007, 2013) (本田・坂本 2019)

長波放射
散光因子近似を用いたバンド射
出率法 2方向吸収近似

・成層圏気温プロファイルの改
善

雲放射

ランダムオーバーラップ（短波） マキシマム・ランダムオーバーラップ
（短波）

・放射収支の改善水雲粒光学特性の見直し
積雲上昇流域の雲量診断の導入

エーロゾル
陸上型、海上型 硫酸塩、黒色炭素、有機炭素、海塩、鉱

塵 ・放射収支の改善

積雲対流
Arakawa-Schubertスキーム Arakawa-Schubertスキーム

・エネルギー収支補正方法の適正化 ・降水分布の改善
・融解・蒸発過程の改良 ・加熱プロファイルの改善

雲

Smithスキーム Smithスキーム：雲水量計算法の改良 ・対流圏中層乾燥バイアスの緩
和

層積雲： 川合 (2004) 層積雲：発動条件に相対湿度の閾値を
追加

・過剰な層積雲を抑制

雲氷落下スキームの改良 ・放射収支の改善

接地境界層
Monin-Obukhov相似則 Monin-Obukhov相似則
・非反復解法 (Louis et al. 1982) ・普遍関数法 ・顕熱・潜熱の過剰バイアスの

緩和
非地形性重
力波抵抗

Rayleigh 摩擦（50hPa から上
層） Scinocca (2003) ・QBOの表現改善

陸面
生物圏モデル (SiB) (佐藤 1989) 改良型 SiB

・温度 1層、水分 3層 ・土壌層 7層（温度・水分共通） ・地上気温の日変化の表現改善
・雪 1層 ・積雪 4層（最大）

海氷
1層海氷モデル 4層海氷モデル

・極域の低温バイアスが改善
開水・海氷排他格子 開水・海氷混在格子

間変動特性の表現向上のためのリコンストラクション
手法、及び、品質の向上した海氷データを用いた、現
場観測に基づいた 1度解像度のCOBE-SST2(Hirahara

et al. 2014)を利用する。

(2) オゾン
JRA-3Qでは、予報モデルの放射過程及び、衛星赤外
測器輝度温度同化における放射伝達計算の入力データ
として、下部成層圏のオゾン濃度ピークの過小バイア
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表 2.3.9 積雪深解析第一推定値の作成方法（*は JRA-3Qで追加）
陸面過程の積雪深 有 有 無 無
衛星積雪域 有 無 有 無
SYNOP積雪深* 有 無

第一推定値
陸面過程の積雪深 陸面過程の積雪深* 0cm 0cm 0cm

（微調整有） （解析対象） （解析対象） （解析対象外）

スが改善したMRI-CCM2(Deushi and Shibata 2011)

を用いて作成されたオゾン再解析データを使用する。
同データの作成において、MRI-CCM2を駆動する気
象場として、1958年以降の期間は JRA-55データを利
用し、JRA-55の開始年より前の 1957年以前の期間は
JRA-3Q予備実験データを利用する予定である。衛星オ
ゾン全量観測データのナッジングについては、Level 2

データを新たに取得して独自に均質化したものが 1979

年以降の期間に利用されているのに対し (Naoe et al.

2020)、1978年以前の期間は利用可能なデータが存在
せず、ナッジングは行われていない。このため、1978

年以前のオゾン再解析データについては 1979年以降
のデータに対して均質となるよう緯度・高度 2次元ス
ケーリングファクターを用いてオゾン混合比のバイア
ス補正を行っている。また、1hPaより上層のオゾン再
解析値には過剰バイアスがあるため、1991～1997年の
オゾン混合比平均値を SPARCの HALOE／MLS月
別気候値 (Randel et al. 1998)に一致させる緯度・高度
2次元スケーリングファクターを用いてバイアス補正
を行っている（全期間）。

2.3.8.4 ストリーム A期間に利用する観測データ
ストリーム A期間の観測データは、JRA-55で整備
した観測データセット (古林ほか 2015)を基本としつ
つ、気象庁気象衛星センターがひまわり 8号用の大気追
跡風 (AMV)導出アルゴリズムをひまわり 5号 (GMS-

5)からひまわり 7号 (MTSAT-2)に適用して新たに作
成した再処理 AMV(Abe et al. 2018) を始めとする、
再処理や再較正により均質性が向上した衛星データ等、
JRA-55実施以降に新たに利用可能となった観測データ
セットを可能な限り収集して利用している（表 2.3.10、
図 2.3.61）。
JRA-3Q で用いる熱帯低気圧ボーガスについては、

JRA-55 と異なり、気象庁の台風ボーガス作成手法
(JMA 2019)を用いて全領域で熱帯低気圧ボーガスを自
主作成し利用している。これにより、JRA-55で見られ
た、熱帯低気圧周辺風での算出方法の不具合による、解
析された熱帯低気圧強度の不自然な長期変化が解消さ
れる。熱帯低気圧ボーガス作成に用いるベストトラック
データについては、1951年以降の北西太平洋領域は気
象庁データ、それ以外の期間・領域は IBTrACS(Knapp

et al. 2010) v03r05を利用している。気象庁の台風ボー
ガス作成手法ではベストトラックの中心位置、中心気
圧、15 m s−1強風半径を利用するが、このうち強風半
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図 2.3.61 ストリーム A 期間に利用する衛星観測データ
（2020年 12月時点の予定を含む）。濃い陰影は JRA-55か
らの追加期間及び再較正・再処理データによる更新期間を
表す。

径についてはベストトラック作成機関により特性が顕
著に異なる。気象庁の台風ボーガス作成手法は気象庁
ベストトラックに基づいて開発されたものであること
から、他機関の強風半径データでは適切な熱帯低気圧
ボーガスを算出できない。このため、強風半径を用い
るのは気象庁データのみとし、他機関データでは気象
庁データから作成した回帰式を用いて中心気圧から算
出した強風半径推定値を用いている。
上記に加えて、JRA-55実施以降に現業システムで
利用開始された新しい観測システムである地上 GNSS

の天頂遅延量と高波長分解能赤外探査計の輝度温度を
JRA-3Qでは利用している。地上GNSS天頂遅延量に
ついては、1994～2014年の期間は気象研究所作成の再
処理データを、それ以降の期間は現業取得データを利
用している。
なお、JRA-3Qでは、JRA-55と同様、地上気圧観
測データの同化により対流圏下層高気圧性インクリメ
ント－乾燥化フィードバックが生じることを避けるた
め、アマゾン川流域の地上気圧観測データを完全に排
除した (古林ほか 2015)。更に 、JRA-3Qでは同様の
理由によりアフリカ大陸熱帯域でも地上気圧観測デー
タを完全に排除している。
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表 2.3.10 ストリーム A期間に用いる観測データソース。無地のセルで示された観測データは JRA-55以降に追加、又は再較
正・再処理されたもの、陰影のセルで示された観測データは JRA-55で用いたものと同じものである。

データ提供元
データ種別、及びデータ提供元による識
別名 期間 備考

従来型データ
ECMWF ～2002 年 8 月 Uppala et al. (2005)

気象庁
ストリーム A 全期間

GAME 及び SCSMEX 1998 年 4 月～1998 年 10 月
山中大学氏 ラジオゾンデ（インドネシア） 1991 年 11 月～1999 年 5 月 Okamoto et al. (2003)

RIHMI 積雪深（ロシア） ～2008 年 12 月
http://meteo.ru/english/climate/
snow.php

UCAR 積雪深（米国） ～2011 年 8 月 doi:10.5065/B6MM-RS76

中国地面気象記録月報 積雪深（中国） ～2006 年 12 月 印刷物からデジタル化
IMH 積雪深（モンゴル） ～2007 年 12 月

熱帯低気圧ベストトラック
NOAA/NCEI IBTrACS v03r05 ～2012 年 12 月 Knapp et al. (2010)

気象庁 ストリーム A 全期間

地上 GNSS 天頂遅延量
気象研究所小司禎教室長 再処理地上 GNSS 天頂遅延量 1995 年 1 月～2014 年 8 月
気象庁 2014 年 9 月～

衛星輝度温度

ECMWF
HIRS 及び SSU ～2001 年 12 月

Uppala et al. (2005)
AMSU-A 1998 年 8 月～2003 年 5 月

NOAA/NCDC SSM/I ～2004 年 12 月
NOAA/NCEI MSU CDR V1.0 ～2006 年 12 月 doi:10.7289/V51Z429F

NOAA/CLASS
AMSU-A 1998 年 8 月～2012 年 12 月
SSM/I ～2012 年 12 月

気象庁

AIRS, IASI, CrIS 2008 年 7 月～
AMSU-A 及び MHS 2003 年 6 月～
SSM/I, SSMIS, AMSR2 2006 年 3 月～
GMI 2017 年 5 月～
ATMS 2016 年 11 月～
SAPHIR 2014 年 7 月～
CSR 2005 年 6 月～

気象庁気象衛星センター
GMS-5、GOES 9、MTSAT-1R再処
理 CSR 1995 年 7 月～2009 年 12 月

宇宙航空研究開発機構

再較正 TMI V05A（8 相当） 1998 年 2 月～2015 年 4 月
再較正 AMSR-E V4.400.400 2002 年 6 月～2011 年 10 月
再較正 AMSR2 V2.220.220 2012 年 7 月～2016 年 8 月
再較正 GMI V05A 2014 年 3 月～2017 年 5 月

EUMETSAT
SSM/T-2, AMSU-B, MHS FCDR
v4.1 1994 年 7 月～2017 年 12 月 Hans et al. (2019)

Meteosat CSR 2001 年 1 月～2009 年 8 月

EUMETSAT CM SAF SSM/I, SSMIS FCDR E3 ～2015 年 12 月
doi:10.5676/EUM SAF CM/
FCDR MWI/V003

AMV

EUMETSAT
再処理 Meteosat-3～-7 ～2000 年 12 月 van de Berg et al. (2001)

Meteosat-5～-7 2001 年 1 月～2001 年 2 月

気象庁
Meteosat, GOES, Himawari 2001 年 1 月～
AVHRR, MODIS 2004 年 6 月～

気象庁気象衛星センター
再処理 GMS-4 ～1995 年 6 月
再処理 GMS-5、GOES 9、MTSAT 1995 年 6 月～2015 年 7 月 Abe et al. (2018)

ECMWF GOES ～1996 年 1 月 Uppala et al. (2005)

CIMSS 再処理 GOES 1995 年 1 月～2015 年 7 月 Wanzong et al. (2014)

散乱計海上風

EUMETSAT OSI SAF
ERS/AMI CDR 1992 年 3 月～2001 年 1 月 doi:10.15770/EUM SAF OSI 0009

QuikSCAT/SeaWinds CDR 1997 年 7 月～2009 年 11 月 doi:10.15770/EUM SAF OSI 0002

Metop-A/ASCAT CDR 2007 年 1 月～2014 年 3 月 doi:10.15770/EUM SAF OSI 0006

気象庁 Metop/ASCAT 2014 年 4 月～

GNSS-RO 屈折角

EUMETSAT ROM SAF

CHAMP CDR v1.0 2001 年 9 月～2008 年 9 月 doi:10.15770/EUM SAF GRM 0004

COSMIC CDR v1.0 2006 年 4 月～2016 年 12 月 doi:10.15770/EUM SAF GRM 0003

Metop CDR v1.0 2006 年 10 月～2016 年 12 月 doi:10.15770/EUM SAF GRM 0002

Metop ICDR 2017 年 1 月～2017 年 7 月
GRACE CDR v1.0 2007 年 2 月～2016 年 12 月 doi:10.15770/EUM SAF GRM 0005

気象庁
COSMIC, Metop, GRACE,
TerraSAR-X, TanDEM-X 2017 年 1 月～

2.3.8.5 ストリーム A期間本計算の品質評価
ここでは JRA-3Qデータ同化システムの基本性能の
評価として、2日予報スコア及びラジオゾンデ観測デー
タに対する背景値の適合度を示すとともに、JRA-3Q

データの基本特性の評価として、対流圏下層から下部
成層圏の全球平均気温時系列、及び、全球エネルギー
収支を示す。
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図 2.3.62 JRA-3Q、JRA-55、JRA-25及び現業全球データ
同化システムの 500hPa高度 2日予報 RMS誤差。検証対
象はそれぞれの解析値。値は直前の 12か月間の平均値を
表す。(a)北半球中・高緯度、(b)南半球中・高緯度。

(1) 2日予報スコア
データ同化システムで用いているものと同じ予報モ
デルによる延長予報の対初期値検証スコアを比較する
ことにより、各データ同化システムにおける解析値・
予報値の整合性、観測システムの変遷の影響、プロダ
クトの時間的均質性等を推察できる。
図 2.3.62と図 2.3.63はそれぞれ、北半球及び南半球
の中・高緯度 500hPa高度 2日予報と熱帯域対流圏上
層及び下層の風ベクトル 2日予報について、JRA-3Q、
JRA-55、JRA-25及び現業全球データ同化システムの
二乗平均平方根 (RMS)誤差を示している。予報スコ
アの良い順に JRA-3Q、JRA-55、JRA-25となってお
り、データ同化システムの着実な性能向上の効果が認
められる。また、再処理衛星データの取得・利用等に
よる観測データの拡充・品質向上も予報スコア向上に
寄与しているものと考えられる。特に、JRA-3Qでは
1990年代の南半球中・高緯度の 500hPa高度 RMS誤
差が大きく改善した結果、他の期間・領域との予報ス
コアの差が縮小しており、プロダクトの均質性が向上
していると言える。これは、TOVS輝度温度の間引き
間隔縮小（JRA-55では 250kmのところを JRA-3Qで
は 125kmに変更）及び背景誤差分散の調整（第 2.3.8.2

小節 (1)）の効果と考えられる。

(2) ラジオゾンデ観測データに対する背景値の適合度
対背景値D値（観測値－背景値）は、背景誤差や観
測誤差といったデータ同化システムの調整パラメータ
に対して独立であることから、その統計から予報モデ
ルの性能や観測データのバイアス等の評価に有益な情
報を得ることができる。ここでは、JRA-3Q、JRA-55

及び JRA-25で使用したラジオゾンデ気温観測の対背
景値D値の全球平均及びRMSの時系列の比較を行う。
30hPa付近では、JRA-3QのRMSは JRA-55と同程
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図 2.3.63 JRA-3Q、JRA-55、JRA-25及び現業全球データ
同化システムの熱帯域風ベクトル 2日予報 RMS誤差。検
証対象はそれぞれの解析値。値は直前の 12か月間の平均
値を表す。(a)250hPa、(b)850hPa。

度であるが、D値平均値はピナツボ火山噴火後（1991

年）に増大しており、成層圏の昇温の表現が弱いこと
を示唆している（図 2.3.64(a)、(b)）。
250hPa付近では、JRA-55の D値時系列は対流圏
上層に高温バイアスがあったことを示している（図
2.3.64(c)）。一方、JRA-3Q では、対流圏上層の高温
バイアスが大幅に解消しており、ラジオゾンデ気温観
測との整合性が非常に良くなっていることが分かる。
850hPa付近では、JRA-25、JRA-55、JRA-3Qとも
にD値平均値が正の方向にシフトしており、対流圏下
層の低温バイアスを示唆しているが、JRA-3Qでは D

値平均値が減少しており、低温バイアスが緩和してい
ることが分かる（図 2.3.64(g)）。

(3) 対流圏下層から下部成層圏の全球平均気温時系列
近年の再解析データセットにおける長期変化傾向の
再現性については、衛星輝度温度のバイアス補正手法
の高度化等により、旧世代のものと比べて概ね改善し
ている (例えば、 Simmons et al. 2014)。他方、現在の
充実した観測システムに対して最適化されたデータ同
化システム（特に背景誤差共分散）を観測データの少な
い過去期間に適用した場合に、モデルバイアスを十分
に拘束できず、時間的均質性が損なわれる事例も報告
されている (例えば、 Simmons et al. 2020)。JRA-3Q

データは数十年規模変動や気候変化に関する研究を含
む幅広い分野において利用が期待されるため、その時
間的均質性を評価しておくことは非常に重要である。
ここでは、JRA-25、JRA-55及び独立した観測データ
セットで再現されている長周期変動や長期変化傾向と
の比較を行う。
図 2.3.65は、対流圏下層から下部成層圏までの 4層
の気温偏差を 82.5°N～82.5°Sの領域で平均したものに
ついて、JRA-3Qの月別時系列と、JRA-25、JRA-55
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図 2.3.64 JRA-25、JRA-55及び JRA-3Qで使用したラジオゾンデ気温観測対背景値 D値の全球平均、及び RMSの時系列

及び独立な観測データセットのものとの比較を示して
いる。独立な観測データセットとして、ここでは、ハド
レーセンターのラジオゾンデ気温プロダクト (HadAT2;

Thorne et al. 2005) とリモートセンシングシステム
(RSS)のMSU及びAMSUマイクロ波探査計気温デー
タ V4.0(Mears and Wentz 2016, 2017)を用いる。
JRA-3Qの全球平均気温では、ピナツボ火山噴火後
の 1991年の下部成層圏を除き、JRA-55と同様にRSS

V4.0と非常によく似た変動が再現されており、JRA-55

と同程度の時間的均質性を有していることが分かる。
他方、JRA-3Qの下部成層圏では 1991年のピナツボ
火山噴火後の昇温量が小さい傾向がある。火山性エーロ
ゾルの年々変動については、JRA-25、JRA-55、JRA-

3Qのいずれの予報モデルでも考慮されていないことか
ら、昇温量の表現の違いは主にラジオゾンデ観測デー
タのインパクトの違いと考えられる。JRA-3Qで利用
している背景誤差共分散は、現在の充実した観測シス
テムに対して最適化されたもので、水平相関距離が短
い。このため、観測データの少ない過去期間において
モデルバイアスを十分に拘束できない場合があり得る
ことが、観測データのインパクトの違いの要因の一つ
と推測される。水平相関距離の違いが観測データのイ

ンパクトに及ぼす影響については、今後、詳細な調査
が必要と考えられる。

(4) 全球エネルギー収支
再解析ではデータ同化により生じる解析インクリメ
ントにより、エネルギーバランスが厳密には保たれて
いない。ゆえに、エネルギーバランスの再現性評価は、
データ同化システム、特に予報モデルの物理過程の性
能評価となり得るとともに、海洋・陸面モデルへの大
気入力データとしての品質評価にもなり得る。
表 2.3.11と表 2.3.12は、大気上端と地表面それぞれ
における JRA-25、JRA-55、JRA-3Qで再現された年
平均全球エネルギーバランス及びWild et al. (2013)

の見積りを示している。JRA-3Qのエネルギーバラン
スは、表 2.3.8に示した予報モデルの物理過程の総合
的な改善により、JRA-55と比べると概ねWild et al.

(2013)の見積りに近い値が再現されており、特に、過
剰だった潜熱フラックスが大幅に減少している。正味
フラックスについても、JRA-55では大気上端、地表
面ともに全球平均で上向きに約 10 W m−2の大きな不
均衡があったが、JRA-3Qではバイアスが概ね半減し
ていることが分かる。
他方、大気上端外向き赤外放射と地表面下向き太陽
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図 2.3.65 (a)下部成層圏、(b)対流圏上層、(c)対流圏中層、
(d)対流圏下層の気温偏差の 82.5°N～82.5°Sの領域平均の
12か月移動平均値の時系列。RSS V4.0の時系列はMSU
チャンネル 4、3、2の観測値とその対流圏下層への外挿値
であるのに対し、HadAT2、JRA-3Q、JRA-55、JRA-25
の時系列は気温から計算したMSU等価量である。偏差は
JRA-3Qを除きそれぞれのデータセットの 1979～1998年
の期間の月気候値に対して計算されている。JRA-3Q の
偏差については JRA-55 の月気候値に対して計算されて
いる。

放射にはWild et al. (2013)の不確実性の幅を超える
過剰バイアスがあり、その原因について、今後、詳細
な調査を行う必要がある。

2.3.8.6 まとめと今後の予定
長期再解析データの更なる品質向上を図るため、現
行の JRA-55実施以降の全球数値解析予報システムの
開発成果とデータレスキューや衛星データの再処理に
よる過去の観測データ拡充の成果を活用した JRA-3Q

の本計算を現在実施している（ストリームA期間の本
計算は本稿執筆 2020年 12月時点で 2013年まで実施）。
2日予報スコア及びラジオゾンデ観測データに対する
背景値の適合度による評価では、上記成果の活用によ
り JRA-55から更にプロダクトの品質が向上している
ことが示された。JRA-55の主要な問題点の一つであっ
た、大気上端及び地表面の全球平均正味エネルギーフ
ラックスにおける上向きに約 10 W m−2の大きな不均
衡については、予報モデルの物理過程の総合的な改善
により、JRA-3Qではバイアスが概ね半減した。
他方、JRA-3Qの下部成層圏では 1991年のピナツボ
火山噴火後の昇温量が小さい傾向があるといった問題
点も明らかとなった。その要因として、予報モデルに
おいて火山性エーロゾルの年々変動が考慮されていな
いことに加え、JRA-3Qで利用している背景誤差共分

散は現在の充実した観測システムに対して最適化され
たもので、観測データの少ない過去期間においてモデ
ルバイアスを十分に拘束できない場合があり得ること
が推測される。将来の再解析においては、放射強制力
の表現の精緻化、観測システムへの変遷に対してデー
タ同化システムを効果的に適合させるための調整方法
について、検討すべきと考えられる。
JRA-3Q本計算は、ストリーム A期間を 2021年度
初め頃に、ストリーム B及び C期間を 2021年度中に
完了する予定である。ストリームA期間の評価で示さ
れたとおり、JRA-3Qのデータ同化システムではモデ
ルバイアスが軽減したことにより、観測システムの変
遷の影響を受けにくく、JRA-3Qの全期間を通した時
間的均質性が JRA-55から更に向上することが期待さ
れる。引き続き、本計算残り期間の観測データの拡充
を図るとともに、プロダクトの品質評価を進める予定
である。
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表 2.3.11 大気上端の年平均全球エネルギーバランス (W m−2)。JRA-25、JRA-55及び JRA-3Qの値は 2002～2008年の期
間平均であるのに対し、Wild et al. (2013)の値は 21世紀初頭における現在気候を代表している。括弧内の値は不確実性の
幅を表している。

Wild et al. (2013) JRA-25 JRA-55 JRA-3Q

太陽放射入射量 340(340,341) 341 341 341

太陽放射反射量 100(96,100) 95 100 97

外向き赤外放射 239(236,242) 255 251 250

正味下向きフラックス 7.9 -10.0 -5.5

表 2.3.12 地表面の年平均全球エネルギーバランス (W m−2)。JRA-25、JRA-55及び JRA-3Qの値は 2002～2008年の期間
平均であるのに対し、Wild et al. (2013)の値は 21世紀初頭における現在気候を代表している。括弧内の値は不確実性の幅
を表している。

Wild et al. (2013) JRA-25 JRA-55 JRA-3Q

下向き太陽放射 185(179,189) 197 189 190

太陽放射反射量 24(22,26) 25 26 23

太陽放射吸収量（地表面） 161(154,166) 172 164 166

太陽放射吸収量（大気） 79(74,91) 75 77 78

下向き赤外放射 342(338,348) 327 338 340

上向き赤外放射 397(394,400) 399 400 400

顕熱 20(15,25) 20 20 21

蒸発 85(80,90) 91 93 89

正味下向きフラックス 0.6(0.2,1.0) 11.6 11.2 -4.4
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2.3.9 波浪モデル
2.3.9.1 波浪アンサンブル予報システムの改良
気象庁では、波浪の早期注意情報（警報級の可能性）
で必要となる波浪の確率論的予測情報を提供するため、
波浪アンサンブル予報システム (Wave ENsemble pre-

diction System, WENS) を運用している (高野 2016)。
なお、波浪アンサンブルの予測結果は、WMOの荒天
予測計画 (Severe Weather Forecasting Programme,

SWFP)を支援するための気象庁 SWFPウェブサイト
上の波浪予測図 https://www.data.jma.go.jp/gmd/

waveinf/wens/wave.html提供の用途でも活用されて
いる。
2020年 3月 24日には、波浪アンサンブルを 1.25度
格子から 0.5度格子に高解像度化するとともに、モデ
ルに浅海効果22を導入し、浅海域での波浪予測精度の
向上を図った。
2020年度には、第 2.3.3項で報告されている全球ア
ンサンブル予報システム（全球 EPS）のアンサンブル
メンバー数の 27メンバーから 51メンバーへの増強に
合わせて、波浪アンサンブルのアンサンブルメンバー
数を 51に増強する開発を行った。メンバー数増強の効
果を確認するため、変更予定の全球 EPS 51メンバー
予報結果を大気外力として用いた波浪アンサンブルの
実験を実施した。実験期間は、暖候期 2019年 6月 20

日～10月 21日、寒候期 2019年 11月 20日～2020年 3

月 11日である。比較対象とするコントロール実験は現
業波浪アンサンブル（アンサンブルメンバー数 27）の
予測結果である。ここでは寒候期実験の精度検証結果
を、図 2.3.66、図 2.3.67に示した。51メンバー実験で
の有義波高アンサンブル平均のバイアス、RMSE（図
2.3.66）は現業 27メンバー予測に対して中立であった。
また、図 2.3.67に示した信頼度曲線でも 51メンバー
実験と現業 27メンバー予測はほぼ同等であるものの、
波高 6 m超過確率では予測確率 50 % 以上で 51メン
バー実験の方が 1:1の線に近づく結果となっていた。暖
候期実験の結果（図略）も同様の結果であった。この
ように 51メンバー実験を実施した結果、概ね中立以上
の結果が得られたことから、2020 年度末の全球 EPS

改善と同時に、波浪アンサンブルのアンサンブルメン
バー数増強を現業化する予定である。

2.3.9.2 波浪モデルの高解像度化に向けた開発
現在、気象庁では波浪注意報・警報のための基礎とな
る波浪予測を行うための決定論波浪モデルとして、全
球波浪モデルと沿岸波浪モデルを運用している (竹内ほ
か 2012)。これら波浪モデルの精度向上に向け、2020

年度には全球波浪モデルの高解像度化に向けた開発を
行ってきた。現在の全球波浪モデルの解像度は 0.5度

22 浅海効果とは、水深の浅い海域（浅海域）に波が進入した
際に海底地形の影響を受けて副次的に発生する屈折や砕波な
どの現象や、回折や反射など波の変形等の効果を総称したも
のである。

図 2.3.66 波浪アンサンブルでの有義波高アンサンブル平均
の対衛星観測検証結果。左図がバイアス、右図が RMSE。
緑線が CNTL（現業 27メンバー）、赤が 51メンバー実験
の結果。

図 2.3.67 波浪アンサンブル 72時間予報の信頼度曲線。左
図は波高 3 m超過の確率予報、右図は波高 6 m超過の確
率予報に対応する。緑線が CNTL（現業 27メンバー）、赤
が 51メンバー実験の結果。

(≈55km)であるが、これを 0.25度 (≈20km)にする計
画である。さらに、波浪モデルで波浪を的確に予測す
るためには、解像度に応じた海陸分布と水深データを
入力として与える必要がある。このため、海陸分布に
ついては GSHHG (Global Self-consistent, Hierarchi-

cal, High-resolution Geography Database; Wessel and

Smith 1996)、水深については GEBCO 2020 (GEBCO

Compilation Group 2020) を入力として、波浪モデル
の解像度に適した地形表現となるようデータ作成等を
行った。これらを用いて今後、高解像度版の全球波浪
モデルの予報実験等を進めていく予定である。

参考文献
GEBCO Compilation Group, 2020:

GEBCO 2020 Grid. doi:10.5285/

a29c5465-b138-234d-e053-6c86abc040b9.

高野洋雄, 2016: 波浪アンサンブルシステムと週間波浪
ガイダンス. 量的予報技術資料（予報技術研修テキ
スト）, 79–84.

竹内仁, 高野洋雄, 山根彩子, 松枝聡子, 板倉太子, 宇都
宮忠吉, 金子秀毅, 長屋保幸, 2012: 日本周辺海域に
おける波浪特性の基礎調査及び波浪モデルの現状と
展望. 測候時報, 79, S25–58.

Wessel, P. and W. H. F. Smith, 1996: A Global Self-

consistent, Hierarchical, High-resolution Shoreline
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2.3.10 高潮モデル
2.3.10.1 はじめに
気象庁は、台風や発達した温帯低気圧によって引き
起こされる高潮を予測するため、二種類の高潮モデル
を運用している。一つは日本国内の高潮注意報・警報発
表のための日本域高潮モデル (林原 2011)、もう一つは
WMO高潮監視スキーム (Storm Surge Watch Scheme,

SSWS) に基づき台風委員会メンバー（国および地域）
に高潮予測情報を提供するためのアジア域高潮モデル
である (Hasegawa et al. 2017)。2020年度には、数値
予報開発センターにおいて、これらの高潮モデル改良
に向けた以下の開発を行った。

• 日本域高潮モデルで使用する台風ボーガスの改善
• MSM 51時間予報を用いた日本域高潮モデルの予
報時間延長

以下では、それぞれの開発内容について述べる。

2.3.10.2 日本域高潮モデルで使用する台風ボーガス
の改善

日本域高潮モデルでは、予報時間内に台風が日本沿
岸付近に接近すると予測される場合、MSMを大気外
力とした高潮計算のほかに、熱帯低気圧情報を元に作
成した台風ボーガスを用いた 5通りの計算を行ってい
る。これら複数の予報結果は、台風進路予報の不確実
性に伴う高潮予測の不確実性を評価するために用いら
れる。
現行の台風ボーガスは、Fujita (1952)のパラメトリッ
クな気圧・風速分布を仮定しており、陸の影響による
海上風の減衰を考慮していないため、湾内や内海での
高潮の過大予測の原因となっている。これを改善する
ために、Westerink et al. (2008)が提案した沿岸域で
の海上風減衰手法の利用を検討した。Westerink et al.

(2008)の手法では、沿岸付近の各海格子にて、風向毎
に風上側の陸面粗度長を重み付け平均し、それと海上
の粗度長の比から沿岸付近での海上風速の減衰係数を
計算する。この手法を応用する際の陸面粗度長として
は、2019年の各月のメソ解析の結果を用いた。本手法
を適用した高潮モデル実験結果では、期待通りこれま
での過大予測傾向が抑制され、空振り率が低減するこ
とが分かった（図略）。一方で捕捉率の低下も認められ
たため、原因を調査したところ、従来のパラメータ決
定手法は強風が吹く範囲が小さめに評価され、台風中
心から離れた領域で高潮が過小に予測されるというこ
とが分かった。
これに対応するため、台風ボーガスで用いているFu-

jita (1952)の式での台風の大きさを決定するパラメー
タ r0の決定手法の見直しを行った。従来のパラメータ
決定法では、台風進行方向右側の風速が最大となる方
向で、熱帯低気圧情報の暴風円半径（50 kt半径）で風
速が 50 ktとなるように調整していたが、今回の修正
案では、 (1) 暴風円半径の円上に任意個の分点を取り、

図 2.3.68 日本域高潮モデルでの 3～12時間予報における空
振り率（上段）、捕捉率（下段）。横軸は潮位偏差。図中、
橙線は現業高潮モデル、緑線は台風ボーガス改良を適用し
た高潮モデルの予測スコアである。

(2) 各分点で「50kt半径で風速 50kt」を満たすよう r0

を決定し、 (3) 平均した r0を採用、とするように変更
した。これにより、台風中心から離れた領域での風速
が熱帯低気圧情報に整合するよう改善される（図略）。
上記二点の変更を適用した高潮モデルの精度を評価
するため、2015～2018年の台風事例（全 1303初期値）
を対象に高潮モデル予測実験を行い、現業高潮モデル
の予測結果との比較検証を行った。検証に用いた観測
データは、気象庁、港湾局、海上保安庁、国土地理院
等が運用する潮位観測点の観測値である。図 2.3.68で
現業高潮モデル（図中橙線）と今回の台風ボーガス改
良を適用した高潮モデルの予測結果（図中緑線）を比
較すると、ボーガス改良版で空振り率は有意に低下す
る一方で、捕捉率は改良前とほぼ同等か閾値によって
はやや改善であった。また、2018年台風第 21号などの
顕著な高潮事例で事例検証を行った結果でも、現在の
現業高潮モデルが実況より過大傾向であったのが、今
回の 2つの台風ボーガス改善を適用することで、実況
に近づくことが確認できた（図略）。
上に示したように、Westerink et al. (2008)の手法
を適用し陸地の影響を考慮することで、内湾等でのこ
れまでの過大予測傾向を抑制して空振り率を低下させ
るとともに、新しいパラメータ決定手法の採用により
現行の高潮モデルと同水準の捕捉率を維持できること
が確認できた。この結果を踏まえ、今回開発した台風
ボーガス改善を現業高潮モデルに適用する予定である。

2.3.10.3 日本域高潮モデルの予報時間延長
現在の日本域高潮モデルの予報時間は 39時間であ
る。これは大気外力の一つとして用いているMSMの
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図 2.3.69 予報期間毎の潮位偏差散布図。横軸は潮位偏差観
測値、縦軸はMSMを大気外力として用いた高潮モデル予
測値（単位は cm）。左図は 25～39時間予報、右図は 40～
51時間予報の検証結果。

予報時間が 39時間であることを考慮したものである。
一方で台風時の防災対応のためには、より長い高潮予
測のリードタイムが必要とされている。また、2019年
にはMSMの 00,12UTC初期値の予報時間が 51時間
に延長されている。これらの背景を考慮し、日本域高
潮モデルの予報時間延長に向けて 51時間予報実験とそ
の精度検証を行ったので、その結果を以下に示す。予
報実験は 2019～2020年の台風事例における 00,12UTC

初期値、全 150初期値について行った。図 2.3.69は、
MSMを大気外力とした高潮モデル予測結果を潮位観
測点での潮位偏差観測値と比較した散布図である。延
長された 40～51時間予報の結果（図 2.3.69右図）はそ
の前の予報期間 25～39時間の結果（左図）と比較して
極端な精度の悪化は見られない。また、図 2.3.70にて
各予報期間の空振り率、捕捉率を確認したところ、予
報期間によってスコアの違いは見られるものの、40～
51時間予報はそれ以前の期間のスコアと概ね同程度の
値を示していた。
このように、高潮モデルの予報時間を 51時間に延長
する実験を行った結果、一定の精度が確認されたこと
から、上述の台風ボーガスの改善と共に高潮モデル予
報時間延長の現業数値予報システムへの適用を今後進
める予定である。

参考文献
Fujita, T., 1952: Pressure distribution within ty-
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Hasegawa, H., N. Kohno, M. Higaki, and M. Itoh,

2017: Upgrade of JMA ’s Storm Surge Prediction

for the WMO Storm Surge Watch Scheme (SSWS).

RSMC Tokyo-Typhoon Center Technical Review,
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林原寛典, 2011: 気象庁の高潮数値予測モデルについ
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Feyen, John H Atkinson, Clint Dawson, Hugh J
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図 2.3.70 予報期間毎の空振り率（左列）、捕捉率（右列）。
上段は 13～24 時間予報、中段は 25～39 時間予報、下段
は 40～51時間予報のスコアである。横軸は潮位偏差。図
中、紫線はMSMを用いた高潮予測、橙線は台風ボーガス
を用いた高潮予測のスコアである。

to channel-scale unstructured grid hurricane storm

surge model applied to southern Louisiana. Mon.
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2.3.11 海況監視予測システム
第 2.2.13項で述べたように、2020年度には日本沿岸
海況監視予測システム（MOVE/MRI.COM-JPN、以
下 JPNシステムと記す）の現業化を行った。同システ
ムの仕様詳細は第 2.2.13項にゆずるが、現業化にあたっ
ては、気象研究所にて開発されたMRI.COM(Tsujino

et al. 2017; Sakamoto et al. 2019)および海洋データ同
化システムMOVE/MRI.COM(Hirose et al. 2019)を
ベースとして、以下のような変更を行った。

• 大気外力としてGSMや全球 EPS等の大気予測値
を使って現業運用ができるよう改修した。

• 海洋データ同化に用いる船舶などの現場水温・塩
分観測データは約 1か月遅れで入電するものもあ
ることを考慮し、これら観測データを最大限活用
するために約 50日さかのぼってデータ同化を行
う遅延解析と、予報モデルの初期値を作成するた
めの速報解析の二系統を用意した。

• 気象庁スーパーコンピュータシステム (NAPS10)

向けの高速化を行った。
• 入出力格子点データを数値予報ルーチンの標準フ
ォーマットである NuSDaSに対応させた。
なお、これまで数値予報ルーチン上の海況監視予測
システムとしては、旧システムである北西太平洋海洋
データ同化システム MOVE/MRI.COM-WNP(石崎ほ
か 2009)と、JPNシステムのプロトタイプである瀬戸内
海監視予測システムMOVE/MRI.COM-Seto(平原ほか
2017)が運用されてきた。JPNシステムが現業化された
ことを受け、MOVE-Setoはその役目を終えたことから
2020年 11月に運用を終了した。MOVE/MRI.COM-

WNPについては、データ提供の継続性の観点から一
年程度の並行運用を行った後、運用を終了する予定で
ある。
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2.3.12 化学輸送モデル
2.3.12.1 黄砂解析予測システム
気象研究所では、本システムで利用している全球エー
ロゾルモデルやデータ同化に関する研究・開発を進め
ている。これらの研究・開発成果については、黄砂予
測の精度改善が確認された後、本システムへの反映を
検討する。また、本システムのデータ同化で利用して
いる静止気象衛星ひまわりの光学的厚さ（AOT）解析
プロダクトについて、そのリトリーバルアルゴリズム
の改良を進める大気海洋部業務課気象技術開発室に協
力している。

2.3.12.2 紫外線予測システム
全球化学輸送モデルの改良
気象研究所では、本システムで利用している全球化
学輸送モデルやデータ同化に関する研究・開発を進め
ている。特に、下部成層圏付近のモデルバイアス軽減
に向けて、全球化学輸送モデルの鉛直層数の増強など
に取り組んでいる。これらの研究・開発成果について
は、紫外線予測の精度改善が確認された後、本システ
ムへの反映を検討する。
オゾン再解析データの作成
気象庁第 3次長期再解析（JRA-3Q）のために、気
象研究所の技術協力を得て、衛星観測によるオゾン全
量データを同化した高精度なオゾン再解析の計算を実
施している。2020年度は、2020年 1～12月までのオ
ゾン再解析データを作成し、1944～1957年について作
成を開始した。また、JRA-3Qが 2021年度に準リアル
タイムでの運用を開始する予定であることから、これ
にあわせてオゾン再解析も同様に運用できるよう作業
を行っている。

2.3.12.3 大気汚染気象予測システム
東日本や西日本を対象とした水平解像度 5 kmの高解
像度版領域化学輸送モデルへの地上オゾン観測データ
同化手法 (池上ほか 2017)の導入及び高頻度化（1日 1

回→ 3回）の開発を進めている。地上オゾン濃度が一
般に高くなる時間帯と大気汚染気象予報現業での利用
がともに日中であることから、より直近の観測データ
を同化した結果を現業利用できるように、3回のモデ
ルの実行は早朝から昼頃に集中させる予定である。こ
れらの開発については、予測の精度改善を確認した後、
本システムへの反映を検討する。

2.3.12.4 二酸化炭素解析システム
現在、本システムで用いられている二酸化炭素輸送モ
デルは、全球数値予報モデル（GSM）をベースに開発
したオンラインモデル（GSAM-TM）23 であり、2015

年度に約 180 kmの水平分解能で運用を開始し、2020

23 Nakamura et al. (14-18 Dec. 2015)参照。モデル自身で
二酸化炭素を輸送する気象場を計算することで大気中の二酸
化炭素の移動の様子を精緻に計算することが可能となり、二
酸化炭素濃度解析の計算精度が大きく改善した。

図 2.3.71 大気 CO2 解析に使用する観測点の分布。南米や
アフリカなど観測地点がほとんどない地域が存在する。気
象庁 HPから引用。

図 2.3.72 温室効果ガス観測衛星 GOSATによる 2020年 5
月の観測。世界温室効果ガスデータセンター（WDCGG）
のサイトから引用。

年 2月にはより細かい情報を提供するために水平分解
能の高解像度化を行った（約 180km→ 約 110km）。一
方、大きな課題として、二酸化炭素解析の入力データ
に用いている観測地点の偏在（図 2.3.71）があり、世
界全体の均質的な解析に大きな支障となっている。そ
の対応として、広範囲を一様な品質で観測する衛星観
測（図 2.3.72）の利用が考えられることから、気象研
究所では衛星観測データの同化利用のための開発が進
められてきた。その結果、温室効果ガス観測技術衛星
GOSATのデータ同化利用について一定の成果が得ら
れたことから、2021年度中の導入を目指して本システ
ムの開発を進めている。2020年度は、逆解析24 への衛
星データ導入に向けたプログラムの改修を中心に作業
を行い、実験環境の整備に取り組んだ。
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2.3.13 WGNE熱帯低気圧検証
2.3.13.1 はじめに
気象庁は数値実験作業部会 (WGNE) 25の枠組みの
中で、現業数値予報センターの全球モデルによる熱帯
低気圧予測の国際相互比較検証を 1991年から実施し
ており、毎年開催されるWGNE会合にて当庁から熱
帯低気圧予測の相互比較検証を報告している。本項で
は、WGNE第 35回会合26 で発表した 2018年および
2019年に対する熱帯低気圧予測の検証結果の概略につ
いて述べる。

2.3.13.2 熱帯低気圧検証に用いた数値予報センター
の予測データと検証手法

2018年および 2019年の熱帯低気圧予測の国際比較
に参加した数値予報センターはオーストラリア気象
局 (BoM)、中国気象局 (CMA)、カナダ気象センター
(CMC)、ドイツ気象局 (DWD)、欧州中期予報セン
ター (ECMWF)、フランス気象局 (FRN)、韓国気象
庁 (KMA)、米国環境予測センター (NCEP)、米国海軍
研究所 (NRL)、英国気象局 (UKMO)に気象庁 (JMA)

を加えた 11センターである。表 2.3.13に WGNE熱
帯低気圧予測の国際相互比較検証に参加した数値予報
センターとその予測データの仕様を示す27。
WGNE熱帯低気圧予測の検証には梅津・森安 (2013)

に述べられた手法を採用している。主な手法は以下の
とおりである。

• 北西太平洋、北東太平洋、北大西洋、北インド洋、
南インド洋、オーストラリアの 6 領域別に検証
する。

• モデル予測値における熱帯低気圧の中心は、海面
更正気圧の極小値を追跡することから求める。

• 地区特別気象センター (RSMC)が作成したベスト
トラックデータを参照値として、進路予測誤差、
強度予測誤差を算出する。

25 数値予報モデルと気候モデルを用いた数値実験に関わる研
究開発を推進するため、世界気候研究計画 (WCRP)合同科学
委員会 (JSC)と世界気象機関 (WMO)研究評議会 (Research
Board)の合同部会として設置されている専門部会

26 http://wgne.meteoinfo.ru/meetings/

wgne35-meeting-presentations/
27 数値予報モデルの解像度で記された T, TL, TCo

は三角形波数切断を意味し、直後の数字は切断波
数を表す。T の場合は二次格子、TL の場合は線
形格子、TCo は ECMWF で採用された三次八面
体 格 子 (https://www.ecmwf.int/en/elibrary/
19747-part-iii-dynamics-and-numerical-procedures)
を意味する。C は NCEP で採用された立方体格子
(https://www.gfdl.noaa.gov/fv3/fv3-grids/) を意味
し、直後の数字は立方体の各面における X方向、Y方向の
格子数を表す。FRN の C2.2 は可変格子で最も高解像度と
なる欧州付近の解像度を 2.2 倍とする係数 (Courtier and
Geleyn 1988) を意味する。また、L は鉛直層を意味し、直
後の数字は層数を表す。

2.3.13.3 熱帯低気圧検証の結果
WGNE 熱帯低気圧検証結果から、北西太平洋域を
対象とした検証結果の一部を示す。北西太平洋域には
2018年、2019年の両年とも 29個の熱帯低気圧が存在
していた。
まず、図 2.3.73に進路予測誤差を示す。どちらの年
も、ECMWFやUKMOの誤差が最も小さかった。ま
た、2019年には DWDも ECMWFや UKMOと同程
度の誤差となっていた。JMAは NCEPや KMAと共
に 3–5 番目の集団の中に入っていた。図 2.3.74 は 72

時間進路予測誤差の経年変化図である。各センターと
も年々変動は大きいが、長期的には誤差減少の傾向で
ある。NCEPを除くすべての数値予報センターで 2019

年の進路予測誤差が、2018年よりも大きく、2019年は
北西太平洋の熱帯低気圧の進路予測がやや難しかった
と考えられる。ここ数年に注目すると、ECMWF等の
先進的な数値予報センターの進路予測精度の向上が鈍
化し、72時間予測の進路予測誤差が 200 km程度に停
滞している傾向が見られた。
次に、強度予測について述べる。初期値における中
心気圧の散布図（図 2.3.75）から、当庁を含めた多くの
数値予報センターで中心が深い熱帯低気圧ほど初期値
でベストトラックよりも浅くなる傾向が見られた。72

時間予測（図 2.3.76）でも同様に、浅く予測する事例が
多いが、予測時間が進むにつれて、ベストトラックよ
りも深く予測する（過発達）事例も存在した。NCEP

では 2018年では過発達傾向が頻繁に見られていたが、
2019年になって過発達の頻度が減少し、これまでの傾
向から変化が見られた。これは、2019年 6月の新しい
力学フレーム導入時の物理過程の改良によるものであ
る (Chen et al. 2019)。

2.3.13.4 まとめ
2018年と 2019年に対するWGNE熱帯低気圧予測
の相互比較検証結果を報告した。進路予測の単年の数
値予報センター間比較では、ECMWFとUKMOの進
路予測精度がよく、当庁は第 2集団の中に入っていた。
進路予測の経年変化では、年々変動も大きいものの、
どの数値予報センターも少しずつ誤差が減少していた。
一方で、ECMWF等の先進的な数値予報センターの進
路予測精度の向上が鈍化し始めていた。
強度予測では、多くの数値予報センターで中心気圧
予測が浅い傾向が見られる一方、予測時間が進むと過
発達する事例も見られた。過発達の傾向が強い NCEP

では、2019年においてはその頻度が減少していた。
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表 2.3.13 WGNE熱帯低気圧予測の国際相互比較検証に参加した数値予報センターと予測データの仕様。

数値予報センター
検証参加
開始年

検証に利用した
データの水平解像度

（経度 x緯度 （単位 °））

数値予報モデルの解像度
(km で示した水平格子間隔は
おおよその距離を示す)

BoM 2003 0.3516 x 0.2344 25 km L70

CMA 2004 0.2813 x 0.2813 TL639L60 (30 km)

CMC 1994 1.0 x 1.0
25 km L80 2019 年 7 月 2 日以前

15 km L84 2019 年 7 月 3 日以降

DWD 2000 0.25 x 0.25 13 km L90

ECMWF 1991 0.125 x 0.125 TCo1279L137 (9 km)

FRN 2004
0.25 x 0.25 2019 年 7 月 4 日以前

0.1 x 0.1 2019 年 7 月 5 日以降

TL1198C2.2L105 (7.5 km–37 km)

2019 年 7 月 4 日以前

TL1798C2.2L105 (5 km–24 km)

2019 年 7 月 5 日以降

JMA 1991 0.25 x 0.25 TL959L100 (20 km)

KMA 2010
0.2344 x 0.1563 2018 年 6 月 5 日以前

0.1406 x 0.094 2018 年 6 月 6 日以降

17 km L70 2018 年 6 月 5 日以前

10 km L70 2018 年 6 月 6 日以降

NCEP 2003 0.5 x 0.5
T1534L64 (13 km) 2019 年 6 月 11 日以前

C768L64 (13 km) 2019 年 6 月 12 日以降

NRL 2006 0.5 x 0.5 T425L60 (31 km)

UKMO 1991 0.1406 x 0.094 10 km L70

図 2.3.73 北西太平洋域における熱帯低気圧の予測時間別進路予測誤差。左が 2018年、右が 2019年を示す。

図 2.3.74 北西太平洋域における熱帯低気圧の 72時間進路予測誤差の経年変化。
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図 2.3.75 北西太平洋域における初期値での熱帯低気圧中心気圧の散布図。左が 2018年、右が 2019年を示す。横軸にベスト
トラック、縦軸に初期値での中心気圧 [hPa]をとり、対角線より下にプロットされている場合は、初期値がベストトラックよ
り過大であった事例、対角線より上にプロットされている場合は、過小であった事例を示す。

図 2.3.76 北西太平洋域における 72時間予測での熱帯低気圧中心気圧の散布図。左が 2018年、右が 2019年を示す。横軸にベ
ストトラック、縦軸に 72時間予測での中心気圧 [hPa]をとり、対角線より下にプロットされている場合は、予測値がベスト
トラックより過大であった事例、対角線より上にプロットされている場合は、過小であった事例を示す。

参考文献
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3409–3428.

Courtier, P. and J-F. Geleyn, 1988: A global numer-
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Quart. J. Roy. Meteor. Soc., 114, 1321–1346.

梅津浩典, 森安聡嗣, 2013: WGNE熱帯低気圧検証. 数
値予報課報告・別冊第 59号, 気象庁予報部, 98–111.
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第 3章 成果発表

3.1 学術論文

2020年 4月から 12月まで、数値予報開発センター（2020年 9月までは発足前の気象庁予報部数値予報課）の職
員が投稿した論文（共著も含む）を掲載する。

1. Ikuta, Y., H. Kusabiraki, K. Kawano, T. Anzai, M. Sawada, M. Ujiie, S. Nishimoto, Y. Ota, and M.

Narita, 2020: A New Data Assimilation System and Upgrading of Physical Processes in JMA’s

Meso-scale NWP System. WGNE Res. Activ. Earth System Modell., 50, 1.07–1.08.

2. Kadowaki, T., Y. Ota, and S. Yokota, 2020: Introduction of a new hybrid data assimilation system for

the JMA Global Spectral Model. WGNE Res. Activ. Earth System Modell., 50, 1.09–1.10.

3. Shimizu, H., M. Kazumori, and T. Kadowaki, 2020: Implementation of all-sky microwave radiance

assimilation into JMA’s global NWP system. WGNE Res. Activ. Earth System Modell., 50, 1.21–

1.22.

4. Matsukawa, C., H. Yonehara, and T. Kanehama, 2020: Evaluation of revised gravity wave parametriza-

tions using statistics of first-guess departures. WGNE Res. Activ. Earth System Modell., 50,

4.09–4.10.

5. Yamaguchi, H., M. Ikegami, K. Ochi, Y. Ota, R. Sekiguchi, and T. Takakura, 2020: Upgrade of JMA’s

Global Ensemble Prediction System. WGNE Res. Activ. Earth System Modell., 50, 6.17–6.18.

6. Yonehara, H., C. Matsukawa, T. Nabetani, T. Kanehama, T. Tokuhiro, K. Yamada, R. Nagasawa, Y.

Adachi, and R. Sekiguchi, 2020: Upgrade of JMA’s Operational Global Model. WGNE Res. Activ.

Earth System Modell., 50, 6.19–6.20.

7. Dutra, E., J. Muñoz-Sabater, S. Boussetta, T. Komori, S. Hirahara, and G. Balsamo, 2020: Environ-

mental Lapse Rate for High-Resolution Land Surface Downscaling: An Application to ERA5. Earth

and Space Science, 7, doi:10.1029/2019EA000984.

8. Hersbach, H., B. Bell, P. Berrisford, S. Hirahara, A Horányi, J. Muñoz-Sabater, J. Nicolas, C. Peubey,

R. Radu, D. Schepers, A. Simmons, C. Soci, S. Abdalla, X. Abellan, G. Balsamo, P. Bechtold, G.

Biavati, J. Bidlot, M. Bonavita, G. De Chiara, P. Dahlgren, D. Dee, M. Diamantakis, R. Dragani,

J. Flemming, R. Forbes, M. Fuentes, A. Geer, L. Haimberger, S. Healy, R. J. Hogan, E. Hólm,

M. Janisková, S. Keeley, P. Laloyaux, P. Lopez, C. Lupu, G. Radnoti, P. de Rosnay, I. Rozum,

F. Vamborg , S. Villaume, and J.-N. Thépaut , 2020: The ERA5 global reanalysis. QJRMS, 146,

1999–2049.

9. Okamoto, K., H. Owada, T. Fujita, M. Kazumori, M. Otsuka, H. Seko, Y. Ota, N. Uekiyo, H. Ishimoto,

M. Hayashi, H. Ishida, A. Ando, M. Takahashi, K. Bessho, and H. Yokota, 2020: Assessment of

the potential impact of a hyperspectral infrared sounder on the Himawari follow-on geostationary

satellite. SOLA, 16, 162–168.

10. van Niekerk, A., I. Sandu, A. Zadra, E. Bazile, T. Kanehama, M. Köhler, M.-S. Koo, H.-J. Choi, Y.

Kuroki, M. D. Toy, S. B. Vosper, and V. Yudin, 2020: COnstraining ORographic Drag Effects

(COORDE): A Model Comparison of Resolved and Parametrized Orographic Drag. JAMES, 12,

doi:10.1029/2020MS002160.
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3.2 国際会合

2020年 4月から 12月まで、数値予報開発センター（2020年 9月までは発足前の気象庁予報部数値予報課）の職
員が口頭・ポスター発表した国際会合を掲載する。

• ECMWF年次セミナー1 9月 14日–9月 18日 オンライン
– 氏家 将志「Development of the spectral-based dynamical core of the JMA operational global model」

(9月 18日 口頭発表)

• 第 42回欧州領域モデリング会合及び第 27回短期数値予報会合2 9月 28日–10月 2日 オンライン
– 成田 正巳3「Development of Limited-Area NWP Systems at JMA」(9月 28日 口頭発表)

• 数値実験作業部会 (WGNE)第 35回会合4 11月 2日–11月 5日 オンライン
– 氏家 将志「WGNE inter-comparison of Tropical Cyclone Track forecast 2018-2019」(11月 3日 口頭発
表)

• 第 15回東南アジア諸国連合地域気候予測フォーラム5 11月 23日、11月 25日、11月 27日 オンライン
– 小森 拓也「JMA Seasonal Prediction for Southeast Asian Climate for the winter 2020/2021」(11月 23

日 口頭発表)

• WMO第 7回観測システムの数値予報へのインパクトワークショップ6 11月 30日–12月 3日 オンライン
– 太田 行哉「Impact of all-sky radiance assimilation on tropical cyclone predictions at JMA」(11月 30

日 口頭発表)

• 欧州中期予報センター（ECMWF）・英国気象局（UKMO）合同陸面データ同化会合7 12月 14日 オンライン
– 越智 健太「Land surface analysis at JMA」(12月 14日 口頭発表)

1 https://www.ecmwf.int/en/learning/workshops/annual-seminar-2020
2 https://events.spacepole.be/event/94/
3 大気海洋部気象リスク対策課アジア太平洋気象防災センター
4 http://wgne.meteoinfo.ru/meetings/wgne35-meeting-presentations/
5 http://asmc.asean.org/events-fifteenth-session-of-the-asean-climate-outlook-forum-aseancof-15/
6 https://meetings.wmo.int/impact-workshop-7/
7 https://confluence.ecmwf.int/display/LDAS/ECMWF-UKMO+meeting+2020+12+14
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3.3 国内会合

2020年 4月から 12月まで、数値予報開発センター（2020年 9月までは発足前の気象庁予報部数値予報課）の職
員が口頭・ポスター発表した国内会合を掲載する。

• 日本気象学会台風研究連絡会 Virtual台風セミナー1 9月 7日–9月 8日 オンライン
– 西本 秀祐「渦 Rossby波に関する諸問題への解析解を用いたアプローチ」(9月 7日 口頭発表)

• 京都大学防災研究所台風研究会2 9月 17日–9月 18日 オンライン
– 野中 健一「大気追跡風の数値予報モデルにおける台風予報への効果と海上風監視への利用について」(9

月 17日 口頭発表)

• 日本気象学会秋季大会3 10月 25日–10月 31日 オンライン
– 千葉 丈太郎「層積雲スキーム改良による SST-SW フィードバックの改善」(10月 28日 ポスター発表)

– 米原 仁「台風防災の目標達成に向けて必要な技術開発（気象庁全球数値予報システム）」(10月 29日 ポ
スター発表)

– 西本 秀祐「Moisture Vortex Instability による台風内の擾乱の成長」(10月 30日 ポスター発表)

• 日本気象学会非静力学数値モデル研究連絡会 非静力学モデルに関するワークショップ4 11月 11日–11月 12日
オンライン

– 欠畑 賢之「気象庁メソアンサンブル予報システムの初期・側面境界摂動の改良」(11月 12日 口頭発表)

– 川田 英幸「気象庁メソアンサンブル予報システムの SPPT法の開発」(11月 12日 口頭発表)

• 日本海洋学会秋季大会5 11月 27日–11月 29日 オンライン
– 浅井 博明「気象庁現業海洋データ同化・予測システムの更新」(11月 27日 口頭発表)

• 統計数理研究所共同研究集会6 12月 18日、12月 25日 オンライン
– 吉田 拓馬「強結合データ同化における共分散局所化」(12月 25日 口頭発表)

1 http://www.itonwp.skr.u-ryukyu.ac.jp/Typhoon Research Group/
2 http://www.itonwp.skr.u-ryukyu.ac.jp/TCRM/
3 https://www.metsoc.jp/meetings/2020a
4 http://nhmws2020.kishou.go.jp
5 https://www.jp-c.jp/jos/2020FM/index.php
6 http://daweb.ism.ac.jp/workshop/SEE/ws202012.html
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3.4 数値予報課コロキウム

表 3.4.1: 2020年 4月から 12月までに開催した数値予報課コロキウム

開催日 発表者 発表表題

5月 14日 沢田 雅洋、氏家 将志、
草開 浩、西本 秀祐

MSM延長予報に向けた開発途中経過と実験検証結果の報告

5月 21日 小屋松 進、下地 和希1 全球解析におけるGOES-16AMVおよび ScatSat-1/OSCAT海
上風の新規利用（業務化試験報告）

5月 26日 岡部 いづみ2 局地解析におけるひまわり 8号 CSRデータ利用拡大について
（業務化試験結果報告）

5月 28日 中村 佑希 全球解析における航空機データ米国 1/50間引き設定の廃止 (性
能評価試験報告)

6月 4日 横田 祥、太田 洋一郎3、
門脇 隆志、小田 真祐子

全球 LETKFの初期値化の見直しとアンサンブルメンバー数増
強（開発進捗報告）

6月 18日 横田 祥、太田 洋一郎3、
門脇 隆志、小田 真祐子

全球ハイブリッド同化のアンサンブルメンバー数増強（開発進
捗報告）

6月 25日 平原 洋一4、金浜 貴史 ECMWF長期出張・派遣報告（1）

7月 2日 平原 洋一4 ECMWF長期出張・派遣報告（2）マイクロ波放射モデルCMEM

の開発

7月 16日 欠畑 賢之、国井 勝4、
川田 英幸、河野 耕平、
白山 洋平

メソアンサンブル予報システム初期/境界摂動の改良（性能評価
試験報告）

7月 21日 森 祐貴、井上 卓也、
藤兼 典史

統合型ガイダンスの部内試験運用について

7月 27日 村田 英彦 全球解析におけるMetop-Cデータ（マイクロ波サウンダ）の利
用について（性能評価試験報告）

7月 30日 金浜 貴史 ECMWF派遣報告（3）地形由来の摩擦効果のパラメタリゼー
ション開発

8月 4日 宮岡 健吾、関口 亮平、
清水 宏幸、樋口 真悠子

気象庁全球モデル（GSM）における積雪深解析の開発進捗報告

8月 4日 越智 健太、関口 亮平、
樋口 真悠子

気象庁全球モデル（GSM）における土壌水分解析の開発進捗報
告

8月 6日 山口 春季、池上 雅明4、
越智 健太

全球アンサンブル予報システムのアンサンブルメンバー数増強

8月 6日 石井 恭介 東京レーダー・福岡 DRAWの利用再開（性能評価試験報告）

8月 20日 米原 仁、横田 祥、
門脇 隆志、山口 春季、
宮岡 健吾、関口 亮平、
越智 健太

気象庁全球モデル (GSM)の鉛直層増強、同化でのアンサンブ
ルメンバー数増強、及び陸面解析改良の性能評価試験報告

8月 25日 松林 健吾 英国気象局派遣報告 1（衛星シミュレーター・衛星リトリーバル
を用いたモデル検証、新しい対流スキーム CoMorphについて）

8月 25日 中村 佑希 飛行状態を考慮した気温バイアス補正の導入と航空機データ米
国 1/50間引き廃止 (性能評価試験報告)

9月 3日 黒木 志洸、氏家 将志、
米原 仁

GSM水平高解像度化に向けた力学過程の開発（進捗報告）

9月 10日 清水 宏幸 全球解析におけるマイクロ波水蒸気サウンダ全天同化の開発進
捗報告

9月 24日 亀川 訓男 全球解析におけるハイパースペクトル赤外サウンダ Metop-

C/IASIの利用に向けた開発進捗報告
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開催日 発表者 発表表題

9月 24日 野中 健一 全球解析における GOES-17 AMVの利用に向けた開発進捗報
告

10月 27日 米原 仁、横田 祥、
門脇 隆志、山口 春季、
宮岡 健吾、関口 亮平、
越智 健太

気象庁全球モデル (GSM)の鉛直層増強、同化でのアンサンブ
ルメンバー数増強、及び陸面解析改良の総合性能評価試験報告

11月 19日 横田 祥 全球解析における 4DEnVarとそれを用いた EDAの開発

11月 24日 大井川 正憲、秋元 銀河、
鍋谷 尭司

局地解析の鉛直層増強に関する開発経過報告

11月 26日 草野 直人、野中 健一 全球解析におけるGOES-17 CSR及びAMVの利用に向けた開
発進捗報告

12月 3日 草開 浩、北村 祐二、
沢田 雅洋、松林 健吾、
西本 秀祐

局地数値予報システムの更新（概要・性能評価）

12月 10日 松川 知紘 全球モデル（GSM）の地形性抵抗過程・非地形性重力波過程に
おける課題と解決に向けた開発

12月 24日 吉田 拓馬、杉本 裕之5、
小森 拓也、平原 翔二、
久保 勇太郎

次期全球海洋データ同化システム性能評価試験報告

1 気象衛星センター
2 気象研究所
3 文部科学省
4 数値予報課本課
5 大気海洋部気候情報課
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第 4章 連携・共同研究の報告

4.1 気象研究所との開発連携の報告

2020年 4月から 12月までの各モデル・システムにおける連携先の研究室とその内容を報告する。

1. 全球数値予報システム・アンサンブル予報システム

(a) 連携先 気象予報研究部第二研究室
内容 物理過程開発の協力

(b) 連携先 全球大気海洋研究部第一研究室
内容 全球モデル高解像度化開発の協力

(c) 連携先 気象観測研究部第四研究室
内容 全球モデル高解像度化開発の協力、現業システム改良に関する論文執筆、データ同化・利用に関す
る知見の共有

(d) 連携先 気象予報研究部第三研究室
内容 物理過程開発に関する知見の共有

(e) 連携先 気象予報研究部第四研究室
内容 物理過程開発に関する知見の共有

(f) 連携先 気象観測研究部第三研究室
内容 データ同化高度化に関する知見の共有

2. メソ・局地数値予報システム・アンサンブル予報システム

(a) 連携先 気象予報研究部第一研究室
内容 asuca・asuca-Var・MEPS開発の協力

(b) 連携先 気象予報研究部第二研究室
内容 物理過程開発の協力

(c) 連携先 気象観測研究部第四研究室
内容 asuca・asuca-Var・MEPS開発の協力、現業システム改良に関する論文執筆

(d) 連携先 台風・災害気象研究部第一研究室
内容 MEPS開発の協力、現業システム改良に関する論文執筆

(e) 連携先 気象予報研究部第三研究室
内容 物理過程開発に関する知見の共有

3. 観測データ利用
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(a) 連携先 気象観測研究部第三研究室
内容 衛星観測同化・同化高度化・感度解析開発の協力、データ同化・利用に関する知見の共有

(b) 連携先 気象観測研究部第四研究室
内容 レーダーデータ同化開発の協力、現業システム改良に関する論文執筆

(c) 連携先 気象観測研究部
内容 航空機観測データ利用に関する知見の共有

(d) 連携先 気象観測研究部第二研究室
内容 GNSS観測に関する知見の共有

4. 実験システム等、開発基盤

(a) 連携先 研究支援班
内容 開発の協力、知見の共有

5. AI技術

(a) 連携先 全球大気海洋研究部第三研究室
内容 ダウンスケーリング技術の知見の共有

6. 季節アンサンブル予報システム

(a) 連携先 全球大気海洋研究部第一研究室
内容 結合システム開発、物理過程開発協力

(b) 連携先 全球大気海洋研究部第二研究室
内容 地表面過程開発

(c) 連携先 全球大気海洋研究部第三研究室
内容 オゾン開発協力、エーロゾルに関する知見共有

(d) 連携先 全球大気海洋研究部第四研究室
内容 海洋モデル・海氷データ同化開発

(e) 連携先 全球大気海洋研究部第五研究室
内容 海洋・海氷データ同化開発

(f) 連携先 気象予報研究部第二研究室
内容 物理過程開発

(g) 連携先 気候・環境研究部第一研究室
内容 予測可能性に関する知見共有
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(h) 連携先 気候・環境研究部第三研究室
内容 エーロゾルに関する開発協力

7. 海況監視予測システム

(a) 連携先 全球大気海洋研究部第四・五研究室
内容 海況監視予測システムの開発主体

8. 高潮モデル

(a) 連携先 全球大気海洋研究部第五研究室
内容 高潮モデル開発の協力

9. 波浪モデル・波浪アンサンブル予報システム

(a) 連携先 全球大気海洋研究部第五研究室
内容 波浪モデル・波浪アンサンブル予報システム開発の協力

10. 紫外線予測システム

(a) 連携先 全球大気海洋研究部第一研究室
内容 全球化学輸送モデルの開発主体

11. 黄砂解析予測システム

(a) 連携先 気候・環境研究部第三研究室
内容 全球エーロゾルモデルの開発主体

12. 大気汚染気象予測システム

(a) 連携先 全球大気海洋研究部第三研究室
内容 領域化学輸送モデルの開発主体

13. 二酸化炭素解析システム

(a) 連携先 全球大気海洋研究部第三研究室、気象観測研究部第三研究室、気候・環境研究部第三研究室
内容 二酸化炭素輸送モデル開発の協力、同化システムの開発主体

14. 長期再解析

(a) 連携先 気候・環境研究部第一研究室
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内容 品質評価の共同実施

(b) 連携先 気象観測研究部第二・三研究室
内容 新しい観測システムに関するデータ・情報提供

4.2 気象衛星センターとの共同研究

1. 開発センター担当者 野中 健一
期間 2020年
開発名称 大気追跡風の精度向上へ向けての調査
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4.3 共同研究一覧

表 4.3.1: 開発センター職員が参加している共同研究（2020年 12月現在）

研究名称 研究種別 期間 (年度) 共同研究機関 開発センター職
員の研究分担等

アンサンブルデータ同化のための
最適摂動手法に関する研究

科研費基盤研
究 (B)

2016–2020 気象研究所、
東京大学大気海洋研究所

研究協力者：
横田 祥

粒子フィルタを用いた積乱雲の発
生・発達に関する不確実性の解明

科研費基盤研
究 (B)

2017–2020 気象研究所 研究協力者：
横田 祥

海盆間相互作用を介した西太平洋-

インドモンスーンと台風の年々変
動メカニズムの解明

科研費若手研
究 (B)

2017–2020 気象研究所 研究協力者：
久保 勇太郎

統合的気候モデル高度化研究プロ
グラム

文部科学省 2017–2021 東京大学 研究協力者：
古林 慎哉、
平原 翔二

結合データ同化システム開発の方
法と応用

科研費基盤研
究 (A)

2017–2021 統計数理研究所 研究協力者：
久保 勇太郎、
越智 健太

AI技術の導入による気象観測・予
測技術の高度化に向けた研究

共同研究 2018–2020 理化学研究所 共同研究者：
雁津 克彦、
森 祐貴、
井上 卓也、
高田 伸一、
井藤 智史、
白山 洋平、
藤兼 典史、
笹子 貴昭、
土田 尚侑

航空機運航におけるアンサンブル
予報情報の利用法の研究

宇宙航空研究
開発機構

2018–2020 宇宙航空研究開発機構 共同研究者：
井藤 智史

低気圧に伴う竜巻の階層構造と予
測可能性に関する基礎研究

科研費基盤研
究 (B)

2018–2020 東京大学 研究協力者：
横田 祥

新世代気象衛星のマルチバンド観
測を用いた台風の暖気核発達プロ
セスの解明

科研費基盤研
究 (C)

2018–2020 気象研究所 研究協力者：
村田 英彦

台風進路に関わる「藤原効果」の
再考

科研費基盤研
究 (B)

2018–2022 琉球大学、気象研究所 研究協力者：
氏家 将志、
沢田 雅洋

観測ビッグデータを活用した変分
法データ同化の高度化

研究活動ス
タート支援

2019–2020 気象研究所 研究協力者：
鍋谷 尭司、
大井川 正憲

メソアンサンブル予報を用いた河
川管理のための豪雨リスク推定に
関する研究

京都大学防災
研究所

2019–2020 京都大学防災研究所 共同研究者：
河野 耕平

気象庁における km-規模のハイブ
リッドデータ同化システムを用い
た GPM/DPRデータ同化手法の
高度化

第 2回地球観
測研究公募

2019–2021 宇宙航空研究開発機構 研究協力者：
秋元 銀河、
欠畑 賢之
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研究名称 研究種別 期間 (年度) 共同研究機関 開発センター職
員の研究分担等

ビッグデータ同化と AI によるリ
アルタイム気象予測の新展開

AIP 加速課
題（戦略的創
造研究推進事
業）

2019–2021 理化学研究所 共同研究者：
雁津 克彦、
森 祐貴、
井上 卓也、
高田 伸一、
井藤 智史、
白山 洋平、
藤兼 典史、
笹子 貴昭、
土田 尚侑

宇宙からのマイクロ波放射観測か
ら得られる水蒸気、雲、降水に関
する情報の気象庁数値予報システ
ムでの利用

第 2回地球観
測研究公募

2019–2021 宇宙航空研究開発機構 研究協力者：
村田 英彦、
太田 芳文、
亀川 訓男、
清水 宏幸、
草野 直人、
笠井 彩

衛星観測データを活用した次世代
炭素収支解析システムの構築

科研費基盤研
究 (C)

2019–2021 気象研究所 研究協力者：
中村 貴

最先端の地上大気観測とデータ同
化で、線状降水帯の予測精度はど
こまで向上するのか？

科研費基盤研
究 (B)

2019–2022 気象研究所 研究協力者：
横田 祥

高分解能大気モデル及び領域型気
候モデルの開発

東京大学大気
海洋研究所
（AORI）「特
定共同研究」

2020 東京大学 共同研究者：
氏家 将志、
米原 仁、
宮岡 健吾、
横田 祥、
齊藤 慧、
松川 知紘、
黒木 志洸、
市川 悠衣子

気象庁非静力学モデル asucaによ
る極端気象の再現の検証に関する
研究

東北大学 2020–2021 東北大学 研究協力者：
石田 純一、
佐藤 芳昭

防災・減災に資する新時代の大ア
ンサンブル気象・大気環境予測

「富岳」成果
創出加速プロ
グラム

2020–2022 東京大学、気象研究所、
海洋研究開発機構、
気象業務支援センター、
理化学研究所、
国立環境研究所、
東京工業大学

連携参加者：
佐藤 芳昭、
氏家 将志、
米原 仁、
沢田 雅洋、
黒木 志洸、
徳廣 貴之、
小森 拓也

気候変動に伴う黄砂の発生・輸送
に関する変動予測とその検出手法
に関する研究

環境研究総合
推進費

2020–2022 国立環境研究所 研究協力者：
鎌田 茜
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第 5章 委員・専門家等

5.1 国際機関の委員・専門家等

1. WMOインフラ委員会（INFCOM）

(a) 情報管理・技術常設委員会（SC-IMT）

• WMO統合全球観測システム（WIGOS）データ品質監視システムタスクチーム（TT-WDQMS）
太田 行哉（メンバー）

(b) 地球システムモデリング予測常設委員会（SC-ESMP）

• 現業気候予測システム専門家チーム（ET-OCPS）
小森 拓也（メンバー）

2. WMO研究評議会（Research Board）

• 数値実験作業部会（WGNE）
氏家 将志（部会員）

3. フォーカルポイント

• CBSリードセンター/データ品質モニタリング（地上観測）
太田 行哉（フォーカルポイント）

4. 世界気候研究計画 (WCRP)

• データ諮問会議 (WDAC) / 再解析相互比較タスクチーム (TIRA)

古林 慎哉（メンバー）

5. 全球気候観測システム (GCOS)

• 気候のための大気観測パネル (AOPC)

古林 慎哉（メンバー）

6. 海面高度科学チーム（OSTST）
浅井 博明（メンバー）

7. 北東アジア地域海洋観測システム (NEAR-GOOS)

• 海洋予測システム作業部会 (OFS-WG)

平原 幹俊（メンバー）

8. 世界天気研究計画 (WWRP)/世界気候研究計画 (WCRP)

• 季節内から季節予測 (S2S)技術委員会
久保 勇太郎（委員）
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5.2 国内機関の委員・専門家等

1. 公益社団法人日本気象学会

• 日本気象学会第 41期役員候補者選挙管理委員会委員
西本 秀祐

• 日本気象学会第 41期委員教育と普及委員会委員
黒木 志洸

• 日本気象学会第 41期委員講演企画委員会委員
平原 翔二

• 日本気象学会第 41期委員講演企画委員会委員
西本 秀祐

• 日本気象学会第 41期委員「天気」編集委員会委員
沢田 雅洋

• 日本気象学会第 41期委員国際学術交流委員会委員
太田 芳文

2. 気象庁・公益社団法人日本気象学会

• 気象研究コンソーシアム運営委員
石田 純一

3. 文部科学省

• 「統合的気候モデル高度化研究プログラム」「全球規模の気候変動予測と基盤的モデル開発」運営委員会
委員
佐藤 芳昭

4. 宇宙航空研究開発機構

• 衛星搭載風ライダー（DWL）分科会メンバー
野中 健一
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付録A 略語表

略語 原語 訳または意味
2D-OI 2 Dimensional Optimal Interpolation 2次元最適内挿法
3D-Var 3 Dimensional Variational method 3次元変分法
4DEnVar 4 Dimensional Ensemble Variational method 4次元アンサンブル変分法
4D-Var 4 Dimensional Variational method 4次元変分法
ABI Advanced Baseline Imager GOES-16,17に搭載されているイメージャ（ひまわ

り 8,9号に搭載の AHIと同じシリーズ）
ACC Anomaly Correlation Coefficient アノマリー相関係数
AD ADjoint Model 随伴モデル
AGCM Atmospheric General Circulation Model 大気大循環モデル
AHI Advanced Himawari Imager ひまわり 8号、9号に搭載されているイメージャ
AI Artificial Intelligence 人工知能
AIRS Atmospheric Infrared Sounder 大気赤外サウンダ（Aqua衛星に搭載）
AMI Active Microwave Instrument 能動型マイクロ波観測装置（ERS衛星に搭載）
AMSR2 Advanced Microwave Scanning Radiometer-2 高性能マイクロ波放射計 2

AMSR-E Advanced Microwave Scanning Radiometer for
EOS

高性能マイクロ波放射計（Aqua衛星に搭載）

AMSU-A Advanced Microwave Sounding Unit-A 改 良 型 マ イ ク ロ 波 気 温 サ ウ ン ダ
（NOAA,Aqua,Metop衛星に搭載）

AMSU-B Advanced Microwave Sounding Unit-B 改良型マイクロ波水蒸気サウンダ（15～17 号の
NOAA衛星に搭載）

AMV Atmospheric Motion Vector 大気追跡風
AOPC Atmospheric Observation Panel for Climate 気候のための大気観測パネル (GCOSの専門委員会)

AORI Atmosphere and Ocean Research Institute 東京大学大気海洋研究所
AOT Aerosol Optical Thickness エーロゾルの光学的厚さ
Aqua Aqua 米国の午後軌道地球観測衛星
ASCAT Advanced SCATterometer 改良型散乱計
asuca Asuca is a System based on a Unified Concept

for Atmosphere
気象庁MSM,LFMに用いるモデル

asuca-Var asuca Variational data assimilation system asucaに基づく変分法データ同化システム
ATMS Advanced Technology Microwave Sounder 改良型マイクロ波サウンダ（Suomi-NPP衛星に搭

載）
ATOVS Advanced TOVS 改良型 TOVS

AVHRR Advanced Very High Resolution Radiometer 改良型高分解能放射計（NOAA衛星等に搭載）
BGM法 Breeding of Growing Modes法 成長モード育成法
BI BIas score バイアススコア
BoM Bureau of Meteorology オーストラリア気象局
BSS Brier Skill Score 確率予測に関する統計指標の一つ
CBS Commission for Basic Systems 基礎システム委員会
CCM Chemistry-Climate Model 化学気候モデル
CDR Climate Data Record 気候データレコード
CERES Clouds and the Earth’s Radiant Energy System 地球放射収支計（TRMM衛星などに搭載）
CERES-EBAF CERES-Energy Balanced And Filled CERESによるフラックスデータセット
CHAMP CHAllenging Mini-satellite Payload ドイツ・米国の GNSS掩蔽観測衛星
CIMSS Cooperative Institute for Meteorological Satellite

Studies
（米国ウィスコンシン大学の）気象衛星研究共同研
究所

CLASS Comprehensive Large Array-data Stewardship
System

包括的大規模配列データ管理システム（NOAA の
衛星データ提供システム）

CM SAF Satellite Application Facility on Climate Moni-
toring

気候監視に関する衛星データ処理研究拠点

CMA China Meteorological Administration 中国気象局
CMC Canadian Meteorological Centre カナダ気象センター
CMEM Community Microwave Emission Modelling ECMWFのマイクロ波放射モデル
COBE-SST Centennial in situ Observation-Based Estimates

Sea Surface Temperature
現場観測データのみによる気象庁の全球海面水温解
析（値）

CoMorph Convection Morph UKMOの新しい対流スキーム
Coriolis Coriolis 米国の極軌道衛星。海上風観測を目的とする。

146



略語 原語 訳または意味
COSMIC Constellation Observing System for Meteorology,

Ionosphere, and Climate
米国と台湾との協力による 6機の GNSS掩蔽観測
用小型衛星群からなる観測システム

CPS Coupled Prediction System 季節アンサンブル予報システム
CrIS Cross-track Infrared Sounder 走査型赤外サウンダ（JPSSシリーズに搭載）
CRPS Continuous Ranked Probability Score 確率予測に関する統計指標の一つ
CryoSat CryoSat ESAの地球観測衛星。極地の氷を観測対象とする。
CSR Clear Sky Radiance 晴天放射輝度温度
DMSP Defense Meteorological Satellite Program 米空軍の軍事気象衛星
DPR Dual-frequency Precipitation Radar 二周波降水レーダー
DRAW Doppler Radar for Airport Weather 空港気象ドップラーレーダー
DWD Deutscher WetterDienst（ドイツ語） ドイツ気象局
DWL Doppler Wind Lidar ドップラー風ライダー
EARS EUMETSAT Advanced Retransmission Service EUMETSAT 拡張再配信サービス。元々は EU-

METSAT ATOVS Retransmission Serviceの略で
あったが、対象データの拡張に伴い名称が改められ
た。

ECMWF European Centre for Medium-Range Weather
Forecasts

欧州中期予報センター

EDA Ensemble of Data Assimilations データ同化アンサンブル
EDSR Enhanced Deep Super-Resolution network 深層学習を利用した超解像手法の一つ
EOS Earth Observing System (NASA) NASAの地球観測衛星
EPS Ensemble Prediction System アンサンブル予報システム
ERA ECMWF ReAnalysis ECMWF再解析
ERS European Remote Sensing satellite 欧州リモートセンシング衛星
ET-OCPS Expert Team on Operational Climate Prediction

System
現業気候予測システム専門家チーム

ETS Equitable Threat Score エクイタブルスレットスコア
EUMETSAT EUropean organisation for the exploitation of

METeorological SATellites
欧州気象衛星開発機構

FAR False Alarm Rate 誤検出率
FCDR Fundamental Climate Data Record 基本気候データレコード
FG First Guess 第一推定値
FT Forecast Time 予報時間
FY Feng Yun 中国の気象衛星「風雲」
GA Global Analysis 全球解析
GAME GEWEX Asia Monsoon Experiment GEWEXアジア・モンスーン実験
GCOM-W Global Change Observation Mission-Water 地球環境変動観測ミッション計画において、水循環

変動に関する観測を担当する衛星
GCOS Global Climate Observing System 全球気候観測システム
GEBCO General Bathymetric Chart of the Oceans 大洋水深総図
GEPS Global Ensemble Prediction System 気象庁の全球アンサンブル予報システム
GEWEX Global Energy and Water cycle EXperiment 全球エネルギー・水循環実験計画
GLCC Global Land Cover Characterization 全球土地被覆分類
GMI GPM Microwave Imager GPMマイクロ波イメージャ
GMS Geostationary Meteorological Satellite 日本の静止気象衛星
GNSS Global Navigation Satellite System 全球航法衛星システム
GNSS-RO GNSS - Radio Occultation GNSS掩蔽観測
GOES Geostationary Operational Environmental Satel-

lite
米国の静止気象衛星

GOSAT Greenhouse gases Observing SATellite 日本が打ち上げた温室効果ガス観測技術衛星。和名
は「いぶき」

GPM Global Precipitation Measurement 全球降水観測計画
GRACE Gravity Recovery And Climate Experiment 米国・ドイツの重力気候実験衛星
GSAM-TM Global Spectral Atmosphere Model - Transport

Model
GSMを用いた大気輸送モデル

GSHHG Global Self-consistent, Hierarchical, High-
resolution Geography Database

全球高解像度地形（海岸線、湖沼）ベクトルデータ

GSM Global Spectral Model 気象庁の全球スペクトルモデル
HadAT HADley Centre’s rAdiosonde Temperature prod-

uct
ハドレーセンターのラジオゾンデ気温プロダクト
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HALOE HALogen Occultation Experiment ハロゲン掩蔽実験
HIRS High resolution Infrared Radiation Sounder 高分解能赤外放射サウンダ（NOAA,Metop衛星に

搭載）
IASI Infrared Atmospheric Sounding Interferometer 赤外大気探査干渉計（Metop 衛星に搭載）
IAU Incremental Analysis Update 同化による修正量を強制力として一定の割合で与え

続ける手法
IBTrACS International Best Track Archive for Climate

Stewardship
気候管理に関する国際ベストトラックアーカイブ

ICDR Interim Climate Data Record 気候データレコード
IFS Integrated Forecast System 欧州中期予報センターの全球数値予報システム
IMH Institute of Meteorology and Hydrology (Mongo-

lia)
モンゴルの気象水文研究所

IMS Interactive Multi-sensor Snow and Ice Mapping
System

米国海洋大気庁国立気象衛星データ情報サービス作
成の積雪域プロダクト

INFCOM INFrastructure COMmission WMOインフラ委員会
ISRO Indian Space Research Organisation インド宇宙研究機関
Jason Jason 欧米共同運用の海面高度観測衛星
JMA Japan Meteorological Agency 気象庁
JMA-NHM JMA Non-Hydrostatic Model 気象庁非静力学モデル
JNoVA JMA Non-hydrostatic model based Variational

data Assimilation system
気象庁非静力学モデルに基づいた変分法データ同化
システム

JPSS Joint Polar Satellite System 米国の次世代現業極軌道衛星（NOAA 衛星の後継
計画）

JRA-25 Japanese 25-year ReAnalysis JRA-25長期再解析
JRA-3Q Japanese ReAnalysis for Three Quarters of a cen-

tury
気象庁第 3次長期再解析

JRA-55 Japanese 55-year ReAnalysis 気象庁 55年長期再解析
JSC Joint Scientific Committee 合同科学委員会
JST Japan Standard Time 日本標準時
KF Krain and Fritsch scheme ケイン・フリッチ積雲対流スキーム
KMA Korea Meteorological Administration 韓国気象庁
LAF法 Lagged Average Forecast法 時間ずらし平均法
LAI Leaf Area Index 葉面積指数
LES Large Eddy Simulation ラージエディ（大渦）シミュレーション
LETKF Local Ensemble Transform Kalman Filter 局所アンサンブル変換カルマンフィルタ
LFM Local Forecast Model 気象庁の局地モデル
MA Meso Analysis メソ解析
MASINGAR Model of Aerosol Species IN the Global Atmo-

spheRe
気象研究所全球エーロゾル輸送モデル

ME Mean Error 平均誤差
Megha-
Tropiques

Megha-Tropiques フランス・インドの地球観測衛星

MEPS Meso-scale Ensemble Prediction System 気象庁のメソアンサンブル予報システム
Meteosat Meteorological Satellite EUMETSAT の静止気象衛星
Metop Meteorological operational satellite EUMETSATの極軌道気象現業衛星
MGDSST Merged satellite and in situ data Global Daily

Sea Surface Temperature
気象庁の全球日別海面水温解析（値）

MHS Microwave Humidity Sounder マイクロ波水蒸気サウンダダ（NOAA, Metop 衛星
に搭載）

MLS Microwave Limb Sounder マイクロ波リムサウンダ
MODIS MODerate resolution Imaging Spectroradiometer 中分解能撮像分光放射計（Aqua, Terra 衛星に搭

載）
MOVE Meteorological Research Institute Multivariate

Ocean Variational Estimation
気象研究所開発の海洋データ同化システム

MRI.COM Meteorological Research Institute Community
Ocean Model

気象研究所共用海洋モデル

MSM Meso-Scale Model 気象庁のメソモデル
MSU Microwave Sounding Unit マイクロ波探査計（14 号以前の NOAA 衛星に搭

載）
MTSAT Multi-functional Transport SATellite （日本の）運輸多目的衛星
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MWHS MicroWave Humidity Sounder マイクロ波水蒸気サウンダ（FY 衛星に搭載）
MWRI Micro-Wave Radiation Imager 中国の FY-3 シリーズに搭載されたマイクロ波イ

メージャ
MYNN Mellor-Yamada Nakanishi-Niino scheme Mellor-Yamada-Nakanishi-Niino 境界層スキーム
NASA National Aeronautics and Space Administration 米国航空宇宙局
NCDC National Climate Data Center 米国気候データセンター
NCEI National Centers for Environmental Information 米国環境情報センター
NCEP National Centers for Environmental Prediction 米国環境予測センター
NDVI Normalized Difference Vegetation Index 正規化植生指数
NEAR-GOOS North-East Asian Regional - Global Ocean Ob-

serving System
北東アジア地域海洋観測システム

NESDIS National Environmental Satellite, Data, and In-
formation Service

米国環境衛星・資料情報局

NL Non-Linear Model 非線形モデル
NOAA National Oceanic and Atmospheric Administra-

tion
米国海洋大気庁

NRL Naval Research Laboratory 米国海軍研究所
NuSDaS NWP Standard Dataset System 数値予報標準データセットシステム
OFS-WG Working group on Ocean Forecasting System 海洋予測システム作業部会 (NEAR-GOOSの作業

部会)

OLR Outgoing Longwave Radiation 大気上端上向き長波放射
OSCAT OceanSat Scatterometer インドの極軌道衛星搭載のマイクロ波散乱計
OSISAF Satellite Application Facility on Ocean and Sea

Ice
海洋・海氷に関する衛星データ処理研究拠点

OSTST Ocean Surface Topography Science Team 海面高度科学チーム
QBO Quasi-Biennial Oscillation 成層圏準 2年周期振動
QC Quality Control 品質管理
QI Quality Indicator 品質指標
QuikSCAT Quick SCATterometer 米国の散乱計衛星
RAOBCORE RAdiosonde OBservation COrrection using RE-

analyses
再解析を用いたラジオゾンデ観測補正

RH Relative Humidity 相対湿度
RICH Radiosonde Innovation Composite Homogeniza-

tion
ラジオゾンデイノベーションの合成による均質化

RIHMI All-Russian Research Institute for Hydrometeo-
rological Information

全ロシア水文気象学情報研究所

RISE RICH with Solar Elevation dependent 太陽高度依存を考慮した RICH

RMS Root Mean Square 二乗平均平方根
RMSE Root Mean Square Error 二乗平均平方根誤差
ROMSAF Satellite Application Facility on Radio Occulta-

tion Meteorology
掩蔽気象学に関する衛星データ処理研究拠点

RSMC Regional Specialized Meteorological Centre 地域特別気象中枢
RSS Remote Sensing Systems リモートセンシングシステムズ（マイクロ波衛星観

測データの処理を行う米国の民間調査会社）
RTTOV Radiative Transfer for TOVS 高速放射伝達モデル
SAPHIR Soundeur Atmospherique du Profil d’Humidite

Intertropicale par Radiometrie
マイクロ波水蒸気探査計（Megha-Tropiques 衛星
に搭載）

Saral Satellite with ARgos and ALtiKa インドの太陽同期準回帰ダウンダスク軌道海洋観測
衛星

SCAN Soil Climate Analysis Network 米国の土壌観測ネットワーク
ScatSat ScatSat インドの海洋観測用極軌道衛星
SC-ESMP Standing Committee on Data Processing for Ap-

plied Earth System Modelling and Prediction &
Projection

地球システムモデリング予測常設委員会

SC-IMT Standing Committee on Information Manage-
ment and Technology

情報管理・技術常設委員会

SCSMEX South China Sea Monsoon EXperiment 南シナ海モンスーン実験
SEKF Simplified Extended Kalman Filter 簡略化した拡張カルマンフィルタ
SHEBA the Surface HEat Budget of the Arctic Ocean 北極海表面熱収支観測計画
SI Scattering Index 散乱インデックス
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SI Similarity index 類似度
SiB Simple Biosphere (model) 生物圏モデル
SPARC Stratosphere-troposphere Processes And their

Role in Climate
成層圏・対流圏の諸過程と気候影響研究（WCRP
の 4つのコアプロジェクトの 1つ）

SPPT Stochastically Perturbed Parametrization
(Physics) Tendency または Stochastic Perturba-
tion of Parametrization (Physics) Tendency

確率的物理過程時間変化率摂動法

SSM/I Special Sensor Microwave/Imager マイクロ波放射計（15号以前のDMSP衛星に搭載）
SSM/T-2 Special Sensor Microwave Water Vapor Profiler マイクロ波水蒸気サウンダ（15号以前の DMSP衛

星に搭載）
SSMIS Special Sensor Microwave Imager Sounder マイクロ波イメージャの機能を持つチャンネルとサ

ウンダの機能を持つチャンネルを搭載した放射計
SST Sea Surface Temperature 海面水温
SSU Stratospheric Sounding Unit 成層圏探査計（14号以前の NOAA衛星に搭載）
Suomi-NPP Suomi National Polar-orbiting Partnership 米国海洋大気庁が運用する極軌道衛星
SV Singular Vector 特異ベクトル
SWFP Severe Weather Forecasting Programme 荒天予測計画
SYNOP surface SYNOPtic observations 地上実況気象通報式
TanDEM-X TerraSAR-X add-on for Digital Elevation Mea-

surement
TerraSAR-Xの同型衛星

TCVitals Tropical Cyclone Vitals Database NCEPによる熱帯低気圧データベース
TE Total Energy 全エネルギー
Terra Terra 米国の午前軌道地球観測衛星
TerraSAR-X TerraSAR-X ドイツの商業合成開口レーダー衛星
TIRA Task Team for Intercomparison of ReAnalyses WCRPの再解析相互比較タスクチーム
TIROS Television and InfraRed Observation Satellite 可視赤外観測衛星
TL Tangent Linear Model 接線形モデル
TMI TRMM Microwave Imager TRMMマイクロ波観測装置（TRMM衛星に搭載）
TOFD Turbulence Orographic Form Drag 乱流地形抵抗
TOVS TIROS Operational Vertical Sounder TIROS 実用型鉛直サウンダ（14 号以前の NOAA

衛星に搭載）
TPW Total Precipitable Water 可降水量
TRMM Tropical Rainfall Measuring Mission 熱帯降雨観測計画
TRMM-LBA TRMM Large Scale Biosphere - Atmosphere Ex-

periment in Amazonia
TRMM アマゾン大規模生物圏-大気実験

TT-WDQMS Task Team on WIGOS Data Quality Monitoring
System

WIGOS データ品質監視システムに関するタスク
チーム

UCAR University Corporation for Atmospheric Re-
search

米国の大気研究大学連合

UKMO United Kingdom Met Office 英国気象局
USGS United States Geological Survey 米国地質調査所
UTC Coordinated Universal Time または Temps Uni-

versel Coordonn’e（フランス語）
協定世界時

VarBC Variational Bias Correction 変分法バイアス補正
WCRP World Climate Research Programme WMOの世界気候研究計画
WDAC WCRP Data Advisory Council WCRPデータ諮問会議
WDCGG World Data Centre for Greenhouse Gases 温室効果ガス世界資料センター
WENS Wave ENsemble prediction System 波浪アンサンブル予報システム
WGNE Working Group on Numerical Experimentation 世界気象機関大気科学委員会 (WMO/CAS) の数値

実験作業部会
WIGOS WMO Integrated Global Observing System WMO統合全球観測システム
WindSat Wind Satellite 海上風測定用の多偏波マイクロ波イメージャ
WMO World Meteorological Organization 世界気象機関
WWRP World Weather Research Programme 世界天気研究計画
理研 AIP RIKEN Center for Advanced Intelligence Project 理化学研究所革新知能統合研究センター
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